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1. 研究事業の概要 

1.1. 背景と⽬的 
原⼦⼒災害、放射線テロまたは核攻撃（以下：RN テロ・災害）、放射線障害防⽌法

の対象事業所（以下：RI 事業所）での労災事故など、発⽣あるいは災害の種類によっ
て区別されることなく、初動対応や緊急被ばく医療は実施される必要がある。しかし、
それぞれの発⽣場所あるいは災害の種類によって、対応する初動機関、医療機関が分
かれており、それぞれの体制整備、⼈材育成が実施されている(図 1-1)。 

 
図 1-1 災害の区分と対応機関 

 
原⼦⼒災害対策指針は東電福島第⼀原発事故の経験を踏まえ、被ばく医療等の体制

の充実、強化が図られている。しかし、国、⾼度被ばく医療⽀援センター、原⼦⼒災
害医療・総合⽀援センター、地⽅公共団体等が⾏なっている研修について、研修内容
の重複、対象者のミスマッチ等が⽣じており、研修を整理・体系化し、効率的・効果
的な⼈材育成を⾏うことが必要であると原⼦⼒規制庁により⽰されている1。また、こ
れまでの実施された研修で使⽤されている講義資料は研修毎に講義を担当する講師
が作成していること、全ての研修が体系的に整理されておらず講義内容の重複がある
といった研修を受講する側としては体系化、標準化されていないといった課題も指摘
されていた。さらに多数の公衆等への迅速な避難と適切な避難退域時検査の両⽴の困
難等も⽰されており、原⼦⼒災害対策指針等に基づく防護措置及び医療対応の実際的
な運⽤に必要な解決策を⾒出す必要がある。 

また、RI 事業所での事故や RN テロ・災害等に対応できる体制については整備が遅
                                                        
1 原⼦⼒規制庁；平成 30 年度第 3 回原⼦⼒規制委員会 資料１「原⼦⼒災害拠点病院等の
施設要件」の⾒直しの⽅向性について, 平成 30 年 4 ⽉ 18 ⽇ 
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れている。RI 利⽤の拡⼤、昨今の核セキュリティへの国際的な取り組みを鑑みると、
これらの対策は喫緊の課題である。放射線障害防⽌法の改正により数量の極めて⼤き
い RI の許可届出使⽤者⼜は⼤規模研究⽤加速器施設の許可使⽤者を対象に、危険時
の措置の強化として消防、警察、医療等の対応機関との連携が求められている。国⺠
保護に関する基本指針では、核攻撃等による医療、防護措置等の必要性が⽰され、オ
リパラ・テロ対策推進要綱では、テロ等発⽣時の救護体制の強化として、多数傷病者
の搬送体制の整備等が⽰されている。

初動対応でも医療機関での初期診療でも、テロ災害や局地災害の発⽣直後に、放射
線や放射性物質が単独で使⽤されているとは限らず、特に C B R N E テロ災害対応で
は、放射線や放射性物質以外の化学剤や爆発物、⽣物剤などの脅威についても、防護
措置や検知などは同時に実施することが求められる。さらに、化学剤や爆発物、⽣物
剤などが使⽤された可能性があると判断される場合も、放射線や放射性物質の存在も
考慮して対応することが求められる。初動対応や初期診療で、他の脅威に気づかずに
対応してしまうと被害が拡⼤したり、⼆次被害が発⽣したりする。全ての脅威に対し
てそれぞれの特性に応じた適切な対応をすることが All hazard approach である。

本研究事業では、原⼦⼒災害に限らず、RI 事業所での事故、RN テロ・災害等に対
応可能な被ばく医療体制構築のため、対応機関の初動対応、初療のマニュアル、専⾨
的⽀援、⼈材育成について、現⾏の原⼦⼒災害対策指針等の体制等に基づき検証し、
対応機関が包括的に被ばく医療を実践できる対処能⼒の実効性を向上させる⽅法を
明らかにし、原⼦⼒災害等における防護措置及び医療対応の実際的運⽤⽅法を明らか
にする。

1.2. 研究内容
原⼦⼒災害対策指針では、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）での被ばく医療体

制整備が進められているが、それ以外の地域（23 都県）も含め、全国の RI 事業所で
の放射線事故、労災事故など危険時の措置の強化、国⺠保護に関する基本指針では武
⼒攻撃事態等、緊急対処事態における放射線テロまたは核攻撃等の放射線緊急事態で
の医療、放射線防護措置等の必要性も⽰されており、包括的かつ実際的な被ばく医療
の体制整備が求められている。

また、多⼈数を対象とした実際的な放射線防護及び医療対応についての検討、包括
的に被ばく医療を提供するためのガイドラインやマニュアル、効果的な現場運⽤のた
めの研修⽅法等について、課題の整理、抽出および実施体制の整備等が求められる。
さらに、放射線防護、放射線管理、被ばく医療、線量評価等に関して専⾨的⽀援体制、
情報共有システムの整備が必要である。

原⼦⼒災害での医療や対応と、RI 事業所での放射線事故、労災事故あるいは放射線
テロまたは核攻撃等の放射線緊急事態での初動対応と医療対応については、放射線の
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測定や除染、放射線防護の技術や技能は同じである。⼀⽅で、発災の状況や事前の初
動や医療の体制については、原⼦⼒災害は原⼦⼒施設での災害であり、発災の場所が
限定されることから原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）に限定されて体制整備がな
され、⼈材育成や資器材の配備などがなされてきた。放射線テロ災害は、発災場所が
事前に特定されることはなく、多くは CBRNE テロ災害、危機管理の⼀環としてそれ
ぞれの地域で教育や体制整備が⾏われており、関係組織がそれぞれ教育や体制整備を
実施している。このような相違点を明確にし、それぞれの対応⼒が向上することによ
り原⼦⼒災害が発⽣した場合でも、全国の初動対応機関、医療機関から⽀援が得られ
ること、放射線テロ災害や RI 事業所での放射線事故発⽣時でも、遅滞なく必要な被
ばく医療が提供できる体制の整備が可能となることが期待される。 

このため本研究では、これまで量⼦科学技術研究開発機構（以下：量研）で実施し
てきた緊急被ばく医療体制整備、各種セミナー、協⼒協定病院等を活⽤し、【調査研
究１】初動対応⼿順の検討とマニュアル等の作成、【調査研究２】医療機関での受け
⼊れ体制整備、【調査研究３】専⾨的⽀援体制の整備、【検証１】モデル地域での検証
の区分に分けて実施する（図 1-2）。さらに本研究では、化学剤、爆発物によるテロ災
害等の知⾒を取り⼊れ、原⼦⼒災害のみでなく、RI 事業所や輸送中の事故、核攻撃等
も含め、初動対応の⼿順、医療等を検討する。 

最終的な研究成果としては、包括的被ばく医療の体制構築のために、次の項⽬を⽬
標とする。 

l 地域の実情に合わせた研修やマニュアル、ガイドライン等の最適化 
l 研修内容の標準化 
l 研修の体系化、効率化 
l 原⼦⼒災害時の医療に関しては、⼈材育成の⾼度化 
l 原⼦⼒災害時の医療に携わる⼈材の⼀元管理 
l 包括的被ばく医療の⼈材育成 
l 専⾨的⽀援体制の整備 
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図 1-2  研究の概要 

1.3. 研究計画 
本研究は、平成 30 年度（2018 年度）から３年間の調査研究を計画している。研究

区分ごとの計画を⽰す。 
 

1.3.1. 調査研究１：初動対応⼿順の検討とマニュアル等の作成 
迅速、的確な初動対応、関係機関間の連携による実効性向上を⽬的とする。 
H30 年度（2018 年度）は原⼦⼒災害等の研修、演習あるいは有識者等から初動対

応機関、RI 事業所の原⼦⼒災害等への対応、多機関連携に関連する情報を収集するこ
とにより課題を⽐較・抽出して整理する。R 元年度（2019 年度）は脅威の迅速な検知
と All hazard approach も含めた初動対応⼿順及び多⼈数のスクリーニング⽅法等を
検討し、マニュアル、教材等を作成、検証する。R2 年度（2020 年度）は、マニュア
ル等を再検証し、各地域の実状に合わせて改善する。 

 
1.3.2. 調査研究２：医療機関での受け⼊れ体制整備 

全国の医療機関の被ばく医療の診療能⼒の向上により迅速かつ適切な被ばく医療
を提供する⼿段の開発を⽬的とする。 

H30 年度（2018 年度）は量研放医研の協⼒協定病院、有識者等の協⼒を得て、現
場除染なしまたは乾的除染で医療機関が傷病者を受⼊れるために必要な体制、教育等
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について課題を抽出する。さらに既存の原⼦⼒災害医療の研修の体系を整理し、既存
のテキストを改定し、研修による⼈材育成の実効性を向上する。R 元年度（2019 年
度）は、多⼈数の被災者への対応を含めた、医療機関での初療マニュアル、教材を作
成、効果的研修法を検証する。R2 年度（2020 年度）は、マニュアル等を再検証し、
医療機関の実状に合わせて改善する。 

 
1.3.3. 調査研究３：専⾨的⽀援体制等の整備 

専⾨的⽀援の充実による初動対応、被ばく医療の実効性向上を⽬的とする。 
H30 年度（2018 年度）は、専⾨機関、染⾊体および物理学的線量評価ネットワー

クを活⽤した被ばく線量評価、被ばく医療等の専⾨的⽀援に必要な項⽬、課題を整理
する。R 元年度（2019 年度）は、専⾨的⽀援について、具体的⼿順、⽅法、器材等を
検討する。初年度から平⾏して平常時、災害時に活⽤できる専⾨的⽀援における情報
共有システムについて課題等を整理し、システムを設計する。また、既存の広域災害
救急医療情報システム（EMIS）や健康危機管理⽀援ライブラリー（H-CRISIS）との
連携についても検討する。 

 
1.3.4. 検証１：モデル地域での検証 

H30 年度（2018 年度）は、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）及びそれ以外の
地域（23 都県）で研修等を実施するモデル地域を選定する。R 元〜R2 年度は、モデ
ル地域で効果的な現場運⽤のための研修法を検討し、調査研究１〜３へ反映する。 

 
1.4. 実施体制 

本年度は、調査研究１〜３および検証１のそれぞれの担当者を図 1-3 のように割り
振り、本研究を実施した。 

 
研究代表者：富永隆⼦ 

       量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
 ⾼度被ばく医療センター放射線緊急事態対応部 
 

表 1-1 研究協⼒者⼀蘭（50 ⾳順、敬称略） 
1 井瀧千恵⼦ 弘前⼤学 ⼤学院保健学研究科看護学領域 

2 伊藤勝博 弘前⼤学 医学部附属病院⾼度救命救急センター 

3 岩熊真司 東洋紡株式会社 AC 製品事業部特需グループ 

4 宇佐俊郎 ⻑崎⼤学 ⻑崎⼤学病院 
国際ヒバクシャ医療センター 
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5 ⼤津留晶 福島県⽴医科⼤学 放射線健康管理学講座 

6 奥村徹 ⽇本中毒情報センター   

7 河本志朗 ⽇本⼤学 危機管理学部危機管理学科 

8 河野恭彦 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部環境監視課 

9 國府⽥洋明 帝京⼤学 医療技術学部スポーツ医療学科 
救急救命⼠コース 

10 近藤久禎 国⽴病院機構 
災害医療センター 
厚⽣労働省 DMAT 事務局 

臨床研究部・災害医療部 

11 酒井明⼦ 福井⼤学 医学部看護学科 

12 隅⽥博⾂ 広島⼤学 広島⼤学病院診療⽀援部 

13 ⾼⽥千恵 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部線量計測課 

14 武⽥聡司 国⽴病院機構東埼⽟病院 放射線科 

15 ⽥崎修 ⻑崎⼤学 ⻑崎⼤学病院救命救急センター 

16 永岡美佳 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部環境監視課 

17 中川貴博 国⽴研究開発法⼈ 
⽇本原⼦⼒研究開発機構 

核燃料・バックエンド研究開発部⾨  
核燃料サイクル⼯学研究所 
放射線管理部放射線管理第１課 

18 ⻑⾕川有史 福島県⽴医科⼤学 放射線災害医療学講座 

19 花⽥裕之 弘前⼤学 ⼤学院医学研究科救急・災害医学講座 

20 廣橋伸之 広島⼤学 原爆放射線医科学研究所 
放射線災害医療研究センター 
放射線医療開発研究分野 

21 細井義夫 東北⼤学 ⼤学院医学系研究科 
放射線⽣物学分野 

22 安⽥仲宏 福井⼤学 附属国際原⼦⼒⼯学研究所 
原⼦⼒防災・危機管理部⾨ 
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23 ⼭⼝芳裕 杏林⼤学 医学部救急医学教室 
⾼度救命救急センター 

24 ⼭本荘⼀郎 エス・ティ・ジャパン 危機管理製品部 

25 ⼭本尚幸 原⼦⼒安全研究協会 放射線災害医療研究所 

26 吉村崇 ⼤阪⼤学 ラジオアイソトープ総合センター 
同位体化学研究室 

 
表 1-2 研究参加者⼀覧（50 ⾳順、敬称略） 

1 ⾦ウンジュ 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
計測・線量評価部 

2 栗原治 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
計測・線量評価部 

3 ⼩林圭輔 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
被ばく医療部 

4 相良雅史 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
被ばく医療部 

5 數藤由美⼦ 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
計測・線量評価部 

6 ⾼島良⽣ 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
計測・線量評価部 

7 ⽴崎英夫 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
被ばく医療部 

8 ⾕幸太郎 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
計測・線量評価部 

9 堤弥⽣ 量⼦科学技術研究開発機構 量⼦医学・医療部⾨ 
⾼度被ばく医療センター 
被ばく医療部 
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図 1-3  令和元年度（2019 年度）実施体制 
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2. 【調査研究 1】 初動対応⼿順の検討とマニュアル等の作成 

2.1. 本年度の研究計画 
消防等の初動対応機関での迅速、的確な初動対応、関係機関間の連携による実効性

向上を⽬的とし、今年度は、昨年度から継続して原⼦⼒災害等の研修、演習あるいは
有識者等から初動対応機関、RI 事業所の原⼦⼒災害等への対応、多機関連携に関連す
る情報を収集することにより課題を抽出して整理した。さらに整理した課題の解決策
として、避難退域時検査の実⾏性の向上のための検査の効率化、CBRNE テロ災害に
関する教育を充実させるための教材や研修⽅法を検討した。さらに All hazard 
approach による初動対応⼿順を検討し、初動対応機関の CBRNE テロ災害時の現場
対応についてフローチャートとマニュアルを作成した。 

 
2.2. 検討の経緯と内容 

原⼦⼒災害と放射線取扱事業所等での労災事故、放射線テロでは、初動対応に様々
な相違がある。まず、原⼦⼒災害は原⼦⼒施設の⽴地隣接地域でのみ初動対応が求め
られるが、全国に所在する事業所での労災事故や放射線テロでは、発災場所が限定さ
れない。そして原⼦⼒災害では、事象の進展や防護措置など対応が想定されているこ
とが多いが、労災事故や輸送中の事故、放射線テロでは、事象そのものが被ばく事故
や汚染事故など多様であり、対応する組織の対応能⼒もそれぞれの組織で異なる。そ
のため、平時の体制整備として、原⼦⼒防災体制として実施されている原⼦⼒災害対
策重点区域（24 道府県）のそれ以外の地域の初動対応機関の資器材や教育の体制は異
なっている。しかしながら、放射線防護措置、放射線測定、除染などの基本的な技能
や放射線、放射線防護等の基本的な知識については同じである。 

これらの相違を踏まえ、原⼦⼒災害、放射線事故、放射線テロ災害等に関連する訓
練、研修、演習、学会等に参加あるいは開催し、情報を収集し、原⼦⼒災害等での初
動対応、教育に関連する課題を抽出し、整理した上で、初動対応のためのフローチャ
ートとマニュアル、教材を作成した。教材は研修等で使⽤し、項⽬の追加や修正等を
⾏った、また、フローチャート、教材等は、研究協⼒者、研究参加者が 2 回の検討会
で検討し、取りまとめた。 

なお、検討会は、調査研究１および３、検証１をまとめて開催した。 
 

1. 第 1 回検討会 
⽇時：2019 年 9 ⽉ 4 ⽇(⾦) 14:00 ‒ 16:00 
場所：量⼦科学技術研究開発機構 本部棟２階第⼀会議室 
 千葉県千葉市稲⽑区⽳川 4-9-1 
議題： 議題１：昨年度の成果報告 
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 議題２：今年度の事業計画 
 議題３：初動対応⼿順の検討 
 議題４：初動対応機関への研修開催案 
 議題５：検知機材の活⽤⽅法 
 

2. 第 2 回検討会 
⽇時：2020 年 1 ⽉ 23 ⽇(⽊)  14:00 ‒ 16:00 
場所：フクラシア⼋重洲 B 会議室 

   東京都中央区⼋重洲 2-4-1 ユニゾ⼋重洲ビル（常和⼋重洲ビル）3F 
議題： 議題１：初動対応機関への研修開催報告 

 議題２：初動対応⼿順の検討 
 議題３：初動対応機関向け講義資料 
 議題４：避難退域時検査の効率化 

 
2.2.1. 避難退域時検査等 

(1) 原⼦⼒総合防災訓練（島根原⼦⼒発電所）（資料 2-1） 
昨年度は、避難退域時検査の現実的かつ実⾏可能な課題解決策を提⽰し、さらに避

難退域時検査及び簡易除染マニュアル（平成 29 年 1 ⽉ 30 ⽇修正）を放射線テロ災害
時に活⽤することの可能性あるいは活⽤にあたっての課題についても抽出した。これ
を踏まえ、2019 年度原⼦⼒総合防災訓練（⿃取県原⼦⼒防災訓練）において⿃取県で
実施された避難退域時検査実働訓練、住⺠避難訓練、広域医療搬送訓練を視察し、多
数の検査を実施する場合の効率的な器材、安定ヨウ素剤配布時の説明、多機関連携に
ついて課題を再度整理した。 

 
2.2.2. CBRNE テロ災害の初動対応の教育 

昨年度抽出した CBRNE テロ災害での初動対応機関向けの教育に関する課題を元
に、CBRNE テロ災害に必要な研修項⽬、講義項⽬を検討し、講義資料等の教材を作
成した。さらに研修会での講義で実際に使⽤したのち、必要な項⽬の追加や修正を⾏
った。また、放射線や化学剤の検知や防護装備の着脱など、初動対応に必要な基本的
な技能について実習の実施要領を検討し、検証した。 

(1) CBRNE 災害対処千葉連携研修会 
CBRNE 災害対処千葉連携研修会は千葉県警察本部、千葉市消防局、量研放医研が

中⼼となって、千葉地域での CBRNE テロ災害対処の能⼒向上のために 2014 年度か
ら開催している研修会である。毎年、CBRNE テロ災害対処に関係する講義や資器材
の取り扱い実習、机上演習、実働演習を実施しており、昨年度も本研究事業で報告し
た。本年度は、継続して CBRNE テロを想定した対応に必要となる研修、実習、机上
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演習を実施した（表 2-1）。 
さらに放射性物質により汚染した傷病者の搬送のために必要となる救急⾞の養⽣、

ヘリコプターの養⽣と搬送の訓練および擬剤を使⽤した検知紙の実習を実施した（資
料 2-2、資料 2-3）。 

この結果、初動対応機関による CBRNE テロ災害の初動対応の教材および CBRNE
テロ災害の All Hazard Approach による初動対応のフローチャートとマニュアルの作
成についても検討した。 
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表 2-1 2019 年度 CBRNE 災害対処千葉連携研修会実績 

 
(2) 浦安市消防本部 CBRNE テロ対処研修（資料 2-4） 

所管地域に⼤規模集客施設を有する消防本部（消防職員数約 200 ⼈）である。集客
施設には最⼤ 10 万⼈以上が滞在することがあり、このような状況で、CBRNE テロ
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災害が発⽣し、多数傷病者が発⽣すると明らかに消防⼒劣勢となる。そのため消防本
部の多くの職員が CBRNE テロ災害に対応するための基礎知識と技能を有すること
が重要である。この研修を実施したことにより、講義項⽬の整理と教材を作成した。 

(3) 浦安市消防本部 CBRNE テロ対処机上演習（資料 2-5） 
⼤規模集客施設近隣の鉄道駅での化学剤、爆発物、放射性物質の複数の脅威による

テロを想定し、消防、警察、事業所、医療機関、⾏政が参加して机上演習を実施した。
消防と警察での初動対応では、明らかに活動部隊の能⼒は劣勢であり、事業者との連
携が不可⽋である。事業者は、CBRNE テロという特殊な状況に関しての知識や対応
計画は脆弱であり、事業者も含めた初動対応の⼿順について検討した。 

(4) 市川市消防局机上演習（資料 2-6） 
昨年度は、市川市消防局⻄消防署の機動化学隊、指揮隊、ポンプ隊、救急隊の職員

に対して、現有部隊、現有資器材での CBRNE テロ災害対応の能⼒向上を⽬的として、
化学テロ災害、放射線テロ災害の初動対応のための基礎知識の講義、各種検知器等の
資器材を使⽤した実習、CBRNE テロ災害を想定した机上演習からなる合計 6 回の研
修会を実施した。本年度は、この研修を受講した部隊の隊員を含め、消防局全ての消
防署を対象として、所管の鉄道駅で発⽣した CBRNE テロの初動対応についての机上
演習を実施した。この机上演習には、所管する消防署と警察の職員が参加したことで、
実際の現場の状況が分かっている状況で、相互の活動について、活発に討議、意⾒交
換できた。また、テロ災害の想定は同じであるが、発災場所は、それぞれの消防署が
所管する駅としたことで、現有の部隊の活動、配置、資器材に応じた現実的な対処の
検討ができ、地域の CBRNE テロ災害対処の実効性向上のための課題が整理できた。
さらに初動対応の⼿順についても検討した。 

 
2.2.3. CBRNE テロ災害訓練 

昨年度整理した All hazard approach の観点から関係機関連携を含めた初動対応⼿
順等の検討に必要な項⽬と、本年度の CBRNE テロ災害対処訓練（表 2-2）の視察、
評価で得られた課題、知⾒を元に、CBRNE テロ災害の初動対応について All Hazard 
Approach でのフローチャートを作成した。 

 
表 2-3 CBRNE テロ災害対処訓練の視察、評価 

 訓練、研修 ⽇時 内容等 
1 CBRNE テロ対策合同訓練 2019.6.12 Dirty Bomb を想定した演習 
2 国際空港エマルゴトレーニング 2019.7.11 化学テロ災害を想定した演習 
3 医療機関における CBRNE テロ

災害訓練 
2019.6.10 化学テロ災害を想定した演習 
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(1) CBRNE 対策合同訓練（資料 2-7） 
国際空港での Dirty Bomb が使⽤された事による放射線と爆発物によるテロの想定

であった。初動対応の消防機関は、CBRNe クラウドシステムを使⽤しており、化学
剤の検知も同時に実施する対応であった。All hazard approach を実際に実施しており、
初動対応における課題を抽出した。 

(2) 国際空港エマルゴトレーニング（資料 2-8） 
エマルゴトレーニングシステム®とは、スウェーデンのリンショーピング⼤学病院

に隣接された Centre for Teaching and Research in Disaster Medicine & Traumatology
（災害医療・外傷学教育研究センター）にて 20 年以上前から地域とともに開発され
てきた救急・災害医療の机上シミュレーションによる研修法である。災害を想定し、
医療従事者及び被災者に⾒⽴てたマグネット⼈形を使⽤し、これらを⽩板上で災害現
場や病院などに移動する。これらは設定された病床数・増床数職員数・限られた資源
を⽤い、訓練上の時間経過に沿って⾏われ、評価は、設定された対応法の妥当性及び
避けられた合併症、避けられた死の有無の検討で⾏われる。様々な職種の⽅が参加す
ることが有⽤であり、⾏政職員、⾃衛隊警察、消防、病院関係者などがトレーニング
に参加することにより実災害に近い訓練となる。 

国際空港では、エマルゴトレーニングシステムによる航空機災害の研修を実施して
きたが、昨年度より CBRNE テロ災害を想定した研修を実施しており、今年度は、化
学剤テロ（サリン）のシナリオであった。本訓練の視察により初動対応の課題を整理
し、初動対応のフローチャートの作成に反映させた。 

(3) 医療機関における CBRNE テロ災害訓練（資料 2-9） 
医療機関と⾃衛隊が合同で実施した化学テロ災害の訓練であった。特に⼩児や幼児

が家族と被災者役で訓練参加していたことにより、CBRNE テロ災害対応における⼩
児や幼児特有の課題を認識することができた。 

 
2.3. 結果 

原⼦⼒災害、放射線事故、放射線テロ災害等での初動対応について、CBRNE テロ
災害の All hazard approach の視点で、課題を整理し、効果的、効率的な教材、初動対
応のフローチャートとマニュアルを作成した。 
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2.3.1. 避難退域時検査の効率化の課題 
⼈の検査では、簡易検査でも⼀⼈当たり 2〜3 分程

度時間がかかることがボトルネックであり、避難者
全員を検査できない理由の⼀つである。指定箇所検
査が短時間でできる測定器の導⼊で効率的に検査が
可能となり、短時間でも⼤勢の検査が可能と考えら
れる。測定器の導⼊には、費⽤対効果を検討する必要
があるが、検査会場に必要な⼈員の削減にもなると
思われる。 

この測定器による指定箇所検査である簡易検査を
放射線テロ災害にも実施できれば、短時間で多数の汚染の有無を確認する検査を実施
できるようになる。⾞両の汚染検査にガンマポールなどを使⽤しているが、これも⼈
の検査に活⽤できれば、短時間で効率的に多数の被災者の汚染の有無を確認する検査
が実施できると思われる。測定器の調達の⽅法が課題である。 

 
2.3.2. 安定ヨウ素剤配布時の説明における課題 

安定ヨウ素剤の問診票のように専⾨⽤語での説明は理解が難しい。そのため、原⼦
⼒災害だけでなく、放射線テロ災害での避難や屋内退避などの広報の⽂案、既存の
様々な Q＆A 集を活⽤した広報⽂案集などがあると便利であると思われる。 

 
2.3.3. 原⼦⼒災害時の多機関連携における課題 

災害時には、専⾨機関や各対応組織が連携することが重要であるが、各組織の役割
や対応能⼒を相互理解しておく必要がある。相互理解については、会議等での調整だ
けでなく、訓練によって現場で活動する要員も理解しておく必要があるため、多機関
が参加する訓練等を積極的に⾏うことも望まれる。関係機関との調整やどの機関が主
導するのかなど、課題がある。 

 
2.3.4. CBRNE テロ災害での初動対応における課題 

(1) 警備員、先着隊、医療関係者等の防護装備 
爆発⽣直後に現場確認、避難誘導する警備員、先着隊の警察官等は、呼吸保護がさ

れないまま活動を継続していた。原因物質が特定されない状況での活動は、化学剤あ
るいは放射線への暴露、放射性物質の吸⼊などの危険が伴う。CBRNE テロ災害対応
の蓋然性が⾼いと考えられる警備員や先着隊には、最低限の呼吸保護となる使い捨て
防塵マスク（N95 マスク）を常時携⾏させるなどの対策があると⼀層の安全確保に資
すると考える。さらに個⼈線量計も常に装着しておくことで、放射線テロ災害発⽣時
に、放射線被ばく管理が早期から可能となり、警備員等の安全確保に資すると考える。 

図 2-1 測定器 
指定箇所検査が 5 秒で実施
できる。 
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多くの活動計画やマニュアル、ガイドラインでは、放射性物質による汚染対策が必
要な場所での活動における防護装備にシューズカバーが含まれる。しかし、シューズ
カバーの多くが、不織布等を使⽤しており、屋外で活動する場合には、活動中に破損
していることがある。これでは、汚染拡⼤防⽌対策にはならない。屋外活動時の防護
装備としては、シューズカバーに破損防⽌の対策を講じるか、屋外でも使⽤可能なシ
ューズカバーの着⽤を考慮する必要がある。活動計画やマニュアル等に屋外活動時の
防護装備の注意点などを記載する必要がある。このため、放射線テロ災害の講義資料
では、屋外でのシューズカバーは破損しないようなもの（ゴム底の靴カバーなど）を
使⽤するよう記載した。 

視察した実動訓練では、医療チームは除染後の救護所および医療機関での活動であ
り、コールドゾーンでの活動となるため、防護装備については検討されていなかった
ようである。しかし、完全な現場除染の実施は、現実的には不可能だと思われ、さら
に化学剤と放射性物質が混在している可能性も否定できず、汚染されたまま⾃⼒で医
療機関を訪れる被災者も多数発⽣することが予想される。また、ダーティボムといっ
た爆発物や化学剤が使⽤されるテロでは、完全な除染よりも医療班による救命処置が
優先される場合も考えられる。このような可能性を考えると、コールドゾーンでの対
応、除染後の対応しかしない場合でも、最低限の安全確保のための防護装備は必要で
ある。これには、個⼈線量計、検知紙、防護服、ゴム⼿袋（ニトリル⼿袋）、呼吸保護
のための簡易マスク（化学剤、有害微粒⼦対応）などの準備が必要である。 

(2) NBC 出動（特殊災害出動）時の検知活動 
今年度実施したいくつかの机上演習の結果、NBC 出動（特殊災害出動）の指令で

あっても、化学剤によると判断される症状や状況が通報された場合、化学テロ災害の
対応を考慮しても、放射線や爆発物への対応は考慮されないことがあった。このこと
から、All Hazard Approach の対応として、NBC 出動（特殊災害出動）の場合は、出
動時から化学剤、放射性物質、放射線、爆発物のすべての脅威、⼆次攻撃を踏まえて
対応することを基本とするような初動対応の⼿順を⽰す必要がある。 

(3) 保有する資器材の実践的な活⽤ 
今回の研修で実施した実習では、各機器の特性も理解できたようであり、実際の災

害現場での検知活動において、効率的、効果的に器材を使⽤して、消防活動の⽬的で
ある⼈命救助、⼆次災害の防⽌をどのように実践するのか、具体的な活動⽅針につい
て、各隊員の理解が深まったと思われる。放射線測定器も化学剤検知器も使⽤する部
隊で、使⽤の講習や訓練は実施しているようであるが、実際に表⽰付認証機器（教育
訓練⽤放射線源）や化学剤の擬剤を使⽤した実習は、消防機関だけで実施するのは、
容易ではない。そのため訓練⽤の資器材及びこれらを⽤いた訓練要領について整備が
必要である。資料として化学剤検知紙のハンドアウトを作成した。 
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(4) 同時多発の場合の対応 
市内の消防署の１つで発災し、他の消防署から応援が得られる前提で机上演習の検

討を⾏ったが、同時多発した場合には、初動対応の部隊は今回の検討よりも少なくな
ると予想され、県内、近隣の消防機関からの応援が必要となるが、救助、医療介⼊ま
での時間は⻑くなると予想される。具体的に県内、近隣消防からの応援部隊が到着す
るまでの可能な対処についても現実的に検討しておくことも必要である。 

(5) ヘリコプターおよび救急⾞養⽣の効率化 
救急養⽣の実習は説明の時間を除き、約 45 分で完了した。しかし、通常の救急搬

送では、出動までに 45 分を要するのは、要救助者の搬送が遅延する原因となる。そ
のため実際の対応では、養⽣にかかる時間の短縮が望まれるが、各隊員が養⽣に慣れ
ること、エステクトシートなどは事前に⼀定の⼤きさに切断して準備しておくことで
10〜15 分ほどは効率化が可能と思われる。ヘリコプターの養⽣は、事前に養⽣シー
トをヘリコプターの内部の構造に合わせて切り抜きをしており、養⽣を実施する場合
は、このシートを貼り付けるだけで養⽣が完了するため、効率的である。しかし、隊
員の異動等があるため、継続した訓練等で養⽣の⽅法を伝達することも必要であり、
そのためには、ヘリコプターの養⽣の⽅法を提⽰した具体的な資料の作成が必要であ
る。 

(6) 関係機関との連携と現場対応についての相互理解 
市川市消防局の机上演習においては、⾏政（市当局）や⺠間事業者、医師等は参加

していないが、今後は⾃衛隊を含め関係機関の参加を募り、広域の対応体制の確認も
実施すべきである。⼀般的に広報や避難には、⾏政との連携が不可⽋であり、医療に
は、医療機関と原因物質の情報共有が不可⽋である。 

発災後に通⾏⼈の避難誘導や現場の交通整理、⽴⼊制限は、消防や警察で実施する
ことが役割であると認識されているが、駅や集客施設の事業者も利⽤者の安全確保の
ために避難誘導、⽴⼊制限を実施することが改めて認識された。さらに事業者が所有
する⼟地や建物を使⽤することも現場で円滑に調整できるようであった。このため、
事業者にも消防や警察、⾏政の対応⽅針や活動内容を理解してもらうことや、CBRNE
テロ災害の基本的な対応について理解し、利⽤者の安全確保に活⽤できる知識を習得
できる研修等の機会があることが望まれる。 

さらに、CBRNE テロ災害時には、派遣チームによる現場医療は、安全確保を考慮
して、通常の多数傷病者発⽣時や局地災害発⽣時と同様には提供されることはないこ
とがほとんどである。さらに現場での除染が実施されないと医療機関での受⼊がなさ
れないとしている消防の想定があるが、医療機関の受け⼊れについては、このような
机上演習で、医療機関の体制や対応⽅針について相互理解の機会があることは、地域
の実情に応じた計画を⽴てる上で、⾮常に有益な情報共有ができると思われる。 

(7) ⼩児、幼児への対応 
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幼児や⼩児の⽣理学的徴候や異常の判断には、⼩児科医、⼩児病棟・外来の看護師
の協⼒が必要である。現場では、幼児や⼩児の対応は、家族と同じ導線で対応する必
要があると思われる。また、脱⾐後の着替えや靴が基本的に成⼈⽤の準備であること
が多く、⼩児等への対応も不⾜している。⼤規模集客施設などでの CBRNE テロ災害
では、幼児や⼩児の割合が⾼いことも予想されるため、CBRNE テロ災害の訓練や研
修にも積極的に⼩児科医、⼩児病棟・外来の看護師の参加を呼びかけ、実践的な訓練
により⼩児等を含む全ての被災者への対応を考慮すべきである。 

(8) 実動訓練での検証 
机上演習では、理想的な活動時間で活動⽅針や活動内容を検討していたが、検討し

た活動に実際に要する時間を実動訓練で検証し、活動計画に反映することで、実際の
CBRNE テロ災害対処の能⼒向上に結びつくと思われる。実動訓練を実施するには、
予算措置、想定の状況再現などの課題がある。 

 
2.3.5. CBRNE テロ災害対応の教育における課題 

(1) 訓練に参加していない隊員への普及教育、意識の統⼀ 
実際の CBRNE テロ災害の現場で迅速に活動するには、全ての消防職員が、それぞ

れの役割と活動内容、各組織のマニュアルや活動計画を理解し、そのために必要な知
識と技能を習得し、基本的な対処については意識の統⼀が不可⽋である。しかし、
CBRNE テロ災害に関する研修の機会は少ないようである。すべての職員が参加する
には消防や警察の勤務体制の関係で 2 ⽇続けて同⼀の研修を実施する必要がある。多
機関で実施する場合は、⽇程や講師の確保が課題となる。国際的イベントの開催や⼤
規模集客施設が近隣に所在することで、研修や実効性向上の必要性は認識しているよ
うであり、より効果的な修学が容易となるように、テキストや⾃⼰学習が可能となる
資料の作成が必要である。また、CBRNE テロ災害に関する研修での専⾨的知⾒を有
する講師を派遣する体制も、⼈材育成としての体制整備にとって課題である。救急⾞
とヘリコプターの養⽣については、各消防署で具体的な⽅法について教育、伝達でき
るように資料の作成が望まれる。さらに今後導⼊される検知紙についても使⽤⽅法に
ついて救急隊員のみでなく、救助隊員への周知も現場での安全管理や迅速な脅威の判
定には重要である。 

(2) 多機関が参加する研修等の開催 
消防、警察、⾃衛隊、医療機関、⾏政、事業者が⼀堂に会する研修を開催すること

は各組織の活動⽅針や体制を相互理解するのに⾮常に有効であるが、研修の開催趣旨、
研修参加の意義、机上演習での討議に積極的に参加できるシナリオや状況付与の作成
については、関係機関の多⼤な努⼒が必要である。効率的に机上演習を開催するため
の教材やシナリオ等の作成が必要である。 
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2.3.6. CBRNE テロ災害の初動対応の教材の作成 
(1) 講義資料作成（別添資料） 

消防、警察等の初動対応機関向けの CBRNE テロ災害対処に関する講義資料として
下記の３つを作成した。形式としては、原⼦⼒災害時の医療体制に関する標準テキス
トと同様にスライドとその解説を作成し、講義聴講後にも復習や⾃⼰学習が可能とな
る教材とした。 

・ 放射線テロ災害対処 
・ 化学剤テロ災害対処 
・ 爆発物テロ災害対処 

(2) 化学剤検知紙ハンドアウト（別添資料） 
化学剤検知として、様々な器材が初動対応機関では使⽤されているが、最も安価で

ある検知紙も消防や NBC 部隊では使⽤されおり、新たに購⼊し配備する部隊もある
とのことであった。そこで検知紙でどのような反応が出るのか、擬剤を⽤いた実習に
よって、実際に確認することの他、化学剤の種類と特性、検知紙での検知⽅法と注意
点について A4 ⽤紙１枚にまとめた。検知紙と擬剤による実習での補⾜資料として使
⽤した。 

 
2.3.7. CBRNE テロ災害での初動対応⼿順の作成 

放射線テロ災害では、放射線、放射性物質以外の脅威の存在も否定できず、各種の
脅威の検知結果により原因物質が特定されるまでは、可能性のある脅威に対する防護
措置、対処が求められる。その中でも優先順位を考慮した初動対応が求められる。被
災者の状況から化学剤によるテロ災害と判断される場合でも、放射線源あるいは放射
性物質を同時に使⽤していることも否定できないことから、化学剤の検知と同時に放
射線の検知活動も必要である。ただし、化学剤が使⽤された場合、化学剤の除染、治
療は即時に実施する必要があるため、放射線検知は、これらの対応の後に実施するこ
とが望ましい。化学剤が使⽤されない場合では、出⾎や呼吸の異常など放射線以外の
脅威に対する処置を優先し、それらの処置が実施された後に、放射線検知を実施する。
そこで、昨年度提案した All hazard approach による初動対応⼿順も考慮して、CBRNE
テロ災害の初動対応⼿順のフローチャート（図 2-2）を作成した。さらにこのフロー
チャートの各項⽬についての解説が必要と思われたため、解説を「CBRNE テロ災害
初動対応マニュアル」として作成した（別添資料）。 
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図 2-2 
初動対応のフローチャート 
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2.4. 考察 
今年度整理し、作成した避難退域時検査の効率性の向上、CBRNE テロ災害に関す

る教育や教材、初動対応⼿順、多機関連携について、それぞれの今後の展開、活⽤に
ついて考察した。 

 
2.4.1. 避難退域時検査の効率性の向上 

「原⼦⼒災害時における避難退域時検査及び簡易除染マニュアル」（原⼦⼒規制庁
放射線防護企画課 平成 29 年 1 ⽉ 30 ⽇修正）では、OIL による避難する住⺠等の
汚染状況の確認が⽬的であるが、⾞両の汚染検査で OIL4 以上となった場合、代表者
の指定箇所検査を実施し、さらに OIL4 以上であれば乗員全員の指定箇所検査を実施
する。この多段階の検査では、⾞両と代表者の移動に時間を要し、全員の指定箇所検
査を実施することになった場合は、さらに時間を要することになる。そのため、検査
の効率化が求められる。さらに避難退域時検査の会場には、多くの⼈員が配置されて
いるが、原⼦⼒災害時には、道路状況や被災状況によってはこれだけの⼈員が初動か
ら参集できない可能性もあり、検査を担当する⼈員を削減できる⽅策も必要であると
思われる。そこで、通常の担当者がサーベイメーターを使⽤した検査よりも指定箇所
検査が約 5 秒の短時間でできる測定器の導⼊は、効率的に検査が可能となり、⼈員が
少なくても、短時間で⼤勢の検査が可能と考えられる。 

また、放射線テロ災害で多数の被災者の汚染検査を実施しなくてはいけないような
場合にも活⽤できると思われるが、器材の調達の課題がある。 

 
2.4.2. CBRNE テロ災害に関する教育、教材の充実 

原⼦⼒防災には関連がない機関が CBRNE テロ災害対応をする場合は、被ばく医療、
原⼦⼒災害時の対応の基礎知識や資器材を有していることは稀であると思われる。そ
のため、放射線テロ災害に関連する教育、訓練の機会を別途提供し、原⼦⼒災害以外
でも全ての医療機関、初動対応機関が、最低限の対応ができるようにすべきである。
今年度は、CBRNE テロ災害時の初動対応に関連する項⽬を整理し、安全と危険、リ
スク、防護対策の効果、および相互の関係性と判断⽅法、効率的かつ効果的な資器材
の使⽤法等について教育、研修のための教材を作成した。 

化学テロ災害と放射線テロ災害の基礎知識の講義と、消防署の現有資器材を使⽤し
た実習により、実際の活動における知識と検知や救助技術の向上が図られたと推測す
る。このような研修は、消防局、消防本部、警察の部隊の資器材がある程度同じであ
る場合は、他の組織、部隊でも同様に実施することが可能であり、標準的な研修とし
ての展開も可能だと思われる。より多くの関係者に教材を使⽤してもらうため、教材
のダウンロードが可能となるウェブサイト等の作成、関係機関への周知をすることが
次年度の課題である。 
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2.4.3. CBRNE テロ災害の初動対応⼿順 

CBRNE 全ての脅威を考慮した対応を開始した初動の⼿順を明確にし、フローチャ
ートを作成し、フローチャートの各項⽬の解説としてマニュアルも作成した。今後は、
このフローチャートを⽤いた机上演習等での実効性の検証が必要である。また前述の
教材と同様にフローチャートとマニュアルのダウンロードが可能となるウェブサイ
ト等の作成、関係機関への周知をすることが次年度の課題である。 

 
2.4.4. CBRNE テロ災害対処における多機関連携 

住⺠および現地関係機関の職員の⽣命⼜は⾝体の安全確保に関する情報について
は、出来る限り迅速に共有することとされている1が、このためには現地調整所が機能
的に設置、運営されなければならない。しかし、現地調整所に関連する研修や講習は
少なく、現地調整所での活動や情報共有の項⽬、⽅法、各機関が必要とする情報と提
供できる情報を整理する必要があると考える。 

放射線テロ災害を含め、CBRNE テロ災害での現地調整所の研修や訓練の機会が増
えることで、各地域での原⼦⼒防災体制、救急・災害医療体制の強化に繋がることが
期待される。現状としては、訓練で現地調整所の関係機関が⼀堂に介し、情報共有す
るには、調整役の多⼤な努⼒に頼らざるを得ない。多くの地域で現地調整所に関連す
る研修や訓練等が開催される教育体制が整備されることで、現地調整所での活動に対
し、それぞれの機関、組織の理解が促進され、安全・危険情報の共有が円滑に⾏われ
ることで、初動対応機関の組織的、効果的活動が促進され、住⺠等への影響や⼆次災
害の拡⼤防⽌が強化されることが期待される。 

CBRNE テロ災害の訓練では、医療機関、⾏政、消防、警察、⾃衛隊等、多くの関
係機関が連携するようなシナリオ作成も検討する必要がある。実動訓練が望ましいが、
関係機関の現実的な状況付与等が困難であるため、図上訓練による多機関連携のため
に必要な情報共有、相互理解を繰り返し実施することが望ましい。 

 
2.5. 結論 

昨年度抽出した課題を元に、CBRNE テロ災害への初動対応に必要な知識と技能を
習得する講義や研修のための教材を作成し、原因物質が判明しない初動対応での All 
hazard approach も含めた対応⼿順のフローチャートとマニュアルを作成した。
CBRNE テロ災害の発⽣現場では、対応者の安全を確保した上で、検知、除染、現場
医療等を実施し、医療機関へ迅速に搬送する体制が求められる。この現場活動の「病
院前医療体制」は、放射線テロ災害のみでなく、化学テロ、爆弾テロなどと共通する

                                                        
1 内閣官房「国⺠保護措置を円滑に実施するための現地調整所の在り⽅について」（平成
19 年 4 ⽉ 9 ⽇） 

22



ところもあるため、これらの対策および関係機関と連携して、教育や訓練等を含めた
体制の強化、整備が求められる。そのため、作成した教材等が最⼤限に活⽤される⼿
段を次年度に検討、実⾏する。 
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資料 2-1 
令和元年度 ⿃取県原⼦⼒防災訓練 

 
1. 期間：2019 年 11 ⽉ 8 ⽇(⾦)〜10 ⽇(⽇) 
2. 場所：総合運動公園駐⾞場 
3. 訓練参加⼈数：⿃取県：35 機関 1500 ⼈数（全体としては 210 機関、7600 ⼈） 
4. 事故想定：島根原⼦⼒発電所２号機において、島根県東部を震源とした地震による外部

電源喪失後、⾮常⽤炉⼼冷却装置による原⼦炉への注⽔を実施する。しかし、⾮常⽤炉
⼼冷却装置等にも設備故障等が発⽣し、同装置等による原⼦炉への全ての注⽔が不能
となり、全⾯緊急事態となる。 

5. 視察内容 
(1) 原⼦⼒災害医療活動訓練：避難退域時検査（11 ⽉ 10 ⽇） 

会場：名和農業者トレーニングセンター 
避難退域時検査会場の設営に必要な資器材は

コンテナに⼊れられており、原⼦⼒災害が発⽣し
た場合には、⿃取県と契約している事業者が検査
会場に輸送し、会場設営をすることになってい
る。 

⾞両の検査会場、避難者の検査会場の動線も
整理されており、円滑な移動ができるようにな
っている。さらに⼈の検査会場は屋内であるこ
とから、⾬天等の悪天候でも対応可能である。 

⼈の指定箇所検査については、⼀度に指定箇所全てを 5 秒で検査できる新たな
測定器の導⼊が試みられていた。測定員が１箇所ずつ検査する場合より、２倍以上
の処理能⼒があった。 

(2) 住⺠避難訓練、原⼦⼒災害医療活動訓練：安定ヨウ素剤（11 ⽉ 9 ⽇） 
安定ヨウ素剤の事前配布をしていない避難者に対して、⼀時集結場所で安定ヨ

ウ素剤の緊急配布の訓練であった。薬剤師による安定ヨウ素剤と問診票の説明が
あったが、「安定ヨウ素剤の配布・服⽤にあたって」に記載されている問診票を読
み上げる説明であり、医療従事者ではない被災者には回答するのが難しい内容で
あった。 

(3) 原⼦⼒災害医療活動訓練：広域医療搬送（11 ⽉ 9 ⽇） 
地震災害に対する DMAT の広域搬送訓練で、汚染のある負傷者の搬送訓練では

なかったが、DMAT が SCU で⾃衛隊の衛⽣隊と野外⼿術ユニットと連携して医
療活動、広域搬送を調整していた。 

なお、実際には、災害発⽣から⾃衛隊の要請、SCU での野外⼿術ユニットの展

図 1 コンテナ 
避難退域時検査会場で使⽤す
る器材がまとめられている。 

24



開までは時間を要するため、このような連携がど
の時点で可能であるか検証し、計画しておく必要
があると思われる。災害時に多機関連携が円滑に
実⾏できるようにするには、それぞれの役割と実
現可能な対応について相互理解が不可⽋である。 
 
 

 
  

図 2 SCU 
DMAT と⾃衛隊との連携 
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資料 2-2 
救急⾞養⽣訓練 

 
1. 概要 

千葉市内での放射線テロ災害発⽣時の放射性物質が付着あるいは被ばくした可能性が
ある傷病者の搬送について、安全かつ円滑に実施できるように救急⾞養⽣、化学剤検知
紙の取り扱いの訓練を実施した。 

2. ⽇時・場所 
(1) ⽇時：２⽉１３⽇（⽊）、２⽉１４⽇（⾦）10 時 
(2) 場所：量⼦科学技術研究開発機構 

3. 講師 
岩熊真司（⾼度被ばく医療センター放射線緊急事態対応部） 
菅原幸喜（放射線医学総合研究所技術安全部保安管理課） 
岩部悠（放射線医学総合研究所技術安全部放射線安全課） 
北村尚（⾼度被ばく医療センター放射線緊急事態対応部） 
富永隆⼦（⾼度被ばく医療センター放射線緊急事態対応部） 

4. 参加者 
千葉市消防局 20 名／⽇ 

5. 訓練詳細 
10:00 開催あいさつ、訓練の流れ説明 
10:05 検知紙実習（緊急被ばく医療施設トリアージ室） 

① 検知紙の概要説明 
② マネキンに付着した擬剤の判定 

10:20 緊急被ばく医療施設⽞関前に移動 
10:25 救急⾞養⽣の概要説明 
10:35 ３班に分かれて 3 台の救急⾞を養⽣ 
11:30 養⽣終了、講評、質疑応答 
11:45 養⽣撤収 
12:00 訓練終了 

6. 準備資機材 
(1) 検知紙実習：擬剤（マロン酸ジエチル、サリチル酸メチル）、検知紙（シール付き）、

検知紙⽚（40 名分）、検知紙説明資料（40 名分）、検知棒（8 本）、ガーゼ、キムタ
オル、マネキン（ディスポ術⾐着⽤）、サランラップ、ゴミ袋 
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・マネキンの両下腿にそれぞれサランラップ

を巻き、ガーゼを固定。 
・マネキンにディスポ術⾐を着⽤させ、ガー

ゼの位置に擬剤を付着させる。 
・汚染箇所が視覚的に判断できるようにする。 
 

(2) 救急⾞養⽣実習：養⽣説明資料（40 名分）、エステクトシート、エプコテープ、エ
プコシート、はさみ、カッター、ろ紙シート、ラミロール、ビニール袋（90L、45L）、
傘袋 
 

7. 訓練内容 
(1) 検知紙実習 

① 化学剤及び検知紙の概要説明 
② 検知紙（シール様式）を防護服に貼付し、汚

染区域での活動時に化学剤の存在の有無を
判定できることを説明 

③ 各⾃で検知棒の先に検知紙を挟み、マネキン
に付着した擬剤の判定（びらん剤、G 剤） 

④ 体液を模擬した⽔との反応の違いを確認 
(2) 救急⾞養⽣実習 

⑤ あらかじめ養⽣した救急⾞で養⽣のポイン
ト、⼿順を説明 

⑥ ⾞内（6 名）とストレッチャー（3 名）に分か
れてそれぞれの養⽣を実施 

⑦ ⾞内の機器類の使⽤、椅⼦に座った時に養⽣
が剥がれないか確認 

⑧ ストレッチャーの動作確認（昇降や背もたれ
の稼働等）後に、救急⾞内に搭載 

⑨ 養⽣の状況確認後、養⽣の撤去時の注意事項
を説明し、養⽣を撤去（1 台はそのまま消防署
に移動し、訓練に参加していない職員への説明、展⽰に使⽤） 

 
  

〇擬剤、〇⽔ 
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資料 2-3 
汚染傷病者ヘリコプター搬送訓練 

 
1. 概要 

千葉市内での放射線テロ災害発⽣時の放射性物質が付着あるいは被ばくした可能性が
ある傷病者のヘリコプターによる搬送について、安全かつ円滑に実施できるようにヘ
リコプターの養⽣、患者搬送の訓練を実施した。 

2. ⽇時 
(1) ヘリ養⽣訓練 ２⽉１０⽇（⽉）11 時〜12 時 
(2) ヘリ搬送訓練 ３⽉ ３⽇（⽕）10 時〜12 時 

3. ヘリ養⽣訓練 
(1) 量研機構参加者 

宮後法博（放射線医学総合研究所管理部⼯務課） 
岩部悠（放射線医学総合研究所技術安全部放射線安全課） 
佐藤眞⼆（⾼度被ばく医療センター放射線緊急事態対応部） 
北村尚（⾼度被ばく医療センター放射線緊急事態対応部） 
富永隆⼦（⾼度被ばく医療センター放射線緊急事態対応部） 

(2) 実施内容 
① ヘリの形状に合わせて型抜きした養⽣シートを

貼り付ける。 
② ドアを外して、養⽣シートを貼り付ける。ハン

ドル等の部分は切り込みを⼊れる。 
③ モニター類の前を養⽣シートでカーテン状に被

覆し、操縦席側と隔離する。モニター類を使⽤
する場合は、モニターの後ろ側に養⽣シートで
隔壁を作成する。 

④ 座席部分は、エステクトシートで養⽣した上に、
ラミシーツを使⽤（滑り⽌め）。 

⑤ 担架部分の養⽣は、エステクトシートで養⽣し
た上に、ラミシーツを使⽤。 
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4. ヘリ搬送訓練⾶⾏スケジュール 
9:00 ヘリ養⽣開始（千葉市消防局） 個⼈防護装備（タイベック着⽤） 
 量研の訓練参加者参集（緊急被ばく医療施設）、防護服着⽤後、ヘリポートへ

移動、REMAT２号⾞待機 
 ヘリポート準備開始 
10:05 平川 HP 離陸 
10:15 量研機構 HP 着陸 放射線計測専⾨家、医師を同乗 
10:25 量研機構 HP 離陸 
10:30 花⾒川終末処理場 HP 着陸 傷病者収容 
10:35 花⾒川終末処理場 HP 離陸 
10:40 量研機構 HP 着陸 
 傷病者引渡し後、ヘリと搭乗者（航空隊）の汚染検査 
11:15 量研機構 HP 離陸 
 QST 職員の防護装備脱⾐ 
11:25 平川 HP 着陸 
 訓練終了（各組織で訓練終了の判断） 
 マネキン、REMAT２号⾞、資機材等撤収 
12:00  訓練終了 

 
5. ヘリ搬送訓練詳細 

(1) ヘリ養⽣：千葉市消防局航空隊が実施 
(2) 9：00 訓練参加者が緊急被ばく医療施設に参集し、訓

練開始 
(3) 量研機構での準備：防護装備着⽤（タイベックスーツ

ケース 7-4/5 を使⽤）、PD 装着、承諾書取得 
(4) 量研ヘリポートで医師、放射線管理要員が搭乗後、花

⾒川終末処理場で汚染のある傷病者を搭乗させ、量
研に搬送 

(5) 搬 送 中 の ヘ リ 内 の 空 間 線 量 率 の 測 定 ： 0.01 〜
0.03µSv/h で推移し、異変なし。 

(6) 量 研 ヘ リ ポ ー ト で の 傷 病 者 引 き 渡 し ： 救 急 ⾞
（REMAT２号⾞）のストレッチャーにマネキンを固
定し、緊急被ばく医療施設へ搬送（ヘリポートの外ま
で移動し、終了） 

(7) 汚染検査：ヘリ内部と航空隊員（4 名）の汚染検査を
実施し、汚染なしを確認後、タイベックスーツ等脱
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⾐。養⽣シートは平川 HP に戻ってから撤去。 
(8) 緊急被ばく医療施設に移動後、PD の値を確認（全員 0 µSv）し、訓練終了。 

 
6. 準備資機材 

(1) ヘリコプター養⽣⽤資器材 
養⽣⽤資機材：エステクトシート（0.3mm, 135cm 幅） 1 本、エプコテープ 4
巻、エプコシート 1 本、傘袋 1 袋、ラミロール 1 本 

(2) 搬送訓練資器材 
① マネキン（マントル数カ所貼付）、メガームーバー（マネキンの養⽣＋搬送⽤）、

バックボード 
② 防護資機材：タイベックスーツ、ゴーグル、N95 マスク、養⽣テープ、PD 等

30 ⼈分 
③ 搬送時の測定器：RadEyeB20J, RadEye PRD-ERJ, RadEye SPRDJ 各 2 台 
④ 測定器（ヘリ、搭乗者の汚染検査⽤：）GM 2 台 
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資料 2-4 
浦安市消防本部 CBRNE テロ対処研修  

 
1. ⽬的 

消防職員に対し、CBRNE テロ発⽣における現場対応要領について必要な知識と技術
について情報を提供する。 

2. 対象 
• CBRNE に関する専⾨的知識は保有していない⼀般の隊員 
• 救出を主任務とする救助隊員と、応急処置及び搬送を主任務とする救急隊員 

3. 参加者数 
(1) 12 ⽉ 16 ⽇(⽉)：浦安市消防本部 56 名、市川市消防局 23 名*、浦安市危機管理室

3 名 
(2) 12 ⽉ 17 ⽇(⽕)：浦安市消防本部 56 名、市川市消防局 23 名* 

*午前中の講義のみ参加 
4. ⽇時 

12 ⽉ 16 ⽇(⽉)および 17 ⽇(⽕)  10:00 ~ 17:00 
5. 会場 

浦安市消防本部 講堂 
6. 時間割 

(1) 10:00 ‒ 10:45 講義；放射線テロ災害対処 
(2) 10:50 ‒ 11:35 講義：事故・テロ・災害時の初動対応（化学剤・爆発物） 
(3) 12:40 ‒ 14:40 簡易机上演習 
(4) 14:50 ‒ 16:50 実習 

7. 講師 
岩熊真司（東洋紡、量研機構） 
⼩林圭輔（量研機構） 
富永隆⼦（量研機構） 
⼭本荘⼀郎（エスティジャパン） 

8. 研修会内容 
(1) 講義：放射線テロ災害対処 

• 放射線の基礎 
• 放射線テロ災害での対策：外部被ばく対策、内部被ばく対策、汚染拡⼤防

⽌ 
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• 要救助者対応 
(2) 講義：事故・テロ・災害時の初動対応（化学剤・爆発

物） 
• テロで使⽤される可能性のある C 剤の特性 
• 初動対応者⾃⾝の防護要領 
• 救命率向上のための着意事項 
• 爆発物が併⽤された場合の対応  

(3) 簡易机上演習：8~10 ⼈／班 ×６班 
化学テロ、放射線テロ、爆発物テロが発⽣した場合の
軽易な状況を作為し、初期情報に基づく状況判断と対
応要領について討議した。 

(4) 実習 
① 電⼦式個⼈線量計の動作確認（5 分） 

電源を⼊れて、使⽤⽅法、注意事項を説明後、タイベックスーツの中に着⽤す
る。 

② 個⼈防護装備（15 分） 
タイベックスーツ、マスク、ディスポ帽⼦、ゴム⼿袋⼆重、靴カバーを着⽤し、
テープで⽬張りする。着⽤の前にパウチしたマントルを各⾃適当に隠す。 

③ 化学剤検知（30 分）×2 回  
擬剤（サリチル酸メチル、マロン酸ジエチル）を
⽤いて、被服が汚染されたことを想定し、擬剤を
浸したガーゼと⽔を浸したガーゼを設置し、化学
剤検知器（LCD3.3）と検知紙を使⽤して化学剤の
検知実習を⾏った。化学剤検知器は気状の化学剤
を、検知紙は液状の化学剤を検知するため、その特性に応じた運⽤場⾯を作為
するため、気状化学剤が滞留しやすい室内と、⾵向により気状化学剤が流動す
る屋外において実習を⾏い、化学剤検知器及び検知紙を組み合わせた効果的
な使⽤法について習得させた。 

④ 放射線検知（30 分）×2 回  
室内に表⽰付認証機器５個を隠し、３⼈⼀組（10
班）で、１⼈が記録、２⼈が空間線量計各１台を
使⽤して、0.5µSv/h のエリアを設定できるように
放射線マッピングする。測定器によっては、マイ
クロ、ミリなどの単位も確実に確認、報告するこ
とを指導した。 
約 30m2 程の会議室で、20 分ほどの時間を要すること、測定していない場所
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は、危険性を確認できていないことを認識し、実際には、救助活動の場所、動
線を優先して測定することを指導した。 

⑤ 脱⾐（10 分） 
汚染拡⼤防⽌に注意しながら、個⼈防護装備を脱⾐し、個⼈線量計の値を確認
する。 

⑥ 汚染検査（30 分） 
３⼈⼀組となって、検査者、被検者、記録者を決め、汚染検査する。 
測定器の台数に応じて、単位時間あたりに汚染検査できる隊員数が決まるこ
とを確認し、活動計画に反映できる知⾒等を習得させた。 

※⽅法；①、②、⑤、⑥は全員で実施。③、④は２つに分かれて、同時並⾏で実施。 
 

  

33



資料 2-5 
浦安市消防本部 CBRNE テロ対処机上演習 

 
1. ⽬的 

CBRNE テロ発⽣時の現場対応、現地調整所での活動について、関係機関との連携、
協⼒、役割分担等を検討し、相互理解を深める。 

2. 参加者：54 名 
(1) 浦安市消防本部（24 名）；指揮隊、救助隊、ポンプ隊、救急隊の各隊員 
(2) ⾏政（3 名）、警察（7 名）、近隣消防（10 名）、医療機関（２名）、事業者（10 名） 

3. 講師 
岩熊真司（東洋紡、量研機構） 
奥村徹（中毒情報センター） 
國府⽥洋明（帝京⼤学） 
富永隆⼦（量研機構） 

4. 開催⽇時 
2019 年 12 ⽉ 19 ⽇(⽊)13:00 ‒ 17:00 机上演習 

5. 机上演習想定 
(1) 想定：駅でサリンが散布され、30 名程度が暴露した。さらに 100m ほど離れた地

点で塩化セシウムのダーティボムが爆発し、5 名ほどが負傷した。 
(2) 討議事項 

• 通報から出動までの対応⽅針 
• 複合の事象が発⽣した時の現着からの状況判断と対応要領 
• 広報、避難に関する調整 
• 医療機関への搬送調整、受⼊調整 
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資料 2-6 
市川市消防局 CBRNE テロ対処机上演習  

 
1. ⽬的 

CBRNE テロ発⽣時の現場対応、現地調整所での活動について、関係機関との連携、
協⼒、役割分担等を検討し、相互理解を深める。 

2. 参加者：72 名 
(1) 市川市消防局（33 名／⽇×2 回）；指揮隊、救助隊、ポンプ隊、救急隊の各隊員 
(2) 警察（3 名／⽇×2 回） 

3. 講師 
岩熊真司（東洋紡、量研機構） 
國府⽥洋明（帝京⼤学） 
富永隆⼦（量研機構） 

4. 開催⽇時・会場 
(1) 2020 年 1 ⽉ 20 ⽇(⽉)9:00 ‒ 12:00 市川市消防局ホール 
(2) 2020 年 1 ⽉ 21 ⽇(⽕)9:00 ‒ 12:00 市川市消防局ホール 

5. 机上演習概要 
・ ４つの消防署から参加 
・ 消防署毎に班分け（３班）し、⻄署の救助隊は

各班に応援部隊として配置 
・ ３つの班毎に発災場所（駅）が異なるが、想定

は同じ 
・ 現有の資器材と部隊で検討 
・ 各班にファシリテーター1 名を配置 

6. 机上演習想定 
(1) 想定：駅の改札前で、ダーティボム（塩化セ

シウム、TATP）とサリンを所持した男性１
名が嘔吐（⾼線量被ばくの前駆症状）し、駅員と通⾏⼈が介抱し、救急通報。救
急隊到着時には、サリンが漏出し、男性は痙攣等発症、駅員、通⾏⼈もサリンに
暴露され、発症。さらに救助隊到着時には駅員、通⾏⼈は症状が進⾏し、他２名
にもサリンによる症状が出現している。 

(2) 討議事項 
• 通報から出動までの対応⽅針 
• 事態が想定と異なる、あるいは被害が拡⼤している時の現着からの状況判断

と活動⽅針の変更 
• 第１報では CBRNE テロ災害の判断ができない場合の活動の変更 
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資料 2-7 
CBRNE テロ対策合同訓練 

 
1. 訓練概要 

開催⽇時：2019 年 6 ⽉ 12 ⽇(⽔)13:30 ‒ 15:00 
開催場所：国際空港内 
参加機関： 警察、消防本部、国際空港株式会社、警備会社等 
訓練内容：CBRNE テロを想定した実働訓練 
訓練想定： 国際空港第２旅客ターミナル到着ロビーにおいて、⼤きな爆発⾳と閃光が

あり、煙が⽴ち込めている。周辺には多数の負傷者が倒れており、多くの⼈
が現場から避難している。検知の結果、爆発現場周辺からは放射線が検知さ
れた。 

2. 訓練内容 
発災通報から現場出動、検知活動、救助活動、避難誘導、⼀次トリアージ、汚染検査、

除染活動、指揮所設置、現地調整所設置、捜索、救急搬送を実施していた。 
(1) 発災通報から現場出動 

到着ロビーでの爆発により多数の負傷者が発⽣し、
警備員が避難誘導や負傷者への声かけの対応をして
いた。ただし、警備員は呼吸保護のためのマスク等
は着⽤しておらず、これは、放射線を検知した後も
同様であった。 

(2) 検知活動 
消防と警察が同時に爆発現場である建屋内に進⼊し
て検知活動を実施した。消防については、化学剤等
の有毒ガスと放射線の検知結果をリアルタイムで伝
送し、指揮本部などの遠隔地でデータを共有できる
CBRNe クラウドシステムを使⽤していた。化学剤
は 検 知 さ れ ず 、 建 物 の 出 ⼊ り ⼝ 付 近 で 放 射 線
100µSv/h を検知したとの想定であった。屋内の放射
線量率の検知結果は⾒学者には情報がなかった。 

(3) 救助活動、避難誘導 
検知のために進⼊してきた消防と警察によって、歩
⾏可能な被災者は屋外へ避難誘導され、歩⾏不能の
負傷者は消防と警察とで、検知活動と同時に救助さ
れていた。迅速に危険区域から救助するために、⼀⼈あるいは⼆⼈で要救助者を屋
外へショートピックアップしていた。その後、別の救助隊によって⼀次トリアージ
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エリアまで担架で搬送されていた。 
(4) 汚染検査、除染活動 

歩⾏不能の負傷者は、救助後⼀次トリアージエリアに
搬送され、⽌⾎の応急処置後に除染、汚染検査という
処置の⼿順であったが、除染テントの⽴ち上がり、汚
染検査の順番待ちの状況が続き、複数の負傷者が⼀次
トリアージエリアに滞留していた。 
歩⾏可能の被災者については、避難誘導後、汚染検査
を実施し、汚染があれば脱⾐の⽅法を説明しながら、
脱⾐をさせていた。この時、内部被ばくへの対策とし
て使い捨ての防塵マスク(N95)を着⽤させていた。 

(5) 捜索 
警察により不審物の捜索などなされたが、防護装備と
してタイベックスーツとシューズカバーを使⽤してい
た。屋外を歩き回って捜索していたため、シューズカ
バーが破損し、汚染拡⼤防⽌の機能を失っていた。 
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資料 2-8 
国際空港エマルゴ訓練 

 
1. 訓練概要 

開催⽇時：2019 年 7 ⽉ 11 ⽇(⽊)10:00 ‒ 16:00 
開催場所：国際空港内 多機能施設 
参加機関： 警察、消防機関、医療機関、警備会社等 
訓練内容：CBRNE テロを想定したシミュレーション訓練 

（エマルゴトレーニングシステムを使⽤） 
訓練想定： 第 1 旅客ターミナル北ウィング到着ロビーで、何者かがペットボトルに⼊

った液体をベンチのそばで床にこぼし、⽴ち去った。その後、原因不明だが、
数⼈が倒れたと消防に通報あり。NBC 出動、毒劇物対処の指令となった。 

 現場ではサリンが検知された。 
2. 訓練内容 
（１） 国際空港 CBRNE テロ対策合同訓練振り返り 

・ 6 ⽉ 12 ⽇に実施された訓練を DVD で供覧した。 
（２） 各エリアでの検討 

・ 参加者の約半数は、本訓練の参加が初めてのようであり、訓練の進め⽅やルールの
説明といった事前演習を各エリア、活動部隊に分かれて実施した。 

（３） エマルゴトレーニングシステム※による訓練 
・ 活動部隊ごとに状況を付与し、活動⽅針を検討し、訓練の時間想定に合わせて対応

の結果を反映させ、全ての要救助者の救助完了と医療機関への搬送の途中までを
実施した。 

・ 被災者の汚染状況として、液滴の付着はフィギュアに⾚いマークがついている。 
・ 被災者発⽣からの対応の時系列は下記の通り。 

12:50 原因不明で複数名が倒れているとの通報により、NBC 第三出動、毒劇物
対処での出動指令 

13:05 出動から現着までの状況を全体で共有。ビルから 100m ⼿前で集結、周
辺は⽴⼊り規制し、20 ⼈ほどは歩⾏可能で、ターミナルビルの外に出て
きている。 

13:15 レベル A 防護装備で進⼊し、屋外では検知無し、屋内でサリンを検知 
13:58 消防による現場からの救助完了 
14:00 サリンを検知した情報が医療機関へ伝達 
14:16 ⼀次トリアージエリア、除染エリアを経て、⼀⼈⽬が⼆次トリアージエリ

ア、救護所に到着 
14:17 医療チームが救護所に到着し、酸素投与の処置開始 
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14:40 ⾚タグ２名が医療機関へ搬送 
14:45 ⼆次トリアージエリアで被災者 18 ⼈が滞留。救護所には 6 名が搬送の待

機状態。 
15:00 訓練終了 

・ 酸素投与や気道確保が遅れたため、30 ⼈の被災者のうち、4 ⼈が死亡と判定され
た。 

・ 訓練終了後に、各部隊でフィードバックし、活動報告及び訓練総括を実施した。 
 
※エマルゴトレーニングシステム；エマルゴトレーニングシステム®とは、スウェ
ーデンのリンショーピング⼤学病院に隣接された Centre for Teaching and 
Research in Disaster Medicine & Traumatology（災害医療・外傷学教育研究センタ
ー）にて 20 年以上前から地域とともに開発されてきた救急・災害医療の机上シミ
ュレーションによる研修法である。 
災害を想定し、医療従事者及び被災者に⾒⽴てたマグネット⼈形を使⽤し、これら
を⽩板上で災害現場や病院などに移動する。これらは設定された病床数・増床数職
員数・限られた資源を⽤い、訓練上の時間経過に沿って⾏われ、評価は、設定され
た対応法の妥当性及び避けられた合併症避けられた死の有無の検討で⾏われる。 
様々な職種の⽅が参加することが有⽤であり、⾏政職員、⾃衛隊警察、消防、病院
関係者などがトレーニングに参加することにより実災害に近い訓練となる。 
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資料 2-9 
医療機関における CBRNE テロ災害訓練 

 
1. 概要 

医療機関で化学テロ災害に対応するための院内のマニュアルの検証、職員の対応能⼒
向上のために開催された CBRNE テロ災害訓練に講師および評価者として参加し、all 
hazard approach による医療機関での初期対応について、課題等を抽出し、解決策を検
討した。 

2. ⽇時 
2019 年 6 ⽉ 10 ⽇(⽉) 9:00〜17:00 

9:00〜9:15  訓練概要説明 
9:20〜10:00 基調講演「CBRN の基礎」  

岩熊真司⽒(東洋紡、量研客員研究員) 
10:00〜10:45 基調講演「化学テロ災害初動 より多くの命を救うために」 

奥村徹⽒(⽇本中毒情報センター) 
10:55〜11:30 チームビルディング 
13:30~15:00 実動訓練 
15:30~16:00 講評 

3. 参加機関 
医療機関、陸上⾃衛隊、名消防、警察、⽇本中毒情報センター、東洋紡、量⼦科学技術
研究開発機構 

4. 訓練想定 
地下鉄駅構内でサリンが散布され、多数の被害者が発⽣した。現場から⾃⼒で受診およ
び救急搬送された多数の患者について、⾃衛隊、消防、警察の関係機関と連携して、被
害者の初療、除染等を実施し、処置をする。 

5. 評価項⽬と内容 
l 実動訓練の実施 

平⽇の通常診療時間帯にこの規模の訓練を⾏った医療機関には敬意を表したい。
⾬天にもかかわらず、実務者から病院上層部まで数多くの参加者が熱⼼に訓練に
取り組まれていた。⾃衛隊との連携においては、⾃衛隊家族が配偶者、幼児、乳児
にいたるまで模擬患者として参加しており、それだけ実際的に訓練できていた。こ
れは国⺠保護訓練等各種テロ対策訓練としてはかつてない被災者想定への取り組
みであり、他の地域でも⼤いに参考にすべきものだと思われた。 

l All hazard approach での放射線検知のタイミング 
訓練想定が化学剤と周知されていたため、放射線検知、放射線防護の活動がなか

った。テロ災害時には、すべての脅威について考慮し、対策を講じる必要がある。
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その中で、放射性物質による汚染がある場合、院内に汚染を持ち込まないように汚
染検査を実施するべきである。また、個⼈被ばく線量計を装着していないため、対
応後に放射線の関与が判明した場合には、被ばく線量の管理が困難となることが
予想された。 

l 職員の安全確保 
化学テロ対応の防護装備としては、「TST 防護

服ユニット」が４着程あり、除染担当のエリアで
装着していた。しかし、⼀次トリアージエリアで
は、現場から直接来院した被害者、および現場除
染の実施が不明な傷病者が搬送されてきた場合
でも現場の対応に当たる職員が感染防護⾐、
N95 マスクを装着して対応しており、化学テロ
対応としては、安全確保ができていない状況で
あった。さらに、汚染が疑われる被災者の除染に
おいては、TST 防護ユニットを装着した
職員と感染防護⾐と N95 マスクの職員
が除染エリアで混在して除染しており、
化学テロ対応としては、危険であった。 

l エリアと動線の設定 
⾚タグの重症者を除染テントで⽔除染

後に、ストレッチャーで救急外来まで移
動しており、その動線は⾃⼒歩⾏者の脱
⾐後の動線と同じであった。院内で重症
者の対応をしているその横に⾃⼒歩⾏者
が待機している場⾯があった。エリア設
定としては、重症者が他の被災者の⽬に触れず
に、救急外来に搬⼊される動線が必要であった。 

今回は 30 名程度の被害者の想定で、ほとんど
が⾃⼒歩⾏であったが、⾃⼒歩⾏者の⼀次トリ
アージの受付と搬送されてきた重症者の受け渡
し場所と⼀次トリアージの場所が同じであった
ことは、汚染の可能性が低い⾃⼒歩⾏者と汚染
が残存している可能性のある重症者が混在し、
交差汚染の危険が予想される。 

l 現場除染の有無の確認 
現場から救急搬送された負傷者について、現場除染の有無の確認がなかった。さ

除染が必要な被災者に感染
防護⾐、N95 マスクで対応 

除染エリアで「TST 防護服ユニッ
ト」での対応と感染防護⾐、N95 マ
スクで対応が混在 

重症と軽症の患者の動線が
同じ 
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らに除染後であっても、汚染の残存がないかなどの確認がなく、そのまま救急外来
に搬⼊していた。この場合、化学剤の汚染残存があった場合は、院内での対応者の
⼆次被害の発⽣が予想された。また、せっかく現場除染が⾏われていても重ねて除
染することになり、効率の悪い対応になりかねなかった。 

l ⽔除染 
⾃⼒歩⾏不能な重症者に対して⽔除染を実施

していた。さらに⽔をかけるのみであり、拭き取
りなどは実施されていなかった。患者到着前には
原因物質がサリンと判明していたこと、視認でき
る汚染の付着がないことを考慮して、脱⾐と拭き
取りによる乾的除染を選択できたと思われる。 

また、汚染⽔の処理が不適切なためテント内に
汚⽔が溜まっており、除染対応者がその⽔の中に
⼊ることもあったため、汚染が拡⼤し、⼆次被害
が拡⼤してしまうと予想された。これは放射性物
質であっても同様であった。 

l 除染後の確認 
多くの被災者を⽔除染する場合、⼗分に時間をかけて綿密に除染する時間的余

裕はなく、除染の効果を確認せずに病院内へと搬⼊するのは危険である。より多く
の被災者に努めて早く医療処置を施す為にも、効率的な除染と除染効果を確認し
安全を確保することが必要である。 

l 多機関連携として地域の医療機関等との情報共有 
重症者への薬剤（アトロピンとパム）の院内在庫の確認がなされていたが、多数

傷病者への対応が必要となった場合は、地域内での薬剤の調達等が必要であり、⾏
政や他の医療機関等との被災者の受け⼊れ状況などについて情報共有が必要であ
った。さらに消防機関やメディカルコントロールとして、患者の分散搬送や他の医
療機関への転院搬送の調整も必要であったと思われる。 

今回は、医療機関での受け⼊れ、除染を主体にした訓練であったため、⼀部、歩
⾏可能者への脱⾐後の事情聴取は県警が対応していたのみであった。このような
テロ災害の想定では、警察、消防、⾏政、他の医療機関不可⽋である。 

l 症状のない歩⾏可能者への対応 
地下鉄構内のテロでは、被災者は数千⼈規模となると予想される。その中には化

学剤に暴露されていなくても来院する被災者われるが、すべての被災者の⼀次ト
リアージに START 法による呼吸と脈拍の確認をしていたら時間がかかってしま

⽔をかけるのみの除染 
ふき取りなどされなかった 
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うと考えられる。化学テロに特化した簡易スコ
アでのトリアージを検討する。 

l 幼児、⼩児への対応 
幼児や⼩児の⽣理学的徴候や異常の判断に

は、⼩児科医、⼩児病棟・外来の看護師の協⼒
が必要であったと思われる。 

 
 

 

START 法による受付でのト
リアージ。⼩児科医の協⼒も
必要。 
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3. 【調査研究２】医療機関での受け⼊れ体制整備 

3.1. 本年度の研究計画 
全国の医療機関の被ばく医療の診療能⼒の向上により迅速かつ適切な被ばく医療

を提供する⼿段の開発を⽬的とする。 
昨年度提案した原⼦⼒災害医療の研修の体系化に基づいて実施される研修の状況

を調査し、研修の課題を整理し、作成した標準テキストを改訂する。また、昨年度提
案した初療マニュアルについても、現場除染なし、または乾的除染で医療機関が傷病
者を受⼊れるために必要な項⽬を整理した上で、フローチャートを修正し、マニュア
ルを作成する。 

 
3.2. 検討の経緯 

調査研究２を担当する研究協⼒者、研究参加者による検討会を 4 回開催（第 1 回〜
第 4 回）し、以下の項⽬について議論した。 
l 原⼦⼒災害医療に関する研修の体系化 
l 原⼦⼒災害医療に関する⾼度専⾨研修 
l 原⼦⼒災害医療に関する研修で使⽤する標準テキスト改訂 
l 原⼦⼒災害拠点病院等での全職員向けの研修資料 
l 標準テキストの公開 
l 被ばく医療の初療のフローチャートとマニュアル 

 
検討会の開催⽇程は下記の通りである。 

1. 第 1 回検討会 
⽇時：2019 年 8 ⽉ 9 ⽇(⾦) 14:00 ‒ 17:00 
場所：フクラシア丸の内オアゾ 

東京都千代⽥区丸の内 1-6-5 丸の内北⼝ビルディング 15 階 
議題： 議題１：事業概要説明 

議題２：研修実施報告・開催予定 
議題３：標準テキスト公開・改定作業 
議題４：医療機関の初療マニュアル 
議題５：今後のスケジュール 

2. 第 2 回検討会 
⽇時：2019 年 9 ⽉ 13 ⽇(⾦) 14:00 ‒ 16:00 
場所：フクラシア東京ステーション 
 東京都千代⽥区⼤⼿町 2-6-1 朝⽇⽣命⼤⼿町ビル 

議題： 議題１：標準テキスト改訂について 
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 議題２：医療機関の初療マニュアル 
 議題３：その他 

3. 第 3 回検討会 
⽇時：2019 年 12 ⽉ 25 ⽇(⽔) 14:00〜16:00 
場所：フクラシア丸の内オアゾ 

議題： 議題１：研修開催報告 
 議題２：標準テキスト改定について 
 議題３：標準テキストの新規作成（医療機関向け研修資料） 
 議題４：医療機関における初療マニュアル 

 議題５：その他  
4. 第 4 回検討会 

⽇時：2020 年 1 ⽉ 27 ⽇(⽔) 14:00 ‒ 16:00 
場所：フクラシア丸の内オアゾ 

議題： 議題１：研修体系化案について 
 議題２：標準テキスト改定について 
 議題３：標準テキスト公開について 
 議題４：バイオアッセイ研修について 

 議題５：その他 
 

3.3. 結果 
3.3.1. 原⼦⼒災害医療に関する研修の体系化 

昨年度に提案した原⼦⼒規制庁の委託事業として実施してきた原⼦⼒災害医療の
研修体系化（図 3-1）を【検証１】での研修の実施の結果も踏まえて、再度検討し、
修正案（図 3-2）を提案した。⾼度専⾨研修のバイオアッセイ研修と染⾊体分析研修
の受講対象者は必ずしも基礎研修、専⾨研修（中核⼈材研修、派遣チーム研修など）
のステップアップの過程を経由せず、専⾨技術を持った⼈材が全国各地から受講する
ことを想定している。そのため、各研修にはコースコードを付与し、基礎研修が 100
番台、専⾨研修の被ばく医療研修が 200 番台、専⾨研修としての原⼦⼒災害医療派遣
チーム研修、WBC 研修、甲状腺簡易計測研修が 300 番台、⾼度専⾨研修が 400 番台
と提案していた中で、バイオアッセイ研修と染⾊体分析研修は、コースコードを変更
した。 

なお、基礎研修を修了して、専⾨研修の原⼦⼒災害医療中核⼈材研修を修了して、
原⼦⼒災害医療派遣チーム研修、ホールボディカウンター（WBC）研修、簡易甲状腺
計測研修を受講するステップアップとしている。原⼦⼒災害医療派遣チーム研修終了
後に、⾼度専⾨被ばく医療研修、講師要請研修を受講し、ホールボディカウンター
（WBC）研修終了後に講師要請研修と体外計測研修を受講するステップアップを提
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案した。 
来年度以降は、提案した原⼦⼒災害医療に関する研修の体系化で各地域、⾼度被ば

く医療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター等で開催予定である。研修
制度は、基幹⾼度被ばく医療⽀援センターに設置される「被ばく医療研修認定委員会」
で基準等が設定され、研修および受講者の修了認定がなされる予定である。さらに研
修と⼈材の⼀元管理のシステムも基幹⾼度被ばく医療⽀援センターで構築しており、
来年度から稼働する予定である。 

 

図 3-1  2018 年度に提案した原⼦⼒災害時の医療に関する研修体系化案 

図 3-2  本年度修正した原⼦⼒災害時の医療に関する研修体系化案 
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3.3.2. 原⼦⼒災害医療に関する⾼度専⾨研修 
前述の新たな研修体系化の中で⾼度専⾨研修として、⾼度被ばく医療⽀援センター

と原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの職員を対象とした研修を提案している。現⾏
の原⼦⼒災害医療に関する研修は、各地域の原⼦⼒災害拠点病院での被ばくあるいは
汚染のある傷病者の受け⼊れのための研修であり、⾼線量被ばくの病態や治療、内部
被ばくの専⾨的な治療や線量評価、あるいはより複雑な状況（複数の核種が関与して
いる場合など）での体外計測などに関する⾼度専⾨的な研修の機会がなかったという
問題の解決策の⼀つとして提案した。⾼度被ばく医療⽀援センターとして、バイオア
ッセイによる線量評価が可能となる技術を有した⼈材を、さらに各センターに１〜２
名程度増員できるようにすることが⽬標である。 

本研究事業において、「バイオアッセイ研修」と「染⾊体分析研修」を実施した（【検
証１】参照）。なお、⾼度専⾨被ばく医療研修は、基幹⾼度被ばく医療センターの委託
事業として実施した。 

(1) バイオアッセイ研修 
昨年度、試⾏的に量研機構で実施したバイオアッセイ研修により研修内容を

取りまとめた（【検証 1】参照）。 
次年度以降は、基幹⾼度被ばく医療⽀援センターにおいて⾼度専⾨研修とし

て実施予定である。施設の受⼊の状況によるが、1 回の研修で２〜３⼈の研修
⽣を受け⼊れることが可能であると想定している。 

(2) 染⾊体分析研修 
今年度は、⽇本⼈類遺伝学会臨床細胞遺伝学認定⼠制度の更新単位として染

⾊体分析研修を申請し、実施した【検証 1】参照）。⽇本⼈類遺伝学会臨床細胞
遺伝学認定⼠制度は、臨床検査として染⾊体検査にたずさわる医師、研究者お
よび技術者を対象として、臨床細胞遺伝学の専⾨家の養成と認定を⽬的として
おり、染⾊体分析の基本的な知識と技術をすでに保持している⼈材であること
から、被ばく線量推定での染⾊体分析の画像診断の知識を習得することで、被
ばく医療での染⾊体分析の⽀援者としての活躍が期待できる。 

 
3.3.3. 原⼦⼒災害医療に関する研修で使⽤する標準テキスト改訂 

昨年度は、原⼦⼒災害医療に関する研修の体系化で⽰した研修のうち、基礎研修、
被ばく医療研修、原⼦⼒災害医療派遣チーム研修、WBC（ホールボディカウンター）
研修、簡易甲状腺計測研修については、必要な講義項⽬を整理し、内容が極⼒重複し
ないように講義資料を作成した。本年度は、この標準テキストを使⽤して、基礎研修、
原⼦⼒災害医療中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療派遣チーム研修を実施して使⽤し、標
準テキストを改訂した（別添資料）。主な改訂は、次のとおりである。 
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・ 原⼦⼒防災体制：体制図を変更 
・ 安定ヨウ素剤：安定ヨウ素剤の配布・服⽤に当たって（令和元年 7 ⽉ 3 ⽇

全部改訂）に合わせて修正 
・ 医療機関の原⼦⼒災害対策：診療エリアのレイアウト図の修正 
・ 外部被ばくと内部被ばくの線量評価：安定ヨウ素剤のスライドと同様に

修正 
・ その他：誤字等の修正 

 
3.3.4. 原⼦⼒災害拠点病院等での全職員向けの研修資料 

「原⼦⼒災害拠点病院等の施設要件」により、原⼦⼒災害拠点病院は原則として時
施設の全職員に、原⼦⼒災害医療協⼒機関は原⼦⼒災害対策に関係する所属職員に対
する教育研修を定期的に実施することとなっている。このため、原⼦⼒災害拠点病院
等の事務職員を含めた全職員向けの資料として、各施設の役割や最低限必要な知識を
効率的に短時間で習得できるように原⼦⼒災害医療に関する研修で使⽤する標準テ
キストに準じて作成した（別添資料）。 

 
3.3.5. 標準テキストの公開 

作成した標準テキストは、誰でもがダウンロードし、活⽤できるように量研機構の
ウェブページで 2020 年 3 ⽉より公開した。活⽤状況を把握するためにダウンロード
を希望する者には、勤務地（47 都道府県）、勤務先属性、使⽤⽬的を申請した後にダ
ウンロードサイトの ID とパスワードを送付する仕組みとした。また、それぞれのテ
キストのダウンロードのためのクリック数を把握できる。 

 
原⼦⼒災害医療研修テキストのダウンロード 
URL : https://www.qst.go.jp/soshiki/101/37231.html 
 
テキストダウンロード申請 
https://www.qst.go.jp/ques/questionnaire.php?openid=18&check 
 

3.3.6. 被ばく医療の初療のフローチャートとマニュアル 
現場除染なし、または乾的除染で医療機関が傷病者を受⼊れるために必要な体制整

備として、被ばく医療の診療マニュアルやプロトコールが必要であることから、昨年
度は、救急外来等で外部被ばく、あるいは内部被ばく、または放射性物質が⽪膚や創
傷部に付着した傷病者を受け⼊れた時の初療について、外来で必要な処置や検査を⼀
つの流れとしてフローチャートを⽰し、フローチャートを組み込んだ診療記録⽤紙も
作成した。今年度は、このフローチャートを⾒直し、CBRNE テロ対応の All hazard 
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approach の視点で、救急外来等における初期診療のフローチャートに変更した。さら
にフローチャートの各項⽬の解説を作成し、医療機関における初期診療マニュアルと
して作成した（別添資料）。 

マニュアルの作成に際しては、医療機関における CBRNE テロ災害訓練の視察（資
料 2-9）により⾒出した課題も踏まえ作成した。 
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図 3-3  被ばく医療の初療フローチャート 
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3.4. 考察 
3.4.1. 原⼦⼒災害医療の研修の今後の展望 

昨年度提案した原⼦⼒災害医療の研修として体系化案、標準テキスト、研修制度に
より、今年度は試⾏的に研修を開催した。研修制度については、基幹⾼度被ばく医療
⽀援センターに設置される被ばく医療研修認定委員会において研修の認定基準や研
修終了の基準等が決定され、令和 2 年度より新体系化の研修が実施されることになっ
ていることから、本研究事業の成果が原⼦⼒防災体制整備において活⽤される⾒込み
である。 

今後は、標準テキスト等の教材の活⽤状況を調査し、再度内容を検証し、より使い
易く、学習効果のあるテキストに改定していく必要もある。また、研修には測定器の
取り扱いやシミュレーションなどの実習も必要であり、これらの実習の項⽬、指導要
領についても今後検討が必要である。ただし、実習は、それぞれの研修の主催者であ
る⾼度被ばく医療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの各施設の状況
や資機材、指導者によって柔軟に対応すべきであり、実習の指導要領は各⾼度被ばく
医療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターで作成されるべきである。 

各研修の講師は、⾼度専⾨研修の修了者が担うことが望ましいことから、本研究事
業で提案している講師養成研修の内容を検討し、試⾏的に実施する。また、提案して
いる⾼度専⾨研修のうち、体外計測研修は研修内容の検討が終了していないため、次
年度は研修内容を研究協⼒者、研究参加者によって検討し、試⾏的に研修を開催する。 

 
3.4.2. 包括的被ばく医療に関する課題と今後の展望 

外部被ばく、内部被ばく、放射性物質による汚染の傷病者に対する処置、診断、治
療は、原⼦⼒災害でも放射線事故、テロでも発⽣原因にかかわらず同じである。その
ため、医療機関での処置については、事故や災害発⽣の原因ごとに区別する必要はな
い。しかし、その教育に関して、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）とそれ以外の
地域（23 都県）では、機会に差があり、それぞれ別の教育⽅法を⽤意する必要がある。
また、原⼦⼒災害対策重点区域以外の地域において、被ばく医療の教育や訓練を実施
するには、CBRNE テロ災害対応などの動機付けが重要である。原⼦⼒災害時の医療
対応のみを対象としていては、他の地域の救急・災害医療の関係者の参画の機会が失
われる可能性があるため、今後は、包括的被ばく医療としての研修制度の設計、運⽤
あるいは統合することも検討すべきである。さらに全国の救命救急センターや各地域
の DMAT 隊員への被ばく医療の研修の開催を⽀援する体制構築が望まれる。また、
作成したマニュアルや教材が、多くの医療関係者が活⽤できるように提供⽅法の検討
が必要である。 

本年度作成した初期診療のためのマニュアルには、下記の点を追加することを次年
度は検討する。 
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・ 職員の安全確保 

対応する職員の安全確保は必須であり、CBRNE テロ災害で、最初に化学剤
の脅威を否定できない場合は、化学防護服の着⽤、全⾯マスクと吸収⽸による
呼吸保護が望ましい。また、これらの着⽤には、事前に練習して、適切に着⽤
できるようになっておく必要がある。⼀⽅で、全⾯マスクは⾼価で、対応する
全職員分を準備することは困難であり、また、全⾯マスクを装着した状態で患
者対応をすることは症状の確認が難しく、患者の不安感を増⻑する点において
好ましくなく、使い捨てのサージカルマスクよりも安全性があり、重装備には
ならない程度の簡易防毒マスクも必要となるものと思われた。化学剤への対応
で、後から放射性物質による汚染が判明しても、⼗分に対応可能である。 

・ エリアと動線の設定 
放射線テロ災害や原⼦⼒災害のみでなく、化学剤テロ災害にも対応可能とな

るように、汚染による重症者と汚染の可能性の低い⾃⼒歩⾏可能者が交差した
り、同じエリアに滞在しないで済むような動線とエリアの設定を事前に検討す
る必要がある。また、汚染の可能性がある地域と、⾮汚染地域を明確に区分し、
誰が⾒ても明瞭に認識できるよう明⽰すべきである。 

・ 症状のない歩⾏可能者への対応 
症状のない歩⾏可能者への対応を医療機関で実施すると、処置が必要な被災

者への対応の⼈員を裂かなければならなくなる。そのため、⾏政等と連携し、
相談窓⼝の開設や避難所等での対応について調整すべきである。RN テロ災害
でも放射性物質の付着のみで被ばくがない被災者が、医療機関に搬送されるこ
となく、汚染検査と除染ができる体制が必要である。 

また、化学剤テロ時に迅速に⽣理学的徴候の異常を判断できる基準やスコア
を整理し、活⽤することも検討すべきである。 

 
3.5. 結論 

昨年度提案した原⼦⼒災害時の医療に関する研修の体系化、標準テキストを再検討
し、修正、改訂した。次年度はこれらの研修体系化での標準テキスト等の教材の活⽤
状況を調査し、必要な修正箇所等を検討し、修正する。 

⾼度専⾨研修については、講師養成研修、体外計測研修の内容を検討し、試⾏的に
開催する。 

また、原⼦⼒災害以外の被ばく医療については、初期診療の⼿順を検討し、フロー
チャートと初療マニュアルを作成した。次年度は、医療機関における包括的被ばく医
療の対処能⼒の向上に貢献できるように作成したマニュアルや教材を広く活⽤して
もらうための⽅策を検討する。 
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4. 【調査研究３】専⾨的⽀援体制等の整備 

4.1. 本年度の研究計画 
専⾨的⽀援の充実による初動対応、被ばく医療の実効性向上を⽬的とする。 
専⾨機関、染⾊体および物理学的線量評価のネットワークを活⽤した被ばく線量評

価、被ばく医療等の専⾨的⽀援に必要な項⽬、課題を整理する。平常時、災害時に活
⽤できる専⾨的⽀援における情報共有システムについて課題等を整理し、システムを
設計する。また、既存の広域災害救急医療情報システム（EMIS）や健康危機管理⽀援
ライブラリー（H-CRISIS）との連携についても検討する。 

 
4.2. 検討の経緯 

昨年度整理した専⾨的⽀援体制に必要な項⽬と課題を再度検討し、染⾊体分析の⼈
材確保について、さらに実効的な⽅法について、被ばく医療の専⾨機関である量研が
設置している⾼度被ばく医療⽀援センター連携会議線量評価部会の部会⻑等と検討
した。 

さらに専⾨的⽀援として、G20 ⼤阪サミットでの実際の対応を含め、現地派遣の専
⾨家による脅威や原因物質の検知結果を派遣元の災害対策本部等で共有できるシス
テムとして CBRNE クラウドシステム等の最新の検知器、検知システムを使⽤した検
討を⾏った。また、CBRNE テロ災害時の専⾨家と初動対応機関との連携や専⾨的⽀
援についても、実際の活動等を元に検討した。 

情報共有システムについては、既存の広域災害救急医療情報システム（EMIS）の
項⽬等を確認し、量研放医研で運⽤している「緊急被ばく線量評価情報共有・伝達シ
ステム」を利⽤して、量研放医研からの専⾨家派遣時の情報共有、量研放医研以外の
⾼度被ばく医療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの派遣者との情報
共有について、システムの設計に着⼿できるようにした。 

原⼦⼒災害時の医療チームの連携についても学会等で最新の知⾒を収集し、シンポ
ジウム等で討議された内容をまとめた。 

これらは、研究協⼒者、研究参加者が 2 回の検討会で検討し、取りまとめた。なお、
検討会は、調査研究１および３、検証１をまとめて開催した。 

 
4.3. 結果 
4.3.1. ネットワーク会議を活⽤した専⾨的⽀援 

調査研究２で提案している原⼦⼒災害時の医療に関する研修体系の中で、⾼度専⾨
研修の⼀つである染⾊体分析研修を受講した⽇本⼈類遺伝学会臨床細胞遺伝学認定
⼠を、染⾊体分析の⽀援者として登録し、事故や災害時に⽀援を依頼することを検討
している。この専⾨的⽀援体制の構築には、実施主体、⽀援要請の基準や制度設計が
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必要である。また、画像診断を依頼する際には、運⽤⽅法、画像の受け渡し⽅法、結
果の受け渡し⽅法などを決めておく必要がある。 

⽇本⼈類遺伝学会の臨床細胞遺伝学認定⼠は、2019 年 4 ⽉時点で、全国に 179 名、
指導⼠は 61 名おり、認定⼠・指導⼠のうち 87 名は⽴地隣接道府県の医療機関に所属
している。ただし、原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒災害医療協⼒機関に所属している認
定⼠は 17 名、指導⼠は 8 名である。さらに⾼度被ばく医療⽀援センターに所属して
いる認定⼠は量研放医研、弘前⼤学、広島⼤学、⻑崎⼤学に各 1 名おり、指導⼠は量
研放医研、弘前⼤学、広島⼤学に各 1 名である。原⼦⼒災害対策重点区域外の機関に
所属している認定⼠・指導⼠は、153 名であり、この認定⼠・指導⼠から、被ばく医
療での染⾊体分析で協⼒を得られると多数の染⾊体分析による線量評価が可能とな
り、線量評価体制の充実にもなる。しかし、原⼦⼒災害対策重点区域外の機関に所属
している場合は、被ばく医療の線量評価における染⾊体分析の画像診断の研修の機会
は皆無でありことから、この認定⼠・指導⼠への研修が不可⽋である。今年度は、【検
証１】で記載しているように⾼度専⾨研修として、染⾊体分析研修を実施した。 

物理学的線量評価のネットワークを活⽤した専⾨的⽀援体制としては、⾼度被ばく
医療⽀援センター連携会議線量評価部会で線量評価に関するマニュアルあるいはガ
イドライン等の作成を検討されており、今後はそのマニュアル等の活⽤について検討
する。 

 
表 4-1  ⽇本⼈類遺伝学会臨床細胞遺伝学認定⼠・指導⼠数 

数値は⼈数 
    認定⼠ 指導⼠ 合計 

⾼度被ばく医療
⽀援センター 

量研機構 1 1 2 
弘前⼤学 1 1 2 
福島県⽴医科⼤学 0 0 0 
広島⼤学 1 1 2 
⻑崎⼤学 1 0 1 

原⼦⼒災害対策
重点区域 

原⼦⼒災害拠点病院 7 3 10 
原⼦⼒災害医療協⼒機関 6 2 8 
上記以外 47 15 62 

原⼦⼒災害対策重点区域外 115 38 153 
合計 179 61 240 

2019 年 4 ⽉時点   
 

4.3.2. 検知システム等を活⽤した専⾨的⽀援 
本研究事業で検討した検知システムは放射線モニタリングシステム（ラジプローブ
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システム）と CBRNE 情報共有システム(CBRNe クラウドシステム)であり、各シス
テムの概要を⽰す。 

1. 放射線モニタリングシステム（ラジプローブシステム） 
可搬型の機材は、放射線測定器、制御⽤パソコン、カメラ、GPS、通信機器

から構成され、測定結果等を地上通信もしくは、衛星通信で量研放医研のサー
バーにも伝送する。伝送された情報は、モニタリングマップ、核種分析のスペ
クトル、線量率時間変化、積算線量、中性⼦線量、周辺映像が⼀画⾯として、
サーバーにアクセスできるパソコンやタブレットで閲覧可能である。さらに放
射線測定器は、⾼線量γ線・中性⼦線検出器、携帯型ゲルマニウム半導体検出
装置（⾼精度測定装置）、⾼感度⼩型線量計（CsI(Tl)シンチレーション検出器）
を接続できる。これらは環境モニタリング、核種分析など⽤途に応じて選択す
る。 

 
図 4-1 ラジプローブシステムの概要 

 
2. CBRNE 情報共有システム(CBRNe クラウドシステム) 

CBRNE 情報共有システムは、化学剤検知器と放射線測定器をネットワーク
化させて、検知情報、位置情報等をクラウドサーバーに転送し、このクラウド
サーバーを通じて測定現場の携帯端末と対策本部等の遠隔地の端末で情報共
有ができるシステムである。本システムでは、化学剤検知器は、イオンモビリ
ティ・スペクトロメーターであり、放射線測定器は、空間線量率、各種識別が
可能である器材を使⽤している。さらに、以下のマニュアル類を横断的に検索
でき、検知結果とリンクし、警戒区域や新⼊統制ライン等を地図上に表⽰でき
る。 
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・ 緊急時応急処置指針（Emergency Response Guidebook：通称 ERG） 
・ 総務省消防庁 BC 災害マニュアル（平成 28 年度 救助技術の⾼度化等

検討会報告書）からの引⽤ 
・ 総務省消防庁特殊災害室「医療機関、研究機関その他の放射性同位元素等

取扱施設等における消防活動上の留意事項に関する検討会」の報告書から
の引⽤、および添付資料個票（RI,装備機器，発⽣装置） 

・ 爆発物探知ハンドブックからの引⽤（元 科学警察研究所爆発研究室 中
村順先⽣監修） 
 

図 4-2  CBRNe クラウドシステムの概要 
 

4.3.2.1. 専⾨家派遣での活⽤ 
放射線モニタリングシステム（ラジプローブシステム）は、量研の研究成果の⼀つ

であり、原⼦⼒災害や放射線テロ災害での活⽤も考慮している。昨年度は、核種の特
定や内部被ばくの詳細検査の⼀つであるバイオアッセイ法による⽣体試料の簡易的
な計測、測定結果を後⽅⽀援の本部等と情報共有、より詳細な分析結果を現場での専
⾨的⽀援に活⽤できること、医療機関でのエリアモニターとしての活⽤を提案した。 

今年度は、G20 ⼤阪サミットでの NBC の専⾨機関としての実際の活動において、
このラジプローブシステムおよび CBRNe クラウドシステムを実際に活⽤した。 

ラジプローブシステムは、量研機構のみで情報共有したが、CBRNe クラウドシス
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テムは、⽇本中毒情報センター、現地対応の消防機関も同時に稼働したことで、複数
の組織でリアルタイムに、化学剤および放射線のモニタリング結果を共有できた。 

 
4.3.2.2.   初動対応での活⽤ 

国際空港の CBRNE テロ対策合同訓練において、消防機関が CBRNe クラウドシス
テムを活⽤していた（資料 2-7）。「N B C テロその他⼤量殺傷型テロ対処現地関係機
関連携モデル」1では、NBC テロ発⽣時の対処においては、各都道府県を始めとする
地⽅公共団体を中⼼とした関係機関の連携が重要であるとされている 。この中で、
救助・救急搬送、救急医療体制連携モデル、原因物質の特定における連携モデル、汚
染検査・除染等における連携モデルが⽰されており、研究機関、専⾨機関は、消防本
部、都道府県警察、保健所などの実働組織と連携することが⽰されている。本⽂書に
おいて、専⾨機関として量研が記載されていることから、放射線テロ災害発⽣時には、
量研は助⾔や⽀援を求められる。しかし、発災場所によっては、現地に職員を派遣す
ることに時間を要したり、困難であることも予想され、また、放射線検知結果の詳細
（マッピングの情報等）を把握するにも時間を要することが予想される。そこで、本
訓練で使⽤されていた CBRNe クラウドシステムのように、遠隔地でも検知結果の詳
細（化学剤の検知結果、放射線の検知結果、マッピング情報）を確認、共有できるシ
ステムにより、遠隔地でも的確な専⾨的⽀援が可能となることが考えられる。また、
現地に専⾨家が派遣された場合でも、マッピング情報等の検知結果の把握が短時間で

                                                        
1 NBC テロ対策会議幹事会「N B C テロその他⼤量殺傷型テロ対処現地関係機関連携モデ
ル」（平成 13 年 11 ⽉ 22 ⽇（平成 28 年 1 ⽉ 29 ⽇改定）） 

図 4-3  派遣先でのラジプローブシステム
の活⽤事例 

G20 ⼤阪サミット対応において、現地派
遣の量研機構の職員が、現地医療対策本部
あるいは関⻄国際空港の派遣先で、ラジプ
ローブシステムと CBRNe クラウドシステ
ムを連続稼働させて監視した。 

図 4-4  ラジプローブシステムの画⾯ 
複数の拠点で、リアルタイムの測定

結果を共有した。 
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可能であると思われる。原因物質の特定まで CBRNe クラウドシステム等で実施され
ていたら、除染⽅法や医療処置についても、より詳細な助⾔や⽀援が早期から可能と
なり、⼆次災害の防⽌に資すると考える。 

 
4.3.3. 情報共有システムを活⽤した専⾨的⽀援 

昨年度は、量研放医研で運⽤している「緊急被ばく線量評価情報共有・伝達システ
ム」の機能の中で、専⾨家派遣で活⽤できる機能としては、複数の職員間での情報共
有としての掲⽰板機能とラジプローブシステムの閲覧機能を提案し、情報共有システ
ムに派遣先である量研放医研以外の場所からアクセスが可能となるように設定を変
更した。 

量研放医研以外の⾼度被ばく医療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センタ
ーとその派遣者との情報共有については、それぞれの専⾨家派遣の状況、患者の受⼊
れの状況が考えられるが、これらも掲⽰板機能で対応可能と思われる。 

既存の広域災害救急医療情報システム（EMIS）の項⽬等を確認したところ、医療
機関の検索結果として、以前の被ばく医療機関の情報が表⽰される状況であり、現在
の原⼦⼒災害時の医療体制で各道府県が指定している原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒災
害医療協⼒機関の情報に更新するための情報提供が必要があると思われる。 

また、原⼦⼒災害医療派遣チームの派遣と待機の状況、チームの派遣先、活動状況
の共有が必要と思われるが、情報共有システムを構築するには、原⼦⼒災害医療派遣
チームの活動の具体的運⽤⽅法の整理が必要である。情報共有システムのページの構
成としては、ログイン画⾯、掲⽰板、放射線モニタリング、EMIS、原⼦⼒災害拠点病
院の基本情報等、原⼦⼒災害医療派遣チームの活動状況を提案する（図 4-5）。 

図 4-5  情報共有システムのページの構成案 
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4.3.4. 災害医療との連携 
DMAT（Disaster Medical Assistance Team）とは、⼤地震や列⾞事故などの災害現

場で迅速に救命治療を⾏う専⾨的な訓練を受けた災害派遣医療チームであり、規定の
研修・訓練を終了した医師、看護師、業務調整員（事務員や放射線技師、薬剤師、検
査技師など）の医療従事者から編成される。この DMAT には、厚⽣労働省が開催す
る⽇本 DMAT 隊員養成研修会を受講し登録された⽇本 DMAT、東京 DMAT のよう
に都道府県と医療機関との間で締結された協定に基づき地域に発⽣した局地災害現
場に⽇本 DMAT 隊員登録者が出動できる体制、⽇本⾚⼗字社における DMAT など
がある。他に災害時の医療派遣チームとしては、集団災害が発⽣した場合、被災地域
の精神保健医療ニーズの把握、他の保健医療体制との連携、各種関係機関等とのマネ
ージメント、専⾨性の⾼い精神科医療の提供と精神保健活動の⽀援を⾏う災害派遣精
神医療チーム(DPAT; Disaster Psychiatric Assistance Team)や、災害発⽣後の健康危
機管理・公衆衛⽣学的⽀援を⾏う災害時健康危機管理⽀援チーム（DHEAT; Disaster 
Health Emergency Assistance Team）などがある。いずれも原⼦⼒災害時の活動につ
いては明確な規定等はない状況である。原⼦⼒災害時に、原⼦⼒災害派遣医療チーム
と様々な医療チームが連携するためには、それぞれの活動の場所、活動の内容、役割
分担、相互に協⼒や⽀援を要請する活動を明確にすることが不可⽋である。 

第 25 回⽇本災害医学会総会 学術集会（2020.2.20 - 22）では、これまでの災害医
療の活動から、シンポジウムの⼀つでは、原⼦⼒災害医療について、原⼦⼒災害での
医療・保健・福祉の活動や体制についての現状の把握、災害医療との連携や役割分担、
⼈材育成について討議された。 

災害医療と原⼦⼒災害時の被ばく医療の連携としては、被災地域の医療の状況、原
⼦⼒災害拠点病院と原⼦⼒災害医療協⼒機関の被災状況、原⼦⼒災害医療派遣チーム
の活動状況の情報共有がある。原⼦⼒災害時の被ばく医療に特有の情報として、被ば
くあるいは汚染がある傷病者の受⼊れに関する情報、避難退域時検査の状況、放射線
モニタリング情報、原⼦⼒災害医療派遣チームの活動状況などがあり、この情報共有
の⼿段としては、前述の通り、原⼦⼒災害時の情報共有システムとして独⾃に設計、
構築する必要がある。 

 
4.3.5. 医療機関への専⾨的⽀援体制 

原⼦⼒災害では、医療⽀援として基幹⾼度被ばく医療⽀援センター、⾼度被ばく医
療⽀援センター、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターが指定され、それぞれの役割や
要件が⽰されている2。⾼度被ばく医療⽀援センターの診療機能としては、原⼦⼒災害
拠点病院等との医療連携が⽰されているが、具体的に内部被ばくの治療に必要な薬剤

                                                        
2 原⼦⼒規制庁「原⼦⼒災害拠点病院等の施設要件」（平成 27 年 5 ⽉ 15 ⽇（平成 30 年 7
⽉ 25 ⽇全部改定）） 
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の備蓄等については⾔及されていない。 
国際空港エマルゴ訓練（資料 2-8）において、医療機関では、サリン検知の情報を

⼊⼿し、治療薬として硫酸アトロピンやプラリドキシム（PAM）の準備、現場での投
与を検討していた。通常、医療機関で保有している量では不⾜することが予想される。
そのため、化学テロ災害に備えて、これらの化学剤を⽤いたテロへの対応に必要な医
薬品については、厚⽣科学審議会健康危機管理部会で提⾔され3,4 、国家備蓄されてい
る。これらの国家備蓄の薬剤は、分配場所や緊急配備のスキームなどの課題も指摘さ
れている5 。⼀⽅で、放射線テロ災害への対応に必要と考えられる DTPA やプルシア
ンブルーなどの医薬品は、国家備蓄となっておらず、⾼度被ばく医療⽀援センターが、
原⼦⼒災害時の医療体制整備の⼀環として、保有している状況である。2017 年に発
⽣した⽇本原⼦⼒研究開発機構⼤洗研究開発センターでのプルトニウムによる汚染
事故では、治療のために⼀⼈に対して Ca-DTPA と Zn-DTPA を合計で 63 アンプル
投与した。これは量研機構が保有する DTPA の約 1／4 である。そのため、多数の内
部被ばく患者が発⽣するような放射線テロ災害が起こった場合には、国内の⾼度被ば
く医療⽀援センターが保有している数量では、不⾜することが懸念される。 

 
4.4. 考察 

量研放医研が設置している染⾊体ネットワークを活⽤する⽅策の⼀つとして、⽇本
⼈類遺伝学会の臨床細胞遺伝学認定⼠の協⼒を得る⽅法がある。今年度は、認定⼠の
更新の単位として認められるように⽇本⼈類遺伝学会に申請し、染⾊体分析研修を開
催した。しかし、受講者を原⼦⼒災害時等の染⾊体分析の協⼒あるいは⽀援者として
活⽤するには、⼈材情報の管理、⽀援要請の主体や⼿順、運営⽅法等の制度設計が必
要である。 

検知システムを活⽤した専⾨的⽀援については、実際の専⾨家派遣において検討し
たが、多機関が連携するには、情報の取り扱いやセキュリティ対策といった取り決め
が必要である。 

情報共有システムとして、EMIS の活⽤があり、⾼度被ばく医療⽀援センターでの
利⽤であれば、現⾏の EMIS にそれぞれがアクセスし、情報共有が可能であるが、医
療機関でない原⼦⼒災害医療協⼒機関が使⽤するには、災害医療と原⼦⼒災害のそれ

                                                        
3 厚⽣科学審議会健康危機管理部会「化学テロリズム対策についての提⾔」平成 26 年 7 ⽉
10 ⽇ 
4 厚⽣労働科学研究「化学テロ等健康危機事態における医薬品備蓄及び配送に関する検
討」（研究代表者：吉岡敏治） 
5 厚⽣労働科学研究費補助⾦ ⾏政政策研究分野 厚⽣労働科学特別研究「2020 年オリンピ
ック・パラリンピック東京⼤会等に向けた化学テロ等重⼤事案への準備・対応に関する研
究」（研究代表者：⼩井⼟雄⼀） 
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ぞれの所管省庁である厚⽣労働省、原⼦⼒規制庁、内閣府での調整、制度設計が必要
である。また⼤規模災害発⽣時には、被災地の医療ニーズ、保健ニーズ、福祉ニーズ
に応えるため、多くの⽀援チームが被災地で⽀援活動を⾏う。このため EMIS の医療
に関する情報のみでなく、災害時の保健、福祉の情報等も共有する⼿段である災害時
保健医療福祉活動情報⽀援システム -D24H-（Disaster/Digital information system for 
Health and well-being）といったものも研究開発されている。原⼦⼒災害時にこれら
の情報共有システム、情報⽀援システム等と連携するのであれば、原⼦⼒災害の情報
共有システムを構築する際には、プラットフォーム等をしっかりと検討する必要があ
る。 

 
4.5. 結論 

原⼦⼒災害、RN テロ・災害、RI 事業所等での労災事故などにおける専⾨的⽀援体
制について、染⾊体ネットワーク会議等の活⽤、検知システムの活⽤、情報共有シス
テムの利⽤、災害医療との連携の各項⽬について実際の活動や訓練等によって検討し
た。今後、この専⾨的⽀援体制の構築と強化のためには、原⼦⼒災害派遣医療チーム
の活動要領として、活動場所、活動範囲、活動内容をさらに明確にし、他の医療チー
ムに要請する⽀援や協⼒の活動について明⽰する。また、専⾨的⽀援ができること、
できないことを明確にすることも重要である。 
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5. 【検証１】モデル地域での検証 

5.1. 本年度の研究計画 
本年度は、【調査研究１】、【調査研究２】で作成した教材や標準テキストを使⽤し

て、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）及びそれ以外の地域（23 都県）で研修等
を実施し、調査研究１〜３へ反映する。 

 
5.2. 検討の経緯 
5.2.1. 初動対応機関の研修 

量研機構に依頼があった CBRNE 災害対処に関連する研修を活⽤し、原⼦⼒災害、
RN テロ災害での消防や警察、⾃衛隊等の初動対応、多機関連携に関連する必要な知
識と検知器材の使⽤についての技能を習得できるように教材を作成し、実習を含めた
研修を実施した（【調査研究１】参照）。これらの研修会開催により得られた知⾒等で
使⽤した教材を⾒直し、初動対応の⼿順としてフローチャートおよび解説のマニュア
ルに反映させた。 

原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）における初動対応機関の研修を実施する地域
については研究協⼒者と検討し、次年度以降に開催を検討することした。 

 
5.2.2. 原⼦⼒災害時医療の研修 

原⼦⼒災害時の医療に関する研修は、昨年度【調査研究２】で提案する新たな体系
化による研修を、標準テキストを⽤いて開催し、標準テキストの改訂に反映した。ま
た、⾼度専⾨研修の染⾊体分析研修を開催し、染⾊体分析の技術者が原⼦⼒災害時に
協⼒者として活躍できる⽅法を検討し、昨年度実施したバイオアッセイ研修について
は、研修内容を研究参加者と再確認した。 

 
5.2.3. 災害医療との連携の研修 

原⼦⼒災害が発⽣した際、地震や津波などの⾃然災害との複合災害である場合は、
災害医療と緊密に連携して、活動することとなっている。今年度は、量研機構が NBC
テロ災害対応の専⾨機関として実働する際に、東京 DMAT と連携して活動すること
も想定されたことから、東京 DMAT および量研機構の協⼒協定病院の医療従事者に
向けに NBC テロ災害対応の研修を開催した（資料 5-2）。このことにより【調査研究
３】の専⾨的⽀援体制について検討した。 

 
5.3. 結果 
5.3.1. 初動対応機関の研修 

原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）の初動対応機関では、各地域あるいは各地域
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の消防本部等で研修や訓練が実施されているので、統⼀された研修体系や教材がない。
そこで、本年度は、原⼦⼒災害等の対応に関して、実際に初動対応機関の職員が必要
と考えている研修や教材、All hazard approach での初動対応⼿順について、研究協⼒
者等を交えて検討し、標準的なテキストおよび⾃⼰学習できる教材として作成した
（【調査研究１】参照）。さらに作成した教材と初動対応⼿順のフローチャートを⽤い
て、研修や机上演習を実施して、修正した。 

特に、防護装備の着脱や救急⾞の養⽣は、原⼦⼒災害、RN テロ災害にかかわらず
CBRNE テロ災害対処時の基本的な必須技能であり、すべてのテロ災害への対応で、
活⽤できる。ヘリコプターの養⽣についても訓練によって知⾒を得られた。このこと
から、次年度は、放射性物質による汚染した傷病者の搬送時の⾞両やヘリコプターの
養⽣⽅法の資料を作成する。 

 
5.3.2. 原⼦⼒災害医療の研修 

新たに提案した体系化の研修の中で、本研究事業では５つの研修を開催した。基
礎研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療派遣チーム研修は、5 つの
⾼度被ばく医療⽀援センター（弘前⼤学、福島県⽴医科⼤学、広島⼤学、⻑崎⼤学、
量研機構）の職員を対象として、量研機構で開催した。 

すべての研修は、講義と実習の７割以上の出席を修了認定の基準とした。また、
原⼦⼒災害医療中核⼈材研修は、ポストテストの合格も終了の基準とした。 
(1) 基礎研修 

開催⽇：2019 年 5 ⽉ 7 ⽇ 
修了⼈数：合計 29 名（弘前⼤学：6 名、福島県⽴医科⼤学：5 名、広島⼤学：

6 名、⻑崎⼤学：5 名、量研機構：7 名） 
プログラム： 

開始   終了   タイトル 

14:30 - 14:40 開講式   
14:40 - 15:10 講義 1 原⼦⼒防災体制 
15:10 - 15:40 講義 2 放射線の基礎 
15:40 - 16:10 講義 3 放射線の影響 
16:10 - 16:40 講義 4 放射線防護 
16:40 - 16:50 休憩   
16:50 - 17:20 講義 5 汚染検査・除染 
17:20 - 17:50 講義 6 安定ヨウ素剤 
17:50 - 18:20 講義 7 避難退域時検査 
18:20 - 18:50 講義 8 避難と屋内退避の⽀援 
18:50 - 19:00 修了式   
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(2) 原⼦⼒災害医療中核⼈材研修 
開催⽇：2019 年 5 ⽉ 8 ⽇〜10 ⽇ 
修了⼈数：合計 20 名（弘前⼤学：4 名、福島県⽴医科⼤学：3 名、広島⼤学：

4 名、⻑崎⼤学：3 名、量研機構：6 名） 
プログラム： 
1 ⽇⽬ 

開始   終了   タイトル 

9:00 - 9:10 研修概要説明   
9:10 - 9:40 プレテスト   
9:40 - 10:10 講義 1 医療機関での原⼦⼒災害対策 

10:10 - 10:40 講義 2 医療機関での初期対応 
10:40 - 10:50 休憩   
10:50 - 11:20 講義 3 放射線障害の診断と治療 

11:20 - 12:00 講義 4 
外部被ばくと内部被ばくの線量
評価 

12:00 - 13:00 昼⾷   
13:00 - 15:30 実習 1 放射線測定器の取扱い 
15:30 - 15:40 休憩   
15:40 - 16:40 実習 2 防護装備着脱 

2 ⽇⽬ 
開始   終了   タイトル 

9:00 - 9:30 講義 6 放射線管理要員の役割 
9:30 - 10:00 講義 7 放射線事故事例 

10:00 - 10:40 講義 5 原⼦⼒災害時のメンタルヘルス 
10:40 - 11:00 移動   
11:00 - 11:30 実習 3 医療施設の養⽣ 
11:30 - 12:00 実習 4 除染（蛍光剤使⽤） 
12:00 - 12:30 実習 5 傷病者の汚染検査 
12:30 - 14:00 昼⾷   
14:00 - 17:00 机上演習   

3 ⽇⽬ 
開始   終了   タイトル 

9:00 - 9:30 実習準備 役割分担 
9:30 - 9:50 移動   
9:50 - 10:40 実習 6 WBC 
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10:40 - 12:10 実習 7 被ばく医療 
12:10 - 13:10 昼⾷   
13:10 - 14:40 実習 7 被ばく医療 
14:40 - 15:00 休憩   
15:00 - 15:30 ポストテスト   
15:30 - 16:30 総合討論   
16:30 - 16:50 修了式   

 
(3) 原⼦⼒災害医療派遣チーム研修 

開催⽇：2019 年 5 ⽉ 11 ⽇ 
修了⼈数：合計 23 名（弘前⼤学：3 名、福島県⽴医科⼤学：6 名、広島⼤学：

4 名、⻑崎⼤学：4 名、量研機構：6 名） 
プログラム： 

開始   終了   タイトル 

9:00 - 9:30 講義 1 原⼦⼒災害医療派遣チームの活動 
9:30 - 10:00 講義 2 原⼦⼒災害時の救護所活動 

10:00 - 10:30 講義 3 原⼦⼒災害時のリスクコミュニケーション 
10:30 - 10:40 休憩   
10:40 - 12:10 机上演習   
12:10 - 13:10 昼⾷   
13:10 - 15:10 実習   
15:10 - 15:40 移動   
15:40 - 16:10 閉講式   

 
(4) 染⾊体分析研修 

⽇時：2019 年 11 ⽉ 26 ⽇（⽕） 
場所：量研機構東京事務所 
修了⼈数：５名 
プログラム： 

13:30 ‒ 13:40 開講式 
13:40 ‒ 14:20 講義１「放射線事故災害と被ばく医療」 
14:20 ‒ 15:00 講義２「被ばく線量推定〜染⾊体分析を中⼼に〜」 
15:10 ‒ 16:40 実習「画像診断練習」（ギムザ染⾊法による⼆動原体分

析、FISH 法による転座分析） 
16:40 ‒ 16:50 閉講式 
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(5) バイオアッセイ研修 
対象：化学実験経験のある研修⽣１名（放射線業務従事者、化学専攻_技術職）
バイオアッセイ法：従来法(図 3-3)による研修 
内容：①放射線教育研修：1 ⽇（核燃料施設作業⽤の教育訓練、研修の概要） 

②分析研修 (試料の準備から解析まで)： 
化学分析実習：3 ⽇〜4 ⽇ 
測定及び解析：0.5 ⽇ 

 
図 5-1 バイオアッセイ 従来法 

 
5.3.3. 災害医療との連携の研修 

災害医療と原⼦⼒災害医療、被ばく医療の体制が連携するには、それぞれの活動を
担う医療従事者が共通認識を持つことが不可⽋である。防災基本計画では、原⼦⼒災
害対策編において、「被災地⽅公共団体及び被災地の医療機関は，原⼦⼒災害以外の
災害の発⽣状況等を勘案しつつ，拠点となる原⼦⼒災害医療機関を中⼼として医療活
動を⾏うものとする。その際，災害拠点病院や DMAT 等が⾏う災害医療活動と緊密
に連携するものとする」との記載があり、DMAT との連携にあたり、被ばく医療と
災害医療について相互に共通認識を持つ必要がある。 
放射線テロ災害時の患者対応には、放射線の管理が必要であり、放射性物質による汚

染がある負傷者の対応には、汚染および除染の有無によらず医療処置が必要な場合が
ある。そのためには DMAT が放射線テロ災害の現場で救護を実施することが有⽤であ
ると思われる。この DMAT には、厚⽣労働省が開催する⽇本 DMAT 隊員養成研修会
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を受講し登録された⽇本 DMAT、東京 DMAT のように都道府県と医療機関との間で
締結された協定に基づき地域に発⽣した局地災害現場に⽇本 DMAT 隊員登録者が出
動できる体制、⽇本⾚⼗字社における DMAT などがある。 

本年度は、東京 DMAT との研修を開催した（資料 5-1）。災害医療派遣チーム（「東
京ＤＭＡＴ」）ＮＢＣ災害発⽣時活動要領では、特殊災害チームは、NBC 災害時に東京
消防庁の管理下で「消防警戒区域」での活動を⾏う⽅針となっている。これは、傷病者
の救出及び除染の優先度、汚染検査及び除染結果、消防隊員の活動危険、救命処置等へ
の医学的な助⾔に加え、必要に応じて傷病者に対する救命処置を⾏うこととなってお
り、さらに N 災害発⽣時に限り、「除染区域内」での活動も明記されている。このため
に、特殊災害チームには、研修を受講した隊員が指定されており、⼤規模テロ災害対処
訓練等への参加が求められている。さらに装備品や医薬品等は東京都が準備している。 

放射線テロ災害時での DMAT の活動は、⾏政と医療機関が必要性を認識し、活動⽅
針を決定しておき、現場での消防機関との連携の調整ができれば、原⼦⼒災害に関わら
ず可能であると思われる。そこで、原⼦⼒災害あるいは放射線テロ災害で、原⼦⼒災害
対策重点区域（24 道府県）以外の都県の DMAT が活動するための課題を次のように
整理した。 
(1) ⾏政機関による放射線テロ災害現場での DMAT の必要性の認識と体制整備 

DMAT の資器材は⾏政機関により準備されている。そのため、放射線テロ災害
に DMAT の派遣が有益であると認識し、DMAT の活動に必要な放射線測定器、
個⼈線量計、個⼈防護装備等を準備することが求められる。さらに DMAT の放射
線テロ災害現場での活動要領や研修等の隊員の教育体制の整備も求められる。 

(2) 医療機関による放射線テロ災害現場での DMAT の必要性の認識と⼈材育成 
放射線テロ災害現場への DMAT の派遣は、放射線被ばくやその他の脅威による

危険が伴う。しかし負傷者の救命には、現場での救助と早期の医療処置の連携が重
要である。このことを医療機関が認識し、放射線テロ災害現場での DMAT の安全
な活動のために必要な教育を隊員に提供することが求められる。 

(3) 消防機関等の初動対応機関との調整 
DMAT が放射線テロ災害現場で活動する際には、現場の消防機関等と連携する

必要があり、さらに現場での安全の確保のためには消防機関等の初動対応機関の
指⽰、指揮下で対応する必要がある。そのため、初動対応機関と DMAT の活動に
ついて、活動場所や連携⽅法の調整が求められる。 

(4) 専⾨機関による⽀援 
DMAT が放射線テロ災害現場で活動する時に、専⾨機関が測定した放射線の計

測結果を共有することは、現場の安全危険情報として必要である。また、放射性物
質による汚染がある場合、その除染⽅法や汚染が残存した場合の対応について助
⾔することも DMAT の活動を⽀援することになると思われる。このために、
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DMAT の派遣要請とともに、⾏政による放射線テロ災害に対応できる専⾨機関へ
の⽀援要請がなされる体制整備も必要と思われる。 

「NBC テロその他⼤量殺傷型テロ対処現地関係機関連携モデル」1では、救助・
救急搬送、救急医療体制連携モデルにおいて、研究機関・専⾨機関への情報共有と
助⾔は消防機関と⾏うこととなっており、DMAT の活動を⽀援する場合でも消防
機関との連携、情報共有が必要と思われる。このことから、前述の初動対応機関と
DMAT との調整においては、専⾨機関との連携も同時に実施することが望まれる。 

 

図 5-2 救助・救急搬送・救急医療体制連携モデル 
 

5.4. 考察 
包括的被ばく医療の体制構築には、原⼦⼒災害対策重点区域（24 道府県）以外でも

初動対応機関、医療機関が、RN テロ・災害や被ばく医療についての共通認識を持っ
ていることが重要である。また、防護装備の着脱やゾーニングの概念などは、原⼦⼒
災害に限らず、CBRNE テロ災害での対応の基本的かつ共通の知識と技能である。 

⽇本 DMAT の技能研修での被ばく医療研修の機会の提供については、⽇本 DMAT

                                         
1 NBC テロ対策会議幹事会「NBC テロその他⼤量殺傷型テロ対処現地関係機関連携モデ
ル」（平 成 13 年 11 ⽉ 22 ⽇ (平成 28 年 1 ⽉ 29 ⽇改訂)） 
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と原⼦⼒災害医療の所管省庁が異なることから、統⼀した研修による認識、知識の共
通化に⽀障があると予測されることより、災害医療と原⼦⼒災害時の被ばく医療が円
滑に連携できないため、省庁間の調整は不可⽋である。しかし、原⼦⼒災害時の医療
体制整備には、関係しない医療機関や DMAT であっても、昨今の社会情勢や東京オ
リンピック・パラリオンピックの開催を⽬前に控え、CBRNE テロ災害に関する研修
や訓練には、⾮常に⾼い関⼼を⽰している。これは医療機関や医療チームだけでなく、
消防や警察などの初動対応機関も同様である。原⼦⼒災害にかかわらず CBRNE テロ
災害での初動対応や医療機関での初期診療の⼈材育成、教育が、原⼦⼒災害対策重点
区域だけでなく、全国で実施されることで、原⼦⼒災害時に全国から⽀援を受けられ
る体制も整備できるようになると思われる。 

 
5.5. 結論 

原⼦⼒災害に関する研修は、原⼦⼒災害対策指針、原⼦⼒災害拠点病院等の施設要
件で、教育研修、訓練等の実施について⾔及されている。しかし、RI 事業所での事故
や RN テロ・災害等に関連する教育は、関係機関の独⾃の研修があるのみで、原⼦⼒
災害の研修や訓練と統⼀されたものは実施されていない。そのため、今後は、原因ご
とに必要な研修や教育の内容と、統⼀して実施すべき研修や教育の内容を詳細に検討
し、相互に整合性の取れた研修や教材を作成すべきである。 

次年度は最終年度として、原⼦⼒災害に関する研修の標準テキストをさらに改定し、
RN テロ災害や CBRNE テロ災害に関連する教育で活⽤できる教材の作成と初動対応
⼿順や初期診療⼿順のマニュアルの作成し、広く活⽤されるようにすることを⽬標と
する。 
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資料 5-1 
協⼒協定病院・東京 DMAT 被ばく医療研修 

 
1. ⽬的 

CBRNE テロ災害発⽣時に、量⼦科学技術研究開発機構（量研機構）の協⼒協定病院あ
るいは東京 DMAT NBC 指定病院と⽇本中毒情報センターや量研機構等の NBC テロ
災害対処の専⾨機関が発災現場および医療機関で連携して活動するために、各機関の
活動と資機材等について相互理解を深めるため、研修を開催した。 

2. 主催等 
主催：国⽴研究開発法⼈量⼦科学技術研究開発機構 
後援：公益財団法⼈⽇本中毒情報センター 

3. 参加機関、参加⼈数 
量研機構の協⼒協定病院、東京 DMAT NBC 指定病院、⽇本中毒情報センター、量研
機構の職員 計 26 名 

4. ⽇時 
令和元年 10 ⽉ 20 ⽇(⽇) 14:00〜17:30 

5. 場所 
量研機構東京事務所 

千代⽥区内幸町２丁⽬２−２ 富国⽣命ビル 22 階 
6. 研修内容 

14:00 ‒ 14:05 開会挨拶 
 量⼦科学技術研究開発機構 神⽥玲⼦ 
14:05 ‒ 14:20 「G20 ⼤阪サミットの化学テロ対策と即位礼正殿の儀への準備状

況」 
 ⽇本中毒情報センター 理事⻑ 吉岡敏治 
14:20 ‒ 14:35 「東京都の特殊災害医療体制の概要」 
 杏林⼤学 教授 ⼭⼝芳裕 
14:35 ‒ 14:50 「量研機構の NR テロ災害対応」 
 量⼦科学技術研究開発機構 富永隆⼦ 
15:00 ‒ 15:15 実習 個⼈線量計の取り扱い 
 量⼦科学技術研究開発機構 北村尚 
15:15 ‒ 16:30 実習 防護装備着脱、放射線測定、除染 
 量⼦科学技術研究開発機構  
 濱野毅 富永隆⼦ 佐藤眞⼆ 北村尚 ⼩林圭輔 佐々⽊昭徳 
16:35 ‒ 17:00 意⾒交換 
17:00 閉会 
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7. 実施内容 
(1) 講演 

⽇ 本 中 毒 情 報 セ ン タ ー と 量 研 機 構 か ら
CBRNE テロ災害対応の専⾨機関としてのこれ
までの活動と即位礼正殿の儀等での救急・災害
医療体制における計画について紹介した。とく
に量研機構からは、所有する放射線測定器やラ
ジプローブシステムの説明を⾏い、放射線テロ
災害時に医療機関や DMAT との連携で⽀援で
きることを説明した。さらに東京都の特殊災害医療体制の概要として特に東京
DMAT の活動と東京消防庁との連携について紹介があった。 

(2) 実習 
「個⼈線量計の取り扱い」では、デジタル式

警報付個⼈線量計について簡単な説明と注意
点、電源の On、Off の⽅法、警報値の確認と電
池交換の⽅法などを実際に扱いながら実施し
た。その後の実習に引き続き、電源を⼊れた個
⼈線量計を各⼈が装着した。 

「防護装備着脱、放射線測定、除染」の実習
では、実際の現場活動と同様に、まず各⼈にタ
イベックスーツ等の防護装備⼀式を着⽤して
もらった。 

その後、空間線量計の取り扱いを説明し、表
⽰付認証機器を使⽤して、空間線量率の測定を
実施した。この時、線源との距離と空間線量率
の関係も体験してもらった。汚染検査の実習と
しては、まず、マネキン（パウチしたマントルを使⽤した模擬の汚染、模擬の創傷
を準備）の汚染検査を複数⼈で同時に実施し、汚染箇所、その後の除染の順番等を
確認した。 

模擬の創傷汚染の部分に対し、汚染拡⼤防⽌の処置をした上で、除染をした。除
染後の汚染検査時には、周辺の汚染した資材は除去するなどの注意点を説明した。
さらに⽪膚の除染⽅法について説明した。 

最後にタイベックスーツ等の脱⾐について、説明した後に全員が脱⾐し、２⼈１
組となってお互いに全⾝の汚染検査を実施した。この時、PPE 着⽤時にあらかじ
めパウチしたマントルを着⾐に隠していたため、丁寧に汚染検査を⾏うように実
習ができた。 
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6. まとめ 

本研究事業は、包括的被ばく医療の体制構築のために、原⼦⼒災害、放射線テロまたは
核攻撃（以下、RN テロ・災害）、放射線障害防⽌法の対象事業所（以下、RI 事業所）での
放射線事故や労災事故など、それぞれの相違を明確にした上で、発⽣場所あるいは CBRNE
テロ災害を含む災害の種類によって区別されることなく、その事象に対して All hazard 
approach による適切な初動対応や緊急被ばく医療が実施されるように、初動対応機関、医
療機関の体制整備、⼈材育成に資する課題、解決策、システム、教材等を提案することが
⽬的である。この包括的な被ばく医療の体制構築には、これまでの緊急被ばく医療体制、
原⼦⼒災害医療体制、原⼦⼒防災体制などを鑑み、原⼦⼒災害への対応の充実と強化、原
⼦⼒災害以外の RN テロ・災害、労災事故、放射線事故などへの対応能⼒の向上が必要と
なる。そこで、本研究事業では、初動対応機関、医療機関、専⾨機関に分けてそれぞれの
対応の充実と強化のための⽅策を調査、検討し、課題の抽出と整理を⾏い、体制構築や⼈
材育成に必要な資料、教材の作成、教育⽅法や専⾨機関と専⾨組織等の⽀援体制や連携に
ついて提案した。 

【調査研究１】では、昨年度から継続して避難退域時検査及び簡易除染マニュアルの実
効性のある運⽤についての課題と解決のために必要な情報、All hazard approach も含めた
対応⼿順の作成のために必要な情報を整理し、フローチャートと各項⽬の解説のマニュア
ルを作成し、初動対応機関等が使⽤できる教材を作成した。 

【調査研究２】では、昨年度提案した原⼦⼒災害での被ばく医療に関する研修の新たな
体系化に基づき作成した標準テキストの教材を⽤いた研修を実施し、標準テキストの改定
を⾏った。原⼦⼒災害以外の被ばく医療については、初療のためのフローチャートとマニ
ュアルを作成した。なお、昨年度全国の医療機関（救命救急センター等）で効率的に短時
間での研修における座学と実習から構成されるプログラムとテキストを提案しており、こ
れらは令和元年度放射線対策委託費（被ばく傷病者への対応のための研修）事業において、
実施されていることから、本年度はテキストの改訂等は実施しなかった。 

【調査研究３】では、昨年度に引き続き、専⾨的⽀援体制として既存のネットワークと
検知システムの活⽤について検討し、情報共有システムによる原⼦⼒災害時の専⾨的⽀援
を実施する機関と現場医療間の情報共有や連携について考察し、課題と解決策を提案した。 

【検証１】では、昨年度および本年度に作成した教材、研修内容で、実際に研修を⾏う
ことで、参加者からのフィードバックが得られ、包括的被ばく医療の体制構築に必要とな
る⼈材育成の⽅法、教材等について調査研究１〜３に反映できる課題を⾒出し、標準テ�キ
ストや教材を改定した。 

 
次年度以降は、対応機関ごとの研修や⼈材育成、専⾨的⽀援体制からの視点で得られた

ことや作成した教材、マニュアルを実際に使⽤し、さらに多くの関係者に活⽤してもらう
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⽅策についても検討し、関係機関等とも調整して実⾏していくこととする。 
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内容
・化学剤の基礎
・化学剤からの防護
・化学剤の検知
・化学テロ災害対応
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有毒化学剤について、その種類と特性、⾝体への影響、防護、検
知について、基本的な内容を解説する。
現場対応として重要なのが、⾃分⾃⾝の安全確保と要救助者の⼈
命救助である。
さらに化学剤には拡散する特性があるため、その⼆次被害拡⼤を
防⽌することが現場対応に求められる。
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化学剤にはいくつかの種類があり、それぞれ特性が⼤きく異なる
ため、種類ごとに対応の仕⽅も異なることを意識しなければなら
ない。
少量で⼈体に影響があるもの、匂いや⾊がないものが危険な化学
剤である。表は軍⽤化学剤である。⾎液剤、窒息剤は産業毒性物
質として、事業所、⼯場などで使⽤されている。神経剤、びらん
剤は殺傷⽬的で合成されたものである。
ほぼ全ての化学剤は空気より重い。そのため、特に室内において
は低い位置に滞留するため低い姿勢でいると危険である。
持久度は、揮発しやすさであり、持久度が短いものは有毒ガスと
して揮発しやすく、持久度が⻑いものは、汚染物質として残留し
除染が必要となる。
半数致死量は数値が⼩さいほど、危険である。産業毒性物質は、
半数致死量が⼤きく、匂いもあるため、何らかの匂いがした時点
で防護措置を講じることにより被害を局限できる。

別 - 43



新たな神経剤として登場したのが、ノビチョクである。
ソビエト連邦が開発したと⾔われているが、構造式が明らかと
なっており、有機化学合成の技術があれば製造は可能である。
１００種類以上の派⽣型があると⾔われており、基本的には検知
器による検知は困難である。
これまで最も毒性が⾼いと⾔われていたVXのさらに５〜８倍の毒
性と⾔われており、極めて脅威が⾼い。
パウダー状で使⽤された場合、１０数時間後に発症する例もあり、
使⽤されたことすら不明のまま被害が拡⼤する可能性もある。
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神経剤は吸⼊後、時間の経過とともに症状が進⾏する。最初に発
現するのが縮瞳である。その後、流涎、⿐汁の出現があり、呼吸
困難、呼吸停⽌に⾄る。
経路としては、吸⼊が主であるが、液滴が直接⽪膚に触れた場合、
１０数分で浸透し同様の症状を発症する。
通常は無職、無臭で五感による検知は困難である。
持久度が短いサリンは揮発して有毒ガスとなりやく呼吸器保護が
重要となるが、持久度が⻑いVXはほとんど揮発することなく、呼
吸器の保護は重要ではないが、数mgの液滴の付着で致死的である。
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神経剤の⼈体への作⽤としては、神経伝達物質（アセチルコリ
ン）が元に戻ろうとする時必要な物質（コリンエステラーゼ）を
阻害し、筋⾁が元の状態に戻れず、弛緩、収縮できなくなる（筋
攣縮、痙攣）ことで影響が出現し、瞳孔収縮、分泌過多、痙攣、
⼼肺停⽌に⾄る。神経剤とコリンエステラーゼの結合は時間が経
つと離れなくなり、この現象をエージングと⾔う。
この神経剤とコリンエステラーゼの結合を解除するか、過剰な神
経伝達物質の伝達を阻⽌する働きをするのが拮抗剤である。

別 - 46



神経剤には拮抗薬がある。抗コリン剤であるアトロピンは、末梢
性ムスカリン作動部位（全ての副交感神経末端と、汗腺への交感
神経末端）において過剰のアセチルコリンの効果を阻⽌すること
により作⽤する。
PAMは神経剤とコリンエステラーゼの結合を解除し、コリンエス
テラーゼを再⽣することにより作⽤する。
ジアゼパムは抗痙攣薬で直接神経剤には作⽤しないが、痙攣持続
で⽣じる脳障害を抑制する。
現場で対応できることとして、化学剤を吸⼊する状況から少しで
も早く救出し、清浄な空気を吸⼊させることである。
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びらん剤は第⼆次⼤戦時の化学剤である。国内各地から旧軍の化
学弾が発掘または海中から発⾒されることがある。
症状としては、熱傷の症状と類似した⽪膚症状が出現する。
発⾚の徴候が１時間後、その後２〜３時間で紅斑が現れ、１０数
時間後に⽔疱が発⽣する。
マスタードは当初無痛のため汚染に気づかないが、ルイサイトは
付着すると痛みがあるため、直ぐに覚知することが可能である。
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マスタードには解毒薬はなく、⽪膚のびらんに対する対症療法が
主体となる。
ルイサイトにはBAL（British Anti-lewisite）が、内部臓器の傷害
を軽減する効果がある。
被服の上からの汚染であれば、汚染⾯を⽪膚に付着させないよう
に脱⾐する。
⽪膚に付着した場合は、迅速な除染剤による除染、または⽔洗、
ふき取りが有効である。
⽪膚細胞の液化壊死の症状に対しては、通常の熱傷と同様の処置
を施す。
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窒息性化学物質の塩化シアン及び⻘酸は、作⽤速度が極めて早く、
細胞の酸素代謝を直接阻害する。
症状としては、眼や⿐、喉に刺激性の痛みを感ずる、頭痛、めま
い、吐き気を起こす、胸部圧迫感、呼吸困難、痙攣がある。
処置は、亜硝酸アミルの吸⼊、呼吸補助の実施である。現場では、
早期に酸素投与、呼吸補助をする。
メッキ⼯場、写真⼯業等での漏洩事故、またはアクリル製品⼯場
等での⽕災で発⽣する。この化学剤は、持久効果はなく、除染の
必要はない。
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窒息剤のホスゲン、塩素、クロルピクリンは、呼吸により肺の中
に⼊り、気道、肺細胞を損傷し、気道、肺胞から組織液が漏出し
肺⽔腫により窒息する。
症状は咳、胸部圧迫感、頭痛、嘔吐、⽪膚の⻘紫変⾊、泡を含む
痰、の症状を呈し、肺⽔腫、呼吸困難、⼼肺停⽌に⾄る。
激しい刺激を伴い即効性であるが、低濃度の場合、２４時間以上
の潜伏期を経て発症する場合がある。
特有の臭気または激しい刺激臭により嗅覚での検知が可能である。
揮発性が⾼いので液体から有毒ガスが発⽣しやすいが、⾝体への
付着物に対する除染の必要はない。
染料、ポリウレタン製品、ポリカーボネート樹脂等の原料に広く
使⽤され、フロンの過熱でも発⽣することがある。
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レベルAは、⾃給式空気呼吸器と耐化学防護服で全⾝を覆い、呼気
による陽圧により汚染物の侵⼊を防護できるため、最も防護性が
⾼いが、⽣理的負担が⼤きいことと、ボンベ交換が困難であるた
め、３０分程度の活動時間に限られる。空気呼吸器は防護服の内
側にある。
レベルBは、⾃給式空気呼吸器と耐化学防護服で全⾝を防護し、空
気呼吸器は防護服の外側にあるため、ボンベ交換により⽐較的⻑
時間の活動が可能となるが、完全に気密させるためには、マスク、
⼿袋、ブーツとの接合部をテープで⽬張りする必要がある。
レベルCは、吸収⽸式の防護マスクに耐化学防護⾐で全⾝を防護し、
吸収⽸の破過（通常１０時間程度）まで活動が可能であるが、酸
素濃度が低い場合、低分⼦量の有害物質（⻘酸等）では使⽤でき
ず、⾼濃度の有毒ガス環境下では使⽤時間が短くなる。
どのような危険物質があるか不明だが迅速に要救助者を危険な地
域からショートピックアップするにはレベルAが、被災者の状況
（⽣存者の存在）から判断し、⽐較的⻑時間汚染地域内で活動す
るためにはレベルCが、その中間の⽤途でレベルBが適している。
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⾃衛隊及び警察のNBC部隊が保有する防護⾐は、⻑時間（１０時
間程度）汚染環境内で活動するのに適している。
これを可能にするため、呼吸器は活性炭式の吸収⽸で、微粒⼦状
の有害物質を濾過し、活性炭で有毒ガスを吸着する。
防護⾐は、⽣理的負担を軽減するため機能性の布帛により通気性
を有しつつ、気状・液状の有毒化学剤から防護することが可能で
ある。
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汚染区域から退出してきたら、ウオームゾーンで防護⾐を脱⾐し、
液状の有毒化学剤を拡散させない様に留意する（液体汚染統制
線）。
有毒ガスは流動するので、防護マスクは⾵上側の安全な区域まで
約50m程移動して、コールドゾーン（期待汚染統制線）で呼吸保
護具を外す。
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⾒えない敵をいかに⾒る（知る）か、検知器だけが検出⼿段では
ない。
VXなどはほとんど揮発しないため、ガスを検知する機器では検知
が難しい。検知器だけで全てを検知できるものではない。
最も早く現着する消防隊員が検知器を保有しているとは限らない
ため、検知器以外での化学剤の存在を確認する⼿段を理解してお
く必要がある。
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初動対応者が現着した際、視覚・嗅覚、動植物の状況等、普段と
違う徴候に注意をはらうと共に、⾃覚症状がないかも留意する必
要がある。
また、被災者の状況・様態は危険物質の存在を判断する⾮常に重
要な情報源である。
これらの情報は、関係機関で共有すると共に、保健所、市町村等
関係機関、専⾨機関（⽇本中毒情報センター）情報提供し、原因
物質の特定・分析、対処要領等の⽀援を受けることが重要である。

別 - 56



検知紙は、液状化学剤に反応して、発⾊する。
液状のものがあるということは、除染が必要ということである。
びらん剤は⾚⾊、G剤は⻩⾊、V剤は濃緑⾊となる。化学剤以外で
も発⾊するので、疑陽性を⽰す場合がある。しかしながら訓練で
は、このような化学物質を擬剤として使⽤し、実戦的な訓練が可
能となる。
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CBRNテロの特性として、⼀度に⼤量の傷病者が発⽣し、現場周
辺から⾵下⽅向への流動や、汚染物質が付着した⼈員の移動によ
り被害が拡散する可能性がある。また、地域・施設が⼀時的に使
⽤不能となり経済的な損失も伴う。
CBRN兵器は軍事的には⼤量破壊兵器（WMD：Weapons of Mass 
Destruction）と⾔われているが、 ⽬に⾒えないため、発災当初の
使⽤の認知が困難で、CBRN対応のスイッチが⼊り難い。また、
通常災害の準備で対応すると、対処要員が⼆次被害を受けること
になる。
したがって、対応に当たり専⾨的知識が必要であり、また、被災
者の救命のためには迅速な判断、対応が必要となり、また、強制
⼒を持った統制、警察、消防、⾃治体、事業所、医療機関、専⾨
機関、⾃衛隊等、多機関の連携も必要となる。
また、被害拡⼤防⽌のため、近隣住⺠等に速やかに危険を伝達し、
避難または屋内退避等を促す必要があるが、パニックを防⽌する
ような情報発信、広報に努めることが重要である。
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化学剤の散布⼿段としては、地下鉄サリン事件で使⽤された携⾏
型は、最も簡単で、閉鎖空間で使⽤すれば甚⼤な被害につながる
が、使⽤者本⼈が⾃爆する可能性もある。
松本サリン事件で使⽤された噴霧装置では、⼤量の化学剤を散布
することが可能で、影響範囲は広範囲（松本サリン事件では
800m×570m）に及ぶ。
爆発物と複合的に化学剤が使⽤された場合、対応に多⼤な労⼒を
要し、テロの⽬的である恐怖を与えるには最も効果的な⽅法であ
る。
ドローンを使⽤した場合は、使⽤者の安全、秘匿を確保しつつ犯
⾏に及ぶことが可能であり、また、警戒を厳重にしている要点で
あっても攻撃が可能となる。
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地下鉄サリン事件では、13名の死亡者と6,300名に及ぶ負傷者が発
⽣した。負傷者の内、99％は⼆次被害であり、救助に当たった消
防隊員も135名が⼆次被害を受けた。このため、⼆次被害を防⽌す
るための教育訓練が⾏われてきたが、⼆次被害を恐れる余り、現
場対応に⾮常に時間を要するようになった。CBRNによる被害は、
汚染環境下にいる時間経過と共に重篤化する。
⼆次被害を出さないよう準備し、迅速な対応により、救命率を向
上させなければならない。
また、松本サリン事件では、放出したサリンが南北800m東⻄
570mに拡散して被害者が発⽣しており、⾵下に危険地域が広がる
ことがわかる。
また、被害防⽌として、窓を閉めていた部屋からは被害者が出て
おらず、⾵下地域の住⺠は避難するよりも屋内で窓を閉鎖し密閉
した⽅が安全が確保できる。
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事案が発⽣した場合、CBRNテロなのか、通常の事故なのか判断
する必要がある。
通常、可燃物等がない場所での爆発、通常有害物質がない場所で
の中毒症状、同時、同⼀箇所、同⼀症状の複数患者の発⽣等の徴
候は、CBRNテロを疑って対応を開始しなければならない。
CBRNテロを疑った場合、⼆次攻撃、化学剤、放射性物質、⽣物
剤の存在等最悪を想定すべきである。
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CBRN対応装備を保有していれば、化学剤、放射性物質、⽣物剤
に対応できるよう全て携⾏する。
これらを保有しない消防署では、初動の速さが勝負であるので、
とりあえず、空気呼吸器とゴム⼿袋（ニトリルなど耐化学薬品の
もの）、⽕炎防護服等通常の準備の延⻑線上で出動し、現場では、
呼吸器の確実な保護、不審な液体等に絶対に接触しない、⽣存者
のいないような⾼濃度の閉鎖空間には近づかないことに留意する。
当初の情報は不正確、不⼗分、誤報であることが多く、現場の状
況の確認、通報者等からの情報収集が重要となる。
また、安全を確保するため、⾵向に注意し、極⼒⾵上側からの接
近に努める。
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⼊電時に全ての正しい情報が得られるわけではない。何らかの異
常が発⽣していることを察知し、安全対策を講じて迅速な対応が
求められる。
現着後、通報者や施設管理者等からの聞き取りも重要であるが、
被害者の状況からの判断も重要である。
被害者の状況から、有害物質が使⽤されたこと、使⽤された場所、
が判明し、その後速やかな汚染箇所からの被災者のショートピッ
クアップが重要となる。
できれば現着後１０分以内には危険地域から被災者を引き離すこ
とを追及するべきである。
その後の除染も、できるだけ早く脱⾐と⽪膚への付着が確認され
たら、ふき取りを⾏うことも救命のために重要となる。
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以下の条件をホットゾーンとし、ホットゾーンを基準にウオーム
ゾーン及び統制線、コールドゾーンを決定する。
ホットゾーン
• 化学剤収納容器等の残留物が⽬視で確認（液体等）できる場所

及び液体等による曝露危険がある付近⼀帯
• ⼈が倒れている、⼈がうずくまっている付近⼀帯
• 簡易検知により反応がでる付近⼀帯
• 曝露者のものと思われる吐しゃ物、⾎液等がある付近⼀帯

進⼊統制ラインの設定
1. ⽬的

簡易検知活動を経て各ゾーンが設定される前に、危険な事象
が発⽣している若しくは発⽣する可能性がある地域と安全な地
域とを区別することにより、活動隊員の安全を確保するととも
に、曝露者（疑いがある者を含む。）の退出を規制し、⼆次曝
露（曝露者が媒体となった被害の拡⼤）を防⽌する。
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2. 実施要領
各ゾーンが設定され、ウォームゾーンとコールド

ゾーンの境界が明確にされるまでの間、周囲の状況を
確認し危険がない場所（異常がある場所から⽬安とし
て120m 以上離れた⾵上側の場所を参考）に進⼊統制ラ
インを設定する。

ロープ、標識、カラーコーン、⽴⼊禁⽌テープ等に
加え、⽂字情報より、設定した進⼊統制ラインを関係
機関や要救助者に対しても明確に分かるように表⽰す
る。

3. 留意事項
必ずしも検知結果に基づき設定しなければならない

ものではなく、設定時点の災害状況（臭気の有無、負
傷者のいる位置等）から指揮者が「危険」と判断した
ところを基準に設定し、適宜確認して安全を確保する
とともに、必要に応じて変更を⾏う。

各ゾーン設定後は、現地調整所において関係機関と
共有する必要がある。
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救命にあたり最も重要な事は、迅速な医療介⼊である。
まずは、CBRNによる汚染物質が存在する危険な地域からの迅速
な救出であり、ショートピックアップする。この際、⼤量出⾎を
伴っていた場合、⽌⾎を最優先すべきである。
次に⼀次トリアージを実施し、必要に応じて⼼肺蘇⽣、気道確保
である。状況により（縮瞳、分泌亢進、痙攣）の処置（拮抗剤の
投与）を実施する。
汚染検査、除染後に⼆次トリアージを⾏い、状態、緊急度に応じ
て病院搬送の優先順位を決定する。最⼤多数に最善を尽くすため、
様態により治療・搬送の優先順位を決めるが、逐次変化する様態
に注意をはらう必要がある。
⼆次被害の防⽌のためには、除染により原因物質を除去する（病
院前除染）ことが最善であるが、完璧な除染が出来ない場合もあ
るため、医療機関では、簡易マスクによる呼吸保護を実施してお
く。
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救命が⽬的であり、除染を優先したため死亡してしまうことのな
いよう被災者の様態をよく観察し、⽌⾎、⼼肺蘇⽣、気道確保、
神経剤の症状への処置を迅速に判断し対応しなければならない。
除染の⽬的は、被災者の被害を局限することと、⼆次被害の発⽣
を防⽌することであり、現場での除染及び病院での除染（処置室
に搬⼊前の除染）に区別される。汚染された傷病者が⾃⼒で病院
に⾏く可能性があり、病院前除染は必ず必要である。
⼤量の被災者が発⽣した場合、本当に除染が必要な被災者の除染
を待たせることがあってはならない。汚染物質が⾝体に付着した
被災者のみが除染対象であり、有毒ガスを吸⼊して発症した被災
者は除染する物質が付着していないので除染の必要はない。
除染が必要な被災者であっても、脱⾐とふき取りにより現場での
除染は⼗分である。
⽔洗による除染は効果的ではあるが、時間を要する事、汚⽔か発
⽣すること、低体温のリスク等の問題を有している。
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⽔洗による除染は、効果が⾼いが、汚⽔が発⽣し⼆次被害の可能
性があるため下⽔に放出することはできない。
この汚⽔は除染剤により無害化されるが、下⽔への排出基準への
適合を確認するまで放出することはできない。
脱⾐や拭き取りにより発⽣した汚染物はビニール等の密封容器に
⼊れ、ウオームゾーンで⼀時保管し、処置について⾃治体と協議
する。
これら汚染物の処理は、⾼温焼却炉での焼却か、除染剤による無
害化の後、廃棄する等の処置が必要となる。
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最も効率的な除染は脱⾐である。迅速な脱⾐による除染が重要で
ある（理想としては１０分以内）。これにより約９０％の除染が
可能であり、汚染の⽪膚浸透を防ぎ、⾐服からの蒸発・気化によ
る⼆次被害を防ぐことができる。
脱⾐は汚染⾯が⽪膚に触れない様注意し、汚染⾯を包み込むよう
に脱⾐する。可能であればハサミで被服を切断し脱⾐を容易にす
る。
⽪膚の露出部位、または被服を浸透し⽪膚が汚染されている場合
は、ふき取りにより除染をする。この際、紙おむつ等に使⽤され
ている吸着素材または濡れたガーゼで湿らせた後拭き取る⽅法に
より、約９９％の除染が可能である。
⽔的除染は、被服に付着した汚染がシャワーで⽪膚へと移動する
ので、シャワー前に必ず脱⾐することが必要である。
現場での完全除染は、専⽤の除染ユニットや多くの資器材を使⽤
するため準備に時間を要し、除染に当たり汚⽔が発⽣するため、
汚⽔の回収保管が必要となる。
また、救助者を冷たい⽔で除染することは、体温を下げるなど、
状態を悪化させることになるため、全⾝に⽔をかける除染は推奨
しない。
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障害が発⽣している被害者全てが除染対象となるわけではない。
除染が必要な化学剤の汚染物質（液体）に直接触れた被害者は、
発⽣現場のすぐ近くにいた⼈員のみであり、⼤半は除染の必要が
ない有毒化学剤のガスを吸引し発症した被害者である。神経剤の
場合は、ある程度時間が経った後に、歩⾏可能な被災者（神経剤
による症状がない被災者）には⽪膚の汚染はないと判断できる。
被服や靴底が汚染された歩⾏可能被害者は、消防が準備した除染
を待つことなく、⾃⼒でまたはタクシー等を使⽤して病院に向か
うことを⽌めることはできない。
したがって、病院では⼆次被害を防⽌するためゲートコントロー
ルを厳正に実施し、汚染の有無の確認と除染の実施が必要である。
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CBRNテロは⽬に⾒えない有害物質であるため、⾮常に恐怖⼼を
煽り、この恐怖⼼がテロを⾏う側の⽬的でもある。
この⾒えない物質の存在を⾒極め、関連する知識により正しく認
識すれば、安全を確保しつつ被災者の救助が可能である。
しかしながら、CBRNEテロ災害対処は、常に受け⾝であるため、
完璧な阻⽌も完璧な対応も困難である。
これに対応するファーストレスポンダーは、いかなる事態でも、
⼤過ない対応、つまり被災者の防ぎ得る死をいかになくすかであ
る。このため、消防、警察、⾃治体、⾃衛隊、事業所管理者、専
⾨機関の連携が不可⽋であり、この連携を有効に発揮するため、
⽇頃からの関係機関による、最悪事態を想定した机上演習及び実
践的な訓練が重要となる。
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化学剤 検知紙

神経剤
神経系

びらん剤
皮膚・

呼吸器系

血液剤
細胞系

窒息剤
呼吸器系

名称 外観 臭気 蒸気密度
（空気比） 持久度 半致死量

mg•min/m3

タブン
サリン
ソマン

VX

無色液
無色液
無色液
無色液

無臭
無臭
無臭
無臭

5.6
4.8
6.3
9.2

数日
数時間
数日

数日～週

400
100

50
10

マスタード

ルイサイト

青酸
塩化シアン
ホスゲン

塩素
クロル

ピクリン

無色液
（淡黄）
無色液

（褐色）
無色液・気
無色液・気

無色気
無色液・気

無色液・気

にんにく臭

ゼラニウム臭

アーモンド臭

干し草臭
刺激臭

刺激臭

5.5

7.1

0.9
2.1
3.5
2.5

5.7

数日～週

数日

数分～時
数時間

数分～時
数時間

数時間

1,500

1,500

2,500
10,000

3,000
6,000

2,000

化学剤の種類と特性

◆微量（µg/cm2）の化学剤を数秒以内で検知
◆びらん剤（赤）、G 剤（黄）、V 剤（濃緑）を検知
◆水以外の有機溶媒等に偽陽性を示す
　　アセトン、トルエン、マロン酸ジエチル→黄色
　　サリチル酸メチル、水酸化ナトリウム →　赤色
　　ジエチルアミン、アミノブタノール  →　深緑色

びらん剤 G 剤 V 剤

化学剤にはいくつかの種類があり、それぞれ特性が大きく異なるため、種類ごとに対応の仕方も異
なることを意識しなければならない。
少量で人体に影響があるもの、匂いや色がないものが危険な化学剤である。表は軍用化学剤である。
血液剤、窒息剤は産業毒性物質として、事業所、工場などで使用されている。神経剤、びらん剤は
殺傷目的で合成されたものである。
ほぼ全ての化学剤は空気より重い。そのため、特に室内においては低い位置に滞留するため低い姿
勢でいると危険である。
持久度は、揮発しやすさであり、持久度が短いものは有毒ガスとして揮発しやすく、持久度が長い
ものは、汚染物質として残留し除染が必要となる。
半数致死量は数値が小さいほど、危険である。産業毒性物質は、半数致死量が大きく、匂いもある
ため、何らかの匂いがした時点で防護措置を講じることにより被害を局限できる。

防護服に貼付して、
化学剤の存在を検知
する。

直接触らないよ
うにする。
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災害現場、災害医療の CSCATTT 
災害時には、「医療ニーズ」が「供給能⼒」を上回った状態であり、最⼤多数の救命、

⼀⼈でも多くの救える命を救うことが⽬標になる。そのために、トリアージ（Triage）
を ⾏ い 、 医 療 資 源 を 投 ⼊ す べ き 傷 病 者 を 選 別 し 、 治 療 （ Treatment ） や 搬 送
（Transportation）の順位を決定します。これらの医療⾏為を⾏う体制を整えるために、
指揮命令系統の確⽴（Command & Control）、安全確保（Safety）、情報収集と伝達
（Communication）、評価（Assessment）が重要とされ、このコンセプトが CSCATTT
である。 
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1. 通報・現場対応 
(1) 施設管理者または現場警備担当者等 

可燃物のない場所での爆発、同症状の複数患者の発⽣、異臭や不審物、不審な液
体等を確認した場合、CBRNE テロを疑って⾏動する。 

(2) 通報 
発⽣場所、被災者数、被災者の様態、原因（爆発、⽕災、異臭、煙、不審な液体）
を通報する。 

(3) 避難誘導 
    発災場所の⾵上⽅向を基準に、避難⽅向を明確に⽰し、冷静沈着な⾏動を促す。 

(4) 応急救護 
CBRNE テロを疑った場合、発災場所に不⽤意に近づかない。周辺の被災者の様態
を確認し、化学剤の徴候がなければ、⼤量出⾎及び⼼肺停⽌患者については応急
的な⽌⾎及び蘇⽣を⾏う。 
 

2. ⼊電 
(1) 被害状況の確認 

不正確、不⾜した情報であることが多い、また多数傷病者が発⽣した場合は、複
数の通報となる。 

(2) 確認項⽬ 
発⽣場所、被災者数、被災者の様態、原因（爆発、⽕災、異臭、煙、不審な液体） 

 
3. CBRNE テロの可能性の判断 

(1) 化学テロ 
同⼀場所での複数の同⼀症状、異臭、不審な液体、可燃物等扱っていない場所で
の爆発 

(2) ⽣物テロ（秘匿的攻撃、パンデミックは含まない） 
不審な粉 

(3) 放射線テロ（核兵器によるテロ等は含まない） 
不審な粉、可燃物等扱っていない場所での爆発、不審物の放置 

(4) 爆発物テロ 
可燃物等扱っていない場所での爆発、不審物の放置 

 
4. 通常出動 

(1) 携⾏品、装備等 
通常出動となった場合でも、呼吸保護装備、防護⼿袋（ニトリル系）は携⾏し、
事象の変化が⽣じた場合、あるいは化学テロを疑った場合は直ちに着⽤する。 
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(2) 継続的な情報収集 
    専⾨機関及び警察等関係機関との情報共有、及び現場状況の変化等継続的な情報

収集に努める。 
(3) 現着後特殊災害と判明した場合 

呼吸保護装備を装着し、⾝体の露出部位をなくし、特に⼿袋は⼆重に装着し、不
審な液体等に絶対に触れないように注意して⾵上側から接近し、被災者のショー
トピックアップが可能であれば短時間で実施する。また、可能な範囲で応急救護
を実施し、専⾨部隊の応援を要請する。 

 
5. 特殊災害出動準備 

(1) 携⾏資材の準備 
    CBRNE テロ発⽣を判断し、特殊災害出動となった場合、複合使⽤等最悪を想定し

全ての CBRNE 脅威に対応できるよう準備する。 
(2) 防護服 

a レベル A 防護服 
     化学テロ災害時、現場到着後直ちに発災場所に進⼊し、最も危険な発災点から

歩⾏不能被災者を迅速にショートピックアップする場合に適する。 
    b レベル B 防護服 

    化学テロ災害時、ホットゾーン及びウオームゾーンにおける被災者の搬送、除
染、検知をする場合に適する。（30 分以上⾏動する場合はボンベ交換が必要） 

  c レベル C 防護服 
   化学テロ災害時、ホットゾーン及びウオームゾーンにおける被災者の搬送、除

染、検知をする場合に適する。しかしながら、⻑時間（⼀般的に１２時間有効、
⾼濃度の有毒ガスが存在する場合はこれより短時間となる）⾏動する場合は吸
収⽸の交換が必要となる。また、酸素が⽋乏している場合及び吸収⽸の適⽤ガ
ス以外の有毒ガスが存在している場合は使⽤できない。 

  d 簡易防護服（タイベック） 
   放射線テロまたは⽣物テロ災害時、⾝体の汚染を防⽌する場合に適する。なお、

ゴム⼿袋、靴カバー、防護マスク（N９５以上）を装着し、結合部はテープによ
る⽬張りをする。 

(3) 検知器 
a 化学 
 化学剤検知器、分析器、検知紙、可燃性ガス測定器、酸素濃度測定器、有毒ガ
ス測定器 
b 放射線 
 個⼈線量計、線量率計（空間線量測定⽤、汚染密度測定⽤） 
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 個⼈線量計および空間線量率計は出動時から電源を⼊れ、測定を継続しながら
出動する。 
c ⽣物 
 簡易検査チケット、テストストリップ 

(4) 除染器材 
a 乾的除染 
 ビニール袋（汚染物回収⽤）、はさみ、ふき取り⽤紙タオル、⽑布等 
b ⽔的除染 

     除染剤（器資材除染⽤）、紙タオル、ビニール袋（汚染物回収⽤）、除染テント、
⽑布、汚⽔回収⽤ポンプ、汚⽔回収⽤容器等 

   
6. 被害状況の把握 

(1) 優先事項 
発災現場に残された被害者の迅速なショートピックアップを最優先とし、到着後
の情報取集、現場確認及び測定器による確認は、努めて速やかに実施する。 

(2) 情報収集 
通報者、現場施設責任者、⽬撃者等から情報を収集する。 

(3) 現場確認 
被害者の概数及び被害様相により化学剤の可能性の有無を判断し、放射線の有無
については検知器により迅速に確認する。さらに不審物（爆発物、化学剤など）
に注意し、⼆次攻撃に留意する。 
 

7. 被害甚⼤時の対応 
(1) 地域内の関係構築（顔の⾒える関係構築） 

先着隊の活動計画では対応ができないほど被害が甚⼤である場合は、県内外の 
消防本部、警察、⾃衛隊等へ⽀援要請をすることとなるが、各組織への⽀援要請
の⽅法、⼿順は事前に把握し、カウンターパートを確認しておく必要がある。 

(2) 現地調整所の開設；情報共有 
当初現着消防隊の指揮所に情報を集約・共有し、逐次現着する関係機関の各指揮
所を当初の現場指揮所近傍に開設する。⾃治体による担当者の現着後、現地調整
所として開設し、情報の集約、現状把握、⾏動⽅針の決定、役割分担の調整、広
報等を組織的に実施する。 

(3) 広域⽀援要請 
多数被害、汚染物質の存在及び被害拡⼤の可能性が確認された場合、直ちに消防
本部に通報し、増援、NBC 災害対応部隊の⽀援を要請する。⾃衛隊への⽀援要請
は、⽀援要請の内容、⽬的等を明確にし、地区担当⾃治体担当者から都道府県防
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災担当者（知事権限）へ連絡し、都道府県防災担当者（知事権限）から災害派遣
要請をする。 

 
8. エリア設定 

(1) 進⼊統制ライン 
発災現場の状況を確認し、各ゾーンが設定される前に、危険な事象が発⽣してい
るもしくは、発⽣する可能性がある地域と安全な地域とを区別し、活動隊員の安
全を確保する。また、この進⼊統制ラインから発災現場への進⼊は防護装備の着
⽤、検知器材の携⾏が必須である。 

放射線テロ災害の場合は、バックグラウンドレベル以上の空間線量率が検知さ
れる、あるいは放射性物質の⾶散による汚染が疑われる地域との境界で設定する
のが原則である。 

化学テロ災害の場合は、要救助者が倒れている場所から⾵上 120m で設定する
のが原則である。 

(2) ⽴⼊禁⽌区域等 
現場での消防活動、捜査等を効果的に⾏うために必要なエリアを確保し、住⺠

や⼀時滞在者等の安全確保を図り、外周を標識等により明⽰する。消防警戒区域、
⽴⼊禁⽌区域等がそれぞれ担当の消防、警察により設置される。区域内からの退
避および区域内への出⼊りを禁⽌または制限する。 

(3) 交通規制の範囲 
緊急⾞両、救急⾞の傷病者搬送等の円滑な通⾏の確保、住⺠や通⾏者の⼆次災

害防⽌のため、発災現場を中⼼に⼗分広い区域において、交通規制する。交通規
制は警察によって実施される。 

 
9. 爆発物存在時の対処 

(1) 安全距離の確保 
不審物の⼤きさから概略を判断（⼈員可搬型のテロの場合、薬量 5kg 以下が⼤

半）し、爆発物の薬量に応じた安全距離を確保する（下表）。なお、いつ爆発する
かわからないことを常に意識して⾏動する。 

爆発物の種類 
(容器、⾞両等の種類) 

爆発物 
TNT 換算薬量

(kg) 

避難命令距離 
(m) 

避難推奨距離 
(m) 

鉄パイプ、圧⼒鍋 2.3 21 366 
ベスト 9.2 34 518 
スーツケース 23 46 564 
軽⾃動⾞ 227 98 580 
バン、RV ⾞ 454 122 732 
２t トラック 1,814 195 1,159 
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４t トラック 4,536 263 1,555 
⼤型トレーラー 27,216 479 2,835 

出典：⽕薬学会爆発物探知専⾨部会編 爆発物探知・CBRNE テロ対策ハンドブック 
(2) 専⾨部隊への⽀援要請 

    警察（爆発物処理班）への出動を要請する。専⾨部隊到着までの間、要救助者の
様態（⼤量出⾎、化学剤併⽤による症状の出現等）の確認し、専⾨部隊到着時間
と要救助者の救命のための時間的猶予を判断する。 

(3) 遮蔽物等を利⽤した救出 
    建築物、構築物の壁、柱、堅固な施設付帯物、ソファー等の遮蔽物、防爆盾、⾞

両等遮蔽に活⽤できるものは全て活⽤し、救命のための時間的余裕のない被災者
のショートピックアップに努める。遮蔽物があっても 20m 以内に近付いてはいけ
ない。 

 
10. 進⼊ 

(1) ⾝体の防護 
呼吸器と⽪膚が防護されていれば化学剤及び⽣物剤からは防護可能である。レベ
ル A 防護服であれば、爆発、強度の放射線を除き、⾝体の防護は可能である。 

(2) 迅速な救助 
CBRNE テロ災害の場合の被災者は、汚染物質からの離隔、及び拮抗剤の投与（神
経剤の場合）、⼼肺蘇⽣、⽌⾎（⼤量出⾎の場合）、を可能な限り迅速に⾏うこと
が救命率を向上させる。 

 
11. 空間線量率の上昇 

(1) 空間線量率の測定 
出動時から放射線の測定を実施し、バックグラウンド以上の放射線を検知した 
場合、あるいは個⼈線量計で数値が上昇した場合は、放射線の測定を継続する。
100mSv/h 以下の地域では、個⼈線量計による被ばく線量管理を⾏い、被ばく線量
が 100mSv を超えないように活動計画を⽴て、救助等必要な活動を実施する。 

(2) 100mSv/h を超える地域での活動 
100mSv/h 以上の地域では、活動時間を 30 分以下に制限し、⼈命救助のみを⾏い、
迅速なショートピックアップを⾏う。 

(3) 放射線防護の３原則 
a 時間の原則 
 時間に⽐例し被ばく線量が蓄積されるため、迅速な活動に徹する。 
b 距離の原則 
 放射線源から離れれば著しく低減するため、放射線発⽣源の近くを避ける。 
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c 遮蔽の原則 
 建造物、⾞両等が遮蔽物として利⽤できれば努めて活⽤する。 
 
 

12. 救助・救出 
(1) 処置の優先順位 

拍動性出⾎を確認した場合、⽌⾎を最優先する。原因物質により汚染されている
地域における⼼肺停⽌患者は、⾵上側にショートピックアップした後、速やかに
⼼肺蘇⽣の処置を⾏う。  

(2) 歩⾏不能患者 
化学剤または放射性物質が存在する地域からの離隔を迅速に実施する。多数傷の
場合、レスキューキャリーマット（患者を包み込みロープで引きずるタイプの救
出具）を活⽤すると効率的である。 

(3) 歩⾏可能患者 
避難⽅向を明確に⽰し、冷静沈着な避難を促す。視覚障害、意識レベルの低下、
錯乱している場合、歩⾏を補助する。  

 
13. ⼀次トリアージ 

(1) 緊急度の判断 
⽣命維持に必要なバイタルサイン（⼼拍、意識状態、呼吸、痙攣、出⾎）を確認
し迅速な処置を実施する。 

(2) 拮抗薬の投与 
神経剤による症状が発⽣している場合、新鮮な空気を投与する。また条件を満た
している場合は、⾃動注射器により拮抗薬（アトロピン、パム）を投与する。 

(3) 除染の必要性の判断 
歩⾏の可否と汚染物質の付着状況により除染要領（脱⾐、ふき取り、⽔洗）を分
類する。汚染物質が付着していない有毒ガスを吸引しただけの患者は除染の必要
がなく、速やかコールドゾーンに誘導する。 

 
14. 汚染の有無 

(1) 化学剤による汚染の検査 
化学剤による汚染は液体の付着によるものであるため、⽬視、検知紙による検査
が有効である。化学剤検知器による検査はウオームゾーン内では汚染空気の存在
の可能性があり、汚染検査において疑陽性の誤報が出る場合がある。 

(2) 放射性物質による汚染の検査 
放射線測定器を体表⾯から１cm の距離を維持し、１秒間で５〜６cm の速度で動
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かし確認する。また、α線放出核種による汚染の場合、汚染検査は難しく、汚染
拡散予測等の状況によっても汚染の有無を判断せざるを得ない。 

(3) ⽣物剤による汚染の検査 
炭疽菌の場合、⿐腔スメア、または被服等に付着した⽩い粉のスメアにより検査
できる場合があるが、それ以外の⽣物剤の場合、除染の要否を確認するための汚
染検査は困難である。⽣物剤テロが発⽣した場合、その近傍の拡散予測範囲にい
た⼈員は全員除染対象となる。 
 

15. 除染 
(1) 脱⾐による除染 

⼀番外側の⾐服の脱⾐及び脱靴で概ね 90%の除染が可能であり、脱⾐した被服等
はビニールの袋に⼊れてウオームゾーンに⼀時保管する。 

(2) 拭き取りによる除染 
露出⽪膚及び被服の浸透が疑われる場合、ふき取りにより除染する。この際、RSDL
等の除染具があれば使⽤する。脱⾐とふき取りにより 99％の除染が可能である。 

(3) ⽔洗による除染 
⽔洗が最も効果があるが、時間を要し、低体温、汚⽔発⽣等の問題を有する。 
⼤⼈数の迅速な除染の要領として、消防⾞等からシャワー状に放⽔し汚染⼈員を
通過させて除染をする⽅法（ラダーパイプ）もある。 

(4) 除染後の確認 
化学剤は化学剤検知器あるいは検知紙を⽤い、放射性物質は表⾯汚染計で除染効
果を確認する。 

 
16. 応急救護・現場医療 

(1) 応急救護 
    呼吸補助、⽌⾎、創傷の応急処置を実施する。 

(2) 現場医療 
現場に医療チームがいる場合は、気管挿管、拮抗薬の投与などを実施する。 

 
17. 搬送先調整、要救助者搬送 

(1) 搬送先調整 
    地域の災害医療体制、計画に基づいて、搬送先を選定、調整する。 

(2) 要救助者搬送  
放射性物質が付着している場合は、汚染拡⼤防⽌として被覆し、搬送する。 
通常の救急搬送と同様の⾞内活動は実施する。 
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18. 脅威の特定 
(1) 検知活動 

a 化学剤の検知 
 化学剤検知器及び検知紙等を使⽤し、汚染物質の特定及び汚染範囲の決定を⾏う。

この際、被災者の症状、証⾔、不審物の状況等も総合的な判断要素とする。 
b 放射線の検知 
 放射線量率計により放射線強度を測定し危険範囲を決定する。また、スメア法（ふ

き取り）により汚染の有無、範囲を決定する。核種が判明できる検知器があれば
その結果を医療従事者に通報する。 

c ⽣物剤の検知 
 ⽩い粉の散布等、明⽰的なテロ以外では発災現場での検知は困難である。明⽰的

な散布の場合、抗原抗体反応を利⽤した簡易検査チケットやテストストリップで
特定の⽣物剤の検知が可能である。秘匿的な散布の場合、数⽇から⼗数⽇経過後
発症するため、保健機関による疫学調査により特定せざるを得ない。 

(2) ゾーニング 
a 危険区域（ホットゾーン） 

     原因物質に直接接触する可能性のある区域で、不審物の存在、検知器による反
応を⽰す⼀帯、歩⾏不能者が倒れている⼀帯で、発災地点から約 100m 距離を
⽬安とする地域に設定し、⽴ち⼊り禁⽌テープ、カラーコーン等で表⽰する。           

b 準危険区域（ウォームゾーン） 
 直接的な危険は少ないが、救出活動等により⼆次汚染の可能性がある地域で、

ホットゾーンの⾵上側 100m〜120m の地域に設定し、除染活動等を⾏う。 
c 安全区域（コールドゾーン） 
 危害が及ばない安全な区域で救護所や現場指揮本部、現地調整所等を設置する。 

(3) 原因物質の特定 
分析装置または専⾨機関に採取試料を後送し剤種を特定する。 

 
19. 情報の共有 

(1) 現地関係機関の活動に関する情報 
現地関係機関の部隊等の編成、装備、能⼒、救出、検知等活動状況の現状、⽀援
要請、増援部隊等の状況等について関係機関で情報を共有し、効率的・効果的な
活動に資する。 

(2) 災害に関する情報 
被害者の⼈数、様態、歩⾏不能者の位置、有害物質の特性、散布量、汚染範囲、
⼆次被害、被害拡⼤の状況等の情報を集約し、迅速な救出活動による救命率の向
上に資する。 
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(3) 住⺠に関する情報 
現場付近に存在した歩⾏可能者の状況、危険が予測される区域の住⺠等の状況、
警報発令、避難誘導、避難場所の状況等の情報を共有し、被害の拡⼤を防⽌する。 

 
20. 被害拡⼤防⽌ 

(1) 周辺の安全確保 
CBRNE テロ災害では危険区域は発⽣現場だけでなく⾵下⽅向に拡散し、⼤気の状
態が安定しており⾵速２〜５m/s の場合、⾵下数 km に拡散する場合がある。 
ス マ ホ ア プ リ の WISER(The Wireless Information System For Emergency 
Responders)を使⽤し、気象、化学剤等の条件の⼊⼒で⾵下危険区域が算定できる。 

(2) 警報伝達 
発災現周辺では、拡声器等により避難を呼びかけ、迅速な避難を促す⾃治体を通
じ、周辺住⺠に対し警報を伝達し、屋内待機⼜は避難指⽰を徹底すると共に、警
察による交通統制、地域封鎖との連携を図る。伝達⼿段としてエリアメール、テ
レビ、ラジオ、防災無線などを活⽤する。 

(3) 避難誘導 
汚染の流動⽅向から迅速に離脱する⽅向に誘導するため、避難⽅向、避難場所、
危険個所の回避を明確に伝わるよう努める。また、パニックによる⼆次被害を防
⽌するため、冷静沈着な対応を促す。 

(4) 広報 
周辺住⺠の安全を確保するための情報発信を最優先し、住⺠の不安を除去するた
め、適時・正確な情報発信に努める。この際、広報の窓⼝を⼀本化し、整理され
た公式⾒解の発表を⾏う。 

 
21. 活動隊員の退域 

(1) ⼆次汚染の有無の確認 
活動時に付着した汚染の有無を検知器、検知紙を⽤いて確認する。特に靴、要救
助者に触れた箇所は汚染されていると判断する。 

(2) 防護⾐の脱⾐ 
汚染⾯に⾝体が触れないように脱⾐する。また、化学テロ対応時は、脱⾐した場
所から⾵上側に約 50ｍ移動した地点で呼吸保護具を外すことが望ましい。脱⾐し
た防護⾐は⼗分に除染するかビニール袋に⼊れウォームゾーンに⼀時保管する。 

(3) 残留汚染の確認と除染 
防護装備の脱⾐後は、化学剤検知器及び放射線測定器により、⾝体の汚染の有無
を確認する。 
⾝体に汚染を確認した場合、直ちに洗浄（⽯鹸⽔の使⽤が望ましい）し、被服に
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汚染を確認した場合は、直ちに脱⾐しビニール袋に封⼊しウォームゾーン内で⼀
時的に保管する。 
汚染地域内で使⽤した検知器、救助具等はウオームゾーンで確実に除染する。 

(4) 汚染状況及び汚染物質等の表⽰ 
退域時には、汚染された地域・施設等はその後の除染を容易にするため可能な範
囲で汚染状況及び汚染範囲を表⽰する。また、活動により発⽣した汚染廃棄物等
は、密閉容器等により安全化し所要の表⽰をする。 

 
22. 現場の処理 

(1) 汚染物（廃棄物）の処理 
救助活動、検知活動等で発⽣した汚染物、及び発災現場の汚染物等は、密閉容器
への封⼊により危険物質の漏洩がないことを確認後、焼却処分できる施設に移送
する。移送が困難な汚染物は、現場にて除染剤により無害化する。この際発⽣す
る汚⽔についても回収する。輸送の可否、⼀時保管、処分要領等について⾃治体
の指⽰に従い実施する。 

(2) 汚⽔の処理 
除染により発⽣した汚⽔は極⼒回収して密閉容器に封⼊し、じ後の処置について、
⾃治体の指⽰に従う。 
回収した汚⽔を放出する場合は、専⾨機関による安全性と排出基準への適合につ
いて確認し、安全の確認後、⾃治体の許可を得て下⽔に放⽔する。 

(3) 資器材の処理 
養⽣が施されている場合、汚染⾯を包むように養⽣シートを外しビニール袋に密
封する。 
放射性物質による汚染がある場合は、原則としてふき取または⽔洗を実施する。
除染できない場合は、廃棄、交換することが原則となる。化学剤による汚染があ
り、養⽣が施されていない場合、５％次亜塩素酸でのふき取りを実施する。布製
部位は原則として廃棄し交換することが望ましい。 
⽔除染が不適な精密器材等は事前にビニール等で養⽣することが望ましい。 

 
23. 地域の安全化 

(1) 地域等の除染 
化学剤により汚染された地域の除染は、⼤量の除染剤が必要となるため⾃衛隊の
⽀援を要請する。地域の除染により発⽣する汚⽔は通常回収が困難であるため、
除染開始前に⾃治体と除染要領について協議する。 
除染剤は腐⾷性があるため、除染が適さない部位については、化学剤の種類によ
り放置して揮発させることが適する場合もある。 
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放射性物質による地域の汚染を除去する場合は、吸引、除⼟、⽔洗（汚⽔回収）
等の⼿段がある。 

(2) 安全宣⾔ 
除染後、検知器等を使⽤し残留する危険物質の有無を確認する。 
安全宣⾔は、専⾨機関の助⾔を得ながら⾃治体が判断する。 
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内容
• 原⼦⼒災害と医療体制
• 被ばくと汚染
• 医療機関での準備と対策
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原⼦⼒発電所では、ウランが核分裂して発⽣する熱を発電に利⽤しています。
この核分裂によって⽣じたものが核分裂⽣成物で、 放射性物質を多く含んで
います。主に、キセノン、クリプトンなどの放射性希ガス、ヨウ素−１３１、
ヨウ素ー１３３、トリチウムの揮発性物質、クロム−５１、マンガン−５４、
鉄−５９、コバルト−５８、コバルト−６０、セシウム−１３４、セシウム
−１３７、ストロンチウム−９０など粒⼦状物質の気体や液体が⽣じます。
事故で燃料のペレットや被覆管が破損すると、これらの放射性物質が外部へ
漏れ出ます。
東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所の事故では、津波によって全電源が喪失し、
そのために原⼦炉を冷却できなくなり、原⼦炉内の温度や圧⼒が上昇して⼤
量の放射性物質が環境中に放出されました。放出された気体状の放射性物質
は、雲のような状態（プルーム）で⼤気中を流れます。このプルームから
降ってきた放射性物質が地表に沈着したり、野菜などの⾷物に取り込まれま
す。そこで、プルームが通過した地域にいると汚染したり、プルームや地表
からのガンマ線による外部被ばくをしたり、吸⼊や⾷事から内部被ばくをし
たりします。
原⼦⼒災害時における医療対応には、通常の救急医療、災害医療に加えて被
ばく医療の考え⽅が必要となります。
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原⼦⼒災害時における医療対応には、被ばく線量、被ばくの影響が及ぶ範囲、
汚染の可能性等を考慮して、被災者等に必要な医療を迅速、的確に提供する
ことが必要となります。そのためには、各地域の状況を勘案して、各医療機
関等が各々の役割を担うことが必要であり、平時から救急・災害医療機関が
被ばく医療に対応できる体制と指揮系統を整備・確認しておくことが重要で
す。
原⼦⼒災害時の医療として、次の体制が整備されています。
• 原⼦⼒災害拠点病院：原⼦⼒災害時において、被災地域の原⼦⼒災害医療
の中⼼となって機能し、汚染の有無にかかわらず傷病者等を受け⼊れ、被
ばくがある場合には適切な診療等を⾏う。

• 原⼦⼒災害医療協⼒機関：原⼦⼒災害医療や⽴地道府県等が⾏う原⼦⼒災
害対策等を⽀援する。

• ⾼度被ばく医療⽀援センター：拠点病院では対応できない⾼度専⾨的な診
療及び⽀援並びに⾼度専⾨教育研修等を⾏う。

• 基幹⾼度被ばく医療⽀援センター：複数の⾼度被ばく医療⽀援センターの
中⼼的・先導的な役割を担う。

• 原⼦⼒災害医療・総合⽀援センター：平時において、拠点病院に対する⽀
援や関連医療機関とのネットワークの構築を⾏うとともに原⼦⼒災害時に
おいて原⼦⼒災害医 療派遣チームの派遣調整等を⾏う。

• 原⼦⼒災害医療派遣チーム：拠点病院等に所属し、原⼦⼒災害が発⽣した
⽴地道府県等内において救急医療等を⾏う。原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒
災害医療協⼒機関、原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターが整備する。
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量⼦科学技術研究開発機構は、基幹⾼度被ばく医療⽀援センターと⾼度被ば
く医療⽀援センターに指定されています。
弘前⼤学、福島県⽴医科⼤学、広島⼤学、⻑崎⼤学は、⾼度被ばく医療⽀援
センターと原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターに指定されています。
原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターの担当地域は次のようになっています。
• 弘前⼤学；北海道、⻘森県、宮城県
• 福島県⽴医科⼤学；福島県、新潟県、茨城県、神奈川県、静岡県
• 広島⼤学；富⼭県、⽯川県、福井県、岐⾩県、滋賀県、京都府、⼤阪府、
⿃取県、島根県、岡⼭県、⼭⼝県、愛媛県

• ⻑崎⼤学；福岡県、佐賀県、⻑崎県、⿅児島県
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被ばく医療の対象は、原⼦⼒施設あるいは原⼦⼒災害等で、外部被ばく、内
部被ばくをした⼈と体表⾯汚染を合併した傷病者となります。
被ばく医療は、医療としての放射線障害の診断と治療、蘇⽣や外傷診療、全
⾝管理と同時に被ばく線量評価と放射線管理を⾏う必要があります。被ばく
線量評価は専⾨的な対応が必要なため、⼀つの組織や機関では対応困難なこ
とがあります。そのため、平時に関係機関との連携やネットワークを構築し
て、事故や災害が発⽣した場合に備えておきます。
また、医療機関は、原⼦⼒災害時に被ばく医療を円滑に提供できるように備
えておくことが重要です。
被ばく医療での診療は、放射線による外部被ばくと内部被ばくに対して治療
し、放射性物質が付着した創傷や⽪膚は除染して放射性物質を取り除きます。
線量評価には外部被ばくの線量評価と内部被ばくの線量評価があり、様々な
⼿法があります。原⼦⼒災害拠点病院等に設置されているホールボディカウ
ンターは、内部被ばく線量評価のための計測機器です。
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被ばくとは、放射線を浴びることです。体の外から放射線を浴びるのが外部
被ばくで、放射性物質を⾝体に取り込んで体の中から放射線を浴びることが
内部被ばくです。
外部被ばくでは、⼀度にたくさんの放射線を浴びると急性障害が起こります。
少量の被ばくでは、放射線の被ばく量に応じて発がんのリスクが⾼くなりま
す。
内部被ばくでは急性障害が⽣じることは⾮常に稀です。放射性物質を体内に
取り込む経路としては、呼吸による吸⼊摂取、飲⾷物の摂取による経⼝摂取、
創傷や⽪膚からの経⽪吸収があります。医療機関では、吸⼊摂取をしないよ
うに使い捨て防塵マスクで呼吸保護をします。
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汚染とは、創傷部位や体の表⾯（⽪膚）、⾐服、資器材に放射性物質が付着
することです。汚染に接触すると汚染は広がります。
創傷部の汚染は、通常の処置に加えて、除染が必要となります。除染とは、
拭き取りや⽔による洗浄によって、付着した放射性物質を除去することです。
創傷部に放射性物質の付着があれば、創傷の措置と同時に、除染をします。
除染で使⽤したガーゼや⽔などの資器材は放射性物質が付着しているいます。
除染できるものは除染し、廃棄できるものは、汚染拡⼤防⽌としてビニール
袋に⼊れ、廃棄します。原⼦⼒災害では、放射性物質が付着した廃棄物は、
事業者が引き取ることになっています。
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⾝体表⾯に放射性物質が付着しても、急性障害を⽣じるような外部被ばくは
しません。
特に医療機関で通常使⽤されている⼀般的なGMサーベイメーターでは、測定
範囲を超過したような汚染の濃度が極端に⾼い場合は、⽪膚障害が起こる可
能性もありますが、通常は表⾯汚染で全⾝または⽪膚に被ばくの症状は出ま
せん。
また、表⾯汚染がある患者の処置をしても、対応者が外部被ばくすることも
ありません。
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医療機関で被ばくあるいは汚染のある患者を受け⼊れる場合は、対応者の安
全対策、施設の汚染対策、資器材の準備が必要です。

別 - 113



対応者の安全対策は、個⼈線量計の装着による被ばく管理と、個⼈防護装備
の着⽤による汚染拡⼤防⽌となります。
被ばく管理は個⼈線量計を装着します。これは、活動中の被ばく線量の積算
値を計測します。様々な種類のものがありますが、緊急時の対応では電⼦式、
直読式の個⼈線量計を使⽤します。
汚染拡⼤防⽌は、⾐服や⾝体に放射性物質が付着しないようにディスポ⼿術
⽤ガウン、タイベックスーツなどの個⼈防護装備を着⽤します。
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個⼈防護装備は、基本的にディスポのものを使⽤します。
医療機関での対応には、通常の業務でも使⽤しているガウンやディスポ術⾐、
帽⼦、マスク、ゴーグルを着⽤します。ゴム⼿袋は⼆重に装着し、外側のゴ
ム⼿袋は汚染が付着するような処置を実施したら、その都度交換します。ま
た、内側のゴム⼿袋と袖⼝、靴カバーと術⾐のズボンは、テープで⽬張りし、
放射性物質の侵⼊を防⽌します。ガウンの代わりにタイべックスーツでも良
いです。被ばく線量管理のため、防護服の中に個⼈線量計を着⽤します。
また、全員が同様の格好をするため、識別できるように職種あるいは所属と
⽒名を記載します。
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処置室は、養⽣の範囲や必要な養⽣⽤資機材の数量、養⽣⽅法を計画してお
きます。ホットゾーンは視覚的に明確になるようにテープやロープ等で区域
を設定できるようにします。また、除染後には、汚染が付着した廃棄物が多
量に出るため、コンテナやゴミ袋は⼗分数量を準備しておきます。床は、ビ
ニールシートで養⽣しますが、これだけでは、除染で⽔がこぼれた場合に滑
りやすくなるなど危険であるため、ろ紙シートで⼆重に養⽣します。スト
レッチャーや処置台には、複数枚のシーツをかけておくと、脱⾐や除染で汚
染した場合に、１枚のシーツを取り除くことですぐに汚染を除去できます。
病院の⼊り⼝から処置室までの廊下も養⽣をします。廊下の養⽣は、処置室
とは異なり、ビニールシートのみで良いです。ストレッチャーや通⾏者が安
全に通⾏できるようにシートの重なり部分、つなぎ⽬の部分は、引っかから
ないようにテープ等でしっかりと床に貼り付けます。

別 - 116



医療器材は、その機能や操作の妨げにならない程度にビニール袋やビニール
シートなどで養⽣します。養⽣後には動作確認をして、正常に作動すること
を確認します。
放射線測定器は検知部（プローブ）は汚染が付着しやすいため、汚染が付着
したらすぐに交換できるようにします。モニター類は可能な限り養⽣します
が、画⾯等は、操作あるいは表⽰を確認できるようにしておきます。
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通常の診療に必要な資器材に加え、個⼈防護装備、放射線測定器、養⽣⽤資
器材、除染⽤資器材を準備します。
個⼈防護装備は前述の通りです。放射線測定器は、空間線量計、表⾯汚染計
を準備します。養⽣⽤資器材は、ビニールシート、ろ紙シート、養⽣テープ
などを準備します。除染⽤資器材は、吸⽔シート、膿盆や使い捨てケリー
パッド、ガーゼ、鑷⼦などを準備します。
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原⼦⼒災害拠点病院あるいは原⼦⼒災害医療協⼒機関は、原⼦⼒災害時に被
災者等に必要な被ばく医療を迅速、的確に提供することが役割です。
また、職員の安全対策、施設の汚染対策を適切に実施できれば、汚染がある
被災者を医療機関で受け⼊れても、対応する職員は危険な被ばくはしません。
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時間：30分
内容

• 放射線�様々�利⽤
• 放射線事故・災害�種類
• 原⼦⼒災害
• 関連⽂書
• 原⼦⼒災害対策指針
• 原⼦⼒災害対策重点区域
• 緊急事態�段階
• 緊急事態区分及�緊急時活動���(EAL)
• 運⽤上�介⼊���(OIL)
• OIL�初期設定値�防護措置�内容
• 原⼦⼒災害時�防護�考�⽅・基準
• 安定��素剤�予防服⽤�体制
• 緊急時������
• 避難退域時検査及�除染
• 原⼦⼒災害時�医療体制
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放射線�、医療�����、農業、⼯業���様々�分野�利⽤�����
�。
医療�分野��、診断�利⽤��Ｘ（����）線撮影、Ｘ（����）
線�透過度�差��臓器�画像化��ＣＴ（�������断層撮影）、注
射器、⼿術⽤�⼿袋�������滅菌、���治療��利⽤�����
�。
農業分野��、放射線�照射�����突然変異�惹起��、病気�強�
品種�栄養価値�⾼��品種�開発���品種改良�������発芽防⽌
��利⽤������。��、不妊化��成⾍�野外�放�、繁殖�抑制�
������害⾍�駆除��役⽴�����。
⼯業�分野��、⾃動⾞�������⾼分⼦化合物�放射線�当��
�、熱�強���、機械的強度�増���。��、医療�Ｘ（����）線
撮影�同����物�壊����内部�検査��⾮破壊検査�連続的�物�
厚��密度�測����利⽤������。
��、半減期�使⽤��年代測定�放射性物質�熱�使⽤�������
�電池等��利⽤������。

出典：原⼦⼒・�����図⾯集2016
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原⼦⼒災害�、原⼦⼒発電所�原⼦⼒施設���事故・災害��。原⼦⼒
災害対策特別措置法��、原⼦⼒災害��、原⼦⼒緊急事態���国⺠�⽣
命、⾝体���財産�⽣��被害�指���。�����原⼦⼒緊急事態�
�、原⼦⼒事業者�原⼦炉等�運転等���放射性物質���放射線�異状
�⽔準�当該原⼦⼒事業者�原⼦⼒事業所外�放出���事態�指���。
��他、放射線�事故・��・災害��、放射線源���外部被��、放
射性物質�拡散���汚染�内部被���⽣���������。爆発物�
使⽤��放射性物質�拡散�場合�、被災者�放射性物質���汚染�体内
��吸⼊等���内部被���加��爆傷�被害�⽣���。��原⼦⼒施
設�破壊⾏為�核兵器�使⽤��、外部被��、内部被��、汚染�全��
混在���������。
放射線事故�災害�種類�、

原⼦⼒施設�事故
放射性物質及�放射線�使⽤施設�事故
核物質�放射性物質�輸送中�事故
⼩規模�核兵器
原⼦⼒発電所�放射線使⽤施設��破壊⾏為、������
放射性物質�意図的���散��、����、��������、

様々種類�考�����。
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原⼦⼒発電所��、����核分裂��発⽣��熱�発電�利⽤����
�。��核分裂����⽣�����核分裂⽣成物�、 放射性物質�多�含
�����。主�、����、��������放射性希��、��素−１３
１、��素�１３３、����−１３４、����−１３７、������
�−９０��粒⼦状物質�気体�液体�⽣���。事故�燃料������
被覆管�破損���、����放射性物質�外部�漏�出��。
福島第⼀原⼦⼒発電所�事故��、津波����全電源�喪失�、���
��原⼦炉�冷却������、原⼦炉内�温度�圧⼒�上昇��⼤量�放
射性物質�環境中�放出�����。放出���気体状�放射性物質�、雲
����状態�⼤気中�流���。��������降����放射性物質�
地表�沈着���、野菜���⾷物�取�込����。���、�����通
過��地域����汚染���、����������線�地表�����
�線���外部被������、吸⼊�⾷事��内部被��������
�。
原⼦⼒災害時����医療対応��、通常�救急医療、災害医療�加��
被��医療�考�⽅�必要�����。����、被��線量、被���影
響�及�範囲、汚染�可能性等�考慮��、被災者等�必要�医療�迅速、
的確�提供��事��。
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原⼦⼒災害�他�災害�同����「災害対策基本法」�、「災害対策基
本法」等�特別法���、「原⼦⼒災害対策特別措置法」�基本����
�。
��、「災害対策基本法」�基��、中央防災会議�、内閣�重要政策�
関��会議�⼀����、内閣総理⼤⾂�������全閣僚、指定公共機
関�代表者及�学識経験者���構成��、防災基本計画�作成�、防災�
関��重要事項�審議等�⾏���。
��防災基本計画�、政府�防災対策�関��基本的�計画�、災害�種
類�応��、 災害予防・事前準備、災害応急対策、災害復旧・復興���災
害対策�時間的順序�沿��記述��、 国、地⽅公共団体、住⺠等、各主体
�責務�明確�������、�����⾏���対策������具体的
�記述������。��第12編�原⼦⼒災害対策������。
���、原⼦⼒災害対策指針�、 「原⼦⼒災害対策特別措置法」�基�
�、原⼦⼒規制委員会�、原⼦⼒災害策�円滑�実施�����、専⾨的・
技術的事項����定������。
��防災基本計画及�原⼦⼒災害対策指針�基��、指定⾏政機関及�指
定公共機関�防災業務計画�、地⽅公共団体�地域防災計画�作成�、災害
�備���。
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本指針�、原⼦⼒災害対策特別措置法(平成11年法律第156号。以下「原災
法」���。)第6条�2第1項�基��、原⼦⼒事業者、指定⾏政機関�⻑及
�指定地⽅⾏政機関�⻑、地⽅公共団体、指定公共機関及�指定地⽅公共機
関��他�者�原⼦⼒災害対策�円滑�実施�����定�������
�。
本指針�⽬的�、「国⺠�⽣命及�⾝体�安全�確保�����最�重要�
�����観点��、緊急事態����原⼦⼒施設周辺�住⺠等�対��放
射線�重篤�確定的影響�回避�⼜�最⼩化����、及�確率的影響��
���低減�����防護措置�確実������」�����。
��指針�⼗分�理解�、関係者�間�共通認識��������、原⼦⼒
災害�対応�������、極��重要��。��、様々�防護措置等��
���基本的事項、実施体制等�策定������。
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予予防防的的防防護護措措置置��準準備備����区区域域（（PPAAZZ：：PPrreeccaauuttiioonnaarryy AAccttiioonn ZZoonnee））
PAZ��、急速�進展��事故�����放射線被�����重篤�確定
的影響�回避�⼜�最⼩化����、緊急事態�区分�応��、即時避難�
実施��等、通常�運転及�停⽌中�放射性物質�放出量��異��⽔準�
放射性物質�放出���前�段階��予防的�防護措置�準備��区域�
�。発電⽤原⼦炉施設�係�PAZ�具体的�範囲�����、IAEA�国際基
準����、PAZ�最⼤半径�原⼦⼒施設��３〜５ｋｍ�間�設定���
�（5km�推奨）��������等�踏��、「原⼦⼒施設������半
径5km」�⽬安������。
緊緊急急防防護護措措置置��準準備備����区区域域（（UUPPZZ :: UUrrggeenntt PPrrootteeccttiivvee AAccttiioonn PPllaannnniinngg
ZZoonnee））
UPZ��、確率的影響�����低減����、緊急防護措置�準備��
区域��。発電⽤原⼦炉施設�係�UPZ�具体的�範囲�����、IAEA�
国際基準����、UPZ�最⼤半径�原⼦⼒施設��5〜30km�間�設定�
������等�踏��、「原⼦⼒施設������半径30km」�⽬安��
����。
���、炉規法第４３条�３�３３�規定�基��廃⽌措置計画�認可�
受�、��、照射済燃料集合体�⼗分�期間冷却��������原⼦⼒規
制委員会�定��発電⽤原⼦炉施設�����、原⼦⼒災害対策重点区域�
範囲�原⼦⼒施設������半径5km�⽬安��、当該原⼦⼒災害対策重
点区域�全��UPZ������。
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緊急事態�����、事態�進展�応��、関係者�共通�認識�基��
意思決定�⾏����重要��。
����、緊急事態��対応�状況�、準備段階・初期対応段階・中期対
応段階・復旧段階�区分�、各段階�対応�詳細����検討������
�有効��。
・準備段階��、原⼦⼒事業者、国、地⽅公共団体等������⾏動計
画�策定��関係者�周知������、���訓練等�検証・評価�、改
善��必要�����。
・初期対応段階��、情報�限���中��、放射線被�����重篤�
確定的影響�回避�⼜�最⼩化����、及�確率的影響�����低減�
���、迅速�防護措置等�対応�⾏�必要�����。
・中期対応段階��、放射性物質⼜�放射線�影響�適切�管理����
�求���、環境放射線�������解析���放射線状況�⼗分�把握
�、���基��、初期対応段階�実施��防護措置�変更・解除�⻑期�
���防護措置�検討�⾏�必要�����。
・復旧段階��、��段階��移⾏期�策定�被災��地域�⻑期的�復
旧策�計画�基��、通常�社会的・経済的活動��復帰�⽀援�⾏�必要
�����。
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緊急事態�初期対応段階�����、情報収集���事態�把握�、原⼦
⼒施設�状況�当該施設���距離等�応�、防護措置�準備���実施等
�適切�進�����重要��。�����対応�実現����、以下��
��、原⼦⼒施設�状況�応��、緊急事態�、 警戒事態、施設敷地緊急事
態及�全⾯緊急事態�3��区分�、各区分����、原⼦⼒事業者、国及�
地⽅公共団体������果����役割�明��������。��緊急事
態�区分�判断�����基準���⽤����緊急時活動���
(Emergency Action Level；EAL)��。
����緊急事態区分�該当��状況����否��原⼦⼒事業者�判断
�����基準���、原⼦⼒施設����深層防護�構成��各層設備�
状態、放射性物質�閉�込�機能�状態、外的事象�発⽣等�原⼦⼒施設�
状態等�基��緊急時活動���(Emergency Action Level；EAL)�設定��
���。
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緊急時活動���（EAL）�他�、放射性物質�放出後、緊急時����
���結果等�実測値�基���防護措置�実施��必要�����。��
防護措置�実施���基準�、運⽤上�介⼊���（OIL）��。
次項�初期設定値�防護措置�内容�記載�����。
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※１「初期設定値」��緊急事態当初�⽤��OIL �値���、地上沈着�
�放射性核種�成�明確����時点�必要�場合��OIL �初期設定
値�改定���。

※２ 本値�地上1m�計測��場合�空間放射線量率���。実際�適⽤�当
����、空間放射線量率計測機器�設置場所����線量率�地上1m
��線量率��差異�考慮��、判断基準�値�����必要���。

※３ ��国����広�⽤������β線�⼊射�⾯��20cm2 �検出器
�利⽤��場合�計数率���、表⾯汚染密度��120Bq/cm2�当��
�。他�計測器�使⽤��測定��場合��、��表⾯汚染密度��⼊
射�⾯��検出効率�勘案��計数率�求��必要���。

※４ ※３�同様、表⾯汚染密度��40Bq/cm2 �当���、計測器��様�
異��場合��、計数率����必要���。

※５ 「地域⽣産物」��、放出���放射性物質�����汚染���野外
�⽣産���⾷品����、数�間以内��������（���野菜、
該当地域����⾷��⽜�乳）���。

※６ 実効性�考慮��、計測場所�⾃然放射線�������������
����含��値���。

※７ ��他�核種�設定�必要性�含���後検討��。��際、IAEA�
GSG-2����OIL6値��考���数値�設定��。

※８ 根菜、�類�除�野菜類�対象。
※９ IAEA��、飲⾷物�取制限�効果的��効率的�⾏�����、飲⾷物
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中�放射性核種�度�測定�開始������間��定的�飲⾷物�取制限
�実施及�当該測定�対象�決定�係�基準���OIL3等�設定���
��、��国��、放射性核種�度�測定���区域�特定�����
基準���「飲⾷物�係��������基準」�定��。
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原⼦⼒発電所�事故�発⽣��場合、防護措置�開始����。
防護措置�、緊急時活動���（EAL）�基���緊急事態区分�基��
�予�定������防護措置�、緊急時������等�得���測定値
�基準値���運⽤上�介⼊���（OIL）�基���実施����。
緊急時活動���（EAL）�基���防護措置�考�⽅
予防的防護措置�準備��区域（PAZ）�����、確定的影響�回避�
����、警戒事態����、施設敷地緊急事態要避難者�避難準備�⾏
�、施設敷地緊急事態����、施設敷地緊急事態要避難者�避難、住⺠避
難�準備及�安定��素剤�服⽤�準備�⾏�、全⾯緊急事態�����場
合�、住⺠避難及�安定��素剤服⽤�指⽰����。
��、緊急時防護措置�準備��区域（UPZ）�����、確率的影響�
����低減�����、施設敷地緊急事態����、屋内退避�準備�⾏
�、全⾯緊急事態����、屋内退避及�安定��素剤�服⽤�準備�⾏�
��。
放射性物質�放出後、UPZ及�UPZ外�����、OIL�基���、防護
措置�実施����。
施設敷地緊急事態要避難者
避難�実施�通常以上�時間����、��、避難�実施���健康����⾼��

��災害時要援護者等（傷病者、⼊院患者、⾼齢者、障害者、外国⼈、乳幼児、妊産婦
��他�災害時�援護�必要���者���。）、安定��素剤�事前配布�����
�者及�安定��素剤�服⽤�不適切�者���、施設敷地緊急事態����早期�避
難等�防護措置�実施�必要�者�����。
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原⼦⼒発電所�事故�発⽣��場合、放射性��素�含�放射性物質�環
境中�放出���場合�����。 放射性��素�体内�取�込�����
状��集��、�������発⽣���可能性�����。
����、事前�安定��素剤�服⽤���、�中���素�度�⾼��
�、�状������合成�⼀時的�抑���、�状�����素�取�込
��抑制����。���、安定��素剤�予防服⽤��。
安定��素剤�服⽤�当����、�状��対��被��防⽌以外�効果
�����、 抑制効果�１⽇�度��続��、服⽤��������重要
���、�作⽤�可能性�����、避難�屋内退避等�防護措置���合
���実施�������注意����������。
通常�、�������丸��⼤⼈�2丸、⼩児�1丸、3�����、��
化�������剤�����化�������調整��⽔��服⽤���
����。
服⽤�指⽰�、原⼦⼒規制委員会�判断�、予防的防護措置�準備��区
域（PAZ）�����、事前�配布�避難�際�服⽤���。緊急時防護措
置�準備��区域（UPZ）�����、�����状況、空間放射線量率等
�応��避難�⼀時移転等�防護措置�����、��際�服⽤�指⽰��
��。
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施設敷地緊急事態����、国�、地⽅公共団体�協⼒�得�、緊急時�
����������⽴�上�、動員計画�基��必要�動員� 要��⾏�、
緊急時�������開始��等�初動対応�⾏���。
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⽴地道府県等�、OIL�基��防護措置���避難⼜�⼀時移転�指⽰��
�住⺠等(���、放射性物質�放出���前�予防的�避難��住⺠等�除
�。)�対象�避難退域時検査及�簡易除染�実施���。��、避難退域時
検査及�簡易除染�、避難�⼀時移転�迅速性�損������⼗分留意�
�⾏���。 ��、避難退域時検査及�簡易除染����健康�����⾼
���判断���住⺠等�����、体調等�悪化������⼗分配慮�
��。
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原⼦⼒災害時����医療対応��、被��線量、被���影響�及�範
囲、汚染�可能性等�考慮��、被災者等�必要�医療�迅速、的確�提供
�����必要�����。������、各地域�状況�勘案��、各医
療機関等�各々�役割�担����必要���、平時��救急・災害医療機
関�被��医療�対応���体制�指揮系統�整備・確認�� �����重
要��。
次�体制�整備������。

• 原⼦⼒災害時����、被災地域�原⼦⼒災害医療�中⼼����機能
�、汚染�有無������傷病者等�受�⼊�、被�����場合��
適切�診療等�⾏�「原⼦⼒災害拠点病院」

• 原⼦⼒災害医療�⽴地道府県等�⾏�原⼦⼒災害対策等�⽀援��「原⼦
⼒災害医療協⼒機関」

• 拠点病院��対応����⾼度専⾨的�診療及�⽀援並��⾼度専⾨教育
研修等�⾏�「⾼度被��医療⽀援����」

• 複数�⾼度被��医療⽀援�����中⼼的・先導的�役割�担�「基幹
⾼度被��医療⽀援����」

• 平時����、拠点病院�対��⽀援�関連医療機関���������
構築�⾏�����原⼦⼒災害時����原⼦⼒災害医 療派遣����派
遣調整等�⾏�「原⼦⼒災害医療・総合⽀援����」

• 拠点病院等�所属�、原⼦⼒災害�発⽣��⽴地道府県等内����救急
医療等�⾏�「原⼦⼒災害医療派遣���」
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量⼦科学技術研�開発機構�、基幹⾼度被��医療⽀援�����⾼度被
��医療⽀援�����指定������。
弘前⼤学、福島県⽴医科⼤学、広島⼤学、⻑崎⼤学�、⾼度被��医療⽀
援�����原⼦⼒災害医療・総合⽀援�����指定������。
原⼦⼒災害医療・総合⽀援�����担当地域�次����������。

• 弘前⼤学；北海道、⻘森県、宮城県
• 福島県⽴医科⼤学；福島県、新潟県、茨城県、神奈川県、静岡県
• 広島⼤学；富⼭県、⽯川県、福井県、岐⾩県、滋賀県、京都府、⼤阪府、
⿃取県、島根県、岡⼭県、⼭⼝県、愛媛県

• ⻑崎⼤学；福岡県、佐賀県、⻑崎県、⿅児島県
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国際的��、重篤�確定的影響�回避��為�包括的判断基準Generic
Criteria（以下GC）、確率的影響�����低減�関��緊急�GC、確率的
影響�����低減�関��早期�GC、飲⾷物制限�関��GC、�4��
GC�定����、GC�達成����種々�基準値�定������。

別 - 140



確率的影響�関��包括的基準�関���、ALARA������、可能�
限�無理��達成�����⽬�������。
ALARA��、国際放射線防護委員会�1977年���⽰��放射線防護�基
本的考�⽅�⽰������、”aslowasreasonablyachievable”�����。
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⾷品、⽜乳、飲料⽔�制限���、脱⽔症状、深��栄養失調、��他�
深��健康��影響�⽣��可能性�����。 �����、必要不可��
⾷品、⽜乳、飲料⽔�、代�品���場合�限��制限�������。
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出典：平成 30年 4⽉ 11⽇ 原⼦⼒規制庁 資料2 「包括的判断基準（GC)
及�運⽤上�介⼊���（OIL)����」
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講義時間；30分
内容

• 放射線、放射能、放射性物質
• 放射線 種類
• 放射線 性質
• 原⼦ 構造 周期律
• 壊変
• 物理学的半減期
• 放射性核種 半減期
• 放射線 作⽤
• 放射線 作⽤ 放射線測定器
• 放射線 単位
• 補助単位
• ⾝ 回 放射線
• ⼤地 放射線
•
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放射線 事故、災害対応、 使⽤ 際 、放射線、放射性
物質、放射能 ⽤語 知 必要 。
放射線 、放射性物質 出 。種類 、⾼

持 電磁波 線、 線 ⾼速 動 粒⼦線
線、 線 。中性⼦線 、電荷 持 放射線

。放射線 原⼦核 不安定 状態 安定 状態 変化（壊変）
放出 、原⼦核以外 発⽣装置 放出 。
原⼦ 原⼦核 周 回 電⼦ 構成 、原⼦核
電荷 持 陽⼦ 電荷 持 中性⼦ 構成 。原⼦核

的 不安定 場合、安定 放射線 放出 。原⼦
核 放射線 放出 壊変 、壊変 ⼤ 分 α（

）壊変 β（ ）壊変 。
放射線 五感 感 、測定器 検知、計測
。
放射性物質 、放射線 出 物質 。形状 気体、液体、
固体 。放射性物質 放射線源 。
放射性物質 放射線 出 能⼒ 放射能 。放射能 単位
Bq（ ） 、数値 ⼤ 放射性物質 放射

線 出 。
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放射線 、物質 構成 原⼦ 電離（＋電荷 -電荷 電⼦
分離） 能⼒ 持 電離放射線 原⼦ 電離 能⼒ 持 ⾮電離放
射線 。
放射線 ⼀般的 場合 、電離放射線 指 。
電離放射線 、粒⼦ 粒 流 粒⼦線 光 仲間 電磁波 。
粒⼦線 仲間 、α（ ）線、β（ ）線、中性⼦線等 含

。
α（ ）線 、原⼦核 放出 陽⼦2個 中性⼦2個 ⼀

、 原⼦核 流 。β（ ）線 、原⼦核 放
出 電⼦ 流 。
中性⼦線 、原⼦核 構成 、中性⼦ 流 。
電磁波 、X（ ）線、γ（ ）線 。X（
）線 原⼦核 外側 発⽣ 、γ（ ）線 原⼦核 内側 発⽣ 、

発⽣機構 区別 。
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放射線 、物質 通過 際 、物質 構成 原⼦ 分⼦ 互 影響
与 合 。 放射線 物質 相互作⽤ 。

放射線 物質中 通過 場合、持 、原⼦ 持
軌道電⼦ 出 、陽電荷 帯 状態 原⼦（ 陽 分
⼦） ⾃由 電⼦（⾃由電⼦） 分離 。軌道電⼦ 原⼦ 外 弾
出 電離 ⾔ 。
軌道電⼦ 原⼦ ⾶ 出 、外側 軌道 移 励起 ⾔ 。
励起原⼦ 、外側 軌道電⼦ 内側 空 軌道 移 。内側
軌道電⼦ 持 ⼩ 、電⼦ 余分 光（電
磁波） 形 放出 。 励起原⼦ 出 光 蛍光 呼 。
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放射性物質 放射線 光 同様 全⽅向 均⼀ 放出 、 等
⽅性 。
電球 近 明 、遠 暗 同様 、放射性物質 近
放射線 量 多 、遠 少 。放射線 密度 放射性物質

距離 ⼆乗 反⽐例 「逆⼆乗則」 。
例 、１m 距離 放射線量率 １ 、２m 距離 ４分 １、
３m 距離 １／9 。

、逆⼆乗 放射線源 点線源 近 場合 、点線源
場合 、必 当 注意 必要 。（例

、地表 沈着 放射性物質 空気中 放射性物質 放射線、
、 線源形状、加速器等 状 放射線

等）
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放射線 物質 通 抜 ⼒（透過⼒） 。物質内 ⼊ 放
射線（電荷 持 粒⼦ 電磁波） 、電気、磁気 作⽤
失 、最終的 ⽌ 。 、遮 物 放射線 遮

。
線 、透過⼒ 弱 、紙⼀枚 ⽌ 。

線 、核種 依存 、
薄 板 ⽌ 。 線、X線 、透過⼒ ⼤ 、密

度 ⾼ 鉛 鉄 板 弱 。中性⼦線 、電荷 持
、透過⼒ ⼤ 、⽔素原⼦ 弾性衝突 ⽌ 。

、⽔素原⼦ 密度 ⾼ 、⽔ 弱
。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」 改変
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原⼦ 原⼦核 周 回 電⼦ 構成 。原⼦核
電荷 持 陽⼦ 電荷 持 中性⼦ 構成 。

原⼦ 化学的性質 陽⼦ 数 決 。例 炭素 陽⼦ 6�個 元素
、中性⼦ 5�個 、6�個 、7�個 、8�個 炭素 存

在 。
陽⼦ 中性⼦ 数 ⾜ 質量数 呼 。
例 陽⼦ 6�個 炭素 、中性⼦ 5�個 質量数11、中性⼦ 6�個

質量数12�、中性⼦ 7�個 質量数13�、中性⼦ 8�個
質量数14 。陽⼦ 数 同 、中性⼦ 数 異 元素 放射性
同位元素 ⾔ 。

原⼦ 区別 呼 場合 、元素名 質量数 付 、炭
素11，炭素12、炭素13、炭素14� 呼 。
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原⼦核 的 不安定 場合、安定 放射線 放出
。原⼦核 放射線 放出 、別 原⼦核 変化 現象 壊変
。壊変 ⼤ 分 α壊変 β壊変 。

α壊変 、原⼦核 陽⼦２個 中性⼦２個 ⼀塊 粒⼦（ 原
⼦核） 放出 壊 ⽅ 、 原⼦核 α（

） 線 。 多 場合、α線 放出 伴 電磁波 γ線 放出
。⽐較的質量数 ⼤ 原⼦核 起 、質量数 ４，原⼦番号（陽

⼦ 数） ２ 減 。
β壊変 、原⼦核 電⼦ 放出 壊 ⽅ 、 電⼦ β線 。
α壊変同様、 多 場合、β線 放出 伴 電磁波 γ線 放出

。 α壊変 起 質量数 ⼩ 原⼦核 起 、質量数 変 、
原⼦番号（陽⼦ 数） １ 増 。中性⼦線
核分裂 、 α壊変 伴 放出 中性⼦ 。
例 、炭素14� 、窒素14� 宇宙線 ⼀ 中性⼦ 当 、陽⼦
追 出 ⾃然界 存在 放射性物質 。原⼦核 陽⼦ 6�個、
中性⼦ 8�個 、両者 数 悪 、 的 不安
定 状態 。⼀ 中性⼦ 陽⼦ 変 、陽⼦ 中性⼦ 7個

安定 。 、余分 電⼦ 放出 。
β線 正体 。 、炭素14� β線 出 、陽⼦数 7�個

窒素 戻 、 的 安定 。
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放射能 単位 Bq（ ） ⽤ 。放射能 、単位時間当
放射性物質 含 原⼦核 「 壊 」 定義 、

１Bq １秒間当 １個 原⼦核 壊 表 。Bq 単独 使
以外 、単位体積、単位⾯積 単位重量当 放射能 表 、
Bq/cm3、Bq/cm2、Bq/kg 使 。
放射性核種 壊 別 原⼦核 変 、時間 経過
放射性物質 含 放射性核種 数 段々減 。

、放射能 段々減 。 変化 時間 、核種(放射性物
質） 種類 決 、元 放射性物質 半分 減少 期
間 「物理学的半減期」 呼 。
半減期 放射性核種 種類 異 、数⼗億年 ⻑ １
秒以下 短 ⾊々 。
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U-235原⼦核 低速 中性⼦ 当 複合核 形成 後、２個
核分裂⽚X Y 分裂 、 際２〜３個 中性⼦ 放出 。

核分裂 伴 膨⼤ 熱 発⽣ 。 核分裂反応 、
核反応 ⼀ 。核分裂 U-235 、Th-232 U-233、U-238、Pu-
239 起 。
核分裂⽚ 核分裂⽣成物（FP;�Fission�Products） 呼 。核分裂⽣
成物 ⼤部分 、強 放射能 帯 、放射性廃棄物 。核分
裂 、原⼦番号 和 質量数 和 、 分裂 前後 保存
、A、B、a、b 値 ⼀意的 定 、分裂 多様化 、核分

裂⽣成物 質量数 、72〜162 広 分布 。
238、 40 半減期 ⻑ 放射性物質 、遠 昔 宇宙

作 、地球 誕⽣ 時 地球 取 込 。
137、 90、 素131、 239 、原⼦⼒

発電所 事故 起 環境中 放出 。
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核分裂 際 放出 中性⼦ 、近 U-235原⼦核 当 、
核分裂 起 。 中性⼦ 担 ⼿ 算式

次々 増⼤ 進 反応 連鎖反応 ⾔ 。
原爆 連鎖反応 瞬時 進 、原⼦炉 連鎖反応
徐々 進 、 制御 装置 。
中性⼦ 数 増 、減 状態 、核分裂 連鎖反応 ⼀定
持続 状態 臨界 ⾔ 。U-235 濃度 量 少 核分裂 ⽣

中性⼦ 次 U-235 当 、連鎖反応 起 。連鎖反応
起 、⼀定量以上 U-235 必要 。 最⼩量 臨界

量 ⾔ 。
臨界量 、核燃料 種類、濃度、量、形状、溶液 有無 変

。 、臨界量以上 核燃料 １箇所 集 、連鎖反応 ⼀気
進 、危険 。 臨界事故 。
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放射線 物質中 通過 場合、持 、原⼦ 持
軌道電⼦ 出 、陽電荷 帯 状態 原⼦（ 陽

分⼦） ⾃由 電⼦ 分離 。 電離作⽤ 。
電離放射線 中 、直接物質 電離 、間接的 電離

。
α（ ）線、β（ ）線等 電気 持 粒⼦線 、物質 直
接電離 。特 α線 、β線等 数百倍 密度 電離 引 起 。
γ（ ）線、Ｘ（ 線 、物質 相互作⽤ 発⽣
⼆次電⼦ 、物質 間接的 電離 。
蛍光作⽤ 、紫外線 放射線 特別 物質 当 時、 物質
特殊 光 出 働 。

透過作⽤ 、前述 通 物質 通 抜 作⽤ 。物質 通 抜
、放射線（電荷 持 粒⼦ 電磁波） 、電気、磁気 作⽤

失 、最終的 ⽌ 。
放射線 他 作⽤ 写真作⽤ 化学作⽤ 。写真作⽤ 原理
、原則 写真 同 。放射線 写真乳剤中 原⼦・分

⼦ 電離作⽤ 及 ⾃由電⼦ 発⽣ 。 還
元 像 残 。 像 現像、定着 放射線 写真

。
出典；「原⼦⼒・ 図⾯集2015」 改変
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放射線 ⼈間 五感 感 、 ⼿段 検出 必
要 。放射線 検出（測定器） 、電離作⽤、蛍光作⽤ 利⽤

、放射線 検出 、測定 。
放射線 検出⽅法 測定器 例及 主 測定対象放射線 ⽰ 。
気体 電離作⽤ 利⽤ 放射線測定器 、電離箱式

。電離箱式 、放射線 電離作⽤ ⽣ 、電
離箱内 空気中 流 電流 測定 、放射線 量 測 測定
器 。
GM計数管式 放射線 電離作⽤ 利⽤ 測定器 、
GM計数管 信号 増幅 電離箱 感度 、微量 放射線
測定 適 。
個⼈線量計 ⼀ 電⼦式 線量計 固体（半導体） 電離作
⽤ 利⽤ 測定器 。同 作⽤ 利⽤ 、γ線
違 放射性核種 種類 判別 ⽤ 半導体
γ線 。
蛍光作⽤ 利⽤ 放射線測定器 、 式

。 式 呼
蛍光物質 出 光 電気信号 変 計測 、放射線 量 測
定 測定器 。
TLD（熱 線量計）及 蛍光 線量計 、放射線 照射
後 所要 処理 施 蛍光 発 作⽤ 利⽤ 。
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放射線 物質 当 場合、放射線 「 物質 吸
収 」 表 量 吸収線量 。吸収線量 単位 Gy（
） ⽤ 。１Gy 、物質１kg当 １ 吸収

放射線量 。
⼈ 被 、放射線 ⼈体 与 影響 ⼤ 表 単位 Sv
（ ） 。⼈体 影響 、各組織・臓器 対 影響 全⾝
対 影響 分 評価 。各組織・臓器 対 影響 「等価線
量」、全⾝ 対 影響 「実効線量」 。等価線量、実効線量

Sv 表 。
放射線 各組織・臓器 影響 、吸収線量 同 、受 放射
線 種類 異 知 。 放射線
種類 影響 違 （放射線荷重係数） 考慮 、各組
織・臓器 影響 評価 線量 等価線量 。甲状腺 等価線量、⽔晶
体 等価線量 使 。各組織・臓器 、受 等価線
量 同 、 部位 影響 現 ⽅（感受性） 異 。各組
織・臓器 等価線量 影響 現 ⽅ 違 （組織荷重係数） 加味
全⾝ 合計 実効線量 。防災業務活動 実効線量 測
定 。
Sv 単独 使 以外 、単位時間当 線量 Sv/h（1時間当
線量） Sv/年（年間当 線量） 使 ⽅ 。⾃然界

線量率 μSv/h⼜ ｎSv/h 表 、緊急時 防護対策
ｍSv/h ｍSv 多 使 。
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出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」 改変
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⼈ 被 、放射線 ⼈体 与 影響 ⼤ 表 単位 Sv
（ ） 。
⼈体 影響 、各組織・臓器 対 影響 全⾝ 対 影響 分
評価 。各組織・臓器 対 影響 「等価線量」、全⾝ 対 影

響 「実効線量」 表 。等価線量、実効線量 単位 Sv 。
放射線 各組織・臓器 影響 、吸収線量 同 、受 放射
線 種類 異 知 。 放射線
種類 影響 違 （放射線荷重係数） 考慮 、各組
織・臓器 影響 評価 線量 等価線量 。甲状腺 等価線量、⽔晶
体 等価線量 使 。
各組織・臓器 、受 等価線量 同 、 臓器 影響 現
⽅（感受性） 異 。各組織・臓器 等価線量 影響 現 ⽅
違 （組織荷重係数） 加味 全⾝ 合計 実効線量 。
防災業務活動 実効線量 測定 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29年
度版」 改変
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Bq、Sv、Gy 単位 他 、接頭語 使 。
、放射線 分野 扱 数値 ⾮常 ⼤ ⼩

、 数値 表現 分 、特 、Ｍ（ 、
百万倍）、ｍ（ 、千分 ⼀）、μ（ 、百万分 ⼀）、ｎ（ 、
⼗億分 ⼀） 接頭語 多 使 。
1Sv 1000mSv 、1,000,000µSv 。
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⽇常⽣活 中 、知 識 、私 放射線 受 。
宇宙 ⼤地 受 ⾃然放射線 外部被 、⾷物 空
気中 受 ⾃然由来 放射性物質 受 内部被 、合
計 年間 2.4mSv� (世界平均）。 ⽇本 放射線
検査等 受 医療被 割合 ⼤ 知 。 ⼀
回 検査 被 量 ⼤ CT検査 広 普及 胃
検診 上部消化器検査 ⾏ 考 。
⽇本⼈ 欧⽶諸国 ⽐ ⾷品 線量 ⾼ 理由 、⿂介類 多 摂取

⽇本⼈ ⾷⽣活 関係 。⿂介類 ２１０ 多
含 、 分、実効線量 ⼤ 。⼀⽅、
・ 被 少 、⽇本家屋 通気性 良 、地中

屋内 侵⼊ ・ 速 屋外 拡散 考
。

出典；環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」
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⽇本国内 、⼤地 放射線 差 。
関東 層 ⼤地 放射線 遮 関東平野 、 ⼤
地 放射線量 少 。⼀⽅、花崗岩 直接地表 露出
地質 多 ⻄⽇本 、東⽇本 ⼤地 放射線 量 ⾼ 傾向

。
最 ⾼ 岐⾩県 最 低 神奈川県 年間0.4 差

。 、 、⻄⽇本 住 ⼈達 、
放射線 悪影響 、 。 事実

。 ⾼低差 、低 ⾃然放射線 中 ⾼低
差 、⽇常⽣活 範囲 話 。事故時 、

⾼ 。
⾃然放射線量 計算 求 、⼤地 含

（放射性K-40） 濃度 ⽤ 、 公表 元素 濃
度分布図 地球化学図 ⽤ 。
地上1m ⾼ 線量率D(nGy/h) 計算
D =�13.0 CK +�5.4 CU +�2.7 CTh

CK(%), CU(ppm), CTh(ppm) 、 、
濃度 。単位 (nGy)

(μGy) 換算 表 上図 。
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出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」（⽇本地質学会 引⽤）

産総研地質調査総合
（http://www.geosociety.jp/hazard/content0058.html）
参考：https://gbank.gsj.jp/geochemmap/

https://gbank.gsj.jp/geochemmap/setumei/radiation/setumei-
radiation.htm

別 - 163



別 - 164



講義時間；30分
内容

• 外部被 内部被
• 放射線 影響 単位
• 放射線 DNA損傷
• ⽣存率曲線
• ・ 法則
• 実質細胞 放射線感受性
• 放射線 ⼈体影響
• 確率的影響
• 確定的影響（組織反応）
• 値
• 被 種類
• 急性放射線症
• 放射線⽪膚障害
• 晩発障害
• 放射線 増加
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放射線 受 事 放射線被 ⾔ 。
体 外 放射線 浴 外部被 、放射性物質 体内 取 込
体 中 放射線 浴 内部被 。
外部被 、全⾝ 体幹部 重要 臓器 ⼤部分 被
全⾝被 、⼿指 四肢 ⼀部 ⾝体 ⼀部分 被 局所被

。局所被 、被 部分 ⽪膚 ⾻ 影響 現
。

内部被 、吸⼊摂取、経⼝摂取、経⽪（創傷）吸収 3 経路
。

放射性物質 体 表⾯ ⾐服等 付着 状態 汚染 。頭部 顔⾯
体表⾯汚染 場合 、噴霧 放出 放射性物質 吸⼊ 、
放射性物質 浮遊 空間 滞在 可能性 、内部被

可能性 考 。
体表⾯汚染 部位 、放射線 検知 、局所被 症
状 出現 被 通常 。 、
⾼ 放射性物質 ⾼濃度 付着 場合 、⽪膚 外部被

。表⾯汚染 ⼈ 、周囲 ⼈ 外部被 低
。

汚染 接触 汚染拡⼤ 、注意 必要 。
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放射線 受 側 単位 、 （Gy) （Sv)
。放射線 通 、放射線 吸収 。

吸収線量 単位 Gy 。
⼈体 影響 、各組織・臓器 対 影響 全⾝ 対 影響 分
評価 。各組織・臓器 対 影響 「等価線量」、全⾝ 対 影

響 「実効線量」 表 。等価線量、実効線量 単位 Sv 。
放射線 各組織・臓器 影響 、吸収線量 同 、受 放射
線 種類 異 知 。 放射線
種類 影響 違 （放射線荷重係数） 考慮 、各組
織・臓器 影響 評価 線量 等価線量 。甲状腺 等価線量、⽔晶
体 等価線量 使 。
各組織・臓器 、受 等価線量 同 、 臓器 影響 現
⽅（感受性） 異 。各組織・臓器 等価線量 影響 現 ⽅
違 （組織荷重係数） 加味 全⾝ 合計 実効線量 。
防災業務活動 実効線量 測定 。

、全⾝ 受 放射線 量（実効線量）、内部被
受 放射線 量（預託実効線量）、 場所 放射線 受

局所被 量（等価線量） 単位 ⽤ 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29年
度版」 改変
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放射線 ⽣物影響 、⽣体 通過 与 際 連鎖反応
結果 。
細胞 放射線 DNA 。DNA 傷 体 中 備

修復 。少 傷 修復 成功 、元 戻 。傷
多 修復 細胞⾃体 死 。 修復 不完全
、 細胞 ⽣ 場合、 細胞 細胞 ⽣

可能性 。
放射線 ⼈体影響 、細胞 死 、 突然変異 起

。
放射線 物理的相互作⽤ 10 −15乗（10-5)秒 起 。 発症

年単位 時間 。
遺伝性影響 被 個体 ⼦孫 現 影響 指 、
観察 。
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⾃⼰増殖 細胞 播 培養 細胞 増殖 繰 返 、
細胞塊（ ） 形成 。 細胞 増殖 定量的

⽤ ⽅法 形成法 。
放射線 照射 細胞 、増殖 出来 形成 少

。放射線 照射 細胞群 １ 、放射線 照射
細胞群 形成 割合 ⽣存率 ⾔ 。放射線 線量 ⾼

⽣存率 低下 。
⽣存率＝ 数／（蒔 細胞数× 効率）

別 - 169



細胞 種類 放射線 感受性 異 、 細胞 再⽣能⼒ ⽐
例 、分化 程度 反⽐例 。
細胞分裂 頻度 ⾼ 細胞 、将来、⻑期 分裂 続 細胞、
形態 機能 未分化 細胞 放射線 感受性 ⾼ 、放射線 影響
受 。 ・ （Bergonie and�
Tribondeau） 法則 。

法則 、組織内 細胞 放射線感受性 細 ⽐較 当
、基本的 “未分化 増殖盛 細胞 放射線感受性

⾼ ” ⽰ 。
細胞 放射線 影響 、細胞周期 関連 。細胞 分裂 再
分列 終了 期間 細胞周期 、G1期（DNA合成 始
準備期間）、S期（DNA複製 ⾏ 期間）、G2期（細胞分裂 必要

質 合成 細胞分裂準備期間）、M期（細胞分裂 ⾏
期間） 分 。 、G1期 静⽌期(G0期) 移⾏ 。放射線
感受性 M期 最 ⾼ 、 G1初期 中期 低下 、 G1後
期 S期 再 感受性 ⾼ 。S期 ⼊ 再 感受性 低下
， 状態 G2期 続 。 G0期 ⼀般 感受性 低 。

盛 細胞分裂 繰 返 組織 器官 、放射線 感受性
⾼ 。
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細胞分裂 盛 、分化 程度 低 細胞 、放射線感受性 ⾼ 傾向
。

例 、⾻髄 造⾎幹細胞 分裂 、⾎液中 各種細
胞 分化 細胞 。幹細胞 分裂（増殖） 進 未成熟（未分化）
造⾎細胞 放射性感受性 極 ⾼ 、分化 細胞 少量 放射線
細胞死 起 。

結果、⾎液細胞 供給 ⽌ 、⾎中 各種 細胞 数 減少 。
消化管 上⽪ 常 新 細胞 置 換 新陳代謝 激 臓器

、放射線感受性 ⾼ 。
⼀⽅、細胞分裂 神経組織 筋組織 放射線 強 知

。
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放射線 ⼈体 影響 、医学的 観点 被 本⼈ 現 ⾝体
的影響 被 ⼈ ⼦孫 現 遺伝的影響 。遺伝的影響
⼈ 観察 。
⾝体的影響 、被 本⼈ 体 症状 現 時期 急性障害
晩発障害 分 。急性障害 、被 数週間以内 現 症

状 、全⾝ 短時間 1�Gy以上 線量 被 時 、⾻髄障害、消化
管障害、神経障害 全⾝ 症状 現 。 急性放射線症

。 、体 ⼀部分 被 事 局所被 、⾼線量
局所被 場合 、⽪膚 障害 、熱傷 症状 現 。
被 後数年 数⼗年経 現 症状 晩発障害 。晩
発障害 、⽩内障、 、⽩⾎病 。
⺟親 胎内 時 被 場合 、胎児 影響 、奇形 精神
遅滞 現 。
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確定的影響 、⼤量 放射線 被 場合 、死滅 多 細胞
補 正常 細胞 分裂増殖 ⼗分 発⽣ 考

、 線量以上 被 受 場合 現 。 線量
「 値」 、 値 超 線量 被 、症状 現 ⽅

多少 個⼈差 、誰 同 症状 現 。
確定的影響 特徴 整理 、次 。
・症状 、 値以上 放射線 被 場合 現 。
・症状 重 、被 放射線 量 依存 。
・同 程度 量 放射線 被 ⼈ 、誰 同 症状
現 。

、症状 発⽣ 頻度 １％ 値 値 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29年
度版」 改変

別 - 173



放射線 確定的影響 、 被 後 発現 期間
値 決 。 表 ICRP ⽰ 、全⾝γ線被 後
成⼈ 臓器 組織 罹病 1%発⽣率 死亡 対 、急性吸

収線量 値 予測推定値 。急性 1回 被 場合 値 。

出典：ICRP�Publication�103
a）ICRP（1984）
b）UNSCEAR（1988）
c）Edwards� Lloyd（1996）
d）Scott� Hahn（1989），Scott（1993）
e） 数値 四捨五⼊ Gy 丸 。範囲 ，⽪膚

⾯積依存性 ，⾻髄 様々 補助的治療 ⽰
。
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確率的影響 、 値 存在 考 影響 、具
体的 、発 遺伝的影響 。

影響 、細胞 突然変異 関 。遺伝的影響 場合、
⽣殖細胞 1回、発 場合、 体細胞 数回 突然変異 ⽣

起 。 、確率的影響 細胞 ⼀ 性質 変 、発
⽣ 可能性 。
放射線 被 線量 影響 間 、 値 直線的 関係 成 ⽴

考 ⽅ LNT(Liner�non-threshold)仮説 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」 改変
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全⾝ 1 （1,000 ）以上 放射線 ⼀度 受 場合、急性
放射線症 呼 、⼀連 臓器障害 。 時間経
過 、典型的 、前駆期、潜伏期、発症期 経過 、 後、
回復 、 死 ⾄ 。
被 後 48時間以内 ⾒ 前駆症状 、 被
量 推定 。
1 以上 被 、⾷欲不振，悪⼼，嘔吐 ⾔ 症状 ⾒

。
4 以上 被 場合、頭痛 訴 。
下痢 発熱 症状 ⽰ 場合 6 以上被 可能性
。 後、潜伏期 経 、発症期 ⼊ 、被 線量 応 造

⾎器障害、消化管障害、神経⾎管障害 現 。 障害 、放射線
感受性 ⾼ 臓器 組織 中⼼ 現 。概 線量 多 潜伏期
短 。
⽪膚 、⼤⼈ 1.3〜1.8m2 、⼤ ⾯積 持 組織 。被 直後 初
期⽪膚紅斑 、⼀般 ⽪膚障害 被 後数⽇以上

現 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29年
度版」 改変
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急性放射線症 前駆症状 被 線量 表 。
前駆期 被 後数分 数時間以内 現 、48時間 続
。⾷欲低下・悪⼼・嘔吐・下痢 主 前駆症状 、線量 ⾼ 出現
時間 短 重篤 。

嘔吐 、1〜2Gy 被 場合、2時間以降 10〜50％ 症状 出現
、2〜4Gy 1〜2時間以降 70〜90％、4〜6Gy 1時間以内 100％、6

〜8Gy 30分以内 100％、8Gy以上 10分以内 100％ 症状 出現
。
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急性放射線症 症状 主 ⾻髄障害、消化管障害、中枢神経・循環器障害、
⽪膚障害 分 。
⾻髄障害 、被 後 ⽩⾎球、⾎⼩板 減少 、感染症、敗⾎症、出⾎
症状 引 起 。
致死的 線量 被 場合、脳浮腫 ⾎圧低下 中枢神経 循環器
障害 起 、意識障害 。
⽪膚障害 被 線量 応 、紅斑、⽔疱、 、潰瘍、壊死
症状 出現 。
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放射線 ⽪膚障害 、症状 熱傷 似 、放射線熱傷
。γ線 ⽪膚 基底細胞層 透過 、⽪膚障害 発症 。

透過⼒ 弱 α（ ）線 表⽪ ⽌ 影響 及
、β（ ）線 出 放射性物質 ⼤量 体表⾯ 付着

、⻑ 放置 場合 、⽪膚 放射線感受性 ⾼ 基底細胞層 ⽑根細
胞 影響 及 。
⽪膚障害 、被 線量 ⾯積 予後 ⼤ 左右 因⼦ 。
初発症状 発⾚（初期紅斑） 、通常 ⼀過性 。 2�- 3�Gy（
） 被 現 。線量 数⽇ 1〜2週間 経 、脱⽑、

⾊素沈着、落屑、⽔疱、潰瘍、壊死 ⽣ 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29年
度版」
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放射線 局所 ⽪膚障害 、熱傷 症状 似 、放射線熱傷
呼 。 、 発症 異 。
熱傷 、⾼温 凝固、細胞代謝障害、局所循環障害 原因
、受傷直後 痛 ⽔疱、 症状 出現 。

放射線熱傷 場合 、⽪膚 基底細胞 放射線 影響 受 結果、
細胞分裂 、⽪膚細胞 再⽣ 症状 出現

。 、始 痛 症状 、症状 出現 時間
。
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国際放射線防護委員会（ICRP） 放射線⽪膚障害 線量、症状
出現時間 。
⽪膚障害 被 線量 ⾼ 症状 重篤 。
、症状 出現 遅 、被 直後 ⽪膚障害 程度 判断 、

⾮常 困難 。
紅斑 、被 ２週間 時間 経 出現 。
3Gy以上 被 脱⽑ 起 。8〜12Gy 乾性落屑 起 、15
〜20Gy 湿性落屑 ⽔疱 出現 。
20Gy以上 潰瘍 出現 、25Gy以上 壊死 。潰瘍 壊死
⽪膚障害 、⾮常 治癒 難 、⼀旦症状 軽快 再 潰瘍 出現
等 難治性、再発性 特徴 。
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放射線被 後、数 ⽉以上経過 後 現 影響 晩発障害 、
⽪膚障害（表⽪ 萎縮、⾊素沈着 ）、⽩内障、 （⽩⾎病 含 ）

症状 。
軽度 ⽩内障 ⽔晶体 混濁 500mSv 発症 、⽩内障 2,000mSv
以上 線量 受 場合 発症 。
急性障害 起 程度 放射線 被 場合 、数年 数⼗
年経過 後 発症 。原爆被爆者 追跡調査

、 死亡 100-200mSv以上 放射線 被 線量 正
⽐例 、 以下 被 確認 。

、遺伝的影響 ⼈ 確認 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」
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放射線 、様々 化学物質 紫外線等 DNA� 傷 作
⽤ 。 、細胞 傷 DNA� 修復 仕組 、⼤
抵 傷 元 修復 、 修復 失敗 場合 、 細
胞 排除 機能 体 備 。

稀 、修復 損 細胞 、変異細胞 体 中 ⽣ 残
。 芽 ⽣ 消 、消 ⽣

繰 返 。 中 ⽣ 残 細胞 遺伝⼦ 変異 蓄積 、
細胞 、 ⻑ 時間 掛 。

出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」 改変
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原爆被爆者 対象 、 線量 受 増
加 調 。横軸 、原爆投下時 ⾼線量率⼀回被
臓器吸収線量 、縦軸 、過剰相対 。相対 、被

集団 ⽐ 、被 集団 発症
増加 調 。相対 １ 影響

。過剰相対 、相対 １ 引 、過剰
⽰ 。

例 、臓器吸収線量 2Gy 場合 、⽪膚 過剰相対 1.5
。放射線 受 集団 ⽐ 1.5倍 過剰 発

症 意味 。 、2Gy被 集団 ⽪膚
発症 、放射線 受 集団（1倍） 2.5倍（1＋1.5）
。

疫学研究 結果 、乳腺、⽪膚、結腸等 、放射線
出 組織・臓器 分 。国際放射線防護委員会

（ICRP） 2007�年勧告 、臓器 感受性 致死性等 考慮 、組織
加重係数 定 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29年
度版」 改変
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放射線 、⾷事、喫煙、 、⼤気汚染 様々 要
因 発症 考 。起 個々 放射線

特定 。従 、放射線 起
検証 、多 集団 、受 線量

起 確率 上昇 調 必要 。
原爆被爆者 主 疫学調査 、 100 以上 線
量 、線量 死亡 増加 確認 。
100 線量 、放射線 研究結果 ⼀貫
性 、放射線 死亡 増 ⽰ 明確 証拠
。 放射線防護 ⽬的 慎重 考 ⽅ 、年間100

被 場合、放射線 死亡 1,000
5％ 、国際放射線防護委員会

（ICRP） 妥当 。
⽇本⼈ 元々約30％（1,000⼈ 300⼈） 亡 。
国際的 推定値 ⽤ 、 仮 1,000⼈ ⽅ 100 ※ 線量
受 、⽣涯 亡 ⽅ 300⼈ 305⼈ 増加

計 算 。 、ICRP 同時 、 仮定 確実 起
可能性 障害 予防 考 ⽅ 、100

低 線量 合計 集団 出 症例数 計算 影
響 評価 不確実性 ⼤ 、適切 述 。

* ⾔ 100 年間 被 線量 、
受 積算線量 。 、 100 ⾃然 界 受
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放射線量 含 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」
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時間：30分
内容

• 原⼦⼒災害時 放射線防護 ⽬的
• 防護 三原則
• 被 線量限度
• 放射線測定器
• 外部被 防護 三原則
• 外部被 対策
• 空間線量率個⼈被 線量
• 個⼈被 線量計
• 個⼈被 線量管理
• 遮 効果
• 遮 屋内退避
• 放射能防護服
• 内部被 経路 防護
• 吸⼊摂取 防護
• ⿐ 検査
• 汚染対策
• 汚染 被 線量
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原⼦⼒災害時 放射線防護 ⽬的 、外部被 防護 内部被 防護
無⽤ 被 、⼆次災害 予防 。具体的 、確定

的影響 防⽌ 確率的影響 合理的 達成 程度 減少
。 、原⼦⼒災害時 、放射線防護 実施 。

放射線防護 ⽅法 、外部被 防護 内部被 防護 分
。 ⼆次災害 予防 汚染拡⼤防⽌対策 講 。
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遺伝性影響 、影響 現 ⽅ 確率的 、現在 放射線防護
、低線量域 直線 値 (LNT) 適⽤ 、安

全 危険 明確 区分 。 、国際放射線防護委員
会(ICRP) 、 ⼩ 有限 、「
容認 」 基準 、防護 考 推奨 。
防護 三原則 、「正当化」「線量限度 最適化」「線量限度 適⽤」
。

正当化 、放射線 使 、被 変化 ⾏為 活動 対 、
便益（ 、 ） 放射線 上回 場

合 認 。
放射線 伴 ⾏為 放射線 上回 場合 、合理的
達成可能 限 被 量 減 、放射線 利⽤ 。 ALARA
原則 。防護 最適化 、社会的、経済的 考慮 、

被 少 努⼒ 、必 被
最⼩化 。
線量限度 計画被 状況 適⽤ 。ICRP 2007年勧告 、職業
⼈ 実⾏線量限度 5年間 100mSv、特定 1年間 50mSv 定 。
⼀般公衆 場合 、実⾏線量限度 年間1mSv 。線量限度 、管理 対象

放射線源 被 合計 、 値 超 管
理 基準値 、安全 危険 境界 ⽰ 線量 。
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ICRP 放射線防護 考 ⽅及 勧告 基 、放射線障害 防⽌ 関
法令 放射線 職業的 扱 ⼈（放射線業務従事者） 対 、線量限度

定 。国家公務員 場合 、⼈事院規則10-5（職員 放射線障害
防⽌） 被 線量限度 定 。 、放射線業務従事者
個⼈ 線量 、公衆 対 線量 寄与 把握 、事業所

境界 、放射線 取 扱 管理区域 境界 、場所 線量 定
。

放射線業務従事者 線量限度 、男性 1年間 50mSv、5年間 100mSv、
⼥性 場合 、3 ⽉ 5mSv 定 。⼈命救助 緊急作業

100mSv 。⼀般公衆 線量限度 、 1年間 1mSv 。
原⼦⼒災害 放射線事故、災害 現場活動 、被 ”0（ ）”

。 、線量限度 越 活動計画 被
線量 管理 。 、無⽤ 被

対処 重要 。
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放射線 測定 場合、測定 ⽬的 測定 対象 放射線 種類
、適切 測定機器 選 必要 。適切 放射線測定器 選択

、過剰 被 、⾝体汚染 起 、注意
必要 。

放射線 測定 ⽬的 、
・空間放射線量率 測定
・表⾯汚染 測定
・個⼈被 線量 測定 。

空間放射線量率 測定 適 測定器 、 (γ)線 測定 場合
、NaI 式、電離箱式、GM計数管式 。中性⼦線 空間

放射線量率 測定 場合、３He計数管式（ ） 。
(α)線 放出 放射性物質 表⾯汚染 測定 適 、

ZnS 式 、 (β)�線（ (γ)線） 放出 放射性
物質 表⾯汚染 測定 適 GM計数管式 。
個⼈被 線量 測定 使⽤ 、電⼦式個⼈線量計 、活動中 被
線量 、 、設定 線量 ⾄ 等 警報 発 、

警報付個⼈線量計（ ） 。
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外部被 防護 「時間」「距離」「遮 」 。被
時間 短 、放射線源 距離 、放射線 遮 、
被 線量 低減 。
放射線 活動時間 短 被 線量 少 。
放射線 、放射線源 距離 ⼆乗 反⽐例 減少 。 放
射線源 距離 被 線量 少 。逆
、放射線源 距離 半分 位置(1/2 距離) 近 放射線量 元

位置 4倍 、急激 空間線量 上昇 、特 危険区域
活動時 注意 必要 。

放射線源 間 遮 物 放射線量 減少 。
壁、鉄 鉛 ⾦属 板 、遮 材 使⽤ 。放射線
源 位置、形状 明確 、鉛 線源 囲
周辺 空間線量率 低減 。
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外部被 対策 、空間線量率 測定 、活動 場所 安全確認
管理 。
個⼈被 線量計 装着 、被 線量管理 ⾏ 。
活動時間 、活動 場所 空間線量率 応 、線量限度 越
管理 。
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実効線量 計算 算出 量 、直接測定 。
、被 管理 、実効線量 代 実際 測定 量（実

⽤量） 、周辺線量当量 個⼈線量当量 ⽤ 。
空間線量計 周辺線量当量 ⽰ 、個⼈線量計 個⼈線量当量 ⽰
。
周辺線量当量 、⼈体 組織 模 直径30cm 球 表⾯ １cm 深

線量（１cm線量当量） 表 。⼈体 組織 多 体表⾯
１cm 深 、結果的 周辺線量当量 実効線量

⾼ 値 。 周辺線量当量 ⽤ 、安全側 被
管理 。
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電⼦式・直読式 個⼈線量計 ⽤ 、被 積算線量
表⽰ 、⼀定期間 、 作業 、⾃分 線量 知

。 、被 線量 設定 値 達 、
振動 着⽤者 知 、 付 線量計
。放射線 事故 災害 緊急時 対応 付

線量計 使⽤ 。
男性 胸部 、⼥性 妊娠 可能性 考慮 腹部 付 ⼀般的
。個⼈線量計 汚染 防護服 内側 、向 確認 装着

。誤計数 可能性 、携帯電話、PHS、⾼出⼒
装置 近辺 使⽤ ⼗分注意 。

個⼈線量計 、光刺激 （OSL）線量計、 線量計
。 、⼀ ⽉等 ⼀定期間、⾝

、積算線量 測定 、 値 表⽰ （現像
分 写真 、 近 ）。
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活動時 個⼈被 線量 記録 。
個⼈線量計 中 、電源 切 測定結果

戻 、注意 必要 。
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遮 材 遮 効果 表 半価層及 1/10価層 ⽤
。半価層 ⼊射γ線 線量率 1/2 減 必要 遮 物 厚 、

1/10価層 ⼊射 （γ） 線 線量率 1/10 減 必要 遮 物
厚 。

（γ）線 、実効線量透過率 1/10程度 、鉛 鉄 ⽤
数cm 厚 必要 、 同程度 遮 効果 得
、20cm前後 厚 必要 分 。

実効線量透過率 遮 体 場合 （γ） 線 実効線量率
遮 体 場合 （γ） 線 実効線量率 ⽐ 。 図
、線源 ５ｍ離 場所 遮 物 置 、 後⽅
実効線量透過率 低下 ⽰ 。例 、Co-60線源 場合、

厚 30cm 鉄 、 後⽅ 実効線量透過率 約10-4、 、１万分
１ 低下 。

出典；JAERI-Data/Code�2000-044�実効線量評価 光⼦・中性⼦・
線制動輻射線 対 遮 計算定数
総務省消防庁 ！RI119 消防職員 放射性物質事故

対応 基礎知識（平成23年3⽉（平成27年3⽉⼀部改定））
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原⼦⼒災害時 防護措置 屋内退避 。 、屋内 建
材 遮 効果、床下 汚染 屋外 空間線量率
低 。
屋内 線量率 求 場合 、建築物 遮 床下 汚染

考慮 、近 屋外線量率 値 低減係数 乗 、屋内 空間線
量率 推定 。
低減係数 、建材 種類 異 。⽊造家屋 、外 放射
線 約６割 低減 。 家屋、鉄筋 家屋

遮 効果 ⾼ 。 、⾼層階 従 、⼟壌表⾯
放射性物質 距離 離 、放射線量 少 。

出典；環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29年
度版」
原⼦⼒安全委員会「原⼦⼒施設等 防護対策 」（昭和55年6⽉（平成
22年8⽉⼀部改訂））
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鉛⼊ 放射能防護服 、 遮 効果 実
際 確認 結果 ⽰ 。防護服⼀式 含 鉛 鉛3mm
相当 、 ‒241 放射線 低 放射線
対 遮 率95%前後 、有効 ⾔ 、 ‒137

‒�60 対 遮 率 10%以下 。 、鉛
側⾯(脇腹部分) 鉛 ⼊ 、側⾯ 被 場合、遮 効果
期待 。

防護服⼀式 総重量等 機動性 低下 、活動時間 延⻑ 、被
線量 増⼤ 考 。

出典；総務省消防庁 ！RI119 消防職員 放射性物質事故対
応 基礎知識（平成23年3⽉（平成27年3⽉⼀部改定））
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内部被 経路 、経⼝摂取、吸⼊摂取、傷⼝ ⽪膚 体内 ⼊
経⽪摂取 三 。 、内部被 防 、 三

経路 、放射性物質 体 取 込 。
経⼝摂取 防 、汚染 区域 飲⾷、喫煙等 、⼿ 物
品 舐 、⼝ 使 作業 。
吸⼊摂取 防⽌ 、次 例⽰ 、必要 応 、呼
吸保護具 着⽤ 。
経⽪摂取 防⽌ 、傷⼝ ⽪膚 放射性物質 取 込 防

、傷⼝ 保護（ 、覆 ） 、⽪膚 、次
例⽰ ⾝体⽤ 防護装備（ 服、 ⼿袋等） 着⽤

、放射性物質 直接、⽪膚 接触 。
以上 ３ 、⼈ 内部被 三 経路 断 、⾝

体 関 防護 、放射性物質 対 防護 、「閉
込 」、「除染」、「整理・整頓（線源 管理）」 、内部被 防護 三
原則 （数 諸説 ）。 、「汚染状況 把握
拡⼤・⾶散 防⽌」 、 原則 基 、考 ⽅ 難

、 放射線計測・測定 伴 、放射性物質 取扱
・管理 不明 場合 、放射線管理要員 助⾔ 得

。
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吸⼊摂取 防護 、呼吸保護具（ ） 装着 。 性
能 表 数値 防護係数 。防護係数 ⾼ 内
粉 漏 混 少 ⽰ 。
原⼦⼒災害時 対応 、使⽤ 、空気中 舞 放射性
物質 種類 濃度 、汚染 程度 低 、
N95 対応 。

放射性物質濃度 ⾼ 場合、放射性 素、α線放出核種等 場合 、
（活性炭 ）等 過可能 、半⾯

全⾯ 使 。
、派遣 標準的 利⽤ 想定 、事業所内

状況 、陽圧式呼吸保護具 、特殊 装備 使
。
着⽤ 際 注意点 、写真 例 、 ・N95
、⿐筋 当 部分 密着 （針⾦部 曲 調整 ） 、

⾯体 （写真 例 全⾯ ） 、顔 密着
。

別 - 202



放射性物質 吸⼊ 場合、⿐腔 粘膜 放射性物質 付着 。
、内部被 可能性 確認 場合 ⿐腔 汚染検査 確認

⽅法 。綿棒 ⽣⾷ 湿 、⿐腔 擦 （綿棒 ⽣⾷等
湿 ⽅ 粘膜 傷 。）。綿棒 汚染 、放射
性物質 吸⼊ 可能性 、 計測
、詳細 検査 ⾏ 。
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表⾯汚染対策 、防護⾐、 、 、 ⼿袋、靴
装着 。
適切 防護装備 選択 、作業環境 線量率、汚染（表⾯汚染密度）、
放射性物質 種類（核種）等 勘案 。
例 、汚染 低 場合 、⽩⾐、綿⼿及 等 ⼗分 、汚染
⾼ 場合 、 重 装備 選択 必要 。対象 放射

性物質 種類 、作業環境 情報 得 、不明 場合 、重装備
選 。
汚染 前提 場合 可能性 ⾼ 場合 、 ⼿袋 ⼆重
、外側 ⼿袋 交換 運⽤ 必要 。
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⽪膚 被 線量 計算式； Ｈ＝Ａ・Ｄ・Ｔ・Ｋ（nSv）
Ａ：単位⽪膚表⾯汚染密度 吸収線量
〔（nGy/h）/（Bq/cm2）〕（⽪膚表⾯ 70μm直下） 図（参
考資料 参照） 読取

Ｄ：汚染 箇所 表⾯汚染密度（Bq/cm2）
Ｔ：⽪膚被 継続時間（h）

例 、I-131 表⾯汚染密度120 Bq/cm2 汚染 、汚染 除
染 完了 ２時間 、⽪膚 被 線量 0.34mSv

。
放射線業務関係者 ⽪膚 関 等価線量限度500mSv（緊急時
1Sv(1,000mSv)） 、⼩ 分 。
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時間；30分
内容

• 表⾯汚染
• 汚染検査
• 表⾯汚染計 使⽤⽅法
• ⾝体 汚染検査
• 記録⽤紙 例
• 表⾯汚染 測定時 注意点
• 表⾯密度 計算
• OIL4
• 医療機関 汚染検査
• 除染
• ⾝体除染

別 - 208



放射性物質 体表⾯、⾐服、資機材等 付着 状態 表⾯汚染 。体
表⾯ 汚染 放射線 、 強 、近 対応 危険
外部被 。
原⼦⼒災害 放射線災害 汚染 関与 、汚染拡⼤防⽌ ⾏
。。 表⾯汚染計 汚染 程度 測定 、防護服 ⽪膚、⾐類

等 付着 防⽌ 。
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表⾯汚染検査 、物体 ⾝体、⾐服 付着 放射性物質 量 測定
。

表⾯汚染 程度 測 測定器 、測定器 ⼊ 放射線 数 １分間
当 １秒間当 計数 表⽰ 、単位 min-1、s-1 使
⽤ 。測定器 種類 、GM計数管式 、
式 。 線 表⾯汚染 計測 、GM計数管

式 ⽤ 、 線 表⾯汚染 計測 、ZnS(Ag)
⽤ 。ZnS(Ag)

、 線 測定 、GM計数管式
、 線 測定 。
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基本的 表⾯汚染計 使⽤⽅法 以下 。
1. 電源 ⼊ 。

電池 使⽤ 、電池 残量 確認 。
2. （B.G.） 測定 。

⾃然界 放射線 存在 、⾃然界 放射線 測定
。 、測定結果 計数値

値 差 引 正味 計数値 得 。
3. 汚染 判断 基準値 警報値 設定 確認 。

同 表⾯密度 測定器 測定値 異 。 、測定器
警報値 設定 機種 。

4. 測定 開始 。

放射線測定器 、経年劣化 。 、測定器 性能
最低 年1回 校正 推奨 。放射線測定器 校正 、

国家計量標準 基準測定器 値（基準値） 、測定器 値（測定
値） ⽐較 、測定器 指⽰値 正確 確認 作業 。

、検出部 汚染 等 覆 。使⽤中
等 汚染 場合 、 等 交換 。
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⾝体 汚染検査 、GM計数管式 使⽤ 、全⾝ 測
定 。原則 、検査 ２⼈１組 ⾏ 、１⼈ 測定 、 １⼈
記録 ⾏ 。要員 余裕 、検査員２⼈ 協⼒ 検査 、時間
短縮 可能 。
全⾝汚染検査 、頭 先、背中側 検査 。

、全⾝汚染検査 、⼀⼈当 約10分 時間 要 。
簡易汚染検査 、頭部、顔⾯、肩、⼿指、靴 汚染 付着
部位 検査 。 場合 、全⾝汚染検査 検査時間 短縮

。
汚染検査 結果 記録⽤紙 記載 。
⼝⾓、⿐周囲 顔⾯ 汚染 確認 場合 、放射性 吸
⼊ 疑 、体内汚染 有無 判断 、⿐腔 綿棒
採取 。汚染検査 結果、有意 体内汚染 可能性 ⾼ 判断
場合 、WBC（ ） 甲状腺 内部被

評価 必要 。 検査 、被 医療機関等 設置
WBC、甲状腺 利⽤ 。
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記録⽤紙 、被検査者⽒名、測定年⽉⽇、時間、測定器機種、測定器番
号、 値、測定者⽒名、記録者⽒名、除染 要否等 記載

。
情報 、後⽇、表⾯密度 求 可能 。

測定結果 、汚染 部位 ○ 囲 、計数値 記載 。
除染 場合 、除染 回数 ○ ⽰ （例；1回⽬ 除染①、2回⽬ 除
染②）、除染後 計数値 記載 。
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測定器 （検出部） 放射性物質 付着 。通
常 袋 覆 、汚染 袋等 交換

。
、被災者 放射線被 対 不安 考慮 、

。
測定時 、測定 対象物 ⼀定 距離 保 、⾓度 ⼀定 保
、 動 注意 。
計測 表⾯ 距離 離 計数値 ⼩ 。 、距離
異 正確 評価 。
GM 、検出部 窓以外 線 ⼊射 。
表⾯ 検出部 ⾓度 異 検出部 距離 異 。 、表
⾯ 検出部 ⾓度 ⼀定 保 。
表⾯汚染検査 、検出部 １秒間 5〜6cm 距離 動 。速度
速 、指⽰値 表⽰ 前 汚染 箇所 移動 、汚
染 ⾒逃 。
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表⾯汚染 、単位表⾯積 存在 放射能(Bq/cm2) 表 、 表⾯
密度 。
表⾯汚染 測定器 得 計数(min-1) 表⾯密度 求 、
計算 必要 。
機器効率 、標準線源 対 ⼀定 条件 測定 時 線

線表⾯放出率 対 測定器 正味 計数率 ⽐（線源 放出
放射線 量 測定器 検出 放射線 量 ⽐率） 、測定器
異 。測定器 校正 場合、校正証明書 記載
。線源効率 、汚染表⾯ 材質、状態等 線

線 散乱 吸収 程度 ⽰ 。測定器 ⼊射窓⾯積 取扱説明書
記載 。
同 汚染 測定 、測定器 異 測定器 機器効率、⼊射窓⾯積
異 、実際 表⽰ 計数 異 。 、同 現場 、

異 種類 表⾯汚染 測定器 使⽤ 場合、除染 適応 同
表⾯密度 統⼀ 、 測定器 計数 設定 必要

。
線源効率
β線最⼤ 0.4MeV以上；0.5
β線最⼤ 0.15 0.4MeV；0.25
α線放出核種；0.25
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OIL4 不注意 経⼝摂取、⽪膚汚染 外部被 低減 、
除染 講 基準 。
基準値 超 場合 、迅速 除染 。
原⼦⼒災害 発⽣ 、最初 １ ⽉ β線 40,000cpm 基準値 。
主 放射性 素 想定 、 ⽇本 広 ⽤ ⼊射

窓⾯積 20cm2 測定器 計数値 想定 。 場合、表⾯密度
約100Bq/cm2相当 。他 測定器 使⽤ 場合 、 表⾯密度
計数値 計算 。
原⼦⼒災害 発⽣ １ ⽉後 、OIL4 β線 13,000cpm 。

、半減期 短 放射性 素 減少 、汚染 主体 放射性
。 場合、表⾯密度 約40Bq/cm2相当 。
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救命 蘇⽣ 必要 処置 優先 。 、臥位 傷病者 汚染検査
、背部 汚染検査 忘 。
病院 除染 、創傷部 汚染 可能 限 除染 。 、健常⽪膚
部 汚染 、除染 効果 、可能 限 除染 。

除染 、医療 時間（傷病者 負担 含 ） 除
染 効果（低減 線量） 判断 。
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汚染 、除染 。除染 、放射性物質 拭 、
除去 事 。
拭 布 、汚染 付着 。 、汚染 広

袋 ⼊ 保管 、可能 除染 。廃棄
使 捨 不織布等 使⽤ 場合 除染 場合 、廃棄

。
除染 、基本的 本⼈ 実施 、必要 場合 、介助 。

、除染 早 実施 。 、汚染拡⼤防⽌
、汚染 被 低減 事 。除染時

、汚染 広 、汚染 中⼼ 向 拭 原則
。 、頭髪 顔⾯ 除染時 、流 ⽔ 飲 込 注意

必要 。
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被災者 汚染 、 場合、⾐服 、脱⾐ 除染
。脱⾐ 搬送 場合 、 始 。汚染
⾐類 、 袋 ⼊ 、⽒名・⽇時 明記 貼 、保管

。着替 等 ⽤意 望 。
脱⾐ 約９０％ 汚染 除 。
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頭髪 湿 布 ⽑先 向 拭 取 。 除染 不⼗分 場
合 、 頭髪 洗 等 処置 ⾏ 。頭髪 切 、通
常⾏ 。
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⽬ 清潔 ⽔ ⽤ 、洗 、除染側 下 受⽔器
当 洗 流 。⽔ ⿐側 外側 流 。
⿐ 本⼈ ⿐ 、湿 綿棒 軽 拭 取 。
⼝ ⼝⾓ 綿棒 拭 取 、洗 、 。
⽿ 表⾯ 湿 拭 取 、聞 痛 異常
無 確認後湿 綿棒 ⽿ ⽳ 拭 取 。

他 ⽪膚 湿 拭 取 。 場合 、⽬、⿐、
⽿ 除染 ⽤ 濡 ⽔（汚染⽔） ⼊ 注意 。

処置 ⽣ 洗 ⽔、 、綿棒等 、場合 測定・
分析対象 、安易 廃棄扱 。
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⽪膚 除染 湿 等 取 ⾏ 。
拭 取 、常 汚染 中⼼ 向 ⾏ 、汚染 拡 注意
。 ⼀度使⽤ 再使⽤ 。

⽪膚 除染 、除染効果 期待 、通常 ２回
程度 ⽬安 。
落 、過度 除染 試 、健常 ⽪膚 傷 、
逆効果 。
除染 落 、汚染 拡散・拡⼤ 、

、 部分 等 覆 、 ⾼度 除染 可能
機関 搬送 対応 考 。
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・電源 約２秒間押 、液晶表⽰器 表⽰ 下記 、
⾃動的 電源 等 ⾏ 、問題 測定状態 。

ＡＬＯＫＡ ＴＧＳ−１４６ ：形名
↓

15／０2／１4１３：３０ ：時刻
↓

ＢＡＴＴ．＝■■■■ ：電池残量
↓

ＡＬＡＲＭ ＯＦＦ ：警報動作設定
↓

ＨＶ＝ＯＫ ：ＨＶ状態
↓

３ ０ ：測定状態
↑ ↑
時定数 計数率
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、 表⽰ 、以下 。
・電池残量表⽰
電池残量表⽰ BATT.＝■□□□ 点滅 場合、
予告表⽰ 電池 早 交換 。 、測定中 液晶表⽰器 左

“B” 点灯 場合 同様 。
・HV状態表⽰
HV＝ERROR 、HV出⼒異常 、正 計測 、調整

等 依頼 。
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時間：30分
内容

•安定��素剤�服⽤等�関�響検����
•放射性��素�摂取経�
•安定��素剤服⽤�必要性
•放射性��素��響健康障害
•安定��素剤���
•服⽤対象者
•服⽤量、服⽤回数
•安定��素剤��作⽤
•過剰服⽤��響影響
•�作⽤健起��服場合�対�⽅法
•服⽤���健必要�場合
•安定��素剤配布�服⽤指⽰
•�災業�関係者�安定��素剤服⽤
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検����会合��能�、「安定��素剤�配布・服⽤��服��」等�
��内容�確認素⾏能��素�出�響����、関係��体�実情等素��
�、安定��素剤�配布⽅法等�係響����能�検�⽤、WHO����
��2017年������素���服����能�、7��提⾔健報告��⽤�
取�������⽤服�
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原⼦⼒発電所�事故時�⼤�中�放出��服放射性��素素含�放射性物
質�摂取経��⽤��、吸�摂取�経⼝摂取健�����
吸�摂取�、�吸����放射性��素素含�放射性物質素吸能����
性、体内�放射性��素素取������
経⼝摂取�、⼤�中�放出��服放射性��素素含�放射性物質健���
����⽤服後、�作物、��物�移⾏⽤服�、飲���取����服�⽤
�、⾷事����⾷�響��性体内�放射性物質素取������
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体�中�取����服放射性物質�、����積⽤服�、���性体外�
����服�⽤���������������響��性体内�放射性物質
�量健半分��響時間素⽣物学的半減期�⾔能����服、放射性物質�含
��響放射能�時間����減��能�服�（物�学的半減期）、体内�放
射能�時間経過���減��能����体内�取����服放射性物質健、
物�的減��⽣物学的�����⽅性、半分�量��響�響�性�時間素実
効半減期�⾔能���
内部被���放射性物質健体内�存在⽤�能響間�被��⽤続�響���
�����⽤�⽤、内部被��性�外部被���異��、預託実効線量健1
�����（Sv）素����急性�症状健性響�������������
�服、放射性物質性�響元素��������積�響��健異�����
服���、放射性��素�甲状腺��積⽤、������������集積
⽤�能服�、全���影響�少�能�健特�性��放射性��������
��性質健����、量�違能�����健、特定����集積��、全�
�分布⽤���
���������、時間経過����放射性物質�体内�留量���量
�変化⽤���
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内部被��線量�、放射性物質素摂取⽤服後、体内�����響�性�
間、��物質�体内���響壊変����放射��響線量率素時間積分⽤服
値�能���������
���、成⼈性���放射性物質�摂取後50年間、⼩児性�摂取��70歳
�性�被��線量素⾜⽤合��服��性、預託実効線量�能能、単位�Sv
（�����）性表�����
放射性��素（I-131）�放射性����（Cs-134、Cs-137）�実効半減期
�����7.5⽇、96⽇、110⽇＊��性、50年後�性体内�留�響量�⾮常�
少�能性��

＊IAEA「EPR-INTERNALCONTAMINATION2018Medical
ManagementofPersonsInternallyContaminatedwithRadionuclidesina
NuclearorRadiologicalEmergency」
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��素�甲状腺�����成分性、体内性�����健甲状腺内�存在⽤
���
甲状腺�����、新���素�⽤服�、⼦供性�成⻑素��⽤���甲
状腺�����、全�����作⽤⽤�、�吸量、������⽣量健増⼤
⽤���
甲状腺�、�部前��位�⽤、⼤⼈性�15〜20g、3〜5cm��健�素��
服���形素⽤�能���
放射性��素素吸��服�経⼝摂取⽤服場合、���化���⾎液中��
�、吸収��服放射性��素�10〜30％健甲状腺�集積⽤���甲状腺�集
積⽤���服放射性��素������中�����、体�外�性���甲
状腺�集積⽤服放射性��素������線健放出��響�性、甲状腺��
�健障害素����������
安定��素剤素適切������性服⽤⽤����、放射性��素健甲状
腺�集積�響�健阻害�������服�、原⼦⼒災害時�放射性��素�
��中��放出�可能性健�響場合�、事前�安定��素剤素服⽤⽤���
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放射性��素健甲状腺�極��⼤量�集積⽤服場合、甲状腺���健放射
線�影響性���素起�⽤、���果、急性障害�⽤�甲状腺�����分
泌健低下⽤�甲状腺機能低下症健起�����甲状腺機能低下症�症状�、
��性�低下、全����、�⼒�、�����、発��減少、��、体�
増加、低体�、��、�整���健�����
�服、�発性障害�⽤�、放射性��素健甲状腺�集積⽤、放射性��素
健放出�響放射線����数年〜数�年後�甲状腺健�素発症�響可能性健
�����
�島、⻑��原爆被爆者��学調査��������原⼦⼒発電所�事故
後�調査������、甲状腺被��線量健増加�響�従��甲状腺健�発
⽣率�上��響��健⽰���能����服、原爆被爆者�調査性�、甲状
腺被�線量�甲状腺健�発⽣率�線形�線量反応関係健認���響��健�
�����、甲状腺吸収線量性100〜200mGy素��響線量��甲状腺健��
増加健���響可能性健�����

※����性�、被��線量�単位�⽤�Gy�Sv健⽤能���能���
特定���・���対�響放射線�影響�被��線量��関連性素調�響
時�、����・���吸収線量（Gy）素評価⽤���⼀⽅、線量係数�
���計�性�響実効線量（Sv）�、各��・�����性素考慮⽤服全�
�対�響低線量����対�響指�性��、確率的影響����増加健��
��能低線量���能�、���素低減�響�����必要性素判断�響基
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��⽤��⽤性����低線量�性�放射線���、放射線�発健���伝
性���対�響�����⽤�関係⽤���、影響�確率的性�響����
能���
�服、�線量性特�緊急時�状況��能��、放射線被���確定的影響
（��反応）素引�起����健�響服�、⽐較的�能線量�定量化�服�
��反応�関係�響場合�、等価線量、実効線量（Sv)�⽤能響��性���、
吸収線量（Gy)����評価���性�響����能���
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甲状腺�性�����分��⽤��、��健�、��健�、低分化健�、
��健�、未分化健�、�性����健�����甲状腺健��発⽣率�
����60〜70歳�性、��健��⽐�響�20〜30歳���年者性�発症�
⽐較的�能性��甲状腺健��⽣��後�10年⽣存率約90％�⽐較的��性
��
放射線被�������発��響甲状腺健�������、甲状腺���
�����響��健�性、⼀般的��後健�能����能���
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放射線被�����甲状腺健�健�発��、��発⽣確率�、特��幼児
��能��������
�������原⼦⼒発電所事故性�、放射性��素��響甲状腺�内部
被��健������⽤服�
�������原発事故性�調査性�、過剰�対����⼤���、2.21
／１万⼈・年・Gy性��⾔能��響�、１万⼈�甲状腺等価線量���健
100mSv�場合、40年間性8.8⼈�甲状腺健�健過剰�発⽣�響������
��
健�性���響⼈健被����能���⽐������増加�響��⽐率
素表�⽤服�健過剰相対���性��、��率健����上����服�素
表���健過剰�対���性��
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甲状腺健��、内部被��以外性�原爆被爆者�医療被��性�外部被�
��起因�響��������原⼦爆弾被爆者�追跡調査性�、甲状腺被�
�線量�増加�伴能、甲状腺健��発⽣率�増加⽤���、線形�線量反応
関係健認����能���
過剰相対����、性別�年齢素⼀致��服対照群�⽐較⽤�被��群�
���健何倍����能響�素⽰���健相対���性、相対���健１性
���影響健�能��������過剰相対����、相対�����１素
引能服��性、過剰�����素⽰⽤服��性��能���対照群�対�響
⽐率素⽰⽤�能���
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原⼦爆弾被爆者�調査性�、被��時�年齢健低能��甲状腺健��過剰
相対����増加⽤、���健�能��健⽰����能���特��歳未満
性���性�響��健⽰����能���
�服、�達年齢70歳�ERR/Gy�、被爆時年齢10歳性1.21、30歳性0.57、50
歳性0.27������、被爆時年齢健10年増加�響�従能過剰相対���健
31%減少⽤�能服���⽰���能���
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放射性��素�、�吸���吸����、���⾎液中�移⾏⽤����
服、吸���服放射性��素�⼀部�、⾷�、�化���吸収���⾎液中
�移⾏⽤���取����服放射性��素�約10〜30������、24時間
以内�甲状腺�集積⽤、���⼤部分�、�������中��������
健康�⼈健安定��素剤素服⽤�響�、服⽤後1〜2時間以内�、���中
��量健�⼤��������後、時間������量�減少⽤、72時間後
��服⽤⽤服安定��素剤�����健体���������
安定��素剤�服⽤��響放射性��素�甲状腺��集積素低減��響効
果�、����安定��素剤��共存����⾎中�放射性��素�甲状腺
��取����合�響�����内����素�取��素�制�響����
����
安定��素剤�、放射性��素以外�内部被�������等��響外部
被���対�響��効果�全��能服�、避�、⼀時移転、屋内退避、飲⾷
物�摂取制�等����������合����⽤�響��健�要性��
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放射性��素素吸��響能�、摂取�響前24時間以内�服�２時間以内�、
安定��素剤素服⽤�響�、放射性��素�甲状腺��集積素約90����
�以上�制�響��健性�����性�放射性��素健吸���服後性�数
時間以内�服⽤性���、約40�������制効果健期�性����
⽤�⽤、放射性��素���露後16時間以降性�����効果�����
�能�報告���能����服、甲状腺機能��症��者����性�、放
射性��素���露後24時間以上経過⽤�安定��素剤素服⽤�響�、甲状
腺��積⽤服放射性��素�⽣物学的半減期素�⻑��響��健分����
�、服⽤�������������性����害性健⼤���響可能性健
�����
成⼈性�、��素量30mg以上性���、放射性��素�甲状腺��集積
素効果的��制性����⽇本性医療⽤医���⽤��認���能響安定�
�素剤（��化����丸）50mg���素素38mg含�⽤�能響�剤性、成
⼈�場合１回性2丸�服⽤健必要������

出典：Becker,JAMA1987:258:649-654
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Zanzonico���響�、��化����（安定��素剤）100mg�経⼝投与
�������放射性��素�摂取後素評価⽤服���、放射性��素�摂
取24時間前、72時間前、96時間前���化����服⽤性、����93％、
32％、5％�阻害効果健�響�報告���能����服、放射性��素摂取2
時間後、8時間後、24時間後���化����（安定��素剤）100mg�経⼝
投与性�、����80％、40％、7％�阻害効果健�響�報告���能���
������、放射性��素���露��響24時間前����露後２時間�
性�安定��素剤�服⽤健効果的��⾔����

出典：Zanzonico,Pat;Becker,David,HealthPhysics.78(6):660-667,June
2000.
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年齢健低能��放射性��素��響内部被���健康影響�⽤�甲状腺健
�等�発症����健���������服�、服⽤素優先���対象者�、
妊婦、��婦��未成年者(�幼児素含��)性����婦、新⽣児���幼
児��能��、�体健摂取⽤服��素(放射性��素��安定��素)��⼤
1/4��健���移⾏�響����能響服�、�体健放射性��素���露
��服場合��、��素�⽤��児健放射性��素���露��響���健
�響����、����素⼀時的�中断⽤服上性�児�安定��素剤素服⽤
��響��健適切性��安全性健確認��服���素確保性��能間�、�
���素�続�響��健考������
⼀⽅性、緊急時�����素⼀時的�中断�響���(�体��⽤���緊
満��響�腺�、�児��⽤���以外素�����能場合���、低⾎�
等)��能���分�考�響必要健��、�体健定���服⽤量�安定��素
剤素単回服⽤⽤服場合、���移⾏�響安定��素健�児�甲状腺機能�与
�響健康影響�⼩�能����、�体�放射性��素��響内部被���可
能性健低能��素前提�⽤�������続⽤、�児���定���服⽤量
�安定��素剤素服⽤⽤�����、�児���特�新⽣児健安定��素剤
素服⽤⽤服場合��、甲状腺機能低下症�関�響経過観察素⾏���健適切
性��
原爆被爆者��能��、成⼈期以降�被��⽤服者���響甲状腺健��
発症��能��計的��������上��確認������、�����
��原発事故�被災者��能��、甲 状腺健��発症�����上�健��
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�性�響��18歳未満�者性、��中性�特��歳未満��幼児�甲状腺
健�健�発⽤�能響����、服⽤素優先���対象者��幼児素含�未成
年者性���服、WHO������2017年���能��、40歳以上�者�
�安定��素剤�服⽤効果�����期�性��能����能���⽤服
健��、40歳以上�者�安定��素剤素服⽤�響必要性�低能性�健、40歳
以上性����妊婦����婦�、�児���児�対�響放射性��素��
響甲状腺�内部被���健康影響健⼤�能����、安定��素剤�服⽤素
優先���対象者性��

出典：原⼦⼒規制�原⼦⼒�災�：安定��素剤�配布・服⽤��服��
（令和元年7⽉3⽇全部改正）
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服⽤回数�原則1回�⽤、�数回�服⽤素⽤����能���避�等���
��素��響��素前提�⽤�能���服�⽤、放射性��素��響内部被
���可能性健24時間以上�続⽤、���服⽤健��素��能場合�、24時
間�間�素���服⽤�響������能���
年齢�応影服服⽤量素表�⽰⽤���適切�服⽤量素���服⽤⽤��効
能⼜�効果素��響�������能����、適切�服⽤量素�響必要健
�����
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安定��素剤��作⽤�⽤��、急性������反応�甲状腺�����
分泌異常��響中⻑期的�健康影響健考������
【急性������反応】
�����影剤���引�起���響���������������素
含������反応�、��素含�量�投与⽅法等健異��、安定��素剤
�服⽤性⽣影響可能性�極��低能性��
安定��素剤�含��響��化������������症状健⽣影響可
能性�極��低�、��化����以外��加物��能��、���剤��
⾷��加物�⽤��⽤���能響�⽤実��、含�量健�量性�響����
安全性�極���能�能����
�������原⼦⼒発電所事故時�安定��素剤�服⽤素実施⽤服��
���性�、5,061名�成⼈���2名健緊急対応素必要��響������
素発症⽤�⽤服健、������������症素発症⽤���、安定��
素剤�服⽤���確�因果関係�⽰���能����
東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所�緊急作業�従事⽤服者���約2,000⼈健
安定��素剤素服⽤⽤�下健、急性������反応�報告������性
⽤服�
�����、������������素含�急性������反応�極
����性�健、地⽅公共団体�、��所等性�体制整備����可能�医
療機関��連�等���、適切�対応素⾏�必要健�����

別 - 244



【中⻑期的�健康影響】
甲状腺�����分泌異常��響中⻑期的�健康影響��能��、単回服
⽤性⽣影響可能性�極��低能�
�������原⼦⼒発電所事故時�安定��素剤�服⽤素実施⽤服��
���性�、12,641⼈�16歳未満�者素含�34,491⼈��能�、永続的�甲状
腺機能障害�⾒�����服�⽣後1⽇⽬�安定��素剤素服⽤⽤服新⽣児
3,214⼈性�、甲状腺機能低下症健12名（0.37%）�認���服健、16〜20⽇
後�����正常化⽤服��健報告���能響�
東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所�緊急作業�従事⽤服者���約2,000⼈健
安定��素剤素服⽤⽤服�安定��素剤素連続14⽇間以上⼜�合計20丸服⽤
⽤服229⼈（���男性）中3⼈（1.3%）�、⾎液検査性⼀過性�甲状腺機能
低下症健疑��服��服、229⼈中4⼈（1.7%）�⾎液検査性潜在性�甲状腺
機能低下症健疑��服健、⼀般⼈⼝���響⽐率��違能�認������
服�
甲状腺�����分泌異常��響中⻑期的�健康影響�、妊婦�単回服⽤
�場合、⼀般成⼈������響�甲状腺機能�正常範囲内�⼀過性�変化
性�響�考���、経過観察素優先���対象者�新⽣児性��
服⽤後数⽇以降�経過観察��能�、特�新⽣児健服⽤⽤服場合�甲状腺
機能低下症��能��配慮健必要性��、⾎液検査等��響確認素⾏���
健考������
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安定��素剤�成分、��素（���）�対�響過�症（�����）健�
響場合�、安定��素剤�服⽤性�����服⽤�適切�⽬��者�⽤��
�⽤���
��場合�安定��素剤�服⽤���起���響症状性�健、安安定定����素素剤剤
素素適適量量服服⽤⽤⽤⽤服服場場合合��、、健健康康影影響響健健⽣⽣影影響響可可能能性性��極極����低低能能性性����
• ����影剤過�症��影剤過�症�����要因��響過�症健含��
���、��⼀部健��素過�症�考������⽤�⽤�影剤過�症�
含��響��素過�症��合���性�������服�、�����影
剤過�症�⼈健、安定��素剤服⽤������素過�症素発症�響��
�����健、�影剤過�症�⼈�、事前���素過�症健�響�医��
相�⽤�����健��⽤能性��

• 甲状腺機能��症���素�甲状腺摂取率健上�⽤�能響服�、安定��
素剤素服⽤�響�病状��化���健�����

• 甲状腺機能低下症��化�響��健�����
• �機能障害、先�性���症、�����⾎症�安定��素剤��、��
��健含��響服�、⾎��������上�����病状健�化�響�
�健�����

• 低�体⾎症性����⾎��、��������状����⽇本性�、極
����病�性����健、��素�過�性�響�考������、��
素摂取���病状健�化�響�⾔���能���

• ������素������集�����、��素����響��健��
���
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�在服⽤⽤�能響�剤�安定��素剤素�⽤⽤服場合�起���響症状性�
健、安安定定����素素剤剤素素適適量量服服⽤⽤⽤⽤服服場場合合��、、健健康康影影響響健健⽣⽣影影響響可可能能性性��極極��
��低低能能性性����

• カリウム含有製剤：カリウム補給・・・⾼カリウム⾎症
• カリウム貯留性利尿剤：⾼⾎圧症・・・⾼カリウム⾎症
• リチウム製剤：双極性障害・・・甲状腺機能低下症
• 抗甲状腺薬・・・甲状腺機能低下症
• ACE阻害剤：⾼⾎圧・・・⾼カリウム⾎症
• アンジオテンシンII受容体拮抗剤：⾼⾎圧・・・⾼カリウム⾎症
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��的����素�備�響��(PrecautionaryActionZone;PAZ)性�、全
�緊急事����服場合�、避���、服⽤指⽰�基��速���安定��
素剤素服⽤⽤���������速�服⽤素可能��響服���、地⽅公共
団体������対象住⺠�対⽤�事前�安定��素剤素配布⽤���必要
健�����
事前配布⽅法�、原則�⽤�医���響��、����安定��素剤�配
布性����会等��能�、�剤��医����⼒素要��響��健性��
��

緊急����素�備�響��(UrgentProtectiveActionPlanningZone;
UPZ)性�、全�緊急事����服場合�、避��服�⼀時移転��、原⼦⼒
規制委員会健配布���服⽤�必要性素判断⽤、原⼦⼒�災対策本部�服�
地⽅公共団体健服⽤素指⽰⽤���地⽅公共団体�、避��服�⼀時移転�
��安定��素剤素緊急配布性�響体制素整備�響必要健�����

別 - 248



地⽅公共団体�、原則�⽤�医���響住⺠����会素定期的����
響必要健�������会��能��、原則�⽤�医����、安定��素
剤�配布⽬的、効能⼜�効果、服⽤指⽰������連�⽅法、配布後�保
�⽅法、服⽤時期、服⽤素優先���対象者、�作⽤等�留��等素��⽤、
���素��⽤服�������安定��素剤素配布⽤���地⽅公共団体
�、配布等素���⾏�服��、��会等��能�、�剤��医����⼒
素要��響��健性����
地⽅公共団体�、��会��加性��能住⺠�対⽤��、医���響��
素��響��健性�響保健所等�公共施��医療機関�住⺠健出��、��
素��服上性��性�響��対応�響必要健�����
地⽅公共団体�、住⺠����会素定期的����響��素前提�⽤服上
性、地��実情素���、地��医�会���剤�会��体的�配布⽅法等
素���上、�剤�会会員健所��響��等素指定⽤、����等性、安定
��素剤素配布�響���性����
地⽅公共団体�、住⺠����会��加性��能住⺠�対⽤�、地⽅公共
団体健指定�響��等�住⺠健出��、�剤�等��響��素��服上性安
定��素剤素��性�響��対応�響必要健�����
��会⼜�地����等��能��、住⺠健安定��素剤素��取響��、
住⺠健��⽤服��������照�⽤合���、保健�、�剤�等���
�健確認�素��⽤、安定��素剤�取�能�係響留�事���能���⽤
�能響�等素確認�響服�、��������提出素��響��健必要
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配布場所
備�場所��影�服������施�
避�経�上、住�地���性����健�能場所等�住⺠健避����容
������響���

配布⽅法
住⺠健配布�服��屋外�����素避�、屋内��内性�機性�響��
�配布場所素指定
備�⽤��響安定��素剤素地⽅公共団体�員等健備�場所���出⽤�
配布⽤、指⽰�従能服⽤��響
�����能��、事前配布����取�����健��⽤能健、時間的
制約等���対応健���場合��、⼝���響確認等性���響���考
���響
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安定��素剤�服⽤�、��効果健服⽤�時期�⼤��左右��響服�、
原則�⽤�、原⼦⼒規制委員会健必要性素判断⽤、��判断�基��原⼦⼒
災害対策本部⼜�地⽅公共団体�服⽤�指⽰素出⽤、住⺠等���指⽰�基
��服⽤⽤���
��性、住⺠等�安定��素剤素適切�服⽤��響服���、原⼦⼒災害
対策本部⼜�地⽅公共 団体�指⽰素服⽤���住⺠等�性速���伝達�響
��健必要������⽤服健��、各家庭�� ���、服⽤���対象者
健集�響保育所、幼稚園、学校、病院、会社等�対⽤��情報提供素⾏ �
等、状況����服情報伝達網�整備健必要性��
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�災関係者���、原⼦⼒施�内��能�災害�発��響事�素���響
��等�災害応急対策��素実施�響者性、����被��健����響�
���響場合�、甲状腺等価線量素�時��定性�響計��健�能��、�
����等��備�機能素考慮⽤��、甲状腺機能低下症�急性障害素��
�響服�、��服�、安定��素剤�服⽤��能�考慮⽤���
�服、�災関係者健住⺠�避���、連�等�服��全�緊急事�以降�
�能�屋外性災害対策業��従事�響場合�、各所�機関��安定��素剤
�配布素����⾏⽤、服⽤�指⽰�基��、安定��素剤素服⽤⽤���
�服、作業健１⽇以上�続�響場合�、連続服⽤�考慮⽤���業�健⻑期
���場合��、��要員素確保�響等���、安定��素剤素�数回服⽤
�響必要��能��素整�響��健��⽤能性������業��関�響可
能性健�響���、事前��育��素��響�、���相��響����素
��⽤�����健��⽤能性��
放射性��素健����存在⽤�能場合�、原⼦���転��後��時間
健経過⽤�、放射性��素健���������能響場合��、安定��素
剤�服⽤�必要������
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時間：30分
出典；原⼦⼒災害時 避難退域時検査及 簡易除染 （原⼦
⼒規制庁） 抜粋
内容
• 避難帯域時検査 概要
• 避難帯域時検査 流
• 検査及 簡易除染 体制
• 標準的 要員 役割 ⼈数
• 資機材
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原⼦⼒災害時 、国⼜ 地⽅公共団体 、放射性物質 放出
前 予防 的 実施 避難 指⽰ 他、放射性物質 放出 後 緊急

時 結果 必要 判断 場合 、「OIL1 基
防護措置 住⺠ 避難 ⼀時移転(以下：避難等)」 指⽰ 出

。
OIL 基 防護措置 避難等 際 、避難 ⼀時移転 ⽅

汚染状況 確認 ⽬的 実施 検査 「避難退域
時検査」 。
対象者 、OIL 基 防護措置 避難等 指⽰ 受 住⺠等 、避
難等 指⽰ 後 、 指⽰ 対象 区域 避難等 住⺠

、労働者 旅⾏者等 ⼀時滞在者 含 。
検査 指⽰ 、国 OIL 基 防護措置 指⽰ 地⽅公共団体 実
施 指⽰ 。
検査場所 、原⼦⼒災害対策重点区域 境界周辺 (境界 概 数

範囲) 避難所等 場所 、地域 実状 踏 選定 。
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⾃家⽤⾞ 等 ⾞両 利⽤ 避難等 住⺠ 検査 、乗員 検
査 代⽤ 、 ⾞両 検査 ⾏ 。 結果 OIL4 (初期設定
40,000�cpm (β線)）超 場合 、 乗員 代表者 対 検査 ⾏ 。

代表者 OIL4超 場合 、乗員 全員 対 検査 ⾏ 。
携⾏物品 検査 、 携⾏ 住⺠ OIL4超 場合 検査
⾏ 。
検査 結果、OIL4超 住⺠、⾞両及 携⾏物品 簡易除染 ⾏ 。
簡易除染 OIL4超 住⺠ 除染 ⾏ 機関 除染 ⾏ 、簡易除
染 OIL4超⾞両 携⾏物品 検査場所 ⼀時保管 措置 ⾏

。
、検査 実施 際 、要配慮者 対 健康上 配慮等 必要

。例 、避難所等 離 場所 ⾏ 場合、 検査 健康
⾼ 判断 要配慮者及 ⾞両 、避難所等
向 、 健康上 配慮 ⾏ 検査 ⾏

考慮 必要 。

出典；原⼦⼒災害時 避難退域時検査及 簡易除染 （原⼦
⼒規制庁） 抜粋
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検査及 簡易除染 ⾏ 者 、検査場所 規模 応 、⾞両
誘 導 ⾏ 交通誘導員、空調等 運転保守要員、受付・説明員、通信・連絡
員等 配置 望 。
出典；原⼦⼒災害時 避難退域時検査及 簡易除染 （原
⼦⼒規制庁） 抜粋
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検査 効率化 図 、検査対象 ⾞両、住⺠及 携⾏物品 数
応 、上記 ⽰ 複数配置 他 ⽀援
間 役割分担 調整、必要 応 各 要員 増員 考慮 。
検査責任者及 補佐 、原則、地⽅公共団体 職員(⼜ 地⽅公共団体 指
定 者) 、原⼦⼒防災 関 基礎的 研修 受講 者、同等 知識
有 者⼜ 実 務経験者等 中 、検査会場 全体統括 、 役割
果 者 担 。

、検査責任者及 補佐 除 要員 、本 ⽰ 検査及
簡易除染 実践 、原⼦⼒防災 関 基礎的 研修及 機器 取
扱 実習 、予 受講 望 。
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数量等 数等 応 調整 。
• 個⼈被 線量計 、原則 、⽇本⼯業規格(JIS�Z4511) 準拠 校
正 機器 ⽤ 。 、⻑期使⽤ 場合 、電池 取 外 、
予備電池 ⽤意 。必要数 、要員 交代要員 数 加 、予
備 考慮 。

• 空間線量率⽤ 放射線測定器 、原則 、⽇本⼯業規格(JIS�Z4511)
準拠 校正 機 器 ⽤ 。放射線測定器 、定期的(半年 1�
回以上推奨) 動作確認 ⾏ 、 計測値 異常
確認 。 、⻑期使⽤ 場合 、電池 取 外

、予備電池 ⽤意 。
• GM (⼊射窓⾯積 20cm2)以外 表⾯汚染検査⽤ 放射線
測定器 使⽤ 場合 、指⽰値 OIL4�(40,000�cpm) 換算 個別
確認 。 、機器 仕様 、 針
表⽰ 持 、 表⽰ 、様々 。

• 体表⾯汚染 ⼜ ⾞両⽤ 型 使⽤ 場合 、40,000cpm
検出 性能 確認 。
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検査責任者 補佐 、検査 準備段階 検査終了 間、空間線量率
⽤ 放射線 測定器(NaI 式 等) 使 、
以下 ⽅法 、定期的 測定 ⾏ 。
1. 検査責任者 補佐 、検査場所 屋内・外 2 所程度 選 測定点(定
点) 。測定点 、⾞ 通⾏ 少 、⽬印 、場所 特定
容易 地点 選 。

2. 測定器 準備 、測定点 検出部 地上 1m(腰部付近) ⾼差
⽔平 保 。毎回、同⼀ 向 測定 。

3. 時定数 10秒 、約30秒(時定数 3倍)経過後、指⽰値 読 、記録
。指⽰値 読 ⽅ 、 針 機種 ゙ 、針 振 中央
読 。

4. 空間線量率 測定 、検査 開始 前及 検査中1時間 1回程度⾏
。

5. 測定結果 測定⽇時、測定場所、測定者及 測定値 記録 。
6. 原⼦⼒施設 状況 変化 各 検出報告等、注意 情報
得 場合 、連続監視等、測定 頻度 上 。
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1. 時定数 3秒 設定 。
2. 測定 、10kcpm�(10,000�cpm) 設定 。
3. 計数⾳ (消⾳) 。
4. 検査対象 表⾯ 検出部 距離 数cm以内 保 、毎秒約10cm
速度 移動 。

5. 検査 ⾏ 箇所 、放射性物質 付着 可能性 ⾼ (指定箇所)
。

6. 指⽰値 6kcpm 超 確認 。超 場合 、次
「確認検査」 移⾏ 。

7. ⼀世帯⼜ ⾞両 1�台 検査 終 後、 値 著 変
化 確認 。確認 結果、著 変化 場合 、

交換 。 交換後
値 戻 場合 、他 原因 考 、検査責任者 補

佐 連絡 。
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1. 時定数 3秒 設定 。
2. 測定 、指⽰値 応 適宜、切 替 。
3. 計数⾳ (消⾳) 。
4. 検査対象 表⾯ 、検出⾯ 距離 数cm以内 保 、毎秒約10�cm

速度 移動 。
5. 検査 ⾏ 箇所 、指定箇所検査 検出 箇所 含 検査対象 全
⾯⼜ 簡易除染 ⾏ 箇所 。原則 検査員 検査
可能 範囲 。

6. 有意 指⽰値 ⾼ 場所 縦・横 動 、指⽰値 最 ⾼
箇所 約 10�秒固定 、測定値 読 、OIL4以下
確認 。 減算 ⾏ 。

7. 有意 指⽰値 ⾼ 場所 複数 、 箇所 同様 測定
。

8. 値 確認 処置 、指定箇所検査 7 同様 ⾏
。
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⾞両 以下 指定箇所検査 ⾏ 。
1. (原則 全輪)� 下部 接地⾯( 部) 中⼼ 、側
⾯ 部 検査 。

2. 部( 下部)� 部分 、
下部 周辺⼀帯 検査 。

指定箇所検査 OIL4超 可能性 判定（6,000cpm以上） 場合
、確認検査及 簡易除染 場所 誘導 、「⾞両確認検査及 簡易除染

」 確認検査 実施 。 結果、OIL4超 場合 、簡易除
染 乗員 検査 ⾏ 。
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「住⺠指定箇所検査 」 表⾯汚染検査⽤ 放射線測定器 ⽤
住⺠ 検査 、放射性物質 付着 可能性 ⾼ 、①頭部、顔⾯、

②⼿指、③靴底 指定箇所検査 。 、検査 際 、帽⼦、上着等
着⾐ 、 上 検査 。
指定箇所検査 OIL4超 可能性 判定 場合 、確認検査及
簡易除染 場所 誘導 、「住⺠確認検査及 携⾏物品検査並 簡易除染

」 確認検査 実施 。 結果、 OIL4超 場合 、簡易除
染 携⾏物品 検査 ⾏ 。 、「⾞両確認検査及 簡易除染
」 、当該住⺠ 乗⾞ ⾞両 ⾞内 検査 ⾏ 連絡 、 OIL4

超 場合 ⾞内 簡易除染 ⾏ 。
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「住⺠確認検査及 携⾏物品検査並 簡易除染 」 表⾯汚染
検査⽤ 放射線測定器 ⽤ 携⾏物品 検査 、対象 物品 表⾯
検査 。原則 表⾯全⾯ ⾏ 下 。 、 、

鞄、袋等密閉 、 開封 検査 必要 。
検査OIL4超 場合 、簡易除染 ⾏ 。
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⼀般的 ⾞両⽤ 型 、検出部 ⼤容量
等 ⽤ 、β線 γ線 検出 ⽅式 多

。検出部 移動 2本 構成 、⾞両 、 間
( ) 通 過 ⽅式 。
⾞両⽤ 型 、以下 ⽰ 検査⽅法等 、表⾯汚染検査
⽤ 放射線測定器 指定箇所検査 代 。実際 ⾞両
⽤ 型 導⼊ 、 性能等 確認
下 。

1. 検査員 、通過 ⾞両 ⼤ ( 、乗⽤⾞ ⾞幅等) 合 、⾞
体側⾯ 1.5�m�以内 間隔 設置 。

2. ⼿前 ⾞両 ⼀時停⽌ 、 中⼼線 沿 、
5km/h�以下 ⼀台 通過 。

3. 検査員 、 通過後、⾞両 再度、⼀時停⽌ 。 、要
員 安全 確保 、 ⼜ 、 、

引 確認 。
4. 検査員 、 部( 下部) 表⾯汚染検査⽤ 放射線測
定 器 指定箇所検査 。 部 、⾞体 体 触 程度 、
⼿ 届 範囲 検査 。

5. 検査 終 ⾞両 、次 誘導 。
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原則 、簡易除染員 濡 等 ⽤ 、付着 放射性
物質 拭 取 。拭 取 ⽅法 、以下 。
• OIL4超 箇所 周囲 中⼼ 向 ⼀⽅向 拭 取 。
• 1枚 等 何度 繰 返 拭 取 。
• 1度拭 取 使 等 所定 容器等 ⼊ 。
該当箇所 強固 泥 付着 場合 、洗⾞⽤ 使 、
泥 落 。落 泥 、 受 、 袋等 集 、
⼀般 廃棄物 分別 。
流⽔ 利⽤ 場合 、簡易除染員 吸⼊・汚染防⽌( 、防⽔⽤装備
着⽤) ⽔ 拡散防⽌(周囲 防⽔ 敷 、⽴ 上 設 堰
) 確保 上 ⾏ 。
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脱⾐
⾐服 OIL4超 場合 、原則 住⺠本⼈ 脱⾐ ⾏
。 際、替 ⾐服 予 ⽤意 。 脱⾐ 際 、⾐服 ⾝体
放射性物質 拡⼤ 防⽌ 必要 。 、簡易除染員

住⺠ 以下 説明 指導 ⾏ 。 、⾃分 脱⾐ ⾏ 住⺠
、簡易除染員 ⼿伝 。
・ ⼿袋 着⽤ 。
・ ⾐服 表 中 巻 込 脱 。
・ 脱⾐ 際 ⽪膚 触 場合 、 等 覆 脱⾐ 。
脱⾐後、該当箇所 ⾝体 確認検査 、測定 結果、 OIL4超 場合 、
次 簡易除染 ⾏ 。

、放射性物質 付着 ⼀部分 限 場合 、拭 取
。

拭 取
頭髪 ⽪膚 OIL4超 場合 、原則 住⺠本⼈
等 ⽤ 拭 取 ⾏ 。

簡易除染員 住⺠ 以下 説明 指導 ⾏ 。 、⾃分 拭 取
⾏ 住⺠ 、簡易除染員 ⼿伝 。

・ ⼿袋(⼿ 簡易除染時 着⽤ ) 着⽤ 。
・ OIL4超 箇所 周囲 中⼼ 向 拭 取 。
・ 1枚 等 何度 繰 返 拭 取
。
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・ 1度拭 取 使 等 所定 容器等 ⼊ 。
・ 住⺠ 、⽔ 、布等 使

。
1回 簡易除染 OIL4超 場合 、2�回 ⽬安 簡易除染 ⾏ 、確認検査
⾏ 。
流⽔ 利⽤
流⽔ 利⽤ 場合 、原則 住⺠本⼈ 洗 流 。簡易
除染員 住⺠ 以下 説明 指導 ⾏ 。 、⾃分 ⾏ 住⺠

、簡易除染員 ⼿伝 。
・ ⽬ ⼝ ⽔ ⼊ 。
・ 頭髪 OIL4超 場合 、洗髪 。
・ 傷 場合 、傷⼝ ⽔ 、絆創膏 保護
⾏ 。 、創傷 程度 、医療処置 優先 。
携⾏品 、⽔ 濡 等 拭 取 。所有 者 希望
、本⼈ ⼿袋 上 、拭 取 。
簡易除染 効果 確認⽅法 、「確認検査」 準 ⾏ 。1回 簡易
除染 OIL4超 場合 、2�回 ⽬安 簡易除染 ⾏ 、確認検査 ⾏
。
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＜⾞両＞
⾞両 所有者⽒名、連絡先、年⽉⽇及 検査結果 情報 記録 。
当該⾞両 対 取扱 、例 、検査場所 避難所等 近接

場合 、検査場所 ⼀時保管(駐⾞) 徒歩 移動 考
。⼀ ⽅、避難所等 離 場合 、⼀時保管後、 等 代替

交通⼿段 移動 考 。
＜住⺠等＞
住⺠ ⽒名、連絡先、年⽉⽇及 検査結果 情報 記録 。
当該住⺠ 対 、追加 除染 ⾏ 必要 、検査結果 記載
書⾯ 渡 、 OIL4超 部位 等 覆 拡散防

⽌処置 施 上 、除染処置 専⾨的 知識及 技能 有 機関
移動 願 。

＜⾐類、携⾏物品＞
脱⾐ ⾐服、携⾏物品 、 袋 ⼊ 封 、所有者⽒名、連絡先、
年⽉⽇及⽇検査結果 情報 記録 。 後 取 扱 、(ｲ)�封

避難所等 持参、(ﾛ)�廃棄処分（住⺠ 所有権 放棄 場合）、(ﾊ)�
検査場所 ⼀時保管 。
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簡易除染 発⽣ 等 汚染物（所有者 所
有権 放棄 携⾏物品 含 。） 、「汚染」 表記 袋 ⼊
、⼀般 廃棄物 分別 。 、検査員等 使⽤ ⼿袋
防護服、 等 、汚染 可能性 、同様 取 扱
。

流⽔ 利⽤ 場合等 廃⽔ 処理 、環境 ⼀般 下⽔道 排
⽔ 適切 、「汚染」 表記 ⽸ 容器等
封⼊ 、⼀時的 貯留 。

汚染物等 、計画 定 保管場所 ⼀時保管 。⼀時保管
場所 、住⺠ 要員 出⼊ 少 場所 、可能 、施錠
場所 壁等 囲 、遮 効果 期待 場所
選 。
汚染物等 引取 、地⽅公共団体 、予 、国及 原⼦⼒事業者 協議
上、決 必要 。
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線源 検出部 距離 10mm� 固定 測定 際 40,000cpm（β線）
相当 計数率 得 場合、 線源 対 、時定数3�秒、検出部⼊射
⾯ ⾼ 10mm� 保 、毎秒約10�cm� ⽔平移動 測定 計数
率 最⼤値 6,000cpm�以上 （⽩川芳幸「 適切
使⽤ 応答実験」『ISOTOPE�NEWS』第635�号,�2007�年3�⽉,19-24�⾴
参照）。
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時間；30分
内容

• 原⼦⼒発電所事故 影響
• 原⼦⼒災害時 防護措置
• 原⼦⼒発電所事故時 防護
• 防護措置 効果
• 屋内退避時 注意点
• 医療・福祉施設 避難
• 避難時 注意点
• 避難退域時検査
• 汚染検査
• 原⼦⼒災害時 病院避難
• 避難時 防護対策
• ⾞椅⼦ 汚染検査
• 受 ⼊ 先医療機関 対応
• 屋内退避・避難時
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原⼦⼒発電所 、 核分裂 発⽣ 熱 発電 利⽤
。 核分裂 ⽣ 核分裂⽣成物 、放射性物質 多

含 。
原⼦⼒災害 、事故 燃料 被覆管 破損 、⼤量 放
射性物質 環境中 放出 。
放出 気体状 放射性物質 、雲 状態 ⼤気中 流 。

降 放射性物質 地表 沈着 、野菜 ⾷
物 取 込 。 、 通過 地域 汚染 、

線 外部被 、吸⼊ ⾷事 内部被
。 、原⼦⼒施設周辺 住⺠等 対 放射線

重篤 確定的影響 回避 ⼜ 最⼩化 、及 確率的影響
低減 防護措置 講 必要 。
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原⼦⼒発電所 事故 発⽣ 場合、防護措置 開始 。
緊急時活動 （EAL） 基 防護措置 考 ⽅
予防的防護措置 準備 区域（PAZ） 、確定的影響 回避

、警戒事態 、施設敷地緊急事態要避難者 避難準備 ⾏ 、
施設敷地緊急事態 、施設敷地緊急事態要避難者 避難、住⺠避難
準備及 安定 素剤 服⽤ 準備 ⾏ 、全⾯緊急事態 場合 、
住⺠避難及 安定 素剤 服⽤ 。

、緊急時防護措置 準備 区域（UPZ） 、確率的影響
低減 、施設敷地緊急事態 、屋内退避 準備 ⾏

、全⾯緊急事態 、屋内退避及 安定 素剤 服⽤ 準備 ⾏
。放射性物質 放出後、UPZ及 UPZ外 、OIL 基 、

防護措置 実施 。
PAZ 医療機関 施設敷地緊急事態 、避難 開始 。

施設敷地緊急事態要避難者
避難 実施 通常以上 時間 、 、避難 健康
⾼ 要配慮者等（傷病者、⼊院患者、⾼齢者、障害者、外国⼈、乳幼児、
妊産婦 他 災害時 援護 必要 者 。）、安定 素剤 事
前配布 者及 安定 素剤 服⽤ 不適切 者 、施設敷
地緊急事態 早期 避難等 防護措置 実施 必要 者 。
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放射性物質 環境中 放出 場合、⼤気中 地表 放射性物質
線 外部被 。屋内 滞在 場合 、建物

壁 屋根 放射線 遮 、被 線量 低減 。建
物 ⽊造建屋 建屋 ⽅ 放射線 遮 効果 。

、窓 扉 閉 、⼤気中 放射性物質 建物 中 ⼊
防 、放射性物質 吸⼊ 防 内部被 防護

。
原⼦⼒災害 起 時 防護 基本 、屋内退避 避難 。
⾏動 基準 、原⼦⼒災害対策指針（原⼦⼒規制委員会） 定 、
国 地⽅公共団体 指⽰ 。医療機関 介護福祉施設等 避難
⽀援 必要 機関 、地域防災計画等 定 屋内退避
避難 。
原⼦⼒災害時 、空間線量率 毎時500 超 地域
、直 避難 。 、毎時20 超 地域 、

１週間 ⽬処 ⼀時移転 。 、防護措置 実施 判断 基準
運⽤上 介⼊ (OIL) 設定 。
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屋内退避 防護効果 ⽰ 。 、 137 100
、 他核種 137 同 割合 換算 量、 希 類
全量、環境中 放出 仮想的 事故 想定 。
防護措置 場合 ⽐ 、屋内退避 被 線量 低減

。 ⽊造家屋 、 構造物 ⽅ 被 線量 低
減効果 ⾼ 。

、⼀時的 、屋内退避 防護効果 期待 、
PAZ 、予防的 避難 ⾏ 、 健康 ⾼

要配慮者 、無理 避難 ⾏ 、屋内退避 ⾏ 、
適切 安定 素剤 服⽤ 合理的 。
病院等 建物 対 放射線防護機能 付加 、
⼀層 低減効果 期待 。
避難勧告・避難指⽰、屋内退避 ⻑期 及 予想 場合 、避難
切 替 必要 。

出典：緊急時 被 線量及 防護措置 効果 試算 （案） 平
成２６年５⽉２８⽇ 原⼦⼒規制委員会
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屋内退避 甲状腺 被 線量 低減効果 ⽰ 。
⽊造家屋 屋内退避 場合 、 建屋 屋内退避 安定
素剤 服⽤ 併⽤ 、 甲状腺 被 線量 低減 効果

⾼ 。

出典：緊急時 被 線量及 防護措置 効果 試算 （案） 平
成２６年５⽉２８⽇ 原⼦⼒規制委員会
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屋内退避 指⽰ 注意事項 、外気 取 ⼊
。

・窓 扉 閉 。
・換気扇 ⽌ 。（空気 流 ⽌ 。）
・冷暖房器具 ⽌ 。

、家庭⽤ 外気 取 ⼊ （熱交換 ⾏
物） 、使⽤ 。

・⼤ 建物 設置 、換気装置 ⽌ 。

他
・ 、 、防災無線、広報⾞等 、正確 最新 情報 ⼊⼿

。
・外 建物 中 ⼊ 、⼿洗 等 ⾏ 。
・⾷品 汚染 、⾷品 、 、冷蔵庫等 保管

。
・避難、⼀時移転 防護措置 指⽰ 場合 備 、避難 際 持

出 物品 準備 。
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避難 ⼀時移転 実施 ⽅ 良 、避難 健康 ⾼ 災
害時要配慮者（傷病者、⼊院患者、⾼齢者、障害者、外国⼈、乳幼児、妊産
婦等）等、実施 困難 場合、国及 地⽅公共団体 指⽰ 屋内退避
実施 。 際、⼀般的 遮 効果 建家 気密性 ⽐較的⾼

建屋 屋内退避 有効 。 、空気 清浄装置 遮
材 設置 考慮 。
特 、屋内退避 実施 期間 、⾷料、医薬品及 ⽇常⽣活 必需
品等⽀援 受 必要 、事前 市町村 道府県等 関係機関 ⼗
分調整 、実効性 計画 策定 必要 。
原⼦⼒緊急事態 発⽣ 場合 、道府県 市町村 災害対策本部 連絡
密 、上記 ⽀援物資 提供 放射線防護 留意 、必要 情報
提供 絶 受 。情報 提供 場合 、退避者側 取

⾏ ⼤切 。
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病院 福祉施設 、屋内退避 避難 防護措置 切 替
、避難者 医師 看護師 同⾏ 。

医師 看護師 、避難先 避難者 関 情報 早 段階 提
供 必要 。
防災計画 、避難先 受 ⼊ 調整 事前 実施 推
奨 。
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原⼦⼒災害 起 時 防護 基本 、屋内退避 避難 。避難 時
、放射性物質 、万 ⼀、環境中 放出 場合 対策 必要 。

外部被 対策 、屋外 滞在時間 短 。避難
場合 、⾞ 使⽤ 。
内部被 対策 、放射性物質 吸⼊ 使⽤
。 場合 、 ⼝ 覆 放射性物質 吸⼊ 少

。
汚染 対策 、帽⼦、⼿袋、 ⻑袖 ⾐類 ⼀枚多 着⽤

。 、汚染 髪 ⽪膚 付着 防 、汚染 場合
脱⾐ 放射性物質 取 除 。
避難 際 、⼾締 、電気 落 、 ・⽔
道 元栓 閉 、近所 ⼈ 声 必要 。
医療・衛⽣関係 、常⽤薬、 薬⼿帳、粉 、紙 忘
必 携⾏ 。
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避難時 汚染 確認 、避難退域時検査 ⾏
。特 、避難 初期 迅速性 重 、避難⾞両 検査 中⼼ ⾏
、検査結果 OIL 基準 超 場合 、除染 実施 。
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汚染検査 、GM 表⾯汚染計 使⽤ 。⼈
汚染検査 場合、⼿ 靴底 汚染検査 重要 、⼿指 汚染 内部被
可能性 ⽰唆 、靴底 汚染 、歩⾏ 範囲 汚染 ⽰唆 。

⾞椅⼦ 避難時 限 汚染検査 実施 。
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⼊院患者 、施設敷地緊急事態要避難者 、PAZ ⽴地
医療機関 介護福祉施設 、施設敷地緊急事態 時点 避難 開
始 。 、避難先 選定 時間 要 、平時

避難先病院群 選定 、調整 望 。
搬送⼿段 、原則地元⾃治体 確保 。
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医療・福祉施設 避難時 、外部被 、内部被 防護対策 必要
。 防護対策 ⼊院患者 病院職員 同 。

搬送時 、使 捨 上 、⽑布 ⾐
服 汚染防⽌ 。

別 - 289



⾞椅⼦ 使⽤ 避難者 汚染検査 、⾞椅⼦ 乗 ⾏ 、
⾞椅⼦ 移動 場合 、別 椅⼦ ⾞椅⼦ 移動 汚染検査
⾏ 。
⾞椅⼦ 養⽣ 場合 、⾞輪 養⽣ 難 、汚染 付着 。
、汚染 区域 汚染 区域 移動 場合 、⾞椅⼦ 変

汚染拡⼤防⽌ 。 、移動中 ⼿ ⾐類 ⾞輪 触
注意 必要 。

搬送 場合 同様 。
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医療・福祉施設等 避難 場合、⼊院患者 ⾼齢者 ⻑距離 避難
負担 。 、屋内 滞在 、⾞両 避難 場

合 、⾝体表⾯ 汚染 予想 。 、受
⼊ 先 医療機関等 、汚染検査 時間 、避難 ⼊
院患者 ⾼齢者等 負担 増幅 。
避難者 汚染 想定 場合 、汚染検査 実施 、必要 応 除
染 。
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時間；30分
内容

• 被 医療
• 原⼦⼒災害 被 医療
• 災害医療 原⼦⼒災害
• 原⼦⼒災害拠点病院
• 原⼦⼒災害医療協⼒機関
• 被 医療 診療 準備
• 汚染傷病者 診療
• 記録⽤紙
• 防護装備
• 除染室、除染
• 処置室 養⽣
• 病室 養⽣
• 医療機材 養⽣
• 除染⽤紙機材
• 放射線測定器
• 体外計測機器
• 試料採取⽤資材
• 教育、研修、訓練
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被 医療 対象 、原⼦⼒施設 原⼦⼒災害等 、外部被 、
内部被 ⼈ 体表⾯汚染 合併 傷病者 。
被 医療 、医療 放射線障害 診断 治療、蘇⽣ 外傷診療、
全⾝管理 同時 被 線量評価 放射線管理 ⾏ 必要 。被
線量評価 専⾨的 対応 必要 、⼀ 組織 機関 対応困難

。 、平時 関係機関 連携 構築
、事故 災害 発⽣ 場合 備 。 、医療機関 、原

⼦⼒災害時 被 医療 円滑 提供 備 重要
。
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原⼦⼒災害時 医療対応 、通常 救急医療、災害医療 加
被 医療 考 ⽅ 必要 。 、被 線量、被 影
響 及 範囲、汚染 可能性等 考慮 、被災者等 必要 医療 迅速、
的確 提供 事 。 、住⺠ 作業員等 被 汚染 伴 傷病
診療 、住⺠等 防護措置 分 。
原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒災害医療協⼒機関、⾼度被 医療⽀援
、原⼦⼒災害医療・総合⽀援 、外部被 、内部被
汚染 伴 傷病 診療 ⾏ 。 汚染 被 ⼈
対 検査、除染、救護所等 健康管理 実施 。
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防災基本計画 、災害対策基本法（第34・35条） 基 、中央防災会議
作成 基本指針 ⽰ 防災計画 、防災分野 最上位計画 。防災

関 総合的 ⻑期的 計画、中央防災会議 必要 防災業務計画
地域防災計画作成基準 ⽰ 、防災予防、発⽣時 対応、復旧等 記

。⾏政 、住⺠ ⾃治防災 記述
。
⾃然災害 事故災害 記述 、原⼦⼒災害 ⼀ 。災害
医療 、災害（地震、⽕災、津波、豪⾬⽔害・豪雪、⽕⼭噴⽕、 航空
機事故 ⼤規模 事故） 、対応 側 医療能⼒ 上回 多
数 医療対象者 発⽣ 際 ⾏ 、災害時 急性期・初期医療 。
原⼦⼒災害時 医療 、原⼦⼒災害発⽣時 提供 被 医療 、
複合災害 、災害医療 同時 提供 連携 協働 必要

。
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原⼦⼒災害時 医療対応 、被 線量、被 影響 及 範囲、
汚染 可能性等 考慮 、被災者等 必要 医療 迅速、的確 提供

必要 。 、各地域 状況 勘案 、各医療機
関等 各々 役割 担 必要 、平時 救急・災害医療機関
被 医療 対応 体制 指揮系統 整備・確認 重要
。
次 体制 整備 。

• 原⼦⼒災害時 、被災地域 原⼦⼒災害医療 中⼼ 機能 、
汚染 有無 傷病者等 受 ⼊ 、被 場合 適切
診療等 ⾏ 「原⼦⼒災害拠点病院」

• 原⼦⼒災害医療 ⽴地道府県等 ⾏ 原⼦⼒災害対策等 ⽀援 「原⼦
⼒災害医療協⼒機関」

• 拠点病院 対応 ⾼度専⾨的 診療及 ⽀援並 ⾼度専⾨教育
研修等 ⾏ 「⾼度被 医療⽀援 」

• 複数 ⾼度被 医療⽀援 中⼼的・先導的 役割 担 「基幹
⾼度被 医療⽀援 」

• 平時 、拠点病院 対 ⽀援 関連医療機関
構築 ⾏ 原⼦⼒災害時 原⼦⼒災害医 療派遣 派
遣調整等 ⾏ 「原⼦⼒災害医療・総合⽀援 」

• 拠点病院等 所属 、原⼦⼒災害 発⽣ ⽴地道府県等内 救急
医療等 ⾏ 「原⼦⼒災害医療派遣 」

別 - 297



原⼦⼒災害拠点病院 、災害拠点病院 原則 、災害拠点
病院 準 医療機関 ⽴地道府県等 認 施設 、地域 原
⼦⼒災害医療 中⼼ 役割 担 、次 要件 満 。
診療機能 、汚染 有無 重篤 傷病者 対 ⾼度 診
療 提供 、被 傷病者 対 線量測定、除染処置、集中治療等 診療
提供 、救急医療 被 医療 両⽅ 連携 提供 医療機関 。
、災害医療 知識 技能、被 医療 専⾨的知⾒ 有 医師

等 構成 原⼦⼒災害医療派遣 有 。
、平時 教育研修、訓練等 原⼦⼒災害、被 医療 関

理解 含 、⽴地道府県等、原⼦⼒災害医療協⼒機関 他 原⼦⼒災害拠点
病院 連携 ⽀援 地域連携 構築 。
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原⼦⼒災害医療協⼒機関 、⽴地道府県等 指定 原⼦⼒災害時 原⼦
⼒災害対策 協⼒ 医療機関、職能団体等 。
以下 機能 有 、必要 研修 訓練 実施 、参加
。

• 被 傷病者等 初期診療及 救急診療
• 放射性物質 汚染 測定
• 原⼦⼒災害医療派遣 派遣体制
• 救護所 医療従事者 派遣
• 避難退域時検査 実施 放射性物質 検査 派遣
• 安定 素剤配布 ⽀援
• 原⼦⼒災害発⽣時 必要 ⽀援
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放射線障害 放射性物質 汚染 傷病者 診療 、
準備 必要 。

、医療機関 地域 実情 合 被 医療 等 整備
。 等 作成 実効性 体制 確保 、教育、

研修、訓練等 実施 ⼈材育成 、 実効性 検証
。

被 医療 診療 場所 資機材 保管場所 確保 必要 。汚染
傷病者 対応 可能 除染室、処置室、⼊院病室等 予 設定
。 、汚染 傷病者 汚染 傷病者 交差 動線

確認 。
通常 診療 使⽤ 医療機材 加 、個⼈防護装備、養⽣⽤資機材、除
染⽤資機材、放射線測定器、試料採取⽤資材、災害時 通信機器等 準備

。資機材 、必要 種類、個数 確認 、保管 。
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汚染 傷病者 診療 、汚染拡⼤防⽌対策 放射線管理 ⾏
、⼀⽅通⾏ 導線、汚染 区域 交差 導線

設定 。救急⾞ 搬⼊⼝ 近 場所、救急医療 処置
可能 場所 望 。
診療 、院内⽤ 載 替 ⼊ ⼝ 、
汚染検査 ⾏ 、除染室（除染 代⽤可能）、
汚染 傷病者 処置室、汚染物 ⼀時保管場所等 設定 。

。医療機材等 外側 配置 、汚
染拡⼤防⽌対策 講 。除染後 、汚染検査 汚染拡⼤防⽌対
策 実施 、⼊院病室等 移動 導線 確保 。汚染傷病者 診
療 、処置後 汚染検査 終了 臨時 放射線管理区域
設定 、対応 。
放射線管理 、区域 ２ 分 。
医療等 使⽤ 放射線管理 分野
使⽤ ⽤語 。原則 、 汚
染 拡⼤ 可能性 、 退域時 汚染
検査 ⾏ 。
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診療記録 他、試料等 汚染検査記録、個⼈線量計 記録⽤紙 準備
。

別 - 302



個⼈防護装備 、基本的 使⽤ 。
院内 対応 、通常 業務 使⽤ 術⾐、
帽⼦、 、 着⽤ 。 ⼿袋 ⼆重 装着 、外側
⼿袋 汚染 付着 処置 実施 、 都度交換 。
、内側 ⼿袋 袖⼝、靴 術⾐ 、 ⽬張 、

放射性物質 侵⼊ 防⽌ 。 代 良
。被 線量管理 、防護服 中 個⼈線量計 着⽤ 。
、職種 所属 ⽒名 記載 。
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処置室 、養⽣ 範囲 必要 養⽣⽤資機材 数量、養⽣⽅法 計画
。 視覚的 明確 等 区

域 設定 。 、除染後 、汚染 付着 廃棄物
多量 出 、 袋 ⼗分数量 準備 。床 、

養⽣ 、 、除染 ⽔ 場合
滑 危険 、 紙 ⼆重 養⽣ 。

処置台 、複数枚 、脱⾐ 除染 汚
染 場合 、１枚 取 除 、問題 。 類
、検知部分以外 可能 限 養⽣ 、画⾯等 、操作 表⽰
確認 。
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汚染 残存 ⼊院 可能性 場合 、病室 養⽣ ⾏
。 本体、 等 別々 被覆 、可能

、 類 使⽤ 。廊下 病室 床
紙 養⽣ 。

、操作 汚染 ⼿指等 触 可能性 等
袋等 被覆 。
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医療機材 、 機能 操作 妨 程度 養⽣ 。養⽣後
動作確認 、正常 作動 確認 。
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除染⽤ 資機材 、除染⽤ ⽔ 、 鑷
⼦ 使⽤ 、汚染箇所 洗 流 、汚染 ⽔等 受 膿盆 吸⽔

準備 。 、膿盆 代 使 捨 使⽤
。
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放射線測定器 、空間線量計、表⾯汚染計、個⼈線量計 ３種類 準備
。
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内部被 線量評価 必要 対外計測機器 、
甲状腺 、肺 。 、

型、⽴位型 。 、 校正 定期的
実施 、正確 計測 準備 。
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被 医療 診断 ⽣体試料 採取 必要 。
内部被 可能性 確認 ⿐腔 （⿐ ） 、綿棒
準備 。汚染 放射性物質 分析 等 拭 取

試料 使⽤ 。染⾊体分析 採⾎管（緑⾊
） 準備 。 試料 採取 、患者⽒名 、試

料 採取部位 試料名、採取⽇時、容器 汚染検査結果等 記載
。予 準備 。

、試料 採取 、測定、分析 担当者 受 渡
袋等 準備 。
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被 医療 等 資機材 準備 、原⼦⼒災害
医療 関 教育 研修、訓練 、医療従事者 参加 。原⼦⼒災害拠
点病院 ⾼度被 医療⽀援 、原⼦⼒災害医療・総合⽀援
開催 被 医療 研修 、⽴地道府県等 ⾏ 被 医療、安定

素剤配布、避難退域時検査 訓練、国 ⾏ 原⼦⼒総合防災訓練
。
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時間；30分
内容

• 被 汚染 対応
• 放射線事故・災害対応 原則
• 被 医療 体系的
• 医療機関 受 ⼊ 準備
• 対応者 安全確保
• 病院 患者対応 流
• 外傷診療 被 医療
• 被 医療 初期評価
• 診療 流
• 脱⾐ 表⾯汚染検査
• 除染
• 試料 受 渡
• 記録
• 移動
• 活動後 対応
• 処置室 復帰
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被 医療 、放射線障害 外部被 、内部被 傷病者 体
表⾯汚染 傷病者 診療 ⾏ 。
外部被 場合 、通常 診療 処置 ⾏ 。
内部被 場合 、表⾯汚染 有無 確認 、汚染 、通
常 診療 処置 可能 。排泄物 、放射性物質 含
、取 扱 注意 。
体表⾯汚染 場合 、汚染対応可能 （施設等 養⽣ 放
射線管理） 処置 ⾏ 。 、除染 救命処置 、全
⾝状態 安定化 重篤 病態 対応 優先 。
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放射線事故・災害 、⼆次災害 予防 、汚染拡⼤防⽌対策、救助
者 安全確保、被 線量管理 ⾏ 。
傷病者 対応 、医療優先 原則 。傷病者 全⾝状態 評価、
安定化 、汚染検査 除染 優先 。 、被 汚染

、緊急 治療 必要 、放射線障害 症状 ⼀般
被 出現 、不安定 状況 放置

、 ⽣理学的異常 増悪 ⽣命 危険 増 。
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被 医療 体系的 記載 。原⼦⼒災害時 、
通常 災害医療 ⼀部 被 医療 原⼦⼒災害時 医療 提供 。
各機関 機関内 指揮命令系統 確⽴ 、連携 確⽴ 、被
医療 様々 関係機関、組織 個々 役割分担 明確 、関

係機関間 連携 効率的 ⾏ 必要 。 、災害医療 連携
必要 。
安全管理 、個⼈防護装備、現場 安全確認、放射線管理 ⾏
。 、放射線計測 結果等 安全・危険情報 共有 被 事故状況
情報共有 。
被 汚染 状況 把握 、傷病者 数 重症度、被 程度 評価

。多数傷病者 発⽣ 場合 、⾼線量被 治療、内部被
線量評価 治療 特殊 対応 必要 場合 、搬送先 選定 状況
応 ⾏ 。被 線量評価 ⾏ 、治療 。外傷等 放射性物質

汚染 合併 場合 、除染等 処置 ⾏ 。
原⼦⼒災害医療協⼒機関 対応 困難 場合 、原⼦⼒災害拠点病院
搬送、原⼦⼒災害拠点病院 対応 困難 場合 、⾼度被 医療⽀援

搬送 ⾏ 。
参考：MIMMS ⼤事故災害 医療対応 現場活動 実践的

第３版（MIMMS⽇本委員会, 永井書店）
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被 汚染 傷病者 受 ⼊ 決定 、計画 基
受⼊ 準備 開始 。
被 医療 専⾨的知識 技能 有 医療従事者 参集 、得 情
報 共有 。

、施設 現場 救急隊員 患者情報、事故 状況 情報 収集
、事業所 放射線管理要員 同⾏ 要請 。
施設 対応者 放射線管理 実施 。 、放射線測定器、除染⽤資
機材、医療資機材 準備 。
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原⼦⼒災害時 対応者 安全確保 、外部被 対策 、空間
線量計 活動場所 測定 ⾏ 、個⼈被 線量計 装着 。
内部被 対策 、呼吸保護 。医療機関 処置 、汚
染物質 性状 汚染 程度等 応 使 捨 防塵

等 対応 。医療機関 汚染検査、除染 処置 、通常
対応 ⼗分 。

汚染拡⼤防⽌対策 、防護服等 防護 確実 汚染検査、除染
⾏ 。
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⽣理学的評価 ⾏ 。状態 不安定 救命処置 ⾏ 。
全⾝状態 安定 場合 解剖学的評価 全⾝ 汚染検査 並⾏ ⾏

。状態 応 医療処置 除染 ⾏ 。 後、外部被 内
部被 評価 ⾏ 。

外来 処置 。最後 必要 応 ⼊院 通院
継続 。
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外傷診療 流 被 医療 診療 組 合 場合 、 外
傷 処置、診療 場⾯ 被 汚染 対応 追加 。
外傷診療 、第⼀印象 確認 間 、診療放射線技師 空間線量率
確認 、放射線源 持 込 有無 処置時 場所 安全確認 ⾏
。
Primary�survey 蘇⽣ 、 線撮影、超⾳波検査装置
汚染拡⼤防⽌ 対策 講 脱⾐ 、同時 可能 範囲 顔⾯、頚
部、胸部 汚染検査 ⾏ 。Secondary�survey 、全⾝ 汚染検査 除
染 ⾏ 、内部被 有無 確認 、⿐腔 採取 。
Tertiary�survey 被 線量評価 必要 情報（被 時 状況、個⼈線量
計 値、前駆症状 有無 発症時期 ） 試料（尿、便、染⾊体分析⽤⾎
液） 採取 。根本治療 急性放射線症、局所被 、内部被 治
療 ⾏ 。
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被 医療 初期診療 、 確認 、被 医
療 重篤 状態 評価 、処置、治療 ⾏ 。
病歴 聴取 、事故 状況 外部被 、内部被 、体表⾯汚染 可
能性 確認 、医療機関 受診 前 前駆症状等 出現 確認

。
⾝体所⾒ 汚染箇所 特定、前駆症状 唾液腺 腫脹 疼痛、⽪
膚 初期紅斑、⼝腔粘膜 ⽑細⾎管拡張、⽪膚障害 有無 所⾒ 確認
。
被 線量評価 必要 、⾎液、⿐腔 、尿、便、汚染
等 試料 採取 。
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⾐類 脱⾐ 後 、全⾝ 汚染検査 ⾏ 。 流 ⽰
。

汚染検査 、体表⾯ 約１cm 距離 表⾯汚染計測器 毎秒
５〜６cm 動 、頭 ⾜ 検査 。汚染 、汚染
原因 放射性核種 同定 、汚染 試料 採

取 。 後、除染 ⾏ 。汚染 核種 、内部被 評価 必
要 情報 。除染後 再度汚染検査 ⾏ 、汚染 残 再
度除染 。除染後 除染前 汚染 程度 変化 除染 効果
場合 、 等 被覆 、汚染拡⼤防⽌ ⾏ 。
除染後 外部被 内部被 評価 ⾏ 。
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汚染 ⾐服 脱 、体表⾯ 汚染 約90% 取 除
。搬送時 傷病者 包 ⽑布 、⾐類 、取 除

後 袋 ⼊ 、汚染 拡⼤ 。脱⾐時 粉塵 舞
散 、患者 装着 、内部被 防⽌ 。
汚染 ⾐類 触 後 、素早 外側 ⼿袋 交換 。
1.創傷部、 2.開⼝部（顔⾯）、 3.健常⽪膚 順番 汚染検査 ⾏ 。
頭 先 汚染検査 、背部 汚染検査 ⾏ 。

、⽣理学的異常 、救命処置 必要 場合 、顔⾯、頚部、胸
部 汚染検査 優先 ⾏ 。
参考：https://chemm.nlm.nih.gov

The�Primary�Response�Incident�Scene�Management�(PRISM)��“Rule�
of�tens”
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体表⾯汚染 、1.創傷部、 2.開⼝部（顔⾯）、 3.健常⽪膚 順番 除染
。

除染 ⽅法 、 拭 取 、部分的 ⽔ 洗 流
。⽔ 除染 場合 、洗剤 等 使

拭 取 。⼝腔内 汚染 。
全⾝ 除染 、周囲 汚染 広 実施 控 。
除染 、本⼈ ⾏ 場合 、⾃分 拭 取 、洗
。核種 同定 必要 場合 、使⽤ 袋 ⼊ 、

患者⽒名、採取部位、採取⽇時 記録 、測定者 渡 。
除染後 ⽔ 放射性物質 汚染 廃棄物 管理、処分

。
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創傷部 汚染 、部分的 ⽔ 除染 、汚染 部分
防⽔ 等 ⽤ 被覆 、汚染 ⽔ 。
膿盆 紙 汚染 ⽔ 受 。
創傷部 、 鑷⼦ ⽤ 、 ⽤ ⽔ 除染

。除染後 再度表⾯汚染 検査 ⾏ 。汚染 、除染
効果 除染 繰 返 。
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⽿ 汚染 場合 、⽿殻 湿 拭 取 、外⽿道
綿棒等 拭 取 。
⽬ 汚染 、流⽔ 洗浄 。
⿐腔 汚染 場合 、⿐ 、汚染 残 場合 、
綿棒 拭 取 。
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⽪膚 汚染 場合 、汚染 部分 防⽔ 等 被覆 、
汚染 ⽔ 。膿盆 紙 ⽔ 受

。 外側 内側 ⽅向 拭 取 、汚
染 広 。⽔ 除染出来 場合 、 ⽯
、洗剤 使⽤ 。
⽪膚 傷 丁寧 除染 。
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汚染 原因 核種 同定 内部被 評価、 他通常 ⾎
液検査 採取 試料 測定
員 渡 必要 。

、汚染拡⼤防⽌ 、 担当者 袋 試
料 受 取 、 袋 表⾯ 汚染検査 実施

。汚染 、試料 測定員 渡 。採取
試料 容器 、採取部位、採取⽇時、⽒名 記⼊ 。
外傷等 単純X線撮影 必要 場合 、

袋 ⼊ 、汚染 付着 防⽌ 。可能
X線撮影装置 伸 撮影 。撮影後

、 袋 取 出 、 担当者 渡
。

試料 受 渡 場合 、必 表⾯
汚染検査 ⾏ 。
検査室等 袋 検体 取 出 場合 、容器 表⾯ 汚染検査
実施 。 等 容器表⾯ 汚染検査 実施 場合
、検査室 汚染検査 省略 可能 。
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外来等 処置 内容、採取 試料、汚染 部位 程度 記録
。放医研 対応 図 記載 記録⽤紙

（URL:�
http://www.nirs.go.jp/hibaku/pdf/Karte.pdf）。
他 試料 汚染検査票、個⼈線量計 記録等 記載 。
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処置 終了 、 ⼊院病室等 患者 移動 。
処置 使⽤ ⾞輪等 汚染検査 ⾏

、 移動 可能 、 確実 汚染拡⼤防
⽌対策 ⾏ 、新 乗 換 ⽅法 。⼀

⽅法 、 境界
移動 、 準備 新 乗

換 。別 ⽅法 、 中 新 紙 敷 、
上 移動 新 中 ⼊ 、患者

載 替 。 時、 対応者 紙 踏
注意 必要 。
、患者 間 移送 際

協⼒ 場合 、両上肢 胸部前⾯ 患者 触 可能性 部分
測定器 汚染 確認 ⾏ 。
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処置 終了 、対応 医療 防護服 脱
⾐ 、汚染検査 実施 、臨時 管理区域 退出 。

防護服 脱⾐ 次 順番 ⾏ 。
1. 外側 ⼿袋
2. 帽⼦
3. 内側 外 巻 脱
4. 靴 内側 外 巻 脱
5. ⾜底 汚染検査 ⾏ 、⾜
原則 、 汚染 拡⼤ 可能性 、

（緩衝地帯） 退域時 脱⾐後 全⾝
汚染検査 ⾏ 。
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処置 終了 、 管理区域 設定 処置室
復帰 。

、廃棄物 臨時 保管場所 移動 。 後、処置室
床、資機材 汚染検査 ⾏ 。汚染 除染 、

場合 、 取 外 。床 直
接汚染 付着 場合 、通常 清掃 同 布 除
染 、除染後 再度汚染検査 ⾏ 。

汚染検査 終了 、管理区域 設定 解除 。
汚染 廃棄物 、 袋 ⼊ 、汚染 拡散

。 容器 外側 空間線量率 測定 、保管場所 安全 確
認 。保管場所 可能 個室 ⼈ 通⾏ 離 場所 。
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処置後 活動後 管理区域 退出 後 汚染 新 発
⾒ 場合 、汚染 可能性 全 閉鎖 。

内 職員 、汚染検査 ⾏ 後 外 出 。 内
処置室 施設、資機材 汚染検査 ⾏ 。汚染 除染 。
汚染 後 発⾒ 、 後 検査、除染 対応 以
降 汚染 拡⼤防⽌ 。
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時間；30分
内容

• 急性放射線症 病態
• 急性放射線症 発症期
• 急性放射線症 診断
• ARS Primary�Triage
• 急性放射線症 前駆期 処置
• 急性放射線症 治療⽅針
• 複合障害
• 放射線⽪膚障害 病態
• 放射線⽪膚障害 病期 初期変化
• 放射線⽪膚障害 診断
• 放射線⽪膚障害 治療
• 内部被 診断
• 内部被 対応 基本⽅針
• 内部被曝 治療
•
• DTPA
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1Gy 超 急性被 全⾝ 受 ⾻髄障害、⽪膚障害、⼝腔粘膜障
害、消化管障害、中枢神経障害、⼼臓⾎管障害 放射線 確定的影
響 被 線量 応 発現 。 ⼀連 症候 急性放射線症
(acute�radiation�syndrome:�ARS) ⾔ 。
ARS 病期 、時間的経過 前駆期、潜伏期、発症期、回復期 分

。
前駆期 、悪⼼、嘔吐、下痢、発熱、初期紅斑、唾液腺 腫脹 前駆
症状 呼 症状 ⼀過性 出現 。 症状 、消化管 蠕動
運動亢進 消化管 分泌亢進、⽪膚、粘膜 ⽑細⾎管拡張 透過
性亢進、神経⾎管反応亢進 基礎病態 基 。
潜伏期 、⽐較的無症状 期間 、被 線量 ⾼ 短 。
発症期 放射線 細胞死 伴 細胞 ⽋落 臓器 症状 発現
時期 。

出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29
年度版」 改変
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1Gy以上 全⾝被 、⾻髄症候群 発症 。 、放射線感受
性 ⾼ ⾻髄 造⾎幹細胞 細胞死 減少 、⾎液細胞 減少
機能障害 起 。⽩⾎球 減少 免疫不全、易感染性 、⾎
⼩板減少 出⾎傾向 。末梢⾎ 好中球数 、4Gy 3週
間、2〜3Gy ４週間 、1Gy 5週間⾜ 最低 。好中球
数 、1週間 回復 始 、2〜3週間 正常域 回復 。
6Gy以上 全⾝被 、消化管粘膜 細菌移⾏ 起 実験
的 ⽰ 。10Gy以上 被 、⾻髄障害 加 、⽔様性下痢
下⾎ 症状 呈 消化管障害 発現 。消化管障害 発⽣機序
、放射線 粘膜上⽪細胞 再⽣障害 。10~15Gy 被 、粘

膜上⽪ 幹細胞 （陰窩）細胞 分化 停⽌ 、消化管 絨⽑
退縮 機能 低下 。腸管蠕動障害、吸収障害、下痢 発症

。粘膜 剥奪 進⾏ 消化管出⾎ ⽣ 。
、被 線量 応 ⼝腔粘膜 発⾚、腫脹、出⾎、潰瘍、壊死 ⽣
。7~8Gy 越 被 、1~3 ⽉後 肺障害 初期症状、肺浮腫

出現 。放射線 肺障害 主 肺臓炎 肺線維症 。
10Gy 越 被 、2~3週間後 放射線⽪膚障害 臨床上 問題

。20Gy 越 ⾼線量全⾝被 、早期 意識障害、⾎圧低下
中枢神経症状、⾎管透過性亢進 浮腫、胸腹⽔ 貯留、肺⽔腫、下痢

伴 神経⾎管症候群 発症 。
出典；⻘⽊芳朗／前川和彦「緊急被 医療 」（医療科学社）改変
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原⼦⼒施設 ⼤型照射施設等 起 被 事故 場合 、放射線 関
与 認識 診療 。 場合 、
施設 関係者 放射線管理者 事故 状況 関 情報 得 極
重要 。 、前駆症状 認 ARS 可能性 ⾼ 。診察時
、唾液腺 腫脹、圧痛 ⾒落 。3Gy 越 被 、

⽪膚 紅斑 ⼝腔粘膜 ⽑細⾎管拡張 観察 。0.5Gy 超 全⾝被
、前駆期 末梢⾎ 球数 減少、⾎清 値 上昇

観察 。発症期 、末梢⾎ 球数、好中球数、⾎⼩板数 減
少 認 。
放射線 関与 不明 場合 、原因不明 嘔吐、発熱、下痢、頭痛、意識障
害、唾液腺 腫脹 疼痛 、 発症時期、1~2週間 ⽣活歴、
仕事 内容 注意深 問診 ⾏ 、放射線 関与 可能性 検討

。 、四肢、胸腹部、臀部、⼿指 浮腫、紅斑、脱⽑、落屑、⽔疱
形成、潰瘍形成、壊死 ⽪膚障害 症状 出現 観察 。
⾎液検査 ⾎球細胞数 変化 観察 。臨床症状 顕在化
慎重 観察 検査 繰 返 重要 。
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多数 急性放射線症 発症 患者 発⽣ 、⼊院施設等 医療資源 限
場合 、⼊院診療 必要 被 者 初期 段階
必要 。全 臨床症状 発症時期 記録 。

1Gy未満 判断 場合 、外来 経過観察 良 。1Gy以
上 患者 、 詳細 線量評価 治療 ⼊院 必要 。
出典；EBMT�pocket�guide

https://www.ebmt.org/sites/default/files/2018-
03/EBMT%20Nuclear%20Accident%20Committee%20Pocket%20Guide%2020
17.pdf
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急性放射線症 前駆期 症状 多様 、対症療法 中⼼ 。
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急性放射線症 治療 、症状 徴候、⼀般検査 結果、線量評価 基
⾏ 。治療法 多 、放射線療法 副作⽤軽減法 治療法 転⽤、動
物実験 臨床応⽤、数少 治療経験 、科学的根拠 基

。
⾻髄障害 起因 感染症 合併症 予防 重要 。⾻髄機
能 回復 ⾒込 1〜4Gy 被 、患者 無菌室 隔離 、注
意深 発熱、出⾎、上咽頭痛 発⾚、潰瘍 臨床的評価 ⾏

。細菌学的検査 継続 、感染症 起 場合 備 、
含 有効 治療薬 投与 。被 線量 4〜

6Gy 越 考 場合 、⾎液幹細胞 不可逆的 障害 受 可
能性 ⾼ 、感染症対策 ⼊院直後 実施 。 複数

組 合 治療 ⾏ 。 、⼊院後 選択的消化管
除菌法（SDD;�selective�decontamination�of�the�digestive�tract、例
tobramycin�80mg、polymyxin�B�50万単位、amophotericin B�500mmg） ⾏ 、
抗⽣物質 全⾝的投与 開始 。体表⾯ 消毒 ⾏ 後 、無菌室
隔離 。
3〜10Gy程度 被 線量 造⾎幹細胞移植 ⾏ 考
。 移植両⽅ 副作⽤ 療法 発展 、移植 有効性
合理的 期待 、6〜10Gy程度 考 。移植 ⽬的 、

由来細胞 永久的 ⽣着 、⼀過性 ⽣命 ⽀持
。

顆粒球 刺激因⼦（G-CSF） 顆粒球 刺激
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因⼦（GM-CSF） 、被 後 患者 造⾎速度 促進 、幹細胞
残 場合 、⾻髄移植 不要 可能性 。2〜

6(8)Gy 被 移植 ⾏ 療法 ⾏ 。
消化管障害 治療 、現時点 確⽴ 、輸液 電解質管
理、完全静脈栄養、成分輸⾎ 対症療法 中⼼ 。
放射線肺臓炎 、8Gy以上 被 発症頻度 増加 。被 後 軟
部組織 硬化、線維化 予防、治療 、⻑期（半年 1年）

E 併⽤ 有効 動物実験 臨床
研究 報告 。

別 - 342



放射線 障害 外傷、熱傷、感染症、化学障害 合併
複合障害(combined�radiation�injuries) ⾔ 、放射線単独 障害 予後
悪 。動物実験 、全⾝被 熱傷 合併 死亡率 上昇

結果 。
放射線 事故 核爆発 、被災者 多 放射線被 熱傷 外傷
伴 多 。 複合障害 、⾻髄抑制 影響 、少量 病原菌
感染 、症状 重篤 、多 敗⾎症 死亡 。 、創傷

治癒 遅延 起 。外傷等 合併 場合 、全⾝状態 安定
外傷等 治療 ⾏ 。 、外傷診療 外科的処置 必要

、被 後72時間以内 ⼿術 ⾏ 。

別 - 343



⽪膚 表層側 表⽪、真⽪、⽪下組織 ３層 構成 。表⽪ 、
表層 扁平 細胞 重 ⾓層、数層 顆粒層、数層 有棘層、単層
基底層 構成 。放射線 障害 、基底細胞 強 出 。基
底層 細胞 分裂 盛 、⽪膚 再上⽪化 起 場所 、 放射線
損傷 ⽪膚障害 発⽣ 。通常、基底層 顆粒層 細胞増殖

移⾏時間 14±６⽇、顆粒層 表層 18±６⽇ 。
放射線⽪膚障害 重症度 規定 因⼦ 、放射線 線質、被 線量、
⽪膚 厚 、年齢 。α線 場合 、軟部組織表層
透過距離 約0.04mm 、表⽪基底層 達 。γ線、中性⼦線

障害 深層 透過性 極 強 、⽪膚、⽪下組織、筋⾁、⾻
達 。
出典：環境省「放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料平成29年
度版」
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放射線⽪膚障害 病期 、超急性期（7⽇未満）、急性期（7⽇以後〜６
⽉ ）、慢性期（６ ⽉以降〜数年） 分 。
⽪膚 ⾼ 放射線 ⾼線量 被 、電離 惹起 、
酸素 細胞膜 脂質過酸化 引 起 、⾎管透過性 亢進 、
全⾝組織 放出 惹起 。 浮腫
紅斑 出現 。
急性期 放射線⽪膚障害 程度 、被 線量 被 組織 放射線
感受性 決 。10Gy前後 初期 ⽪膚症状（発⾚、紅斑、浮
腫） ３〜４⽇ 消退後、潜伏期 後、３週⽬ 再度、組織腫脹、掻
痒感、発⾚、疼痛感、紫斑 現 。進⾏ 緩徐 。
慢性期 、表⽪ 再⽣ 後、主 真⽪層 ⽪下組織 障害
主体 。10Gy以上 被 ⽪膚障害 、⼀度障害 ⽪膚
上⽪化 後 、再度⽪膚障害 反復 、潰瘍 ⽪膚剥離 。 、
６ ⽉以上経過 ⽪膚 線維化 ⾊素沈着 出現 。真⽪層

、多 ⾎管 存在 。⾎管内⽪細胞 放射線感受性 ⾼ 、
被 領域 ⾎管 内膜 障害 ⽣ 、内膜 肥厚 微⼩⾎
栓 形成 通 微⼩循環障害 局所 ⾎流障害 起 。
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密封線源 事故 、被 ⾃覚 多 、原因不明
熱傷様病変 遭遇 場合 、放射線⽪膚障害 念頭 ⼊ 、放射線 可
能性 疑 、病歴 聴取 診断 進 重要 。
線源 ⼤ 場合 、局所被 以外 全⾝被 可能性

、全⾝被 評価 同時 ⾏ 。被 当⽇ 含 3⽇間程度
末梢⾎全⾎球数計算（CBC） ⾏ 、 球数 減少 有無 確認
。局所被 線量 極端 ⾼ 場合 、全⾝ 平均被 線量 正確
知 染⾊体分析 線量評価 実施 。
⽪膚病変 経時的変化 記録 。⾻ 変化 ⽐較 、単純Ｘ線
撮影 ⾏ 。 、CT・MRI 炎症 波及範囲 ⾎流 評価 。

・超⾳波 検査法 ⾮侵襲的 ⾎流 程度 評価
。

放射線⽪膚障害 範囲、深達度 判断 、線量評価 必要 。主
、物理学的線量評価 ⾏ 。線源 被 部位 位置関係、被 時

間、周辺 遮 物 影響 情報 計算 他 、事故 再構築
、実際 放射線 測定 情報 計算 。 情報 、

記憶 頼 部分 、結果 相当 幅 。
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放射線⽪膚障害 治療 程度 異 、深達度 分類 重要
。原則的 、温熱熱傷 治療 同様 全⾝管理、局所管理

。全⾝被 ⾻髄抑制 消化管障害 対 治療 必要 。
• I度熱傷相当
紅斑 発疹、浮腫 、被 直後 ３〜４週後以内 出現 。
数週 数 ⽉ 経緯 徐々 消失 。 基剤 ⽪膚 保湿
図 。

• 浅達性II度熱傷相当
⽔疱、落屑、乾⽪炎、滲出性表⽪炎 ⽪膚障害 、10Gy以上 被 後
４〜６週 発現 。I度熱傷 相当 紅斑 被 後３〜４週 出現
後 、４〜６週 II度熱傷 相当 ⽔疱 移⾏ 。被 線量 ⾼

早期 症状 出現 。感染 ⽪膚 障害 深部 及
可能性 。深度 症状 悪化 様 、残存 真⽪層
１〜２ ⽉ 保存的治療 創 閉鎖 。疼痛 、放射線⽪膚障害 重症
化 初期 特徴 、疼痛 、 、

⿇薬 ⾮⿇薬系 鎮痛剤 使⽤ 。局所 治療 、
抗⽣物質含有 基剤 塗布 、創傷被覆剤 使⽤

。
• 深達性II度熱傷相当
滲出性表⽪炎、潰瘍、乾酪様壊死 ⽪膚障害 、10Gy以上20Gy未満 被

線量 発症 。紅斑、⽔疱、⽪膚剥離 症状 ４ ８週
時間経過 潰瘍創 。潰瘍創表層 様 壊死物質
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存在 、薬剤 浸透 。 、表層 外科的
処置 繰 返 ⾏ 。⼀般細菌 真菌 感染 合併 、

難治性潰瘍 。創感染症 、全⾝ 抗⽣物質 投与 必要
。保存療法 第⼀選択 治療 開始 、感染 悪化、

２ ⽉以上上⽪化傾向 認 潰瘍 、全⾝状態 勘案 植⽪⼿
術 選択 。
• III度熱傷相当
20Gy以上 ⾼線量 被 受傷 ３〜４週 III度熱傷相当 全層

乾酪壊死、壊死 ⽪膚障害 呈 。前述 症状 出現
徐々 ⽪膚構造 崩 始 、表⽪ 剥離 、真⽪ 露出 。潰瘍層
、⾎流 乏 、出⾎ 認 。２〜３ ⽉以上治癒傾向

、植⽪⼿術 対象 。 、⽪下脂肪 筋層 損傷
、壊死組織 切除深度 四肢 切断 適応 判断 難 。

• 慢性期
急性期 上⽪化 終了 部分 、真⽪ 慢性期 再燃 、
線維化 ⾊素沈着、再潰瘍化 新 病像 呈 。放射線 ⾻壊
死 ⾼圧酸素療法 有効 。 、⾎流障害 疼痛 感染

、機能 廃絶 様 場合 、四肢 切断 考慮
。
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内部被 、吸⼊ 経気道、経⼝摂取 経消化管、創傷部
吸収 体内 放射性物質 取 込 起 。

体内 ⼊ 放射性物質 、安定型 核種 同 体内動態 ⽰ 、核種
応 体内除染 必要 。
初期 、⼝ ⿐腔周囲 体表⾯汚染、創傷部 汚染 、放射性物
質 吸⼊ 吸収 可能性 。 、⿐腔 咽頭 採取
放射性物質 検出 場合 内部被 疑 。内部被 疑
場合、事業所 施設等 事故 場合 、放射線管理要員等 放射性核

種、化学形態、溶媒等 確認 。
内部被 最終診断 線量評価 、尿 便 ⽣体試料 放射性物質 計
測（ 法） 、体内 放射線 計測（体外計測）
⾏ 。
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内部被 、基本的 急性障害 起 。 、治療 ⽬
的 、体内 放射性物質 放射線被 将来 ⽣物学的影響 低
減 。内部被 治療 原則 、吸収 内部沈着 低減及 体内
⼊ 核種 除去 排泄 促進 。放射性物質 体循環 ⼊

場合 最 治療効果 ⾼ 。 、標的臓器 細胞 取 込
前 治療 ⾏ 必要 。 、内部被 事故 、摂取量
体内動態 判明 。 、内部被
疑 場合 、治療 副作⽤ 少 、禁忌 場合 、
治療 開始 。 、治療 適応 、明確 指標 。
預託実効線量 参考 、治療 勘案 適応
決定 。
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内部被 治療 、消化管 吸収 低減 ⽅法、特定臓器 安定同
位元素 飽和 放射性物質 摂取 低減 ⽅法（阻害）、
⼤量 安定元素 化合物 投与 放射性物質 希釈 ⽅法、

効果 排泄、利尿剤 排泄促進 ⽅法 。
内部被 治療 、体内 放射性物質 排泄量

、薬剤 投与 放射性物質 排泄 効果的 場合 、
治療 継続 検討 。

治療 場合 薬剤 投与 ⾏ 場合 尿中排泄率 ⽐較 、
判定 体内 除去効果 考慮 、治療

中⽌ 判断 。
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（ ® 500mg） 、
化第⼆鉄 属 。消化管 吸収 毒性 低 状 溶解可
能 形態 持 、 種 ⼀価 陽 対 交換体 働

。放射性 ⾎液 ⼊ 場合、経⼝投与
腸管 再吸収 取 込 防 。
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Diethylenetriaminepentaacetic�acid�(DTPA) EDTA 多価 放射性同位
元素 対 効果的 。 体 、安定 、体外 腎臓 排泄

。静脈的 投与 後、DTPA 最初 1時間 尿中 約50% 排泄
。CaDTPA、ZnDTPA 超 元素（ 、

、 、 、 ） 。
CaDTPA 重篤 副作⽤ 報告 。 ⻑期間投与
CaDTPA 亜鉛⽋乏症 起 。
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時間；40分
内容

• ���線量��
• 線量����法
• 実効線量
• ��数���線量推定
• �������������線量推定
• ��������線量
• ��線量����算定�法
• 線量推定
• 再構築
• 内�����特��
• 内����線量����法
• 内�����線量（��実効線量）
• ����法��������法
• ��実効線量�算出
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��線�������、���������定、�������、���
���������������。���線量�������。線量���
�、����線量�������線量�������。
������線量����、���分����、���分�、ESR、再構
築、線量推定�����法�����。内�����線量����、���
�法、�������法�����。
線量���、�����法���、�������法����、����
�����。��、������線量�����定������、時間��
����。��、���線量�、����������������。
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���線量����、����法�����。
������定��、��線������実�������������
���法�����。����、�����������数�������
�����、��������線量������������時����線
量�推定、�����������（�������）��������内
�����推定、������������定������線����線量
���������。����������定����法�����線量�
������。
��、����������時間、��時間�������������
������������、���線源����������������
���算���線量推定�����。��、実����線��������
��������������。�����、��������出����
�線��定��、�内���������量����、内����線量��
算���。��������������量��定��内����線量��
算���法��������法��。��、線源������������
係������時����再��、��線�実�������、���線量
��算��再構築��法�����。�算������線量�������
線量�������。
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������������������、��線����������
����������������。����線������������
�����（��線��係数）�����、��������������
�線量���線量��。�������、�����線量�����、��
�����������（���）������。���������線量
������������（����係数）��������������
����実効線量��。

別 - 361



������������線量���、容����、�������低�
���線量�������。���、�����線量�������。
��数�推�������������分����線量�������。
２Gy����������������数�推����������。

出典：HÜBNER,K.F.,FRY,S.A.(Eds),TheMedicalBasisforRadiation
AccidentPreparedness(Proc.REAC/TSInternationalConferenceOakRidge,
1979),Elsevier,AmsterdamandNewYork(1980).
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��数�推����線量推定������������。�線量����
�������、4〜8時間���������数����、��推����
����線量�推定���。
50Gy��������、�����出��������������。

出典；IAEASafetyReportSeriesNo.2DiagnosisandTreatmentofRadiation
Injuries1998����
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DNA����������分�����������分��、�����
�������������。DNA������、�����������
������������、��������構������。�����
�最�����������M�������������。
�������、44�������2�����������。�����
������22��������２�������。������、���
����������������������。
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��線��������������������。��線������
������、������再��������、�����������。
���������線量���係�分������、����������
���線量�推定���������。
�����������������、��分������������
�����������定������、���������������
��������定��������。��定�������������
���������、�定�������������。
������������������（PHA）�����������、
��分����������、���構����������������
�������。�������出�法��、�������������
�、PCC法、FISH法�M-FISH法�������分�法�����。���
�������線量���、�����������線量�最�����出
���������。�����������時間������、線量��
�������⽇間���時間��������。
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������線量��、数����係�����。�������実��
�量線��������、��線��������������線量���
����。
��、��������出����、��線�線�����������。
LET��������������������。
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���分������、�����分��、48時間�����。���、
������、��������。�����������������分
����、���������線量���実����。�����、���
���������。
����法����、�����、��insitu�����������
(fluorescentinsituhybridization;FISH)���。
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����������量線�、�定������������線量�推定
���。��、線������線量�����������������。
������線��������量線���分�����、���線���
換算�������������。

出典；Y.Suto etal.,HealthPhys.(2013)

別 - 368



���分������������、�������������。��
量�10ml（最低3ml）��。��時��、����24時間以���4週間以内
��。�����24時間�����、�����������分�����、
����������������。���、�線量��������数�
24時間以内�����������、���線量������������
����。��、��������、�����������������。
���������、��線���������、�����������
�����。
������������������、�������������。
��、線量�������������������、��、����、
���、���、�����������。
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����������線量�推定����、����線�(ARS）����
��������時����推定�����。
�������時����������、������������、�
��線量������推定����。���、�������������
�����、��������線量��������推定��������
�。
出典；IAEASafetyReportSeriesNo.2DiagnosisandTreatmentof
RadiationInjuries1998����
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�����������最����������。
���線量��������出���時��、������。�����
30分以内�������、6Gy以�����線量������。２〜3時間�
����1〜４Gy������������。4時間以����������
������、�線量���������低�����。

出典；InternationalAtomicEnergyAgency,DiagnosisandTreatmentof
RadiationInjuries.SafetyReportSeriesNo.2.Vienna,1998.

InternationalAtomicEnergyAgency,Genericproceduresfor
medicalresponseduringanuclearorradiologicalemergency.Vienna,2005.
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��線量����実効線量���線量�算定�法�������。
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�����������������線量��算�����線量�推定�
��法�����。
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��線源��������線量��算����、線源����（���；
Bq）、線源�����（m）、�����時間（h）、���実効線量�(µSv
m2 MBq-1 h-1)��������。
���、Cs-137線源(37TBq=37x106MBq)��1.5m�������10分間
������������線量�、�������、210mSv�����。
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�����実効線量�������。���������実効線量���
�����。
出典：���������10版
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��������������線量（����線量）�、����
(Bq/cm2)、換算係数([nGy h-1]/[Bq cm-2])、���時間(h)、��係数���
算���。
I-131���������40Bq/cm2�10時間�����������線量�
0.6mGy�����。
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��時����再��、���実��������線量�推定���。
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内������、�������内���、��������。内���
���、����������������、���������出���
��。������内������������������、�����
������（�������）������������出�����内
���������������。
���、�������内��������������、低線量���
�������。��������、�������、��線������
���������。
�内�������������、��������、��������
��������。�����������������内�������
量��分���時間�������������。��、��������
������時間�����������（�������）、�内���
��時間������������。�内�������������、�
����������������、�分�量��������時間�実効
��������。
��内�����線量����定����������。���、��法、
分�法、�内��������������、線量������。��、�
内����������、�������内��分�������。内��
���線量����、最�������������量（��量）�推定�
����。��推定��、��������時�、����、������
�����������。
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内����線量������、����量�推定���������。�
���、���������������法��������法���、�
������������������量���推定、���������
�量���推定�����法�����。
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内����線量�、�����������、�内���������間、
������内���������������線量��時間�分����
���������。
���、���������������50�間、�児������70歳
������線量����������、��実効線量���、���Sv
（�����）������。
������（I-131）��������（Cs-134、Cs-137）�実効���
�����7.5⽇、96⽇、110⽇＊���、50�����内����量����
�����。

＊IAEA「EPR-INTERNALCONTAMINATION2018Medical
ManagementofPersonsInternallyContaminatedwithRadionuclidesina
NuclearorRadiologicalEmergency」
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内�����線量����������量�推定��、����法���
��量������、�������法�����量�������法��
���。
����法�、���線�出����������、�������法�
����線�出��、���線�出����������。
����法�、���������������������、����
������������������。������、�定時����内
���量�����。
�������法�、������������������、���、
��分�����、時間�����。�����、�����������
量�����。
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����法�、�内���������出������線�����、�
定�����。��時、��������������、�内������
線���、������線��������、���線量��������
���。����、��������、����������������。
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�����������������。��、������������、
�����、�������。�������、����換������分
����。���、��������、�定������定�実����。
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Cs-137�1������������������������。����
法���定������量�������、�定⽇��定����、�内�
��������、最����量�����������。���、10歳児
�Cs-137�����300⽇���内�������0.4%��。����、最�
���量�、����量��250倍�����。
�������法����、�����時間�������内�����
��������。�������法��、��������定時����
�����最����量������。
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��、WBC��定����������、���1�������、�量
��������������������、��実効線量������。
����、���線量���推定��、�������（�����、��
���）�����。

別 - 385



実効線量係数��、����������量����線量��係���係
数��。�����������、�����������、������
��、���������������。
���、����Co-60�������、WBC�定�1MBq���量���
��������、����0.49、実効線量係数�1.7×10-8���、�算��
�34.7mSv�����。
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�������Co-60�������、MONDAL3��定�������
�（��、��������、��、������、��量、���）��
���������������。
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内����線量����、��������������������線
量�����������。����、������線量����、���
���������。
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����実効線量係数���������������。
�����実効線量係数����������。
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実効線量�、���������線量���算���量�、�定����
�������������。���、���������、実���定�
��量（実�量）���、��線量�量���線量�量���������。
�間線量��定��NaI(Tl)���������������������
����������������、��線量�量�����������
�����。
実効線量���線量�量����、�����（�出������線��
������）��������������、�����、実効線量�、
����線量�量�0.55倍〜0.85倍�������。

出典；特集 ��線��������線量���⽇�������（2013）
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����������������、���量�����������
�������定�、�������������係数効��算出����
��。����実��������������������係数効���
����内����������������。
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時間；30分
内容

• 災害 ⼼理的影響
• 災害後 ⼼理状態 変化
• 災害 関連
• ⼼的外傷後 障害（PTSD)
• 悲嘆反応
• 被災者 回復 ⼆極化
• 被災者
• 災害⽀援者 被 災害
• 災害⽀援者
• ⽀援者 精神健康対策
• 原⼦⼒災害後 ⼼理状態 変化
• 原⼦⼒災害 特徴
• ・差別・中傷
• 原⼦⼒災害時 対策
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医学研究所 災害 ⼼理的影響 分類 枠組 策定 、
中 、⾏動 変化、 反応、精神疾患 ３ ⼤ 設
定 。
⾏動 変化 、災害後 様々 ⼈々 ⾏動 ⽣活 認 変化
含 。⼀般的 ⾒ ⾏動変化 、退⾏的⾏動 再発 潜

在的 先々問題 引 起 ⾏動 挙 。飲酒量
増加 喫煙 再開 典型的 例 。

体験 対 反応 ⽣ 。 反応 異常
不適応 反応 、 。

反応 認知、情動、⾝体 ３ 側⾯ 及 。不眠 ⾏動 変化
反応 重複 考 。認知 変化 、困惑

気 散 含 。情動的反応 、典型的
不安、恐怖、悲嘆、諦 。共同体意識 精神性 ⾼

情動 ⽣ 得 。⾝体的原因 明 存在 場
合 、被災者 頭痛 腹痛 ⾝体反応 ⽣ 医療的 求

。
多 場合、⾏動 変化 反応 程度 移 変 早 時間

落 着 。 、 改善 ⾒ 、 問
題 重 、精神疾患 発症 ⾄ 。最

災害後 精神疾患 、⼼的外傷後 障害（post-traumatic�
stress�disorder:�PTSD）、 病、 使⽤障害 。
PTSD 、⽣命 ⾝体 脅威 及 、強 不安、恐怖、無⼒感
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体験 出現 ⼼ 後遺症 症候群 。

出典： ・J・ Jr.他（編）「災害精神医学」（星和
書店 2015）

別 - 395



災害発⽣後 被災者 ⼼理状態 ３相性 段階 踏 経過 。
茫然⾃失期 、発災 数時間 数⽇間 、誰 受
、茫然⾃失 状態 時期 。気分 消極的、抑 的 。

期 、発災数⽇後 数週間 数 ⽉間続 。被災者
被害 回復 向 、⼀丸 、積極的 気分 。 ⼀

⾒、元気 ⾒ 、⽣活 増⼤ 。
幻滅期 、発災数週間後 年余 続 。 時期 、
等 災害 報 、被災地外 ⼈々 関⼼ 薄 、被災者
無⼒感 倦怠感 。 、被災者 ⽴ 直

（⼼理的 経済的⽣活再建）状況 個⼈差 拡⼤ 、災害時要⽀
援者、要配慮者対策 重要性 増 。

後、復旧 進 ⽣活 ⽬処 始 、現状 受 ⼊ 、気分
安定 、将来 考 。

被災者 ⼼理状態 時間経過 変化 。 変化
⾏ 把握 、柔軟 対応 必要 。

出典：岩井圭司（⾦吉晴 編）「⼼的 理解 第２版」p66,�
（株式会社 ,�2006） 改変
CDC「Psychological�first�aid�in�radiological�disasters」
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⼼的 ⽣命危機 、災害 衝撃 直接起因
、災害直後 急性 反応 激 興奮 昏迷、幻覚妄

想 主体 ⼀過性 反応性精神病状態 引 起 。
発⽣率 、決 ⾼ 、医療的介⼊ 要 。
、⽣命危機 ⼤ 、 後 PTSD 発症 影響 。

当初 茫然⾃失 気持 ⾼ 収 後、深刻 喪失感、悲哀感
感 。何 ⾃分 落 度 感 、特 犠牲者
出 時 、⾃分 ⽣ 残 負 ⽬ 気持 （
・ ） ⾃分 適切 対応 ⾃分 責

。 同時 ⾃分 運命 陥 憤 、援助
者 周辺 者 怒 。
社会・⽣活 、新 ⽣活環境 、災害後 不⾃
由 ⽣活状況 起因 。被災者 全般的健康 低下 。具体的
、種々 ⼼⾝ 不調、不定愁訴、不眠、苛⽴ 増加 。特 体

育館 集団⽣活 ⻑期化 場合 、 確保、⽣活環
境 整備、⼦供 ⾼齢者、傷病者 、避難所 感染症対策
問題 。 、報道取材 保護 重要 問題 。

出典；災害時地域精神保健医療活動
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2013年 改定 DSM-5（⽶国精神医学会 精神疾患診断基準
、Diagnostic�and�Statistical�Manual�of�Mental�Disorders） 、

PTSD 診断基準 ⽰ 。症状 発症後１ ⽉以上経 続
確認 。 １ ⽉未満 急性 障害

（ASD) 診断 。⾃然災害 PTSD 発症率 10%前
後 ⾔ 。
A項⽬ 前提 「 体験」 定義 、PTSD症状 B
項⽬「侵⼊症状」、C項⽬「持続的回避」、D項⽬「認知 気分 陰性変化」、
E項⽬「覚醒 反応性 変化」 ４ 分 。
「侵⼊症状」 、PTSD 最 特徴付 症状 。単 「思 出 」

、「頭 中 ⼊ 込 」「⽬ 前 、 場⾯
再現 」「考 、嫌 考 」 。解
離症状、 、悪夢 。 、⼼的外傷的出来事 側⾯
象徴 類似 、内的 外的 対 顕著
⽣理的反応（動悸 ） 。
「回避」 、災害 、苦痛 記憶、思考、感情 、 呼
起 ⼈、場所、会話、⾏動、物、状況 避
。
「認知 気分 陰性変化」 、例 ⾃分 逃 覚

災害 重要 側⾯ 思 出 、「私 悪 」「誰
信⽤ 」「世界 徹底的 危険 」 過剰 否定的 信念 予想
含 。恐怖、戦慄、怒 、罪悪感、恥 持続 、重要 活動
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意欲低下、他者 孤⽴感、疎外感 感情 ⽀配 、
幸福 満⾜、愛情 感 、 病 重複 症状 ⾒ 。
「覚醒 反応性 変化」 、攻撃性 苛⽴ 、激 怒 無謀
⾃⼰破壊的 ⾏動 形 現 。過度 警戒⼼ 過剰 驚愕反応
（特 ⾳ 対 過敏性 強 ） 、集中困難 睡眠障害 伴 。

出典；⻑純⼀（編）「⼤規模災害時医療」 ４章復興期（慢性期）
：PTSD、悲嘆反応
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⼤規模災害 喪失体験 、⼤切 家族 友⼈ 死別、家屋 家
財道具 喪失、⾃⾝ 健康障害、職業 経済的 喪失、住 慣

故郷 町 ⾵景 喪失、 未来 希望 安⼼感
喪失 多岐 。 喪失体験 後 現 悲嘆反応
⽰ 。 、順番通 現 限 、⾏ 来

。 個⼈差 ⼤ 。
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本格的 復興 始 、復興 話 増 、被災者 世間 関⼼
薄 感 。精神的 打撃 ⽐較的⽴ 直

⼈ 、取 残 感 強 、 ⽴ 直 ⼈ 分
。 、仮設住宅 移転 場合 、⻑期的 環境 ⽣活

変化 ⼆次的 原因 、取 残 感 募 孤⽴無援
⼼境 。中 状態、 問題 出現

⼈ 。⽣活⾯ 、⽀援者 状況 把握
⼈ 出 、PTSD ⾒過 。従 、
PTSD 、復興期 対策

重要 。

出典：岩井圭司,�加藤寛（⾦吉晴 編）「⼼的 理解 第２
版」p86,�（株式会社 ,�2006） 改変
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被災者 ⼼的外傷 起因 精神疾患 発症 引 上 数多
⼼理社会的要因 特定 。最 顕著 要因 、曝露

程度 。災害 曝露 程度 ⼤ PTSD 発症 ⾄
⾼ 多 研究 ⽀持 。曝露 程度 個⼈的要因 経
済的要因 様々 要因 内包 得 。
⼼的外傷 出来事 間近 、家族 喪失、⼤ ⾝体的外傷
受 、年少者 、⼥性 要因 、災害後
⼦供 精神的問題 関係 。 親 精

神障害（特 不安障害） ⼼的外傷後 症状 、⼦供 ⼼的外傷後
関係 。

⼥性 ⽅ 災害後 精神⾯ 障害 ⾼ ⽰唆
。

⾼齢者 、⾝体合併症 要因 可能性 。
⾼齢者 年齢 脆弱 、認知機能障害、⾝体的健康状態 不良、複数
⾝体疾患 罹患 要因 。
重篤 精神疾患、持続 精神疾患、精神疾患 社会機能低下 持
続、⾝体的健康状態 不良、複数 ⾝体疾患 罹患、世話 近親者
⽋如 要因 挙 。
⾝体的 障害 持 被災者 、災害現場 取 残 、避難
所 運営 ⾝体管理 対応 、⾝体上 障害 、
⼀般 被災者 提供 受 理由
、 ⾼ 可能性 ⽰唆 。
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外国⼈ ⾔葉 問題 、被災者 提供 受
考 。

過酷 被災現場 作業 ⻑期間 渡 従事 ⾃体、⼼的外傷体
験 曝露 機会 ⾼ 、過去 ⼼的外傷 精神疾患 既往 脆弱性
引 起 背景 場合、精神疾患 罹患 可能性 引 上

。
種 集団 、災害後 困難 状況 対

脆弱 。
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・ （Psychological�First�Aid�;�PFA） 、
災害 ⼤ 的出来事 傷 ⼈々 ⼼ 、初期 段階 関

⽅ 、多 組織、団体 推奨 。 、災害
直後 ⼦供、思春期 ⼈、⼤⼈、家族 対 ⾏ 効果 知

⼼理的⽀援 ⽅法 、必要 部分 取 出 使 構成
。PFA 、 的出来事 引 起 初期 苦痛

軽減、短期・⻑期的 適応機能 対処⾏動 促進 ⽬的 。
原理 ⼿法 、次 ４ 基本的規格 満 。

1. 回復 関 研究結果 合致
2. 災害現場 適応 可能 、実⽤性
3. ⽣涯発達 各段階 適切
4. ⽂化的 配慮 、柔軟 ⽤

PFA 提供者 想定 災害救援活動 ⾏ 組織 ⼀員
、被災 ⼦供、⼤⼈、家族 早期⽀援 ⾏ 精神保健担当者、
、 他 分野 災害⽀援者 。
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⼤規模災害 救援者・⽀援者 （惨事 ） 甚⼤
。惨事 、惨状 体験・⽬撃、被災者・遺族 関 、遺体
関 、⼆次災害 危険性、指揮系統 混乱、過重労働、⾃分⾃⾝ 被

災者、使命感 ⾃分⾃⾝ ⾃覚 、 。
職業的 救援者 、救援活動 遂⾏中 、気分 ⾼揚 経験 。

、⾼揚 気分 肥⼤ ⾃尊⼼ 必要以上 ⻑ 続 、周囲
様々 軋轢 ⽣ 、業務 遂⾏ ⽀障 。
活動 ⼗分 成果 、救援 断念
時 、罪責感 ⼀層強 。 、⽀援者⾃⾝ 体験 感

情 、被災者 重 合 「同⼀化」、被災者 過剰 ⽀援
者 依存 、⽀援者 側 全⾯的 応 関係 陥 「感情
転移・逆転移」 類似 、組織的 救援活動 場
合 組織 対 怒 不信感 ⽣ 。満⾜ 活動

不全感 、罪責感 直結 、職業的
深 傷 、労働意欲 低下 ⽣ 。 ⼤規模災害 ⽀

援者⾃ 被災 場合 、家族 安全 確認 場合、 危
険 状況 家族 送 出 不安 、⽀援者 家族 間
葛藤 ⽣ 。

出典：加藤寛（⾦吉晴 編） 「⼼的 理解 第２版」 p122,�
（株式会社 ,�2006） 改変
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災害⽀援者 ⾃分⾃⾝ 、他⼈ 当
。災害⽀援者 、災害⽀援活動中活動後 ⼀部 災害⽀援者
経験 好 影響 緩和 上 他⼈ 機能 ⾼

上 、重要 。 重要 、⾃分 感情 他⼈ 感情 ⾃
分⾃⾝ 与 影響 認識 。⼆次⼼的外傷性 、共感性
疲労、代理性犠牲 ３ 重複 概念 、潜在的 災害⽀援活動
伴 ⽣ 負 影響 。 影響 対応 、災害⽀援 回避

、適切 計画 ⽴ 、実践 ⽀援活動 従
事 推奨 。
燃 尽 、主 感情的 疲労困憊 結果、徐々 出現 、
対照的 、共感性 共感性疲労 予兆 突然出現 可能性

。
所属 組織 団体 、職員 ⾃ 状況 ⼼⾝ 状態
知 、対処法 知 重要 。⽇常的 対処法
、異常 状況 現場 遭遇 場合 対処法 事前 学習 必要

。経験 同僚 上司 対処法 学 、具体的
対処法（例 、悲惨 死体 扱 場合 死体 顔 ⾒ 、

単 物体 思 ） 知 、 後 ⼼理的影
響 軽減 、 ⾼ 現場 最⼤限 能⼒発揮
役⽴ 。 、利⽤ 相談窓⼝ 整備 必要 。

別 - 406



1. 業務 役割分担 明確化
早期 、動員 ⽀援者 活動期間、交代時期、責任・業

務内容 明確 。
2. ⽀援者 教育
⽀援者 ⽣ 、 恥 、適
切 対処 教育 。

3. ⼼⾝ 相談体制
⼼⾝ 変調 ⽀援者 ⼿渡 、必要

健康相談 受 重要 。
4. 住⺠ ⼼理的 反応 教育
⽀援活動 、被災者 ⼼理的 反応 、怒 強 感
情 向 教育 ⾏ 、可能 、研
修 被災者 取 ⼊

有効 。
5. 被災現場
各種災害 ⽣ 場合 情景、死傷者 光景 、 体
験 ⾏ 有効 。

6. 業務 価値付
⽀援業務 、 従事 個々⼈ 組織 中 評価 、報

意外 少 。⽀援業務 意義、効果 、公
広報 価値 明確 記載 、 組織 中 担

当者 、⽀援活動 価値 明確 認 、労 重要 。
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原⼦⼒災害時 、⾃然災害時 ⼼理状態 変化 ⾒ 期
⼤ 違 （ 線）。 、放射線 対 恐怖

知識 不⾜ ⽣ 、原⼦⼒災害 被災者 対 、時 医療関
係者 家族 ⽀援 拒否 、社会的 ⽀援等 不⾜
⽣ 。

、原⼦⼒災害 、環境 汚染 ⻑期間 避難 住 替
余儀 、⼼理状態 回復 困難 、⻑期的

。 放射線 関連 （stigma；他者
社会集団 個⼈ 与 負 烙印） 被災者 孤⽴ 、復
興 遅 。平時 災害以前 精神状態 戻 難 、“新
普通 状態” 作 必要 。

出典：CDC「Psychological�first�aid�in�radiological�disasters」
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原⼦⼒災害 ⼈為災害 、加害者 存在 、被災者⼼理
割 切 罪 償 求 気持 （怨恨感情） 強 残 多

。

別 - 409



、 押 焼 印 、 特定 ⼈間
集団 、社会 ⼼ 偏⾒ 焼 付 指 。

反応 ⼀部 ⽣ ⾔動 捉 、 本⼈ 劣 点
多 。PTSD症状 過覚醒 ⿇痺 、

「怒 」「態度 」 否定的 評価
。

、 事件 災害 起 社会 周囲 ⼈
受 ⼊ 、「本⼈ 悪 」 理由 、⾃分 落
着 。

受 取 。⾝体
⽣活相談 並⾏ ⼯夫 、 不安 刺激

必要 。
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⾃然災害等 発⽣ 、災害現場 派遣 、 被害状況 資機材
状況 確認、把握 。 後、精神保健活動 担当者 役割分担等

⾏ 。被災者 ⾒ 情動的 反応 多 、災害 引 起
⽣活上 問題 ⽣ 。 、被害状況 把握 被災者
把握 重要 。

⼀般 援助活動 ⼀環 、地域全体（集団） 精神健康 ⾼ 、集団
⼼的 減少 活動 ⾏ 。

、⽀援者 地域精神保健医療従事者 被災地域 出
活動 、災害情報 提供、⼀般的 ⼼理教育、⽐較的簡単 相談活動

中⼼ 。 、災害復旧 ⽣活⽀援 現実的 ⽀援 、
⾃体 集団 精神健康 ⾼ 効果 持 。特 ⾼齢者 孤⽴ 、
移動 難 状況 、 活動 必須 。

、個別 精神疾患 対 予防、早期発⾒、治療 活動
、疾患 個⼈ 、受診 動機付 、個別的 ⼼理

教育、専⾨医 引 渡 中⼼ 。
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時間：30分
内容

• 放射線管理要員
• 放射線防護 必要性
• 放射線防護 放射線管理
• 放射線施設
• 放射線障害 防⽌ 関 法規制
• 放射線障害 防⽌ 関 他 主 法令
• 放射線安全管理 組織
• 放射線安全管理技術
• 線源管理
• 環境管理
• ⾮密封放射性同位元素 取扱 施設 安全管理
• 個⼈管理
• 記帳・記録
• 健康診断
• 教育・訓練
• 緊急時・危険時 対応
• 医療処置 放射線管理
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放射線管理要員 放射性物質 取 扱 事業所内 、放射性物質
⼈ 影響 考慮 、安全 合理的 管理 ⾏ 専⾨家 。放射線
管理要員 、放射線⽣物学、物理学、化学、法令 知識 有 。
放射線管理要員 、被 患者 ⾝体汚染検査、除染及 被 線量 測
定、並 医療機関 搬送⾞両等 設備、資機材 汚染防⽌及 汚染検査
協⼒ 。 、被 患者 医療機関 搬送 際 、汚染 状況
測定 、傷病 状態 勘案 、 限 汚染 拡⼤防⽌措置 講
。 、患者 随⾏ 、事故 状況、患者 被 ・汚染状況 搬送先
医療機関 提供 、汚染 拡⼤防⽌等 協⼒ 。
事業所 、積極的 放射線管理要員 育成 務 求
。 、 放射線取扱事業所 放射線管理 説明 。
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1895年 博⼠ X線 発⾒ 以降、1896年 博
⼠ 放射能 発⾒ 、以後多 放射線 関 研究 進
。 同時 1896年 博⼠ 放射線 ⽪膚 紅斑
⽣ 報告 、1901年 博⼠ ⽪膚障害 報告
、以降 放射線 ⽪膚 、⽩⾎病 報告、

⾻⾁腫、 肝 、⽩⾎病 様々 放
射線障害 報告 。 放射線 発⾒直後 、研究者
放射線 ⽪膚 紅斑 脱⽑、潰瘍 ⽣ 認
。放射線 医学利⽤ 発展 、他⽅ 、放射線利⽤ 伴
障害 問題 。 、放射線利⽤ 関 線量

定義 、放射線 影響 量的関係 知 、効率的 利⽤ 促進
障害 防 動 起 。 国際放射線単位測定

委員会（ICRU)、国際放射線防護委員会（ICRP)、原⼦放射線 影響 関
国連科学委員会（UNSCEAR)、国際原⼦⼒機関（IAEA）、経済協⼒開発機

構原⼦⼒機関（OECD/NEA) 国際機関 設置 ⾄ 。
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放射線・ 利⽤ 際 、放射線防護、放射線安全 確保
常 ⼼ 、 ⽅策 実践 。
利⽤ 直接携 者 成果 早急 求 、時 防護・安全
⽅策 懸念 。 防⽌ 、第三
者 放射線管理 必要 。 管理 、防護・安全
確保 困難 、利⽤者 安全 取扱 実⾏ 必要

。
安全管理 担当者 、利⽤者 安全取扱 徹 態勢 協議 必要
応 教育・訓練 醸成 、個々 作業 ⾒守 、複数 作
業 対 、総括的 対処 求 。 利⽤者 安全
管理 重要性 理解 積極的 管理実務担当者 協⼒ 関係 構築

強 求 。
医療機関 放射線・ 利⽤ 場合 、放射線 安全管
理 求 。 医療機関 放射線安全 、専⾨部署

診療放射線技師 医師 業務 傍 ⾏ 現
状 。医療機関 被 医療 実施 場合 、診療放射線技師 放射
線管理 役割 担 求 。
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放射線施設 多種多様存在 。
• 放射線発⽣装置使⽤施設
• 密封 （密封）放射性同位元素使⽤施設
• 密封 （⾮密封）放射性同位元素使⽤施設
• 核燃料物質・核原料物質使⽤施設
• 医療施設
• 他施設

複数 許可 所持 施設 。例 、放射線発⽣装置使⽤施設
⾮密封放射性同位元素使⽤施設 。
、放射線事故・災害 汚染患者 対応 救急外来等 、通常放射

線施設 許可 場所 施設、区域 実施
。対応者 安全、 他 施設 利⽤者等 安全 確保 、患者
受 ⼊ 時 放射線管理 重要 。
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我 国 原⼦⼒平和利⽤ 関 基本 法律 1955年 制定・公布
。 、「原⼦⼒基本法（昭和30年12⽉19⽇ 法律第186号）」 、

原⼦⼒利⽤ 社会福祉 ⽣活 向上 寄与 ⽬的 、原⼦
⼒ 研究、開発、 利⽤ 平和⽬的 限 、安全 確保、⺠主・⾃主・
公開 原則 、国際協⼒ 資 基本⽅針 。原⼦
⼒利⽤ 、 利⽤ 放射線・ 利⽤ ⼤別 。

利⽤ 個別法 、「核原料物質、核燃料物質 原⼦炉 規
制 関 法律」（原⼦炉等規制法） 、放射線・ 利⽤ 個別
法 、「放射性同位元素等 放射線障害 防⽌ 関 法律」 定

。
放射線障害防⽌法関係法令 、法律、 条項 受 細⽬ ⽰ 施⾏
令、施⾏規則 構成 、 補完 特定 事項

告⽰ 定 。

別 - 418



⾏政機関 放射線障害 防⽌ 関 事項 、各関係 関係法令 組 込
、放射線障害防⽌法 技術的基準 。
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事業所 放射線安全管理 体制 、最⾼責任者 事業所 ⻑
頂点 、放射線安全 施策 関与 組織 放射線安全管理 実務 担
当 組織 構成 。

、事業所 ⻑ 放射線安全 確保 、 事業所 実態 適
合 管理組織、管理基準等 定 、法令（法第２１条、則第２１条） 基

放射線障害予防規程 作成 、原⼦⼒規制委員会 届 出 。
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放射線 防護・安全 確保 管理対象 放射線源 環境 ⼈ 、
放射線管理 線源管理、環境管理、個⼈管理 。事業所

内部 ⾏ 放射線安全管理 、⽇常的 ⾏ 教育・訓練、放射線施設 点
検 、異常時・危険時 措置 臨機 ⾏ 業務 遂⾏
。
線源管理 、密封放射性同位元素、⾮密封放射性同位元素、放射線発
⽣装置、放射性廃棄物 管理 ⾏ 。環境管理 、作業環境 管
理、周辺環境 管理 ⾏ 。個⼈管理 、教育訓練 実施、定期
的 健康診断、管理区域 ⼊退域記録、外部被 線量 内部被 線量
管理 ⾏ 。
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密封放射性同位元素（密封線源） 、通常 使⽤ 放射性同位元素 容
器 外部 漏出 、放射線（外部被 ） 防護（時間、
距離、遮 ） 留意 管理 。
⾮密封放射性同位元素（⾮密封線源） 、放射性同位元素等 汚染

関連 発⽣ 体内摂取 内部被 起 得 、
発⽣ 放射線 防護 留意 管理 。
放射性発⽣装置 、運転 停⽌ 放射線 発⽣ 停⽌ 。運転中
⽣成 放射化物 残留 。前者 放射線 留意 、

後者 放射線 残留 放射化物 放射線防護措置 必要 。
放射性廃棄物 ⾮密封放射性同位元素 汚染 物 。放射性汚
染物 汚染 除去（除染） 、汚染除去 ⾏為 発⽣
、⼆次放射性汚染物 取 扱 。極 低濃度 気体状・液体状
放射性廃棄物 、法令 定 排気中 排⽔中 放射性同位元素

種類 対 濃度限度以下 放射線利⽤施設 排気・排⽔設備 ⼀
般環境 放出 。
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放射線 防護・安全 関 放射線管理 ⽬的 、放射線障害 防⽌ 公
共 安全確保 。放射線障害防⽌ 放射線業務従事者 作業環境 管理
、放射線施設、特 管理区域 境界 放射線管理 。公共 安全確

保 公衆 ⽣活 ⼀般環境 保全 管理 、公衆 ⽣活圏 境界
線量 、公衆 被 限度（1mSv/年） 越

。放射線量 場所 、管理区域内、管理区域境界、事業所
境界 。空気汚染 、管理区域特 作業室 排気設

備 排気⼝ 空気中 排気中 放射性同位元素 濃度 測定
。⽔汚染 、排⽔設備 排出 放射性廃液中 放射性同位元
素 濃度 測定 。表⾯汚染 管理区域 境界 持
出 物品等 表⾯ 放射性同位元素 密度 測定 。
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管理区域 、密封放射性同位元素 取 扱 施設 放射線
管理 ⾏ 区域 、⾮密封放射性同位元素 取 扱 施設 放射
線 汚染 管理 ⾏ 区域 。
⾮密封放射性同位元素 取 扱 施設 、汚染 管理 床、物品
表⾯密度、空気中 放射性同位元素 濃度 管理 ⾏ 。表⾯汚染

、直接法 法（直接物品 表⾯ 測定） 間接法
法（物品 表⾯ 紙等 、 紙等 測定） 。
上図 、⾮密封放射性同位元素 取 扱 施設 作業環境 周辺環
境 測定 ⽰ 。
放射線管理区域 、外部放射線量 実効線量 ３⽉間 1.3mSv 声、3
⽉間 空気中 放射性同位元素 平均濃度 告⽰別表第2、第4欄
⽰ 濃度限度 1/10 超 、表⾯密度限度 1/10 超 場所
定 。

空気中 放射性同位元素 平均濃度 告⽰別表第2
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail
/__icsFiles/afieldfile/2012/04/02/1261331_15_1.pdf
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放射線障害防⽌法 、「放射性同位元素等 取扱 、管理
付随 業務」 、厚⽣労働省令 ⼈事院規則 X線装置 使
⽤・検査、原⼦炉 運転 含 業務 放射線業務 。
事業所 所⻑ 放射線業務従事者、取扱 等 業務従事者
者 教育・訓練 健康診断 受 。管理区域⽴⼊後 健康診断
⼀定期間 、 教育・訓練（再教育） 前回 教育訓練 ⾏ ⽇
属 年度 翌年度 開始⽇ 1年以内 受 。
管理区域 ⽴ ⼊ 者 、⼊退域 時刻等 記録 、管理区域 受 放
射線 量 外部被 線量 内部被 線量 測定 。
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記帳・記録 ⽬的 、単 過去 事実 書 記 、集積 、
現在 将来 状況 想定・評価 役⽴ 。
基本的 記帳・記録 種類 、下記 通 。
個⼈（放射線業務従事者）

健康診断 記録 永年保存
被 線量 測定記録 永年保存
教育・訓練 記録 1年 閉鎖、5年間保存

線源（放射性同位元素、放射線発⽣装置） 1年 閉鎖、5年間保存
放射性同位元素 受⼊ 、保管、使⽤、運搬、廃棄、払 出
放射性発⽣装置 使⽤

環境（放射線施設 内外） 1年 閉鎖、5年間保存
放射線 量、汚染 状況（表⾯ 放射性同位元素 密度）
排気中、排⽔中 放射性同位元素 濃度
放射線施設 点検及 保守・管理
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放射線 取 扱 業務 就 場合 、放射線障害防⽌法、労働
安全衛⽣法 ⼈事院規則 法令 特定 健康診断 受診
義務付 。
実施時期 、放射線障害防⽌法 1年 越 期間 、労働安全衛⽣
法（電離則）・⼈事院規則 ６⽉以内 。
健康診断 内容 、初 管理区域 ⽴ ⼊ 前 ⾏ 者 、放射線 被

歴 有無、末梢⾎ ⽩⾎球数、⽩⾎球百分率、⾚⾎球数、⾎⾊素量
値、⽩内障（眼） 検査、⽪膚 検査 ⾏ 。定期健

康診断 、初 管理区域 ⽴ ⼊ 前 実施 健康診断 項⽬ 変
、放射線障害防⽌法 、問診以外 医師 判断 必要

認 場合 限 実施 。
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事業者等 、管理区域 ⽴ ⼊ 者 放射性物質 放射線発⽣
装置 取 扱 業務 従事 者 対 、次 項⽬ 教育訓練 ⾏

。
（1）放射線 ⼈体 与 影響
（2）放射性同位元素等 放射線発⽣装置 安全 取扱
（3）放射線障害 防⽌ 関 法令及 ゙放射線障害予防規程
教育訓練 時期 、放射線業務従事者 対 、管理区域 初 ⽴ ⼊
前、 ⽴ ⼊ 後 前回 教育訓練 ⾏ ⽇ 属 年度 翌

年度 開始⽇ 1年以内 ⾏ 。取 扱 等 業務従事者 、取 扱
等 業務 開始 前、 開始後 前回 教育訓練 ⾏ ⽇ 属
年度 翌年度 開始⽇ 1年以内 ⾏ 。

教育訓練 時間数 上記 表 ⽰ 。
放射線業務従事者 放射性物質 取 扱 業務従事者

、放射線 ⼈体影響 放射線障害予防規程 知識 技術 有
。
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事業所 被 患者 発⽣ 場合 、放射線管理要員 、被 患者
⾝体汚染検査、除染 被 線量 測定、医療機関 搬送⾞両等 設備、
資機材 汚染防⽌ 汚染検査 協⼒ 。 、被 患者、搬送
機関関係者、医療関係者、処置室、搬送⾞両等（船舶及 航空機 含 。）
汚染 拡⼤防⽌措置等（養⽣ ） 含 放射線管理 必要 措置 ⾏
、事業者 含 関係機関 汚染 有無 報告 。
、患者 随⾏ 、事故 状況、患者 被 ・汚染状況 関 情報

搬送先 医療機関 提供 。
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医療機関 被 患者 受 ⼊ 場合、 医療機関 放射線等 取
扱 施設 場合 、放射線施設 責任者 放射線管理 担当 者、
診療放射線技師 、放射線管理、放射線防護、放射線計測 理解
職員 、被 医療 放射線管理 役割 担 望 。 、
事業所 随⾏ 放射線管理要員 調整、協⼒ 必要 。
汚染 被 患者 受 ⼊ 際 通常状態 、通常
法放射線管理 違 認識 必要 。医療処置 ⾏ 際
、蘇⽣ 救命処置 最優先 、被 患者 傷病 状態 勘案 、

限 汚染拡⼤防⽌措置 講 必要 。 、災
害・事故対応、医療処置 他 対応 連携、調整 ⼤切 。 、
管理区域 退出基準 、平常時 電離則第31条、⼗分 実績、治
療法 確⽴ 内⽤療法 退出基準 。被 医療 、傷
病者 状態 必要 処置 勘案 、 基準 参考 対応 。
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時間；30分
内容

• 国際原⼦⼒事象評価尺度
• 放射線事故件数 影響
• 代表的 事故
• 加⼯⼯場臨界事故
• 東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故
• 事故
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国際原⼦⼒事象評価尺度（International�Nuclear�and�Radiological�Event�
Scale；INES） 、国際原⼦⼒機関(IAEA)及 経済協⼒開発機構原⼦⼒機関
(OECD/NEA) 制定 、原⼦⼒施設等 異常 事故 共通評価 ⽬
的 指標 。
7 分類 。福島第⼀原⼦⼒発電所事故 、放射性物

質 放出量 最 深刻 ７（暫定評価） 判断 。 、
加⼯⼯場臨界事故 、 ４ 判断 。

０（尺度未満）；安全上 問題
１（逸脱）；年間許容量 超過 伴 被
２（異常事象）；10mSV 超 公衆 被 ／放射線作業従事者
被 限度（１年間）超過

３（重⼤ 異常事象）；従事者 年間許容量 10倍 被 ／放射線
⾮致死 確定的影響

４（局地的 影響 伴 事故）；地域 ⾷品制限以外 計画的封鎖
等 必要 軽微 放射性物質 放出

５（広範囲 影響 伴 事故）；計画的封鎖 必要 限 量
放射性物質 放出

６（重⼤ 事故）；計画的 封鎖 必要 相当量 放射性物質
放出

７（深刻 事故）；広範囲 及 健康 環境 影響 伴 放射性
物質 深刻 放出（計画的、広域封鎖 必要）
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出典；放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料(平成29年度版)�
原⼦⼒安全 関 IAEA閣僚会議 対 ⽇本国政府 報告書(2011

年6⽉） 作成
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1945年 2007年 放射線事故 、死亡 影響 発⽣ 件数
⽰ 。
最 多 、産業施設 事故 、原⼦⼒施設 事故 35件発⽣

。 、件数 年々減少 。
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核兵器関連 事故 臨界事故 。全 事故 死亡者 発⽣
。
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核兵器 関連 臨界事故 。 ⼀ ⽇本 1999年 発
⽣ 加⼯⼯場臨界事故 。 事故 詳細 後述 。

住⺠ 著 被 可能性 伴 事故 、⽶国
島原発事故、旧 連 原発事故、⽇本東電福島第⼀原発事

故 。東電福島第⼀事故 後述 。
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加⼯⼯場臨界事故 、1999年茨城県東海村 発⽣ 。
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1999年9⽉30⽇午前10時35分、茨城県 原⼦⼒施設 集中 地域 、⾼濃
度 燃料 加⼯ ⼯場（茨城県東海村（株）ＪＣＯ東海事業所
転換試験棟） 国内初 臨界事故 発⽣ 。
事故発⽣原因 国 提出 認 改 、 発災
前⽇ 変 。臨界条件 避 ⽬的 設計 溶解

⽤ ⾼速増殖炉常陽向 濃縮 (18.8%
235U) 塊 硝酸 ⼊ 溶 直接沈殿槽 注 。
通常 濃縮度 3〜5％ 商業⽤原⼦炉向 燃料 扱 為、
問題 。

事故 作業員3名 重度 被 、内2名 死亡 。周辺住⺠
多数被 。
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1999年9⽉30⽇ 午前10：35分頃、溶解槽内 溶液 約40ℓ 達 。
16kg 相当 、臨界量 。 臨界状態 発⽣

形状 構造 容器 、⼤量 235 ⼊ 、⼩型原⼦炉 臨時
設置 同 状態 、 瞬間、核分裂連鎖反応 始 、⼤

量 γ線 中性⼦線 放出 始 。
1999年10⽉1⽇午前8時50分 臨界 約20時間後 臨界 終息 。
施設 350m以内 住 161⼈ 避難 命 、10ｋｍ圏内31万⼈ 約18
時間屋内 滞在 。
臨界発⽣時 状況 。

容器内 溶液濃度 臨界量 超 、⼤量 中性⼦
発⽣ 、3名 作業員 被 。特 容器 前 ⽴
A⽒ 被 線量 最 ⾼ 、次 B⽒ 。C⽒ 壁 隔

別室 、被 線量 最 低 。
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臨界事故 1999年9⽉30⽇10:35 発⽣ 。3名 作業員 前駆症状
臨床経過 ⽰ 。最 被 線量 ⾼ A⽒ 被 後 ⼀時的
意識障害 嘔吐 症状 出現 。 、1時間後 下痢 症状

出現 。
B⽒ 被 数⼗分後 悪⼼ 訴 、約1時間後 嘔吐 症状 出現

。C⽒ 被 約4時間後 悪⼼ 症状 訴 。
事故 、当初地元 消防署 「転換棟 事故」 通報 、

「 ⼈ 倒 」 認識 、当初、消防 放射線 事故
認識 。 、放医研 「東海村 加⼯施設

放医研 患者搬送」「六 化 施設 事故、内部汚染 可能性」
連絡 核種 汚染事故 受 ⼊ 準備

。
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放射能 同位体 放射線 受 放射性同位
体 変化 放射化 ⾔ 。
臨界事故 発⽣ 中性⼦ 、核反応 起 、体内 Na-23 Na-24
、γ線 放出 。体内 ⾎液中 存在 、全⾝

分布 。 、表⾯汚染検査 、表⾯汚染 、放射化
放射性同位元素 線 検出 。

、吐瀉物 所持品 放射化 同位元素 検出 、中性
⼦線 被 ⽰唆 。
⾎漿中 Na-24濃度 中性⼦線被 量推定 ⽤ 。
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放射化 Na-24 線 放出 、被 作業員 周辺
空間線量率 上昇 。翌⽇ 病室周辺 測定結果 ⽰ 。
Na-24 1MBq存在 場合、1m離 場所 線量率 0.429µSv/h
。

A⽒ Na-24 約6MBq 。 、Na-24 実効半減期 14.1時間 。
計算 、

【事故直後 A⽒ 1m 位置 線量率】
0.429µSv/h×6MBq=2.6µSv/h
。

、事故23時間後 測定 患者周辺 線量率 合致 。
、患者 1m 位置 対応者 線量 3時間 10µSv以下

。搬送対応者、医療従事者 被 線量 、健康 影響 与 値
予想 。

出典；放射線医学総合研究所「東海村 加⼯⼯場臨界事故 関 放
医研報告書NIRS-M-143」（平成13年1⽉）
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作業員3名 臨床経過 。
⾻髄障害 対 、A⽒ 末梢幹細胞移植 実施 。C⽒ 、

投与 。
A⽒ 83⽇後、B⽒ 211⽇後 多臓器不全 死亡 。C⽒ 、⾻
髄障害 回復 、3 ⽉後 退院 。
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環境放射線 、周辺 放射化⽣成物(Na-24 ) 状核
分裂⽣成物 微量 検出 粒⼦状物質 検出 。 、
⼀般住⺠ 健康 環境 影響 及 判断 。
臨界事故 、放射性物質 放出 汚染 全 ⽣ 。

出典:National�Institute�of�Radiological�Sciences�2002�NIRS�M-154
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周辺住⺠ 事故終息 従事 作業員、防災業務関係者等 被 線量
、 、⾏動調査 基 線量推定

。 結果 ⽰ 。
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事故 、様々 社会的影響 。10km圏内 ⾦
融機関、 営業 ⾒合 、交通規制、 私鉄等
運休、学校 休校 社会福祉施設等 休館 。
汚染 伴 事故 、農畜産物、商⼯業、観光 ⾵
評被害 。
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臨界事故後 原⼦⼒安全規制 抜本的強化 原⼦⼒災害 係 防災
対策 、平成11年12⽉13⽇ 「原⼦炉等規制法」 ⼀部改正 「原⼦
⼒災害対策特別措置法」 成⽴ 。 、医療体制 緊急被 医
療体制 整備 、「緊急被 医療 ⽅ 」（平成13年6⽉（平
成20年10⽉⼀部改定）原⼦⼒安全委員会 原⼦⼒施設等防災部会） ⽰

。 中 、緊急被 医療 関 関係者 適切 研修
及 訓練 受 、被 患者 診療 際 不安 感 、円
滑 迅速 患者 診療 具体的体制、、原⼦⼒関連施設 事象 限

、放射性物質 関係 緊急事態 視野 ⼊ 策定 提⾔
。

後、19道府県 緊急被 医療体制 整備 。
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2011年3⽉11⽇14:46 三陸沖 9.0 地震 発⽣ 、東北地
⽅ 中⼼ 地震、津波等 ⼤規模 被害 発⽣ 。
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地震発⽣直後、運転中 東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所 １〜３号
機 全 原⼦炉 ⾃動停⽌ 。 、送電鉄塔 倒壊等 外部
電源 喪失 、⾮常⽤ 発電機 ⾃動起動 。 、

後 津波 襲来 ⾮常 発電機 配電盤等 被⽔、冠⽔
、６号機 除 全 交流電源 喪失 、冷却⽤ 海⽔

機能 失 。 結果、１号機 原⼦炉 冷却 機能 喪失 、
２号機、３号機 、交流電源 駆動 冷却設備 原
⼦炉 冷却 、 停⽌ 。

出典:放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料(平成28年度版) 改変
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炉⼼ 注⽔ 停⽌ 原⼦炉⽔位 低下 、燃料 露出
。 結果、炉⼼溶融 始 、圧⼒容器 損傷 考 。

格納容器 、炉⼼損傷 影響 ⾼温・⾼圧状態 、閉 込 機能
劣化 、格納容器 外 通 配管貫通部等 隙間 ⽣ 。
冷却 原⼦炉 注⽔ ⽔ 圧⼒容器 格納容器 漏洩 、⼤量
⾼ 汚染⽔ 原⼦炉建屋地下 建屋地下 滞留 、
⼀部 海洋 流出 。
圧⼒容器 損傷 格納容器 閉 込 機能 劣化 放射性物質 含
蒸気 漏洩 加 、原⼦炉建屋 ⽔素爆発 格納容器 等

⼤気中 放射性物質 放出 。

出典:放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料(平成28年度版) 改変
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全福島県⺠(約202万⼈) 対象 福島県 調査 、原発事故発⽣直後
各個⼈ ⾏動 、放射線医学総合研究所 開発 外部被 線

量評価 ⼊⼒ 、個⼈ 外部被 線量評価 。
、事故 放射線物質 拡散 避難等 踏 、県⺠ 被 線

量評価 ⾏ 、県⺠ 健康状態 把握 、疾病 予防、早期発⾒、
早期治療 、将来 県⺠ 健康 維持、増進 図 ⽬的

福島県 実施 「県⺠健康調査」 基礎調査 実施
。

基本調査 回答率 、福島県全体 27.6% 。
平成29年6⽉30⽇ 推計 ⾏ 累計55万2,298⼈ 、推計期間

４ ⽉間 ⾏動記録 提出 47万3,605⼈ 、 放射線業務従
事経験者 除 46万4,420⼈推計結果 、県南地域 、88.2％、会津・
南会津地域 99.3％ 1mSv未満 、相双地域 77.3% 、

地域 99.1％ 1mSv未満 。最⼤値 、相双地域 ⽅
25mSv 。

出典：外部被 線量 推計
http://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/6494.pdf
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環境 結果等 、他 地域 ⽐ 外部 内部被
量 ⾼ 可能性 地域（川俣町⼭⽊屋地区、飯舘村、浪江町） 避難区
域等 住⺠ 対象 平成23年6⽉27⽇ ・ （WBC）

内部被 検査 開始 。対象地区 順次、県内全域 拡
⼤ 。平成29年11⽉30⽇ 32万8.354名 検査 実施
。Cs-134 Cs-137 預託実効線量 99.9％以上 1mSv未満、最⼤
3mSv未満 、全員 健康 影響 及 値

。

出典：放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料(平成29年度版)
福島県 「 ・ 内部被 検査
検査 結果 」
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平成23年3⽉23⽇ SPEEDI 試算 踏 、⼩児 健康影響 把握
、原⼦⼒安全委員会緊急助⾔組織 依頼（3⽉23、25⽇付） 基 、

現地原⼦⼒災害対策本部 ⼩児甲状腺 調査 実施 。
調査 1,149⼈ 、適切 測定 1,080⼈ 結果 ⽰ 。
測定場所 環境放射線量 簡易測定 ⾏ 適当 （測定場所
空間線量率 ⾼ 、簡易測定 適切 評価 困難 ） 、適切
測定結果 出 66⼈ 年齢不詳 3⼈ 結果 除 、

調査 受 全員 、原⼦⼒安全委員会 「
毎時0.2µSv」 下回 。

出典:放射線 健康影響等 関 統⼀的 基礎資料(平成29年度版) 改変
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事故直後１年間 公衆 平均実効線量 平均甲状腺吸収線量 ⽰
。
UNSCEAR�Report�2013 、LNT仮説 基 発 増
加 ⽰唆 ⽇本⼈ 差 検出 ⼩

、 。
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2011年3⽉12⽇ 16⽇ 、20km圏内 避難区域 医療機関 ⼊院患
者 避難 実施 。
医療機関 避難 、情報 関係者間 共有 、搬送
時間 、搬送中 死亡 発⽣ 。
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地震同時、運転中 １〜３号機 、地震 後 津波 全
交流電源 喪失、冷却 停⽌ 、原⼦炉冷却

、最終的 燃料 溶融 ⾄ 。燃料 溶融 過程（炉⼼損傷
伴 ⾼温下 、燃料被覆管 ⾦属（ ） ⽔蒸気 反

応） 、⼤量 ⽔素 発⽣ 、原⼦炉建屋内 ⽔素 滞留
１号機、３号機 、3⽉12⽇（１号機） 14⽇（３号機） ⽔素爆発 起

。 ３号機建屋 ⽔素爆発 、注⽔作業 ⾃衛官4名
東電 協⼒会社 作業員7名 汚染 伴 負傷 。⼤熊町

搬送先 調整 、汚染 搬送拒否 受⼊
拒否 発⽣ 、搬送先 決定 ２〜3時間 要 。 、最後 患者
医療機関 搬送 、負傷 20時間後 。 重篤 外傷
⾼線量 被 。
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2011年 発⽣ 東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所 事故 、関連
法令等 改定、策定 。
中 原⼦⼒災害時 医療体制 、 緊急被 医療体制 充実、
強化 。現在 原⼦⼒災害時 医療体制 、⾒直 改正 ⾏

。

別 - 458



原⼦⼒災害 事例 、放射線 関与 事故 、急性放射線
症、内部被 、環境 拡散 ⽣ 事故 1987年 （

） 発⽣ 事故 。
、 （ ） 病院 、治療⽤ 線源（137�Cs、

50.9TBq） 残 移転 、1987年⼆⼈組 治療装置 開 、
製 ⼊ 線源 取 出 、0.5km先 移動 。

後、 開 、塩化 拡散 。 ⼀部 ⼈ 、
塩化 ⾝体 塗布 。
事故 、⾼線量被 急性放射線症 ⽪膚障害 ⽣ 、4⼈

⾻髄障害 死亡 。内部被 者
投与 。

表⾯汚染検査 、11万⼈以上 実施 、 249⼈ 体内汚染 体表
⾯汚染 。

事故 影響 、汚染 ⼟壌 、200 ⽸
14,500�個、５ 箱 1,470�個 。
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時間；30分
内容

• 基本⽅針
• 関係機関・組織
• 派遣 準備
• 資機材
• 派遣 受⼊準備
• 原⼦⼒災害発⽣時 活動 流
• 待機要請
• 派遣要請・出動
• 基本的活動
• 安全確保
• 連絡、記録 作成 保管
• 活動 終了
• 費⽤ ⽀弁
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原⼦⼒災害医療派遣 （以下「派遣 」 。） 活動 、平
時 派遣 保有 医療機関 当該医療機関 管轄 道府県 間
締結 協定（以下「協定」 。）及 地域防災計画等 基
。
原⼦⼒災害医療・総合⽀援 、⾮被災道府県 派遣 出動

基本 。 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官
必要性 判断 場合 、被災道府県内 派遣 出動

。
派遣 出動先 、被災道府県 原⼦⼒災害拠点病院 基本 、派
遣先 機関 ⻑ 指揮下 ⽀援活動 ⾏ 。

活動 、例 汚染 患者 対 救急医療等 提供 、原⼦
⼒災害医療 係 活動 ⽀援 基本 、出動先 原⼦⼒災害拠点病
院 対応 被 傷病者等 発⽣ 場合 、⾼度被 医療⽀援

原⼦⼒災害医療・総合⽀援 搬送 際 搬送⽀援
⾏ 。 、原⼦⼒災害 発⽣時 被災道府県 被災道府県内

市町村 事前 策定 原⼦⼒防災 係 各種計画 実⾏ 際 、他 関
係 対処要員 派遣 対応 ⽅ 適切 判断 場
合（例 医療機関 避難計画 実施 際 避難所等
救護活動 ⾏ 際 計画上 ⼈員確保 困難 判断 場合）等

、必要 応 原⼦⼒災害時 医療 可能 範囲 柔軟 対応
。
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原⼦⼒災害 、原⼦⼒施設 事故等 起因 放射性物質 放射線
環境 異常 放出 ⽣ 被害 意味 。原⼦⼒災害対策特別

措置法（以下「原災法」） 、原⼦⼒施設外 放射性物質 放
射線 放出 ⼀定 ⽔準 超 場合 、原⼦⼒緊急事態（原災法第２条
第２号 規定 「原⼦⼒緊急事態」 。） 該当 、緊
急事態応急対策 講 。 事態 原⼦⼒災害医療 対
応 、通常 救急医療、災害医療 加 被 医療 考 ⽅ 必要

。 原⼦⼒災害医療 提供 、原⼦⼒災害拠点病院、原⼦⼒
災害医療協⼒機関、原⼦⼒災害医療・総合⽀援 、⾼度被 医療⽀
援 、基幹⾼度被 医療⽀援 。 中 、原⼦
⼒災害拠点病院、原⼦⼒災害医療協⼒機関、原⼦⼒災害医療・総合⽀援

原⼦⼒災害医療派遣 保有 。⾼度被 医療⽀援
専⾨派遣 保有 。
、原⼦⼒災害医療調整官 、地域 医療事情 詳 者 、原⼦⼒

災害医療調整官 ⻑ 複数者 組織 ⽴地道府県等
設置 災害対策本部内 配置 。 原⼦⼒災害

医療調整官 、医療機関、消防機関等 対 搬送 患者 汚染 推定被
線量 基 、 搬送先 適切 迅速 指⽰ 。 際、救

急医療体制 活⽤ 、医療機関 対 傷病者 受 ⼊ 指⽰ 、
受⼊ 確認 。特 、重篤 傷病者 指定 原⼦⼒

災害拠点病院等 搬送 。 、原⼦⼒災害医療調整官
、必要 応 、他 ⽴地道府県等 対 派遣 派遣要請 ⾏
、⽴地道府県等内 原⼦⼒災害拠点病院等 派遣 。
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原⼦⼒災害医療派遣 （以下、派遣 ） ４名以上 、原⼦⼒災
害 発⽣ 場合 提供 医療 必要 知識、技能
保有 医師、看護師、放射線防護関係者、業務調整員等 構成
。
資機材 、移動時間 含 ７⽇程度 活動 必要 分量 基本 整
備 、定期的 点検 ⾏ 。
派遣 編成 招集、資機材 ⾞輛 管理及 整備、安否確認 情報
共有、連絡体制、補償 関 事項 必要 規程 院内
整備 。 、派遣 出動⼿続 活動⼿順、連絡⽅法等 定

類 事前 院内 整備 望 。
原⼦⼒災害医療・総合⽀援 主催 派遣 研修 教
育・研修 定期的 受講 、派遣調整訓練 派遣訓練等、道府県内 構築

医療 会議等及 担当地域 原⼦⼒災害医療・総合⽀援
主催 地域原⼦⼒災害時医療連携推進協議会等 積極的 参加

。
派遣 保有 医療機関 、管轄 道府県 派遣 運⽤
関 協定 締結 。 、派遣 構成員 教育・研
修 受講記録 作成、保管 。

参考：「原⼦⼒災害医療派遣 活動要領」 平成29年3⽉29⽇ 原⼦⼒規
制庁原⼦⼒災害対策・核物質防護課
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原⼦⼒災害医療派遣 資機材 。
放射線測定器等 、定期的 点検、校正 、常 使⽤ 確認

。 、⽣活必需品 、移動時間 含 7⽇程度 活動 必要
分量 備蓄 。

参考 DMAT隊員養成研修会 DMAT標準資器材
http://kenkyuukai-
113.skillupjapan.tv/images/sys%5Cinformation%5C20110510100123-
6B6B6D40DD150D47D0FB91F8E7521B5C6FD7E359DEF65B6C1DEF4A07C6
57661C.pdf#search='DMAT資器材
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派遣 ⽀援 受 ⼊ 可能性 原⼦⼒災害拠点病院等 医療
機関 、複数 派遣 ⽀援 受 ⼊ 想定 、外部 原
⼦⼒災害医療 ⽀援受⼊ 関 院内原⼦⼒災害医療 （以
下「院内 」 。） 定 。 、、必要 応 、
医師、看護師、診療放射線技師、薬剤師 職種 受⼊ 関 職
種別院内 定 。
体制整備 、派遣 受⼊待機場所、活動控室、宿泊 ⾷事
提供場所等、災害対策 係 体制、職種別 院内関係者名簿、院外 ⽀
援者名簿、資機材等 配置場所 情報提供体制、原⼦⼒規制委員会 「緊急
情報 」、管轄 道府県 連絡 原⼦⼒災害 発⽣、
事態推移等 速 把握、共有 体制、原⼦⼒災害医療・総合⽀援

、⾼度被 医療⽀援 連絡体制 構築 。
、複数 派遣 協働 活動 ⾏ 研修 実施 、他

機関 主催 訓練等 積極的 参加 。
派遣 緊密 医療 構築 ⽬的 道府県内 医療

係 会議 地域 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援
主催 地域原⼦⼒災害時医療連携推進協議会等 積極的 参加

。
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原⼦⼒規制委員会防災業務計画 基 、事故警戒本部 原⼦⼒規制庁緊
急時対応 （ERC） 設置 場合 、警戒事態 発⽣ 道府
県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援 事務局員 当該⽀援

緊急参集 派遣 派遣調整⼿続 開始 体制
速 構築 。 、原⼦⼒統合防災 接続
確認 、ERC�及 警戒事態 発⽣ 道府県 原⼦⼒災害医療調
整官 緊急 連絡 体制 構築 。
原⼦⼒災害医療・総合⽀援 派遣 保有 医療機関 調
整 、派遣候補 派遣 選定 、医療機関 対 出動待機 依
頼 。 後、派遣 活動 必要 資機材等 準備 、派遣要請

場合 、出動 。
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原⼦⼒災害 発⽣ 場合 、⾮被災道府県
原⼦⼒災害医療 係 活動 ⽀援 必要 可能性 ⾼ 被災道府

県 判断 場合 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 被災道府県
担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援 （以下、総合⽀援 ）
対 、⾮被災道府県 派遣 派遣準備 調整 依頼 同時 OFC
医療班 通 ERC 連絡 。
被災道府県 担当 総合⽀援 、⾮被災道府県 派遣
保有 医療機関 調整、派遣 選定 、派遣 保有 医療
機関 対 当該 出動待機 依頼 。 派遣 情
報 被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官、出動待機 依頼 医療機関
管轄 道府県及 ERC医療班 伝達 。
被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 、⾮被災道府県 派遣 待機
要請 ⾏ 、⽀援受⼊医療機関 対 、派遣 受⼊準備 要請 ⾏
。受⼊準備 要請 受 派遣 ⽀援受⼊医療機関 、速

院内 受⼊準備 開始 。
管轄 ⾮被災道府県 待機 要請 受 医療機関 ⻑ 、派遣候補
派遣 構成員 対 待機 指⽰ 、派遣 構成員 、活

動 必要 資機材等 準備 、出動 備 。
国 被災道府県 派遣要請 場合 、緊急 必要性
認 、⾮被災道府県 対 派遣 待機 要請

。
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⾮被災道府県 原⼦⼒災害医療 係 活動 ⽀援 直 必要
被災道府県 判断 場合 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 被

災道府県 担当 総合⽀援 対 、必要 派遣 数、
派遣先、活動内容、原⼦⼒災害 状況等 関 情報 提供 、派遣
派遣調整 依頼 同時 OFC医療班 通 ERC 連絡 。被

災道府県 担当 総合⽀援 、原⼦⼒災害 規模、被災道府県
所在地 派遣先 原⼦⼒災害拠点病院等 地理的 位置関係等 考慮
、出動待機 要請 派遣 中 必要 派遣 迅

速 適切 選定 、当該 保有 医療機関 対 、派遣
出動 依頼 。 、選定 派遣 情報 被災道府県 原⼦⼒
災害医療調整官、当該 保有 医療機関 管轄 道府県及 ERC�
医療班 伝達 。
被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 、出動 依頼 派遣 保
有 医療機関 管轄 ⾮被災道府県 対 、派遣 派遣 要請
。 、派遣 ⽀援受⼊医療機関 対 、派遣 受⼊ 要

請 。受⼊医療機関 、受⼊体制 整 段階 旨 被災道府県
原⼦⼒災害医療調整官 伝達 。
管轄 ⾮被災道府県 派遣要請 受 派遣 保有 医療機関
⻑ 、派遣 構成員 対 出動 指⽰ 、出動 指⽰ 派遣

構成員 活動 必要 資機材等 携⾏ 出動 。
派遣 出動 医療機関 、管轄 道府県、被災道府県 担当
総合⽀援 通 、派遣 出動時刻 現地到着予定時刻等

、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 伝 。
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派遣 １ 活動期間 移動時間 除 概 ５⽇間 基
本 。 、 ⻑期 活動 必要 判断
場合 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 、派遣 派遣調整
⼿続 同様、被災道府県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援
協⼒ 得 、活動期間 延⻑ 交替 調整 。
⽀援受⼊医療機関 活動 、 医療機関 ⻑ 指揮下 ⾏ 。汚
染 患者 対 救急医療等 提供、⾼度被 医療⽀援 等
搬送⽀援 原⼦⼒災害医療 係 活動 ⽀援 基本 。 、

事前 策定 各種計画 、派遣 対応 ⽅
適切 判断 場合（例 医療機関 避難計画 実施
際 避難所等 救護活動 ⾏ 際 計画上 ⼈員確保 困難

判断 場合）等 、必要 応 原⼦⼒災害時 医療 可能
範囲 柔軟 対応 。

、原⼦⼒災害医療・総合⽀援 派遣 出動 場合
、出動先 組織 ⻑ 指⽰ 、複数 派遣 活動 統括

、必要 応 他 保健医療関連 活動調整 ⾏
。
関係機関 ⽀援 単独 活動 続 、派遣
移動時間及 活動期間 必要 ⾷料・飲料⽔、 他 ⽣活必需品等

、派遣 ⾃ 準備・調達 基本 。 、後⽅
⽀援 業務 担 業務調整員 同⾏ 望 。
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国、被災道府県及 原⼦⼒災害医療・総合⽀援 、原⼦⼒災害
発⽣ 原⼦炉施設等 状況、緊急時 結果 原⼦炉施設等
状態予測、⽀援受⼊医療機関 活動状況 必要 情報 迅速 的確 把
握 、 情報 派遣 定期的 伝達 体制 確保

。 、緊急 対応 必要 場合 迅速 連絡 体制 確保
。

派遣 出動 医療機関 ⻑ 構成員⼀⼈ 対 、線量管
理 観点 個⼈線量計 貸与 、作業時間、累積線量等 記録 。
、放射性物質 汚染 恐 場合 、 、防護服等 装着
。原⼦⼒施設 状況 放射性 素 含 放射性物質 放出 可能

性 ⾼ 場合 備 、安定 素剤 携⾏ 。
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出動先 活動状況 、派遣 放射線防護関係者 派遣
出動 医療機関 ⻑及 医療機関 通 被災道府県 担当 原

⼦⼒災害医療・総合⽀援 対 定期的 報告 。 、可能 範
囲 詳細 記録 作成 、紛失 他 改 等 受 措
置 講 努 。
派遣 放射線防護関係者 、活動終了後 派遣 出動
医療機関 ⻑ 活動記録 提出 。 、個⼈情報保護 配慮 上
医療機関 通 被災道府県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援

活動記録 概要 提出 。
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出動 個々 原⼦⼒災害医療派遣 活動 終了 、派遣調整
派遣中 段階 調整 （計画 ）活動 終了時点 基

本 。
被災道府県 派遣 全体 活動 終了 、被災道府県 医療

等 勘案 、被災道府県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援
助⾔ 踏 、被災道府県 原⼦⼒災害医療調整官 決定 。

被災道府県 派遣 全体 活動 終了 決定 場合 、被災道府県
派遣 出動 医療機関 管轄 道府県 対 、派遣

活動 終了 伝達 。
派遣 活動 終了 伝達 道府県 、派遣 出動
医療機関 対 、派遣 活動 終了 伝達 。派遣 出動

医療機関 ⻑ 、被災道府県 全 派遣 活動終了後
、 全記録 集約 被災道府県 担当 原⼦⼒災害医療・総合⽀援

報告 。
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派遣 活動 要 費⽤ 、原則 、派遣 出動 医
療機関 医療機関 管轄 道府県 締結 協定 基 、管
轄 道府県 当該医療機関 ⽀弁 。派遣 出動 医療機関
管轄 道府県 、派遣 派遣要請 ⾏ 被災道府県 対 、費

⽤ 求償 。
災害救助法 適⽤ 場合 、要請 受 ⾮被災都道府県 、災害救
助法第20条 基 、被災道府県 対 費⽤ 求償 、被災道府県 、
同法第18条 求償 ⾮被災道府県 対 費⽤ ⽀弁 。
災害救助法 適⽤ 場合 、⾮被災都道府県 協定 基 医療機
関 費⽤ ⽀弁 時 、⾮被災都道府県 、被災道府県 対 費⽤
求償 。協定 締結 時 、被災道府県 、当該医療機関
対 活動 要 費⽤ 直接⽀弁 。派遣 活動費⽤ 、原則
、原⼦⼒事業者 賠償責任 負 。
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時間；30分
内容

• 原⼦⼒災害医療協⼒機関 ⽀援活動
• 原⼦⼒防災体制 救護所活動
• 救護所活動 流
• 、導線１
• 、導線２
• 役割分担
• 救護所活動 必要 防護装備
• 救護所活動 資機材
• 受付・ ・
• 被災地住⺠⾏動記録票（例）
• ⾝体汚染
• 甲状腺簡易検査 ⽅法
• ⾏動調査
• ⾏動調査・問診 内容
• 住⺠対応 外部被 線量推定
• 移動型WBC⾞両 紹介
• 多数傷病者発⽣時 救護所活動
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原⼦⼒災害医療協⼒機関 、原⼦⼒災害時 ⽴地道府県等 原⼦⼒災害拠
点病院 ⾏ 原⼦⼒災害対策 協⼒ 機関 、次 ⽀援活動
⼀ 以上 ⾏ 。
1. 被 傷病者等 初期診療及 救急診療
2. 被災者 放射性物質 汚染 測定
3. 原⼦⼒災害医療派遣 保有 、派遣
4. 救護所 医療従事者 派遣
5. 国 指⽰ 基 、避難住⺠等 対 、防護措置 実施 基準以
下 否 確認 検査（避難退域時検査） 実施 放射性物
質 検査 派遣

6. ⽴地道府県等 ⾏ 安定 素剤配布 ⽀援
7. 他、原⼦⼒災害発⽣時 必要 ⽀援

中 、原⼦⼒災害時 緊急時 設置 救護所 ⾏ ⽀援活動
、4〜6 。 、 他 ⽀援 、救護所・避難所等

⾏動調査 聴取 避難者等 ⼼理的不安 解消、事故 関 正確 情
報 伝達 。

、救護所・避難所等 実施 医療 関連 ⽀援活動 解説
。
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地⽅公共団体 関係機関 協⼒ 得 、必要 応 救護 ⾏ 場所等
指定 、周辺住⺠等 対象 簡易 測定等 ⾏

、以下 情報 収集等 ⾏ 。
(i)避難 周辺住⺠等 対 放射線被 健康影響 説明 ⾏

、住⺠ 健康相談 対応 ⾏ 。
(ii)体表⾯ 汚染 甲状腺等 体内 汚染 測定 、避難所等
到達 汚染状況 把握 。汚染 程度 応 、 取 等
簡易 除染等 処置 医療機関 搬送 決定 ⾏ 。
(iii)避難 周辺住⺠等 登録 超 周辺住⺠等
把握 ⾏ 。
(iv)�安定 素剤 服⽤指⽰ 場合 、安定 素剤 服⽤ ⽀援 ⾏

。 、安定 素剤 服⽤ 関連 問診 ⾏ 、安定 素剤
服⽤ 被災者、慎重投与 被災者 把握 。
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救護所 基本的 流 、周辺住⺠ 登録、移動中 怪我 具合 悪
⼈ 応急処置 ⾏ 、汚染 有無 測定

除染 必要 ⼈ 除染及 再測定、外部被 線量
推定 ⾏動調査・問診、最後 救護所 ⾏
結果等 説明 。
特 傷⼝ 汚染 場合 除染 場合、 、⼤量 被

可能性 場合 原⼦⼒災害医療協⼒機関 原⼦⼒災害拠点
病院等 医療機関 搬送 。
避難退域時検査 、除染 必要 無 場合 、 実施
、⾏動調査 移 場合 。

状況 応 、安定 素剤 服⽤ ⽀援 ⾏ 。
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被災者 集 避難所 等 ⾏ 救護所 開設
。
救護所 、受付、待機場所、 、除染、⾏動調査、説明、
応急処置等 設 。次 汚染 ⼈ 通路 汚染 ⼈
通路 区別 。汚染 拡⼤ 検査 流 ⼀⽅通⾏
。
待機場所 汚染 ⾮汚染 中間 、緩衝地帯 役
割 果 。検査 流 円滑 ⾏ 各 標識 表⽰
、被災者 誘導 要員 配置 重要 。汚染 ⼈ 通路 、

等 覆 。 、傷病者 応急処置 場所
確保 。

別 - 480



優先 実施 場合 例 。
汚染 避難者 汚染 避難者 導線 極⼒重 ⼯夫

。
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救護所 活動 円滑 効率的 実施 、以下 設
考 。

①設置運営
救護所 開設 運営、被災者 受付及 登録、 、誘導、情
報収集、連絡

②
放射性物質 汚染検査、開⼝部 汚染検査 内部被

被災者 分
③除染

除染、脱⾐後 再検査、甲状腺計測、⿐腔 検査実施、汚染⾐服
保管

④調査・説明 及
⾏動調査、説明、被 医療機関 搬送 判断、健康相談

⑤医療
医療処置 必要 被災者 応急処置、安定 素剤配布
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要員 服装例
⾝体表⾯汚染検査 、 ⾏ 、検査員、記録者

。要員 、帽⼦、綿⼿袋、⽩⾐ 作業着 着⽤ 、個⼈線量
計等 所定 位置 装着 。検査員 検査 受 ⼈ 触

、 汚染 注意 。

除染要員 服装例
除染 、住⺠ 誘導、汚染検査、除染介助、記録 ⾏ 。

要員 汚染防護服（例 、 ® ）、 、 、
綿⼿袋、 ⼿袋、⻑靴（ 靴 ） 着⽤

。 、要員 個⼈線量計 男性 胸部、⼥性 腹部 着装 。
被災者 ⾃分 除染 間 、指導 ⾏ 、汚染拡⼤防⽌ ⼼
。 、随時 要員⾃⾝ ⾐服等 汚染 検査 、
⼿袋 汚染 場合 交換 。

別 - 483



救護所活動 必要 資機材 ⽰ 。救護所 活動内容
適宜必要 資機材 準備 。
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救護所 避難 被災者 、 受付 登録 ⾏ 。 際、傷
病者 登録 優先的 ⾏ 、受付 住⺠ ⼾惑
誘導 担当者 置 必要 。登録⼿続 、被災者登録票等

⽤ ⾏ 。 ⾏動調査票等 汚染検査記録票等 渡 、
登録票 被災者１⼈ １組 登録票 渡 。

記⼊ 際 助⾔ 指導 必要 、 ⼈員 配置 必要 。
登録 、後 追跡調査 ⼤切 資料 。受付 被災者本

⼈ ⽒名、住所 簡単 記⼊ ⾏ 、 被災者 受付前
⻑時間待 。

、被災者登録票 汚染検査記録票 、項⽬ 重複 避 平常時
様式等 検討 重要 。

被災者登録 上記 ⾏ 、救護所 数⼗ 数百⼈
多数 被災者 避難 。 中 避難中
、具合 悪 ⼈ 。

場合 早期 医療処置 必要 、外傷 創傷汚染 有無 速
評価 。 、汚染検査 ⾏動調査 ⾏ 際 介助 必要 被災

者 。受付 段階 多数 被災者 中 処置 優先
必要 傷病者 的確 選別 （ ） 必要 。

医療処置 必要 応急処置 誘導 。創傷
全⾝状態 問題 速 汚染検査 誘導 、創

傷汚染 有無 含 、汚染検査 優先 ⾏ 。介助 必要 被災者
誘導要員 付 添 検査 ⾏ 。創傷部 汚染 、
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速 医療機関 移送 。
登録 完了 被災者 、市町村係員 指⽰ 従 、

、⾝体汚染 有無 分 （ ） 検査
受 。被災者登録票等 汚染検査記録票等 、汚染検査 処置 終了

被災者本⼈ 持 。
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被災地住⺠⾏動記録票 例 。
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除染 汚染検査後、出来 早期 ⾏ 重要 。時間 経過
放射性物質 落 、体内 ⼊ 。 、

創傷部 、 汚染 否 判断 、創傷部 汚染 被
災者 最優先 除染 必要 。 、創傷汚染 被災者 創傷
応急処置 ⾏ 、汚染拡⼤防⽌ 汚染部位 被覆 、速 原⼦⼒災
害医療協⼒機関等 医療機関 搬送 。
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放射性 素 放出 場合 開⼝部周囲 汚染 認
場合 放射性 素 吸⼊ 疑 場合 、頸部 除染 後、

甲状腺 線量 γ線量率測定⽤ NaI（Tℓ） 式
（例 、TCS-161、171等） ⽤ 、頸部 密着 測定 。甲

状腺 位置 形状 ⽰ 。
甲状腺 被 線量 100mSv 場合、放射性 素131 3,000Bq程度摂取

推定 。実際 指⽰値(μSv/h) 放射
性 素131 甲状腺沈着量(Bq) 求 換算係数 求

必要 。 量 超 被 医療機関 検査 必要
。
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⾏動調査 、被災者 健康状態 確認 、 外部被 線量 推定 、
残存汚染 程度 考 合 被災者 被 医療機関 送 判断

⽬的 ⾏ 。⾝体汚染検査後 未満
場合、 除染後 再検査後 ⾏ 。
外部被 線量 ⾏動調査 環境 情報等 推定
。 ⾏動調査 、除染 医療 中 、保健師 看護師等 医
療職 従事 者 ⾏ 望 。
被災者登録票 汚染検査記録票等 参照 、下記 項⽬ 聞
取 、⾏動調査票等 記⼊ 。聞 取 者 、⽩⾐ 着 、⽩⾐ 胸

（⼥性 腹部） 個⼈線量計等 装着 被災者 応対 。
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現在 健康状態；急性放射線症 前駆症状 現 確認 、
⾼線量被 可能性 。 、 他 健康上 問題

確認 。
事故発⽣後 、救護所 来 、以下 確認 。
情報 、外部被 線量評価 ⾏ 。

• （場所、屋外 屋内 、建物 種類 ⽊造
）。

• 時間 。
• 服装 。
• 居場所 時間的 変 、 ①、② 確

。
• 天候 、 ⾬ ⽔ 濡 否 。
• 飲⾷ 。

、安定 素剤 服⽤指⽰ 出 、服⽤ 必要 場合 、安
定 素剤 服⽤ 被災者、服⽤ 注意 必要 被災者 確認

問診 実施 。
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東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所 、福島県⺠ 対象 原発事故発⽣直後
各個⼈ ⾏動 調査 情報 時系列 作成 線量分布

図 情報 統合 、各個⼈ 被 線量 推計 。
外部被 線量 推定 、事故発⽣直後 ⾏動調査 不可⽋

。 救護所 外部被 線量推計 ⾏動調査 実施 。
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⾃治体 、救護所 内部被 検査 ⾏ 、移動型WBC
⾞輌 導⼊ 。救護所 ⾝体表⾯汚染検査 、顔⾯ 汚染 検出

、放射性 吸⼊ 疑 場合 、 移動型WBC⾞輌
搭載 WBC 内部被 検査 。

移動型WBC⾞輌 検査 、簡易検査 、体内 放射性物質
検出 場合 、原⼦⼒災害拠点病院等 搬送 、内部被 精密

評価 必要 。
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多数 汚染 被災者 発⽣ 、多数 負傷者 発⽣ 場合 救護
所 活動 流 ⼀例 ⽰ 。状況 変更 必要 。

、被災者 状態 確認 同時 ⾼線量被 可
能性 場合 、前駆症状等 有無 確認 。
⾼線量被 内部被 、外傷等 複合障害 、状態 応 搬
送先医療機関 選定 。汚染 傷病者 汚染 傷病者 別 医
療機関 搬送 調整 望 。
多⼈数 実施 場合 、頭部、顔⾯、⼿指 汚染 付
着 部位 汚染検査 実施 、短時間 多⼈数
可能 体制 実施 。頭部 顔⾯ 汚染 、⿐腔 等 検査
、内部被 可能性 場合 、速 内部被 精密 検査、

処置 医療機関 搬送 。
⾏動調査 問診 、避難所 移動後 実施 、救護所 多⼈数
滞留 、対処 。
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時間；30分
内容

•
• 多様
•
• ・
• 関 「知識 不定性」 度合
• 種別 分類
• （関与者）
• 情報 効果的発信
• 科学技術 社会
• 認知 違
• ⽬的 機能
• 関 様々 ⾮対称性
• m 成功
• 原⼦⼒災害 特徴
• 俯瞰図
• 企画
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多様性 応 、対応 仕⽅ 、
伴 ⽅ 様々 。多

定義 共通 、 適切 対応 ⾏ 、
多様 関与者 参加 求 、関与者 相互作⽤ 重視

。
、対象 、
⽬的、機能、⽅法 異 。
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⽇常⽣活 中 「 」 ⾔葉 ⽿ 、 「
」 、個⼈ ⽣活 密着 、社会全体 及 、安

全・安⼼ 脅 様々 要因 含 。原⼦⼒発電所 事故
⼀ 。 、適切 対処 求 、個々

⽬ 向 、複数 複雑 絡 合 、複合
視野 ⼊ 必要 。 、 対 ⾏

動 、別 ⽣ 考慮 必要 。
、「 （危険・危害因⼦） 確率 積、

（利益） 割 、 （怒 不安、不
満、不信 感情的反応 因⼦） 和 多様」、「危害 発⽣確
率（発⽣頻度） 危害 重⼤性（危害 ） 組合 」、「期待
結果 対 不確 影響」 様々 定義 、多 定義 共
通 、 不確 確率、不確実性 含 点 。

出典：「安全・安⼼ 社会 構築 資 科学技術政策 関 懇談会」報
告書(2004年4⽉)
「 案内」（⽂部科学省）
（ http://www.mext.go.jp/a_menu/suishin/detail/1397354.htm�）

作成
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、危機 発⽣ 状
態 平常時、危機発⽣直後 ⾮常時、危機 復興期 回復期 ⼤別

。危機発⽣直後 、 、
的 ・ 。

出典：「 事例調査報告書」 独⽴⾏政法⼈科学技
術振興機構（2014年3⽉）
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・ 、危機発⽣後
対 危機 関 情報提供、説明 ⾏ 、情報 交換

合 双⽅向 活動 。特 社会的 関⼼ 呼
、社会 説明責任 強 求 。

・ 、 場限 組
織 基本姿勢 、正直 誠実 語 「真実性」 、何事 包 隠 積極
的 情報公開 「透明性」 。真実性 透明性 基本 迅速 適
切 重要 、 対象 中⼼ 、

。組織内外 報道
通 状況 知 、判断 。 、 勢 、思

⽅向 展開 事態 対抗 「迅速性」 求 。

出典：「 危機管理− 視点
−�」 井上邦夫 経営論集86号 2005年11⽉
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国際 ・ (IRGC) 、 問題 関
知識 「不定性(incertitude)」 違 分類 。 分類 、

管理 （特 意思決定 直接関
討議） 関与者 範囲 様式（討議 ） 分

類 、 ⽬的 、誰 誰 ⾏
実践 企画 ⽴ 、実施結果 分析・評価 際

利⽤ 事 。
実際 問題 四分類 ⼀ １対１対応
、⼀ 問題 複数 側⾯ 併 持 、 ⽴場

判断 異 、 企画・評価
上 重要 。

出典：「 事例調査報告書」 独⽴⾏政法⼈科学技
術振興機構（2014年3⽉）
「 案内」（⽂部科学省）
（ http://www.mext.go.jp/a_menu/suishin/detail/1397354.htm�）

作成
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有害事象 発⽣ 可能性 物質、⽣物、技術、⾏為
分類 ⼆ 基準 。

⼀ ⽬ 基準 、「⼈為性」 分類 。⾃然災害 疾病 、「⼈為
的 、⾃然的 」 考 、⼈為性 低 。

⼀ 基準 、「知識 不定性 度合 分類」 。 、
有害事象 発⽣ 結果（損害） ⽣ 可能性
（発⽣結果） 、 程度 頻度・確率 発⽣ （発⽣確率）、

発⽣ 「知識」 、 程度 不確実
性 曖昧 （多義性） 、 基準 。

出典：「 事例調査報告書」 独⽴⾏政法⼈科学技
術振興機構（2014年3⽉）
「 案内」（⽂部科学省）
（ http://www.mext.go.jp/a_menu/suishin/detail/1397354.htm�）
作成
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（関与者） 、問題 直接的、間接的 関与 者
属性 意味 、「市⺠」「⾏政」「 」「事業者」「専⾨家」 ⼤別

。社会 関与者 「 適切
」 果 役割 、 間 対話・共考・協

働 積極的 望 。各 多様 情
報及 ⾒⽅ 共有 活動全体 ⾔

。

出典：「 事例調査報告書」 独⽴⾏政法⼈科学技
術振興機構（2014年3⽉）
「 推進⽅策」 安全・安⼼科学技術
社会連携委員会（2004年3⽉27⽇）
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不確 ⾒解 相違 情報 公開 当 、 根拠
受 ⼿側 検証 重要 。 検証可能性 確保
、 情報 根拠 検討過程、情報 修正・更新履歴 含 迅速 情

報公開 求 。 情報 根拠 、⽴場
⾒解 独⽴ 検証 、結果 相互参照 ⾏
時、 情報・ 信頼性 ⾼ 考 。 、 情

報・ 、発信側 含 各 信頼性 ⾼
。
、科学的 正確性 伝 情報発信 、受 ⼿側 ⾏動変容

起 情報発信 、区別 考 必要 。 情報
効果的 発信 、科学的 正確性 重視 細部 精緻 情報発

信 ⼼ 、伝 整理 明確 、端的
情報 実践 重要 。 情報 発信 際

確率論的 数値 単 ⽰ 、 適切 理解
容易 。確率論的 数値 発信 、 理解

必要 、発信側 受 ⼿側 共考 求 。

出典： 「 推進⽅策」 安全・安⼼科学技術
社会連携委員会（2004年3⽉27⽇）
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関 科学技術 、 携 ⼈材
、全 ⾝ 望 素養

。 成 ⽴ 社会 、今 科学 知
識 、答 ⼀ 定 、不確実性 事象

⼀⼈⼀⼈ 意思決定 下 場合 全
理解 重要 。

科学技術 ⾝ 、当事者 主体的 問題発⾒・解決
策 提案 姿勢、 異 ⽴場 意⾒ ⼈々 対話・共
考・協同 姿勢 ⾝ 教育 必要 。主体的 意思決定
下 全 結果責任 負 意味
、飽 関 責任 通

間 分配 。
、 問題 、倫理的・社会的問題 多 含 、特

発信側 、 社会 捉 把握・
理解 社会 ⾝ 重要 。

出典： 「 推進⽅策」 安全・安⼼科学技術
社会連携委員会（2004年3⽉27⽇）
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個⼈ 「 」 「 」 和 捉 考
⽅ 。 、怒 不安、不満、不信 感情的反

応 因⼦ 、 ⼗分⼩ ⼤ 、
無視 認知 。 場合、「対話・共

考・協働」 重要 。 、様々 要素 、⾃⼰決定性、
公平性、信頼性 倫理的・社会的 要素 含 。 倫理的・
社会的 要素 軽視 ― ⾏ 、不信 不満 他
要素 増 場合 。原⼦⼒災害時 、放射線 科学
的 情報、 測定結果等 数値 発信 、発信者 不信感
等 、 成 ⽴ 。
個⼈ 認知 社会 認知 ⼀般 異 。例 、個
⼈ 津波 甚⼤ 被害 対処困難

諦 、 深刻 簡単 認知 、向
合 現実 考 。⼀⽅ 、社会 集団 、

向 合 合理性 。津波
外的要因 認知 避 、個⼈
認知 、平常時 通 、 認

知 違 ⼩ 努⼒ 必要 。

出典：「 推進⽅策」 安全・安⼼科学技術
社会連携委員会（2004年3⽉27⽇）
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⾏ ⽬的 機能 様々
。

国際 ・ （IRGC) 、 適切
資 ⽬的 、①

対象法 関 教育・啓発、② 関 訓練等⾏動変容 喚起、③
評価・ 管理機関等 対 信頼 醸成、④ 関 意思

決定 利害関係者 公衆 参加 紛争解決、 ４点 。我
国 実例 照 、 具体的 分
⽬的 機能 分類 上記 表 。

、 広 互 ⽴場 ⾒解
理解 上 、 ⾏動変容 結 「共感

」 場 ⽬指 。

出典：「 事例調査報告書」 独⽴⾏政法⼈科学技
術振興機構（2014年3⽉）
「 推進⽅策」 安全・安⼼科学技術
社会連携委員会（2004年3⽉27⽇）
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間 実施 際、多 場
合 、発信側（専⾨家 ⾏政等） 受 側（⼀般市⺠等） 間 、情報、

係 権限 責任、 引 受 度合 ⾮対称性
課題 伴 。 ⾮対称性 配慮 、双⽅向 担保

場 近 、 成功 重要
。 、情報 受 ⼿側 、概 発信側 ⾏動 指針 ⽰
意⾒ 、情報 基 ⾃分 判断 意⾒ ⼤別

。 望 、 受 ⼿側
情報 理解 仕⽅ 発信側 意識 必要 。
⾏政 専⾨家 「統治者視点」 、統計的・確率論的 ⾒⽅
対 、 直⾯ ⼀⼈⼀⼈ 「当事者視点」 、危害 確率

、個⼈ 危害 受 受 ⼆者択⼀
捉 、 要素 価値判断 基 個別的 ⾒⽅

。
統治者視点 、責任 意思決定 不確実性 ⾼ 情
報 、参考 度合 低 、開⽰ 混乱 招 可能性
排除 、当事者視点 、不確実性 ⾼
情報 、各⾃ 個々 責任 ⾏ 意思決定 参考 得 、
積極的 公開・周知 望 。発信側 視点 ⼗分
理解 必要 。

出典：「 推進⽅策」 安全・安⼼科学技術
社会連携委員会（2004年3⽉27⽇）
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上 絵 、 ⼈ Ａ 考 、相⼿ Ａ ´ 形 伝
。下 絵 、Ａ Ｂ 異 考 持 ⼆⼈ 、Ｃ、Ｄ
新 考 着 。Ｃ＝Ｄ 、

合意 形成 、 必 合意
⽬指 、様々 ⽬的・機能 注意 必要 。

、参加 個々⼈ 感情 価値観 深 関
係・影響 、 ⼿法 画⼀的 解、 存在 考
、 ⼗分留意 必要 。 、

伴 事象 対 向 合 ⽅ ⼀ 結論 導 、
⼀⽅向 知識 伝達 共有 。「共感 ⽣

」 場、 広 互 ⽴場 ⾒解 理
解 上 、 ⾏動変容 結 場 。
「共感 ⽣ 」 場 適切 設定 、

間 信頼関係 重要 、対話・共考・協働 実践 積
重 ⽋ 。

出典：「科学 案内」 科学技術振興機構 科学
（2015年3⽉31⽇）

「 案内」（⽂部科学省）
（ http://www.mext.go.jp/a_menu/suishin/detail/1397354.htm�）

作成
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原⼦⼒発電所 、 ⼗分 制御可能 ⾒
、2011年 東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所 事故 、想定 外 事

故 起 、収束困難 。
低線量 放射線 健康 、科学的 観点 ⼗分 低 、管理可
能 「単純」 、周辺住⺠等 当事者 、

分配 負担 公平性、医療被 違 ⾃ 意思 受 ⼊
、受 容 難 判断 、

「多義的 」問題 扱 必要 。
、同 評価結果 、複数 解釈 存在
。
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適切 ⾏ 、直⾯ 問題 俯
瞰的 捉 直 、⽬的 応 ⼿法 選択 。

扱 問題 、時間的・空間的 分野、⼈為
的 ⾃然的 相違 、様々 種類 、 応

在 ⽅（⽬的、対象、⽅法論、時期・期間 ） 様々 。
国⽴研究開発法⼈科学技術振興機構（JST）科学
開発 「科学 分類枠組 」 紹介 。

問題 分類軸 、問題発⽣・対応
「時間・空間・社会 」、「 種別」、 関 知識
「不定性」 度合 、問題発⽣・対応 「 」、問題 関 「

」、 ⾏ 「⽬的・機能」 ６ 軸
複合的 分類枠組 提案 。

出典：「 事例調査報告書」 独⽴⾏政法⼈科学技
術振興機構（2014年3⽉）
「科学 案内」 科学技術振興機構 科学

（2015年3⽉31⽇）
「 案内」（⽂部科学省）
（ http://www.mext.go.jp/a_menu/suishin/detail/1397354.htm�）

作成
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実践 企画 評価 導⼊的 ⽬安
、上記 ⽰ 。

例 、「 種別」 実⽤化間 先端科学技術 、具体的
被害 発⽣ 場合 、「 」 「平常時(下流)」 、予
期 問題 性質 応 時間・空間・社会 選 。
「誰 誰 、 必要 」 考 、

関 知識 「不定性」 検討 。「単純」
場合 、意思決定 直接 、規制当局
等 中⼼ ⾏ 。 他

「教育・啓発 ⾏動変容」 ⽬的 。
、規制当局 専⾨家 「単純」 分類 、

消費者 ⾒ 、規制当局等 対 不信感 、「複雑」 「不
確実」 分類 、同 対象 、「単純」 分類

「複雑」 分類 併 持 場合
。 場合 、規制当局外部 ⼀般 専⾨家 利害関係者、

⼀般市⺠ 対象 、「信頼醸成」 「意思決
定 参加」 ⽬的 ⾏ 必要 。

、科学的 観点 「単純」 分類 、
当事者 、 受 容 否 、原理的 、

QOL(⽣命/⽣活 質) 含 当⼈ 価値判断 依存 、 、 判断 基
⾃⼰決定 尊重 。実際、 規範的 問

題 問題化 多々 。
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原⼦⼒発電所事故 汚染 環境 低線量放射線 健康
、科学的 観点 ⼗分低 、管理可能 、当事者

分配 負担 公平性、医療被 ⾃ 意思
受 (⾮⾃発性) 受 容 判断 場

合 。 場合 、科学的 「単純」 、「多義
的」 問題 扱 必要 。

出典：「 事例調査報告書」 独⽴⾏政法⼈科学技
術振興機構（2014年3⽉）
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あり

前駆症状

症状出現の有無確認

なし 24 時間嘔吐の
有無をフォロー

リンパ球減少
他の症状

4-6 時間毎に白血球
分類を再評価

あり
専門機関へ連絡

被ばく 24 時間後
染色体分析用血液採取あり

なし 鑑別診断

嘔吐
なし

あり

脱衣

汚染検査

受入準備

患者の退域

職員の退域

施設の復旧

受入要請

蘇生・外傷診療

外部被ばくの評価

① 創傷の汚染
② 頭部・顔面の汚染
③ 他部位の汚染

試料採取

除染の優先順位評価
① 創傷部
② 開口部
③ 健常皮膚

除染

・汚染なし
・容認レベル

最終の全身汚染検査

いいえ
はい

未確認の汚染

除染部位の汚染検査

なし

汚染拡大防止処置

氏名 （ 男 ・ 女 ） 年齢

受傷日時 年 月 日 時 分

来院日時 年 月 日 時 分

事故概要ID

All copyrights © reserved by Q  - NIR .

来院時バイタルサイン BP ／ mmHg HR /min RR /min pO
2

% (O
2
   L/min)

B ℃ JC GC (E V M )

汚染残存 □ 無 □ 有

外部被ばくの可能性 □ 無 □ 有

内部被ばくの可能性 □ 無 □ 有

評価・診断

担当医 看護師

型式

B.G.レベル

B.G.測定日時

表面汚染計測定器

機器効率
窓面積

空間線量計

min-1 µSv/h

表面密度＝
Bq/cm2

（測定値ーB.G.）／60
校正定数

機器効率×窓面積×線源効率

Vital 確認
◎バイタルの安定化を優先
◎可能な範囲で汚染検査・
除染

◎鼻腔スワブ
◎ガーゼ試料

あり
なし

鼻腔汚染

内部被ばく
可能性あり

専門機関へ連絡

あり

なし

内部被ばくの
可能性なし

鼻腔スワブは左右別
々に採取
両側陽性で汚染あり

内部被ばくの評価

バイオアッセイ用試料採取

現場状況
から内部被ばく
の可能性

あり

なし

◎ガーゼ試料は核種同定に使用
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	2019年度成果報告書-包括的被ばく医療-2調査研究１.pdf
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